
 

放射性物質により汚染された土壌等の除染の実施 

３２６，２１６百万円（４９７，７９６百万円） 

 

水・大気環境局  放射性物質汚染対策担当参事官室 

総務課除染渉外広報室      

 

１．事業の必要性・概要 

 平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故
により放出された放射性物質によって環境の汚染が生じ、周辺地域住民の多くが不
便な避難生活、不安な日常生活を強いられている。 
 本事業では、放射性物質による環境の汚染が人の健康又は生活環境に及ぼす影響
を速やかに低減させるため、放射性物質汚染対処特措法及び同法に基づいて策定さ
れた基本方針等に即して、 
  ①  除染特別地域における生活圏の除染の推進（44,124 百万円） 
  ②  除染特別地域における除去土壌等の減容化、仮置き（107,891 百万円） 
  ③  除染特別地域における除染実施後の放射線量の監視（1,980 百万円） 
  ④  除染実証事業（2,897 百万円） 
  ⑤  地方公共団体による除染等の措置等に対する財政措置（167,732 百万円） 
  ⑥  正確かつ分かりやすい情報発信（1,176 百万円） 

等を行う。 

 

２．事業計画（業務内容） 

事項 H24 H25 H26 H27 H28 

① 生活圏における除染      

② 除去土壌等の減容化、仮置き      

③ 放射線量の監視      

④ 除染実証事業      

⑤地方公共団体に対する財政措置      

⑥ 正確かつ分かりやすい情報発信      

 

３．施策の効果 

放射性物質による環境の汚染が人の健康又は生活環境に及ぼす影響の速やかな 

低減 



放射性物質により汚染された土壌等の除染の実施 
                  326,216 百万円（497,796百万円） 

除染により放射性物質を取り除く 
（①生活圏における除染・・・44,124百万円） 

除去土壌等は減容化して仮置き 
（ ②除去土壌等の減容化・仮置き・・・107,891百万円） 

仮置場 

除染後は空間線量率をモニタリング 
（③放射線量の監視・・・1,980百万円） 

目的： 放射性物質による環境の汚染が人の健康又は生活環境に及
ぼす影響の速やかな低減 

 
概要： ①除染特別地域における生活圏の除染の推進 
 ②除染特別地域における除去土壌等の減容化、仮置き 
   ③除染特別地域における除染実施後の放射線量の監視 
   ④除染実証事業(帰還困難区域、森林、防火水槽、除染技術) 
   ⑤地方公共団体による除染等の措置等に対する財政措置 
   ⑥正確かつ分かりやすい情報発信等 
     

除染特別地域における①～③の取組を実施するとともに、市町村によ
る除染等に対する財政措置を実施（⑤地方公共団体に対する財政措
置（167,732百万円））。 
また、除染に関する知見の収集（④帰還困難区域や森林等の除染実
証事業（2,897百万円））や除染に関する情報発信（⑥正確かつ分かり
やすい情報発信（1,176百万円）) 



                                  

 

中間貯蔵施設の整備             

事項要求（１４，６４５百万円） 

 

水・大気環境局 中間貯蔵施設担当参事官室 

 

１．事業の必要性・概要 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の

事故により、当該原子力発電所から放出された放射性物質（以下「事故由来放

射性物質」という。）による環境の汚染が生じており、事故由来放射性物質に

よる環境の汚染が人の健康又は生活環境に及ぼす影響を速やかに低減すること

が喫緊の課題となっている。 

   こうした状況を踏まえ、平成 23 年 8 月に放射性物質汚染対処特措法が議員

立法により可決・成立し、公布された。また、平成 23 年 10 月に示された「東

京電力福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質による環境汚染の対処にお

いて必要な中間貯蔵施設等の基本的考え方について」において、「今後、除染

等に伴って大量に発生すると見込まれる除去土壌等、及び一定程度以上に汚染

されている指定廃棄物等（以下、大量除去土壌等という）については、その量

が膨大であって、最終処分の方法について現時点で明らかにしがたいことから、

これを一定の期間、安全に集中的に管理・保管するための施設を、中間貯蔵施

設と位置づけ、その確保・運用を行う。その配置については、（中略）具体的

には、大量除去土壌等が発生すると見込まれる福島県にのみ設置する。」とさ

れている。 

   そこで、地元の理解を求めつつ、中間貯蔵施設の建設等を進めることを目的

として本事業を行う。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）中間貯蔵施設の建設 

（２）施設の建設に必要となる用地の取得等 

 

３．施策の効果 

地元の理解を求めつつ、中間貯蔵施設の整備を着実に実施することで、福島

県内の除染を迅速に進め、事故由来放射性物質による環境の汚染が人の健康又

は生活環境に及ぼす影響を速やかに低減し、福島県の復興に資する。 



中間貯蔵施設の整備                                 
                           事項要求（１４，６４５百万円） 

（１）中間貯蔵施設の建設 
（２）施設の建設に必要となる用地の取得等 
 

 

• 除染等に伴って、放射性物質を含む土壌や廃棄物が大量に発生する。 
• 福島県内では、放射性物質を含む土壌や廃棄物の量が膨大となるため、現時
点で最終処分の方法を明らかにすることは困難。 
 

 このため、放射性物質を含む土壌や廃棄物を、最終処分するまでの間、安全に
集中的に管理・保管する中間貯蔵施設について、平成27年１月を目途として施設
の供用を開始するよう政府として最大限の努力を行う。 

 地元の理解を求めつつ、中間貯蔵施設の整備を着実に実施することで、福
島県内の除染を迅速に進め、事故由来放射性物質による環境の汚染が人の
健康又は生活環境に及ぼす影響を速やかに低減し、福島県の復興に資する。 

 背景・整備スケジュール 

 平成26年度事業計画 

 施策の効果 



 

放射性物質汚染廃棄物処理事業 

１５５，０６６百万円（９７，１００百万円） 

 

             大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課  

 

１．事業の必要性・概要 

  平成２３年３月に発生した東日本大震災に伴う東京電力福島第一発電所

における事故による放射性物質によって汚染された土壌等を円滑かつ迅速

に除染・処理するため、平成２３年８月３０日に、放射性物質汚染対処特

措法が成立した。 

当該法律に基づき、指定地域内の廃棄物（対策地域内廃棄物）及び、指

定地域外であっても放射性物質による汚染状態が基準（８千 Bq/kg）を超 

えるもの（指定廃棄物）については、国がその処理を行うこととなってい

る。 

そのため、放射性物質によって汚染された対策地域内廃棄物及び指定廃

棄物を着実に処理し、環境の汚染による人の健康又は生活環境への影響を

速やかに低減することを目的として本事業を行う。 

 また、従来、循環利用されていた稲わら、牧草等が放射性物質に汚染さ

れ、農林業系廃棄物となって大量に発生している。農林業等への影響の軽

減や腐敗による生活環境の悪化等を避けるため、市町村等による８千 Bq/kg

以下の農林業系廃棄物処理を支援する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

  対策地域内廃棄物、指定廃棄物及び８千 Bq/kg 以下の農林業系廃棄物を着

 実に処理するために、以下の業務等を行う。 

（１）対策地域内廃棄物処理 

（２）指定廃棄物処理（最終処分場の確保を含む）   

（３）農林業系廃棄物処理の支援 

 

３．施策の効果 

  対策地域内廃棄物、指定廃棄物及び８千 Bq/kg 以下の農林業系廃棄物の処

理の着実な実施。 



汚染廃棄物対策地域（旧警戒区
域及び旧計画的避難区域等）の
災害廃棄物等（対策地域内廃棄
物）は、環境省が直轄で処理を行
う。 

仮置場、仮設処理施設の設置場
所を確保する。特に、帰還の妨げ
になる廃棄物を速やかに撤去し、
仮置場に搬入することを優先目
標とする。 

当初目標としていた平成２５年度
末までの処理が困難であること
から、平成２６年度以降も引き続
き処理を行う。 

2013/8/1 

＜汚染廃棄物対策地域内災害廃棄物撤去事例：福島県楢葉町前原地区＞ 

○対策地域内廃棄物の処理 

       撤去前（H25年5月9日撮影）                 撤去後（H25年6月13日撮影） 

放射性物質汚染廃棄物処理事業  
平成26年度予算要求額：155,066百万円(97,100百万円） 

減容化事業の例 

福島市・堀河町終末処理場 
下水汚泥仮設減容化施設 

鮫川村における農林業系 
副産物等処理実証事業 

○指定廃棄物の処理 

市町村等による８千Bq/kg以
下の農林業系廃棄物処理を
支援。 

  補助対象者：市町村等 

  補助率：１／２ 

○農林業系廃棄物の処理 

放射性物質による汚染状態が基準（８千Bq/kg）
を超えるもの（指定廃棄物）については、国がそ
の処理を行う。 

焼却・乾燥等の処理によって、指定廃棄物の減
容化や性状の安定化を図る事業を進めている。 

分散保管されている指定廃棄物を集約して処理
するため、処分施設を整備する。 

牧草ロールの収集 



 

（新）住民の個人被ばく線量把握事業     ６６９百万円（０百万円） 

 

環境保健部放射線健康管理担当参事官室 

 

１．事業の必要性・概要 

現在、避難している避難区域の住民は、今後の区域解除により帰還が可能と

なるが、帰還住民に対しては帰還後の健康影響に係る情報の一つとして被ばく

線量を提示する必要があることから、帰還した住民に個人線量計を配布すると

ともにホールボディカウンターにより、今後の帰還住民の帰還地での被ばく線

量を把握する。 

また、国として改めて被ばく線量を正確に把握するため、福島県外の汚染状

況重点調査地域において、空間線量からの被ばく線量ではなく、個人線量計を

配布して、個人の外部被ばく線量を正確に把握する。 

 

 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）避難指示解除準備区域での線量把握事業 

    避難指示解除準備区域において、避難住民の帰還地での被ばく線量を把

握するため、帰還者に個人線量計を配布するとともにホールボディカウン

ターにより測定して、帰還地での被ばく線量の状況を把握する。 

 

  （２）汚染状況重点調査地域での線量把握事業 

    福島県外の汚染状況重点調査地域において、当地域の外部被ばく線量の

状況を正確に把握するため、住民に個人線量計を配布する。 

 

３．施策の効果 

個人線量計を配布して被ばく線量より正確に把握することにより、住民の

健康不安を解消するとともに避難住民の帰還の促進に資する。 

 



＜事業の背景・内容＞ 

 現在、避難している避難区域の住民は、今後の区域解除により帰還が可能となるものの、帰還後の健康影響に係る

情報の一つとして被ばく線量を提示するため、帰還した住民に個人線量計を配布し外部被ばく線量を測定するととも

に、ホールボディカウンターで内部被ばく線量の測定を行い、帰還地での被ばく線量を把握する。 

 また、国として改めて被ばく線量を正確に把握するため、福島県外の汚染状況重点調査地域において、空間線量か

らの被ばく線量ではなく、個人線量計を配布して、個人の外部被ばく線量を正確に把握する。 

住民の個人被ばく線量把握事業 
平成２６年度要求額 ６６９百万円（０百万円）（委託費） 支出予定先 民間団体等 

民間機関 

住民 

国 

・個人線量計
の配布 

委託 

避難指示解除準備地域 
個人線量計 

汚染状況重点調査地域 

データ 

民間機関 民間団体等 

・個人線量計の配布 

・ホールボディカウン
ター測定 

ホールボディカウンター 



 

（新）放射線による健康不安対策事業     ２７７百万円（０百万円） 

 

環境保健部放射線健康管理担当参事官室 

 

１．事業の必要性・概要 

福島県においては行政職員の事務負担が増加しており、健康不安対策に従事

する人材を確保することが急務となっている。福島県外においても、特に福島

県との県境部やいわゆるホットスポット等では住民に対する健康管理の必要性

等の説明会が求められている。 

 

２．事業計画（業務内容） 

福島県内において、リスクコミュニケーションに専従する職員（具体的には

保健師、臨床心理技術者を想定）の雇用やその活動に対し必要な費用を交付す

るとともに、当該職員が中心となって開催する住民説明会の会場費、講師招聘

費等の費用を交付する。また、福島県外において、これら地域住民に対して放

射線の健康影響についての住民説明会やセミナー等を開催する。なお、住民説

明会やセミナー等においては、個人線量計等による被ばく線量測定の体験等も

実施する。 

さらに、福島県及び福島県内の市町村が実施する内部被ばく線量測定が信頼

性のあるものとするため、ホールボディカウンターの性能維持のための校正費

用を交付する。 

 

３．施策の効果 

きめ細かなリスクコミュニケーション等を行うことにより、放射線に対する

健康不安の解消に資するものである。 

 

 



放射線による健康不安対策事業 

福島県内 

福島第一原発事故による放射線の住民への健康影響 

（福島県内の実測データ） 
・事故直後4か月の外部被ばくは、 
99.8%が5mSv以下 
・内部被ばくは、99.9%が検出限界以下
（WBC） 

（国際機関による評価） 
・リスクは無視できる水準（WHO,2013） 

・住民の被ばく量は少なく、今後も健康
への影響が生じる可能性はない 
（UNSCEAR,2013声明） 

これらの事実関係を住民にわかりやすく、丁寧に説明していくことが重要 

保健師 

臨床心理 
技術者 

市町村における、住民とのリスクコミュニケーション
職種（保健師、臨床心理技術者等）の雇用やその
活動に対する費用を交付 

住民 

住民説明会やセ
ミナーの開催 Face to 

Face 
で情報提供 

Face to Face 
で情報提供 

ホールボディカ
ウンタｰの校正 

性能維持のた
めの校正費用
を交付 

平成２６年度要求額 ２７７百万円（０百万円）  
【交付金１５５百万円（交付率：定額） 委託費１２２百万円 支出予定先：地方公共団体、民間団体等】 

福島県外 



 

県民健康管理調査支援のための人材育成事業 

７４８百万円（２００百万円） 

環境保健部放射線健康管理担当参事官室 

 

１．事業の必要性・概要 

放射線医学に係る拠点として整備しており、福島県民の長期にわたる健康管

理を実施して行く上で専門人材が不足しており、人材育成が不可欠となってい

る。このため、県民健康管理調査をバックアップする下記の講座を支援して、

不足しているリスクコミュニケーションや甲状腺検査等を担う人材を育成する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

１）健康リスクコミュニケーション学講座 

健康に関する住民理解の醸成を担う指導者を育成するため、福島県立医科

大学に開設する「健康リスクコミュニケーション学講座」を支援し、科学的

方法論に基づく効果的なリスクコミュニケーションに関する調査研究を行う

とともに、住民に対応する人材の育成の他、車座集会のファシリテータを担

うなどのリスクコミュニケーションを実践する。 

２）甲状腺内分泌学講座 

県民健康管理調査において実施している甲状腺検査の長期にわたる円滑な

実施のため、福島県立医科大学の「甲状腺内分泌学講座」を支援し、甲状腺

検査に対応できる人材を育成するとともに、甲状腺検査の高度化を図る。 

３）放射線健康管理学講座 

 健康管理調査を進めるに当たって、低線量被ばくの健康影響やリスク管理

などの健康管理に関する知見を有する専門家が少ないため、福島県立医科大

学の「放射線健康管理学講座」を支援し、県民健康管理調査の結果解析とそ

れに基づく健康増進に当たる人材を育成して、健康管理調査の効果的な実施

と調査結果の分析評価を行う。 

 

３．施策の効果 

県民健康管理調査を円滑に実施する体制を整備し、原子力被災者の健康確保

及び不安の解消に資する。 

 

 



＜事業の背景・内容＞ 

○福島県立医科大学においては、ふくしま国際医療科学セ
ンター構想を立ち上げて、放射線医学に係る拠点を整備し
ている。こうした中、福島県民の長期にわたる健康管理を
実施して行く上で必要となる専門人材が不足しており、人
材の育成が不可欠となっています。 
 

１．健康リスクコミュニケーション学講座 
  健康に関する住民理解の醸成を担う指導者を育成する   
 ため、「健康リスクコミュニケーション学講座」を支援 
 し、科学的方法論に基づく効果的なリスクコミュニケー 
 ションに関する調査研究を行うとともに、住民に対応す 
 る人材の育成の他、車座集会等のリスクコミュニケー 
 ションを実践します。 
 

２．甲状腺内分泌学講座 
  県民健康管理調査において実施している甲状腺検査を  
 行う人材が不足していることから、「甲状腺内分泌学 
 座」を支援し、精密検査にも対応できる人材を育成する 
 とともに、放射線の甲状腺への影響を系統的に検証しま 
 す。 
 

３．放射線健康管理学講座 
  健康管理調査を進めるに当たって、低線量被ばくの健康影 
 響やリスク管理などの健康管理に関する知見を有する専門家 
 が少ないため、「放射線健康管理学講座」を支援し、県民健康 
 管理調査の結果解析とそれに基づく健康増進に当たる人材を 
 育成して、健康管理調査の効果的な実施と調査結果の分析 
 評価を行います。 

県民健康管理調査支援のための人材育成事業 
平成２６年度要求額 ７４８百万円（２００百万円）（交付金：交付率 定額）支出予定先 福島県 

○県民健康管理調査をバックアップする講座を支援し
て、不足しているリスクコミュニケーションや甲状腺
検査等を担う人材を育成する。 

福島県立医科大学 
 放射線医学県民健康管理センター 

 

福
島
県 

国 

支
援 

国 福島県 
交付金 

人材育成 

県民健康管理調査 

「健康リス
クコミュニ
ケーション
学講座」 

「甲状腺
内分泌学
講座」 

「放射線
健康管理
学講座」 

＜事業のスキーム、具体的な成果イメージ＞ 



放射線の健康影響、被ばく線量評価等に関する調査研究事業 

１，０００百万円（１，２００百万円） 

環境保健部放射線健康管理担当参事官室 

１．事業の概要 

今般の福島第一原発事故を受け、平成２３年度二次補正予算で福島県に

「福島県民健康管理基金」（７８２億円）を創設するなど、原子力被災者の

健康の確保に必要な事業を中長期的に実施する体制を整備したところである。 

  平成２６年度においても、原子力被災者の健康確保に万全を期すため、福

島県の基金実施事業の前提となる被ばく線量の評価等の国として実施すべき

事業を行う。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 本事業は、健康管理の前提となる放射線の健康影響に係る研究調査、被ば

く線量評価等に関する調査研究を実施するとともに、安心・リスクコミュニ

ケーション事業等を実施して放射線に対する不安の解消を図るものであり、

個々の事業は以下のとおりである。  

１）放射線の健康影響に係る研究調査事業  

 被災者の健康管理に資する放射線の健康影響に関する研究調査及び被災

者の健康不安対策に資する放射線の健康影響に関する研究調査を行う。ま

た、放射線の健康影響に係る調査手法等に関する研究調査を行う。 

２）被ばく線量評価等に関する調査研究事業  

 事故初期からの外部被ばく線量と内部被ばく線量の推計を実施し、被災

者の線量評価システムを構築する。さらに個人被ばく線量モニタリング運

用ガイドラインの実証を行う。  

３）安心・リスクコミュニケーション事業  

 統一的な基礎資料を用いて育成された講師により、住民からの相談に対

応する都道府県の保健医療従事者、学校関係者等への研修を行うとともに

統一的な基礎資料について検証を行う。また、福島県等が委嘱しているア

ドバイザーの情報共有のための意見交換会を開催する。 

４）健康管理支援に係る調査等事業 

 県民健康管理調査の結果や既存統計等を活用した調査等を通じ、原子力

被災者の健康管理等の現状や課題を把握するともに、国や自治体等が行う

今後の支援の在り方について検討する。 

  

３．施策の効果 

本事業により、被ばく線量の評価が向上すること、放射線の健康影響に係

る知見が得られること、リスクコミュニケーション事業において統一された

対応ができるようになることにより、原子力被災者の健康確保及び不安の解

消に資するものである。 



＜事業の背景・内容＞ 

 

１． 福島復興再生基本方針 

 原子力災害からの福島の復興及び再生に関する
施策の総合的な推進を図るための基本的な方針と
して、平成２４年７月１３日に福島復興再生基本方
針が閣議決定され、その中で国内外の叡智を結集
した放射線の人体への影響等に関する調査の重要
性等について指摘されています。 

 

２．原子力被災者に対する健康管理・健康調査 

 今般の福島第一原発事故を受け、福島県に「福
島県民健康管理基金」（平成２３年度二次補正：
782億円）を創設するなど、原子力被災者の健康の
確保に必要な事業を中長期的に実施する体制を整
備したところです。 

 平成26年度においても、原子力被災者の健康確
保に万全を期すため、福島県の基金実施事業の前
提となる被ばく線量の評価、放射線の健康影響調
査等の国として実施すべき事業を行う。 

放射線の健康影響、被ばく線量評価等に関する調査研究事業 
平成２６年度要求額１，０００百万円（１，２００百万円）（委託費） 支出予定先 民間団体等 

＜事業のスキーム、具体的な成果イメージ＞ 

１．放射線の健康影響に係る研究調査事業 
 被災者の健康管理に資する放射線の健康影響に関する
研究調査及び被災者の健康不安対策に資する放射線の
健康影響に関する研究調査を行う。また、放射線の健康影
響に係る調査手法等に関する研究調査を行う。 

３．安心・リスクコミュニケーション事業 
 統一的な基礎資料を用いて育成された講師により、住民
からの相談に対応する都道府県の保健医療従事者、学校
関係者等への研修を行うとともに統一的な基礎資料につ
いて検証を行う。また、福島県等が委嘱しているアドバイ
ザーの情報共有のための意見交換会を開催する。 

２．被ばく線量評価等に関する調査研究事業 

 事故初期からの外部被ばく線量と内部被ばく線量の推
計を実施し、被災者の線量評価システムを構築する。さら
に個人被ばく線量モニタリング運用ガイドラインの実証を
行う。 

住
民
の
健
康
確
保 
・ 

不
安
解
消 

４．健康管理支援に係る調査等事業 

 県民健康管理調査の結果や既存統計等を活用した調査
等を通じ、原子力被災者の健康管理等の現状や課題を把
握するともに、国や自治体等が行う今後の支援のあり方に
ついて検討する。 

国 民間団体等 
委託 



                                  

循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分を除く） 

５７，２４４百万円（３５，４４８百万円）

＜うち復興特会＞        ９，９４７百万円（ ８，１９４百万円） 

大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課 

 

１． 事業の必要性・概要 

循環型社会形成推進交付金は、市町村等が廃棄物の３Ｒ（リデュース、リユ

ース、リサイクル）を総合的に推進するため、市町村の自主性と創意工夫を活

かした広域的かつ総合的な廃棄物処理・リサイクル施設の整備を支援している。 

平成当初以降にダイオキシン類対策のため整備した廃棄物処理施設の老朽化

によるごみ処理能力の不足や事故リスク増大といった事態を回避するため、新

たな更新需要も踏まえた災害廃棄物処理能力の確保、リサイクルやエネルギー

利用による循環型社会構築に寄与できる一般廃棄物処理施設の整備に取り組む

必要がある 

また、東日本大震災で広域的に災害廃棄物が発生し、被災地のみならず全国

的な処理体制を構築する必要が生じ、苦慮することとなった。また、南海トラ

フ巨大地震、首都直下型地震における災害廃棄物発生量は東日本大震災よりも

膨大になることが予想されている。これらに鑑みれば、地方自治体との密接な

連携協力の下で、廃棄物処理施設が地域の防災拠点ともなるように、災害廃棄

物の処理を強化するための施策を強力に推進する必要がある。 

東日本大震災により被災した市町村においては、膨大な災害廃棄物等を短時

間で処理することとなったため、一般廃棄物処理施設に大きな負荷がかかって

いること等から、更新を含めた処理体制の再構築が急務となっている。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 ＜一般会計＞ 

市町村等が整備する一般廃棄物処理施設への財政支援を実施する。また、

地域の防災拠点となりうる施設等については、重点整備する。 

＜復興特会＞ 

特定被災地方公共団体に指定されている市町村等が整備する一般廃棄物処

理施設への財政支援を実施する。また、地域の防災拠点となりうる施設等に

ついては、重点整備する。 

   

３．施策の効果 

国民の安全・安心の確保、循環型社会、低炭素社会の推進及び災害に強い廃

棄物処理システムの構築並びに被災地における廃棄物の処理体制の構築を図る。 



○市町村等が行う地域の生活基盤を支えるための重要なインフラである廃棄物処理施設の整備を支援。 
○また、東日本大震災の教訓を踏まえるとともに、今後想定される大規模災害（首都直下型地震、南海ト
ラフ巨大地震）に備え、地域の防災拠点となり得る廃棄物処理施設の整備を戦略的に支援。 

 老朽化した廃棄物処理施設の適切な更新を行うこと
により、地域住民の安全・安心を確保。また、災害廃棄
物の処理能力を高めるなど防災拠点として整備するこ
とにより、廃棄物処理システムの強靭化を推進。 

 ダイオキシン対策により整
備した施設の多くが老朽化
（全国約1,200施設のうち築
20年超：406施設、築30年
超：103施設、築40年超：4施
設）し、地域でのごみ処理能
力の不足、事故リスク増大
の恐れ。 

【交付先】 
 ・特定被災地方公共団体以外の市町村（一般会計） 
 ・特定被災地方公共団体の市町村（復興特会） 
【交付対象施設】 
 ごみ焼却施設、最終処分場、浄化槽、既存施設の
基幹的設備改良事業、等 
【交付率】 
 交付対象経費の１／３。ただし、一部の先進的な施
設及び防災拠点施設については１／２。 

循環型社会形成推進交付金                                                 

 東日本大震災において、
膨大な量の災害廃棄物（約
1,900万ｔ）を処理するための
施設が不足。今後想定され
る首都直下型地震、南海ト
ラフ巨大地震における災害
廃棄物の量は、それぞれ約
5倍、約13倍と予想。 
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平成26年度概算要求・要望額65,665百万円 
（平成25年度予算額43,869百万円） 



循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分） 

                ８，４２１百万円（８，４２１百万円） 

廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課浄化槽推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

  湖沼等公共用水域等の水質汚濁の大きな原因となっている生活排水対策を推

進し良好な水環境や健全な水循環を確保するため、浄化槽整備に対する国の助

成制度の一層の充実・強化を図る。 

 

 ○改正内容 

（１）単独処理浄化槽合併転換促進支援事業の創設 

   単独処理浄化槽から合併処理浄化槽へ転換する際に、浄化槽接続のための 

  配管の布設替えの費用は、設置者にとって大きな負担となっている。 

   このため、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽へ転換する場合に限り（浄 

化槽整備区域内の特定の区域において 30％以上の単独処理浄化槽を合併処

理化槽へ転換する計画であることを要件）、従来の国庫助成制度に配管費の 

一部助成のメニューを追加し、合併処理浄化槽への転換を促進することによ 

り、汚水処理施設の早期整備を推進する。 

 

（２）低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業の延長 

    平成 22 年度から 25 年度にかけて実施してきた低炭素社会型浄化槽整備 

推進事業について、日本における温室効果ガスの削減目標達成のための浄化 

槽分野における CO２削減対策の促進を図るため、制度を延長する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

    市町村が実施する浄化槽の整備に関する事業の実施に要する費用の一部を国 

庫助成。  

         助成率：１／３（一部事業１／２）、助成先：市町村等 

 

３．施策の効果 

   浄化槽の整備を推進することにより、湖沼等公共用水域等における生活排水 

対策が進み、良好な水環境や健全な水循環が確保できる。 

 

４．その他 

  上記の循環型社会形成推進交付金による浄化槽整備以外に、他府省に別途計 

上された以下の国庫交付金により浄化槽の整備を推進。 

  ○内閣府計上   地域再生基盤強化交付金（汚水処理施設整備交付金） 

  ○復興庁計上   東日本大震災復興交付金（低炭素社会対応型浄化槽集中導入等事業） 



（公共）～配管費の一部助成～ 

単独処理浄化槽合併転換促進支援事業 

目標 

さらなる合併処理浄化槽への転換を図る 

コンクリート基礎 

マ
ス 

マ
ス 

水路 

合併浄化槽 
風
呂 

ト
イ
レ 

台
所 

単独浄化槽
撤去費 

補助対象 対象外 対象外 
境
界 

現状 

コンクリート基礎 

マ
ス 

マ
ス 

水路 

合併浄化槽 
風
呂 

ト
イ
レ 

台
所 

単独浄化槽
撤去費 

補助対象 対象 対象 
境
界 

重点施策 

※上限９万円の１／３、特定区域内の整備率３０％以上の計画であることを要件。 

背景 

 くみ取り式トイレと違い、単独処理浄化槽は合併処理浄化槽と同様水
洗式であり、転換へのインセンティブが働かず、公費助成の対象となら
ない配管費の個人負担は合併転換の障害となっている。 

従来の国庫助成制度に、配管費の一部助成のメニューを追加し、 
個人の費用負担を軽減。 

平成26年度要求額：8,421百万円の一部  
（平成25年度予算額：－） 
支出先：市町村 



 

（新）巨大災害に備えた廃棄物分野における方策検討業務 

                     ２６０百万円（ ０百万円） 

廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課 

 

１．事業の必要性・概要 

 南海トラフ巨大地震では、内閣府防災担当からの報告（第２次報告書：平成

２５年３月１８日）によると、廃棄物が最大で約２億５千万トン、津波堆積物が

最大で約６千万トン広範囲に発生することが想定されている。また、首都直下地

震では、狭い地域に多量の災害廃棄物が発生し、首都機能が麻痺することが想定

されることから、首都機能の移転等も必要となる可能性がある。そこで、廃棄物

分野において国が具体的な対策を検討することが求められている。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）巨大災害を想定したあるべき姿のグランドデザインを描くとともに、国

としての行動指針の策定 

 巨大地震の発生に伴う大量の災害廃棄物の円滑な処理を行う為、一連の処理フ

ローを総括的に示したグランドデザインを示し、国としての行動計画の策定につ

ながる指針づくりを行う。 

 

（２）巨大災害時に必要な国・自治体・事業者の広域連携による行動計画の策定 

 広域ブロック単位で都道府県・事業者・地方環境事務所による協議会を設置し、

巨大災害時の災害廃棄物処理のための広域連携の方針を検討する。 

 

（３）地域ブロック単位で整備すべき災害廃棄物対策機能の検討 

 地域ブロック毎に、自治体と分担して整備すべき災害廃棄物対応機能(備蓄等)

を検討する。 

 

（４）災害廃棄物広域輸送システムの検討 

 鉄道輸送、水運輸送等の広域輸送システムに必要な施設の整備方策を検討する。 

 

３．施策の効果 

 巨大災害の発生時においても、災害廃棄物等の迅速かつ適正な処理が実施され、

生活圏の環境衛生が保たれ、早急に復旧・復興につながることができるよう、国

及び広域ブロック単位での対策を意識した地方公共団体における事前の対策の検

討がなされる。 



（２）巨大災害時に必要な国・自治体・事業者の広域連
携による行動計画の策定 

 広域ブロック単位で都道府県・事業者・地方環境事務所による
協議会を設置し、巨大災害時の災害廃棄物処理のための広
域連携の方針を検討する 

 

■課題 
従来の廃棄物処理システムの延長や処理施
設の余力だけでは十分な対応が困難 

⇒既存制度の枠を超えた国としての具体的
な対策等を調査・検討 

巨大災害に備えた廃棄物分野における方策検討業務 

廃棄物処理施設整備計画
の改定（H25.5閣議決定） 

災害廃棄物対策指針の改定 
（H25年度中、H25.3暫定版周知） 

改正災害対策基本法の公布 

（H25.6.21） 

国土強靱化基本法案 
（H25.5衆議院提出） 

南海トラフ巨大地震 
・最大約2億5,000万トンの災害廃棄物が発生 
・最大約5,900万トンの津波堆積物が発生 
・津波による広範囲な被害が発生（24都府県） 

・災害廃棄物等の輸送路・仮置き場・処分場
等の確保が困難 

首都直下型地震 
・最大約9,600万トンの災害廃棄物が発生 
・首都機能が麻痺し、日本経済大打撃 
・首都機能移転と早期処理が必要 
・廃棄物関連中枢機能喪失 

■災害対策の強化 
・廃棄物処理施設を、通常の廃棄物処理に加え、災害廃棄物を円滑に処理するため
の拠点と捉え直す 

 →広域圏ごとに一定程度の余裕を持った焼却施設及び最終処分場の能力を維持し、
代替性及び多重性を確保 

・地域の核となる廃棄物処理施設においては、施設の耐震化、地盤改良、浸水対策
等を推進し、廃棄物処理システムとしての強靱性を確保 

（１）巨大災害を想定したあるべき姿のグランドデザインを
描くとともに、国としての行動指針の策定 
 巨大地震の発生に伴う大量の災害廃棄物の円滑な処理を行う為、
一連の処理フローを総括的に示したグランドデザインを示し、国とし
ての行動計画の策定につながる指針づくりを行う 

平成26年度から展開する総合的な取組 

想定される巨大地震被害 

東日本大震災 

背景 
東日本大震災
の５倍以上 

東日本大震災
の１３倍以上 

（３）地域ブロック単位で整備すべき災害廃棄物対策機能
の検討 
 地域ブロック毎に、自治体と分担して整備すべき災害廃棄物 
対応機能(備蓄等)を検討する 

（４）災害廃棄物広域輸送システムの検討 
 鉄道輸送、水運輸送等の広域輸送システムに必要な施設の
整備方策を検討する 

 支出予定先：民間団体等 

平成26年度要求額  
  260百万円（0 百万円） 



                                  

 

（新）浄化槽情報基盤強化推進事業費      １６百万円（０百万円） 

 

廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課浄化槽推進室 

 

１． 事業の必要性・概要 

 汚水処理施設の長期間の停止は生活環境の保全及び公衆衛生上避けなければ

ならない事象である。個別分散型の生活排水処理施設で地震に強い特性を持つ浄

化槽の整備促進や、早期復旧方法の確立は重要な課題である。 

東日本大震災の被災地においては、地理情報システム（GIS）を活用した浄化

槽台帳が被災浄化槽の効率的な復旧に役立ったという事例もあり、平時より、浄

化槽の設置や維持管理の状況を把握し、管理体制を強化することは、国土の強靭

化に資する重要なソフト対策である。 

 また、浄化槽台帳のシステム化に取り組むことは、災害対策のみならず、単独

処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換促進や法定検査の受検率の向上など浄化

槽の信頼性を高める取組の基礎となるものである。このため、本事業では、GIS

化を念頭に置いた浄化槽台帳システムの整備を促進し、併せてより効果的な法定

検査体制の構築に取組むことで、単独転換を含めた浄化槽の普及促進や適切な維

持管理の確保のための管理基盤の強化を図り、浄化槽システムの災害への対応力

を強化する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

① 浄化槽台帳システムの整備促進のため標準仕様を定め、マニュアル等の整

備及び周知活動を行う。 

② より効果的な法定検査体制の構築手法の検討 

③ 浄化槽の情報基盤強化に関するモデル事業 

 

３．施策の効果 

全国における浄化槽台帳のシステム化の推進等、浄化槽の管理基盤の強化を図

ることにより、災害への対応を強化し、下水道や集落排水事業とも連携し、汚水

処理全体での更なる強靭化及び信頼性の向上を目指す。 



事業連携：台帳システムの統合や災害時の情報共有に貢献 

  
  

  

～個別分散型処理として災害に強い合併処理浄化槽の台帳システムの整備による早期復旧～ 

浄化槽情報基盤強化推進事業費 

＜浄化槽情報基盤強化推進事業費＞ 
① 浄化槽台帳システムの整備促進のため標準仕様を定め、マニュアル等の整備及び周知活動を行う。 
② より効果的な法定検査体制の構築手法の検討 
③ 浄化槽の情報基盤強化に関するモデル事業 

下水道事業 集落排水事業 

浄化槽台帳システムの整備（ソフト対策） 

台帳 

システム 

（非常時）GISを活用した台帳システムの利用により、 
○被害状況を整理し、早期復旧に役立たせる 
 【仙台市における浄化槽台帳の災害時活用事例】 

○使用可能なトイレを地図上で表示し、情報提供を行う 

（平常時）浄化槽の設置状況等を把握し、 
○単独処理浄化槽の転換促進対策への活用 
○法定検査の未受検者対策に活用 浄化槽事業 

汚水処理システム全体での災害対応の強化 

災害に強い合併処理浄化槽 

○個別分散型処理で災害に強い特性を持つ合併処理浄化槽 
※東日本大震災の調査で全損は3.8％ 【震度６弱以上又は津波被害地域の1099基を対象】 

平成26年度要求額：16百万円 （平成25年度予算額：0百万円） 支出予定先：民間団体等 



 

三陸復興国立公園再編成等推進事業費   ６０５百万円（４７１百万円） 

 

自然環境局国立公園課  

 

１．事業の必要性・概要 

東北地方太平洋沿岸は生物多様性が高く、風光明媚な地域が多いことから、

陸中海岸国立公園をはじめ、多くの自然公園が指定されており、多くの観光客

が訪れる（約 1,778 万人（H21））。東日本大震災では、東北地方太平洋沿岸の

自然環境が大きく改変されるとともに、自然公園の利用施設や自然体験プログ

ラムの提供団体等にも大きな被害があった。 

 「東日本大震災からの復興の基本方針（平成 23 年７月 29 日。東日本大震災

復興対策本部）」では、自然の景観、豊かな文化・『食』、国立公園等の地域

資源(景観､野生生物､文化等)の活用、防災上の配慮をした公園施設の再整備や

長距離海岸トレイルの新規整備の検討、エコツーリズムの推進等の各種事業、

津波の影響を受けた自然環境の現況調査と経年変化状況のモニタリング等を行

うこととしている。これに基づき、中央環境審議会、地域での意見交換会等の

結果を踏まえ、環境省は平成 24 年５月７日に「三陸復興国立公園の創設を核と

したグリーン復興のビジョン」を策定した。 

このビジョンに基づき、本事業において、自然環境変化状況の把握のための

基礎調査、再編成のための公園計画の策定、長距離自然歩道（みちのく潮風ト

レイル）の路線計画、エコツアー等の公園利用プログラムの作成等を行うこと

でグリーン復興プロジェクトを具体的に推進する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

①国立公園再編成推進事業 

平成 24～26 年度：自然公園の再編成を段階的に実施 

②国立公園適正管理推進事業 

平成 25～27 年度：国立公園の管理・運営体制構築 

平成 25～32 年度：グリーン復興プロジェクトの推進 

③自然環境変化状況の把握事業 

平成 24～32 年度：自然環境のモニタリング（平成 27 年度に中間とりまとめ） 

 

３．施策の効果 

グリーン復興プロジェクトの推進により、観光業の振興による復興への貢献と、

自然と共生する地域の実現を目指す。 





                                  

三陸復興国立公園等復興事業（公共）  

２，１２１百万円（２，１１４百万円） 

自然環境局 自然環境整備担当参事官室 

 

１．事業の必要性・概要 

東日本大震災により、東北地方太平洋岸に位置する自然公園の利用施設

の多くが甚大な被害を受けた。これまで、陸中海岸国立公園の集団施設地

区を中心に、被災施設の復旧・再整備を進め、観光拠点の利用再開を図る

ことで、地元雇用の創出や地域の再建に寄与してきた。 

三陸復興国立公園の指定（平成 25 年５月）を受け、東日本大震災による

大きな被害を受けた地域において、自然の恵みを最大限に活用した復興に

資するため、三陸復興国立公園の創設を核としたグリーン復興のビジョン

（平成 24 年５月７日環境省）をもとに、三陸復興国立公園の集団施設地区、

歩道、園地等及び東北太平洋岸自然歩道（みちのく潮風トレイル）の利用

拠点施設、全線統一標識の整備を実施する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

国立公園の集団施設地区、園地、歩道等及び東北太平洋岸自然歩道（み

ちのく潮風トレイル）の利用拠点等において、被災した既存利用施設の復

旧整備や、観光地の再生に資する復興のための整備を行う。なお、施設の

整備に際しては、災害廃棄物由来の再生資材の積極的な活用を図ることと

する。 

 

３．施策の効果 

三陸復興国立公園及び東北太平洋岸自然歩道（みちのく潮風トレイル）は、

地域の観光資源として重要な役割を担っており、利用施設等の復旧・復興

は観光産業をはじめとした地元雇用の創出等、地域再建にも寄与するもの

であり、東北地方の復興に資する。 

 

 



三陸復興国立公園等復興事業 

（県立自然公園気仙沼） 

（硯上山万石浦県立自然公園） 

●三陸復興国立公園の創設を核としたグリーン復興のビジョン（平
成24年5月7日環境省）をもとに、平成25年度に指定した三陸復興国
立公園及び東北太平洋岸自然歩道（みちのく潮風トレイル）の利用
拠点等における施設の整備を実施。 

三陸復興国立公園 

（南三陸金華山国定公園） 

三陸復興国立公園 

国立公園編入予定区域（宮城県） 

東北太平洋岸自然歩道 
（みちのく潮風トレイル） 

事業実施箇所（継続） 

宮古姉ヶ崎 
浄土ヶ浜 

碁石海岸 

気仙沼大島 

●事業実施箇所 
 従前からの国立公園指定地域の集団施設地区、歩道、園地等 
  主な事業地 普代、宮古姉ヶ崎、浄土ヶ浜、碁石海岸、気仙沼大島 

 国立公園編入地域（青森県）の集団施設地区、歩道、園地等 
  主な事業地 種差海岸 

 国立公園編入地域（宮城県）の集団施設地区、歩道、園地等 
  主な事業地 戸倉、十三浜、登米 

 東北太平洋岸自然歩道（みちのく潮風トレイル）（公園外）の利用拠点、
全線統一標識 
●事業内容 

 被災した公園利用施設の復旧、観光の復興のための公園施設の整備、
東北太平洋岸自然歩道（みちのく潮風トレイル）の利用拠点等整備 

公園編入地域の集団施設地区 
整備イメージ 

普代 

種差海岸 

戸倉 
十三浜 
登米 

被災施設の復旧整備、供用開始 
 （浄土ヶ浜海岸歩道） 

松川浦 

平成２６年度概算要求額 ２,１２１百万円（２,１１４百万円） 



 

生物多様性国家戦略推進費            ２７百万円（２７百万円） 

 

自然環境局自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室 

 

１．事業の必要性・概要 

平成 24 年 9 月に閣議決定された「生物多様性国家戦略 2012-2020」において、平成

22 年 10月に愛知県名古屋市で開催された生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）

で採択された愛知目標の達成に向けた我が国の国別目標を示すとともに、東日本大震

災の経験を踏まえ目指すべき社会として掲げている「自然共生社会」のあり方を示し

ており、同戦略に基づき取組の充実・強化を図っているところである。 

  我が国が、愛知目標の達成に向けて引き続きリーダシップを発揮し国際的に貢献し

ていくためには、我が国の生物多様性の状況を継続的かつ適切に把握、評価、公表し

ていくとともに、平成 26 年 10 月に開催される COP12 において実施予定の愛知目標の

達成状況に関する中間評価の結果も踏まえ、必要に応じて「生物多様性国家戦略 2012-

2020」の見直しを実施し、特に取組が遅れている分野について取組を加速させる必要

がある。さらに、「自然共生社会」の実現のため、自然生態系の有する防災・減災機

能を生かした国土利用や地域づくりが求められている。 

 このため①「生物多様性国家戦略 2012-2020」の進捗状況に関する評価等、②同戦略

の見直しの検討、③自然生態系が有する防災・減災機能の評価、検証を行うものである。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）生物多様性国家戦略の進捗状況に関する評価等 

我が国の国別目標の達成状況や取組の進捗状況を把握、評価、公表する。 

（２）「生物多様性国家戦略 2012-2020」の見直しの検討 

COP12における愛知目標の達成状況に関する中間評価の結果を踏まえ、「生物多

様性国家戦略 2012-2020」の見直しを検討する。 

（３）自然生態系が有する防災・減災機能の評価、検証 

東日本大震災の経験を踏まえ、「生物多様性国家戦略 2012-2020」において目指

すべき社会として掲げている「自然共生社会」の実現のため、国内外において自然

生態系の有する機能を生かした防災・減災対策が実施されている事例を収集すると

ともに、自然生態系が有する防災・減災機能の評価、検証を行う。 

 

３．施策の効果 

上記の施策を実施することで、「生物多様性国家戦略 2012-2020」に掲げる我が国の国

別目標の達成とそれを通じた愛知目標達成への貢献、さらには我が国における自然共生

社会の実現に資する。 



 平成26年10月  愛知目標中間評価（COP12）   

 平成24年9月 「生物多様性国家戦略2012-2020」閣議決定 

生物多様性国家戦略推進費 H26年度要求額27百万円（27百万円） 

 平成22年10月   生物多様性条約第10回締約国会議（COP10） 

平成26年3月（予定）  国別報告書の提出 

○愛知目標１７：2015年までに、各締約国が効果的かつ参加型の改定生物多様性国家戦略を策定すること 
○2014年3月31日までに、生物多様性条約第26条に基づく条約履行に関する国別報告書を提出することが決定 

【国家戦略の進捗評価】 

「生物多様性国家戦略2012-2020」に基づく国

別目標の達成状況や取組の進捗状況を把握、
評価、公表 

国家戦略に基づき 

取組を強化・推進 

【国家戦略の見直し】 

COP12において実施予定の愛知目標の中間

評価の結果を踏まえ、各ステークホルダーと
の意見交換等を行い、「生物多様性国家戦略
2012-2020」の見直しを検討 

 平成27年度 COP12における中間評価を踏まえた国家戦略の見直し 

【自然生態系が有する防災・減災機
能の評価、検証】 

・自然生態系がもつ機能を生かした 

 防災減災対策事例を収集 

・自然生態系が有する防災減災 

 機能を評価、検証 



 

アジア保護地域イニシアティブ構築推進事業              

                      ３３百万円（９６百万円） 

 

自然環境局 国立公園課 

 

１．事業の必要性・概要 

国立公園をはじめとする保護地域は、生物多様性の保全上重要なだけでな

く、自然災害の軽減、観光振興などを通じて、地域に暮らす人々の生活を支

えており、保護地域の面積拡大や管理水準の向上は、世界的な重要課題とさ

れている。保護地域の拡大や管理向上などに、アジア各国が連携して取り組

むため、「第１回アジア国立公園会議」が平成 25 年 11 月に仙台市において

開催され、アジアの文化・伝統を保護地域制度に活かすための方策、アジア

における保護地域に関する協力枠組み、自然災害からの復興や減災に対する

保護地域の役割に関する提案などがまとめられる予定である。 

当該事業では、「第 1 回アジア国立公園会議」の成果を発展させ、世界に

向けた発信やアジア各国との調整を進めるものである。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（事業内容） 

①「第６回世界国立公園会議」での情報発信及び議論の主導 

「第６回世界国立公園会議」（平成 26 年 11 月・オーストラリア）において、

「アジア国立公園会議」の成果を発信するとともに、「保護地域を活用した自然

災害からの復興や減災」についての議論を主導する。 

②「保護地域を活用した復興・減災」の専門家ワークショップ 

「国連防災世界会議」（平成 27 年 3 月・仙台）における議論に、生態系や保護

地域の減災機能についてインプットするため、専門家ワークショップを開催する。 

③アジア保護地域パートナーシップの構築 

 アジアにおける保護地域のための協力枠組みについて、各国と調整を進める。 

 

３．施策の効果 

アジアにおける保護地域に関する取組においてリーダーシップを発揮し、国際

的な発言力を高めるとともに、人と自然が共生するという日本を含むアジア地域

の考え方及びその魅力を積極的に発信することにより、海外からの我が国への国

立公園への訪問者の増加につなげ、観光立国の推進及び東日本大震災からの復興

にも貢献する。 



生物多様性条約第12回締
約国会議（平成26年10月・
韓国）の場を活用した調整 
 アジア地域の各国が保護地域に関

する情報交換を行い、保護地域の
拡大・管理向上を図るための協力の
枠組みの構築を推進（生物多様性
条約締約国会議の場などを活用） 

第６回世界国立公園会議（平
成26年11月・オーストラリア）
における発信 
 「アジア国立公園会議」の成果や、

日本の三陸復興国立公園の取組
などを発信 

 「自然災害からの復興や減災に対
する保護地域の役割」についての
ガイドラインのとりまとめ 

第１回アジア国立公園会議（平成２５年１１月１３日～１７日・仙台市） 
 アジアではじめての国立公園などの保護地域関係者の会議 
 テーマ「Parks Connect」（人と自然をつなぐ、人と人をつなぐとの趣旨） 
 アジア各国から約５００名の参加者 
 「自然災害と保護地域」「文化・伝統と保護地域」など６つのワーキンググループ（WG）で議論 

アジア保護地域イニシアティブ構築推進事業（平成26年度概算要求額 33百万円（96百万円）） 

アジア地域における保護地
域に関する協力の枠組み
「アジア保護地域パート
ナーシップ」のあり方の提
案 

アジアの文化・伝統と近代
的な保護地域制度に活か
す考え方を示す「アジア保
護地域憲章」の策定 

「自然災害からの復興や減
災に対する保護地域の役
割」についての意見表明な
ど各WGの成果 

期待される主な成果 

２６年度の事業 

国連防災世界会議（平成27
年3月・仙台）における発信 
 国連防災世界会議（平成27年3月・

仙台）の議論に、生態系や保護地域
の減災機能についてインプットする
ため、ワークショップを開催 



 

地域低炭素投資促進ファンド創設事業 

７，０００百万円（１，４００百万円） 

 

総合環境政策局環境経済課 

 

１．事業の必要性・概要 

 2050 年までに 80％削減という温室効果ガスの大幅削減を実現し、低炭素社

会を創出していくには、巨額の追加投資が必要であり、民間資金の活用が不

可欠である。 

例えば、中央環境審議会は、「再生可能エネルギー及び省エネルギーの追

加投資額として 2030 年までに 135 兆円から 163 兆円の追加投資額を必要と

するが、当該投資による回収額は 205 兆円から 241 兆円が見込まれる。グリ

ーン成長の実現のため、低炭素投資を促進する施策の実施が重要である。」

と指摘している（2013 年以降の対策・施策に関する報告書（平成 24 年６

月））。 

一方、地域において低炭素化プロジェクトを実施しようとする事業者は、

資金調達面で苦慮しているのが現状である。「出資」により資金調達を円滑

化することにより、優良なプロジェクトの実現を推進する必要がある。その

際、低炭素化プロジェクトに投資するサブファンドを通じて出資を行うこと

により、地域の「目利き力」を活用して全国に支援を展開することが有効で

ある。 

 

２．事業計画（業務内容） 

一定の採算性・収益性が見込まれるが、リードタイムや投資回収期間が長期に

及ぶこと等に起因するリスクが高く、民間資金が十分に供給されていない低炭素

化プロジェクトに民間資金を呼び込むため、これらのプロジェクトを「出資」に

より支援する「地域低炭素投資促進ファンド」を造成する。特に、地域の「目利

き力」を活用して優良なプロジェクトに対する支援を展開するため、地域金融

機関等と連携してサブファンドの組成の拡大を図り、サブファンドを通じた出資

を実施する。これにより、民間資金による投資を更に呼び込み、低炭素化プロジ

ェクトへの投資の一層の拡大を図る。 

 

３．施策の効果 

 地域における低炭素化プロジェクトへの民間の出融資を促し、低炭素化プロジ

ェクトの資金調達の円滑化が図られる。 



• 2050年までに80%削減という温室効果ガスの大幅削減を実現し、低炭素社会を創出していく
には、巨額の追加投資が必要であり、民間資金の活用が不可決。 

• 一定の採算性・収益性が見込まれる低炭素化プロジェクトに民間資金を呼び込むため、これら
のプロジェクトを「出資」により支援する基金を造成。特に、地域の「目利き力」を活用して
優良なプロジェクトに対する支援を展開するため、地域金融機関等と連携してサブファンドの
組成の拡大を図る。 

• 民間資金による投資を更に呼び込み、低炭素化プロジェクトへの投資の一層の拡大を図る。 

      地域低炭素投資促進ファンド創設事業 

国 
（エネ特） 

基金設置法人 （一般社団法人等） 
 

 

民間資金 

出資等 

SPC等 
対象事業： 低炭素化プロジェクト  

出融資等 

基金 

回収・ 
配当 

回収・ 
配当 

補助金 

CO2削減効果を 
審査・評価 

出資 

出資 
サブファンド サブファンド サブファンド サブファンド サブファンド 

回収・ 
配当 出資 

平成26年度概算要求額  
7,000百万円（1,400百万円） 
支出予定先：民間団体等 



                                  

 

環境金融の拡大に向けた利子補給事業 

１，５００百万円（７００百万円） 

 

総合環境政策局環境経済課 

 
１．事業の必要性・概要 
「金融」は、経済活動の血流であり、経済活動全体に大きな影響力を有する。

「金融」に環境配慮を織り込むことができれば、その大きな影響力を通じ、事業
活動など様々な経済活動における環境配慮や環境ビジネスを大きく誘導・促進す
ることができる。また、2050 年までに 80％削減という温室効果ガスの大幅削減
を実現していくためには、金融のツールを総動員して、地球温暖化対策を加速化
する必要がある。 
そこで、金融機関の融資判断に、コーポレートベース、プロジェクトベースで

の環境配慮の取組を組み込む環境金融を推進するとともに、地球温暖化対策のた
めの投資における資金調達を利子補給により円滑化することによって、環境金融
の質を向上、裾野を拡大させ、地球温暖化対策の推進を図る必要がある。 
 
２．事業計画（業務内容） 
○ 環境配慮型融資促進利子補給事業 
金融機関が行う環境配慮型融資のうち、地球温暖化対策のための設備投資へ
の融資について、融資を受けた年から３カ年以内に CO2 排出を３％（又は５
カ年以内に５％）以上削減することを条件として、年利〔（契約時の貸付金
利）×2/3〕％（ただし１％を限度とする。）の利子補給を行う。 

 
※環境配慮型融資…民間金融機関が企業の環境配慮の取組全体をスクリーニ
ング手法等により評価し、その評価結果に応じて、低利融資を行う融資制度。 

 
○ 環境リスク調査融資促進利子補給事業 
金融機関が行う環境リスク調査融資のうち、地球温暖化対策のためのプロジ
ェクトへの融資について、当該プロジェクトにおける CO2 排出量の削減・抑
制状況を、利子補給期間中に定期的に金融機関がモニタリングすることを条
件として、年利２％を限度として利子補給を行う。 

 
※環境リスク調査融資…将来の環境問題を予防する観点から、民間金融機関
が、融資先事業者に対し、事業に伴う環境影響等の調査結果及び環境配慮の
取組計画の提出を求め、その内容及び実施の確認を行う融資制度。 

 
３．施策の効果 
地球温暖化対策のための投資に対し、環境配慮を組み込んだ融資が実施される

ことにより、環境金融の拡大と地球温暖化対策の促進につながる。 



金融機関の融資判断に、コーポレートベース、プロジェクトベースでの環境配慮の取組を組み込む
環境金融を推進するとともに、地球温暖化対策のための投資における資金調達を利子補給により円
滑化することによって、環境金融の質を向上、裾野を拡大させ、地球温暖化対策の推進を図る。 

     環境金融の拡大に向けた利子補給事業 

環境配慮型融資促進利子補給事業 環境リスク調査融資促進利子補給事業 

環境金融の拡大と地球温暖化対策の促進 

利子 
補給 
条件 

地球温暖化対策のための 
設備投資 

CO2排出量を３カ年内に３％ 
（又は５カ年内に５％）削減  

貸付金利×２／３％ 
（１％を限度） 

融資 
対象 利

子
補
給 （貸付金利－上記年利） 

の金利優遇 

                  環境配慮型融資の概要 

※ 事業者単位 or 事業所単位 

民間金融機関が企業の環境配慮の取組全体をスクリーニン
グ手法等により評価し、その評価結果に応じて、低利融資を
行う融資制度。 

コーポレートベース 

 

融資先事業者 
 

金融機関等 
調査等を 

条件に融資 

モニタリング  
環境影響等調査 

環境配慮取組計画 

利子 
補給 
条件 

地球温暖化対策のための
プロジェクト 

・調査や計画の策定、環境配慮 
の取組の実施 
・CO2削減状況のモニタリング 

年利２％を限度 融資 
対象 利

子
補
給 （貸付金利 － ２％） 

の金利優遇 

将来の環境問題 
を予防する観点 

から確認 

専門技術者 

プロジェクト 

民間金融機関が、融資先事業者に対し、事業に伴う環境影響
等の調査結果及び環境配慮の取組計画の提出を求め、その
内容及び実施の確認を民間金融機関が行う融資制度。 

環境リスク調査融資の概要 プロジェクトベース 

 
融資先事業者 

 
金融機関等 

環境 
スクリーニング 

モニタリング 
スクリーニングの 

結果に基づき、金
利を段階的に変更 

企業の環境配慮
の取組全体 

平成26年度概算要求額  
1,500百万円（700百万円） 
支出予定先：民間団体等 



 

家庭・事業者向けエコリース促進事業 

２，３００百万円（１，８００百万円） 

 

総合環境政策局環境経済課 

 

１．事業の必要性・概要 

今後の中長期的な温室効果ガスの大幅削減のためには、特に家庭、業務、

運輸部門の大幅な排出削減が急務である。さらに、東日本大震災の影響を受

け、電力需給対策、節電対策及び再生可能エネルギーの導入推進が求められ

ている。 

 このため、これらの部門における低炭素機器（使用段階において CO2 の削

減に資する機器）導入に向けて追加的な投資が必要であるが、特に家庭・中

小企業ではその導入に伴う多額の初期投資費用（頭金）負担がネックとなる。 

こうした多額の初期投資負担を軽減し、低炭素機器を普及させるためには、

「リース」を活用することが有効である。 

しかしながら、リース手法への家庭における馴染みのなさといった理由か

ら、これまで低炭素機器の普及のためにリースは必ずしも活用されておらず、

リースによる低炭素機器の普及促進を図るための政策的な後押しが必要であ

る。 

特に家庭・業務部門における地球温暖化対策を更に進めていく上で、低炭

素機器のリースを広く普及させ、低炭素機器の普及を加速化していくために、

引き続き本事業を実施することが必要である。 

 

２．事業計画（業務内容） 

リースにより低炭素機器を導入した場合に、リース料総額の３％又は５％をリ

ース事業者に対して助成する。ただし、東日本大震災の被災地域の復興に資する

ため、岩手県、宮城県又は福島県における低炭素機器に係るリース契約に限定し

て補助率を１０％とする。 

なお、本事業において低炭素機器を導入できる者は家庭及び事業者（資本金１

０億円未満の事業者に限る。）とし、他に補助制度がある場合には本制度といず

れかを選択することとする。 

 

３．施策の効果 

○本事業による温室効果ガスの削減効果は約 3 万 t-CO2/年を見込んでいる。 

 ○経済効果として、約 430 億円の低炭素機器の設備導入を創出。 



• 導入に際して多額の初期投資費用（頭金）を負担することが困難な家庭及び事業者（中小企業
等）について、頭金なしの「リース」という手法を活用することによって低炭素機器の普及を
図る。 

• 具体的には、低炭素機器をリースで導入した場合に、リース総額の３％又は５％ （ただし東
北３県に係るリース契約は１０％）を指定リース事業者に助成（他に補助制度がある場合には
どちらかを選択。）。支出予定先は民間団体。 

• 対象機器の例 

   家庭向け：住宅向け太陽光パネル等（家庭用高効率給湯器等低価格製品は対象外。） 

   事業者向け：高効率ボイラー、高効率冷凍冷蔵庫、ハイブリッド建機、太陽光パネル等 

    家庭・事業者向けエコリース促進事業 平成26年度概算要求額 
2,300百万円（1,800百万円） 

民
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募) 
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助
事
業
者
） 

国 

（環 
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省
） 

指
定
リ
ー
ス
事
業
者 

（間
接
補
助
事
業
者
） 

リ
ー
ス
先
（家
庭
・事
業
者
） 

補助金 

補助金の申請 

補助金の申請の審査・交付 

リース契約 

リース料の低減 

概 要 

スキーム 



 

金融のグリーン化推進事業         ２９百万円（１９百万円） 

 

総合環境政策局環境経済課 

 

１．事業の必要性・概要 

グリーン経済への転換を進めるためには、環境分野への資源配分の加速化が

不可欠であり、経済の血流である「金融」への期待は大きい。環境に配慮した

金融（環境金融）が有する「環境負荷を低減させる事業に資金が直接使われる

投融資」、「企業行動に環境への配慮を組み込もうとする経済主体を評価・支

援することで、そのような取組を促す投融資」という２つの役割が重要であ

る。 

しかし、我が国における環境分野への投融資の規模は、欧米に比べ小さいの

が現状である。例えば、機関投資家や個人においては、ファンド等を通じた環

境分野への投資は一部に留まっており、その背景として、投資先の中長期的な

リスクの把握・評価の困難さや投資市場としての未成熟さ等が考えられる。 

よって、我が国における環境金融の普及促進を図るため、環境負荷の低減に直

接的に資する投融資のボトルネックを解消するとともに、金融機関が環境に配

慮した経済主体を評価・支援する取組を促進し、環境金融の裾野の拡大・質の

向上を進める必要がある。 
   

２．事業計画（業務内容） 

（１）機関投資家や個人を含めた幅広い投資家による環境投資を促進する市場を

創出するため、再生可能エネルギーを対象とした投資証券等の金融商品化、

個人による小口投資を促進する仕組み等について、実態調査、課題の抽出・

分析、方策の検討を行う。             １０百万円（０百万円） 
  

（２）金融機関が環境経営や環境配慮に積極的に取り組む企業等を評価・支援す

る取組を促進する。                ６百万円（７百万円） 
  

（３）地域金融機関を含め、多くの金融機関における環境金融の裾野拡大を進め

るため、「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則」の普及促進を図る

とともに、関係者の環境金融に係るリテラシーの向上を図る。 

１３百万円（１２百万円） 
 

３．施策の効果 

環境金融の拡大を通じ、環境ビジネスや環境配慮型の企業活動、プロジェクト

が適切に評価され、機関投資家や個人等による環境分野への資金提供が促進され

ることにより、環境分野への資源配分の充実が図られる。 



環境分野への投融資が加速 

グリーン経済への転換を進めるためには、環境分野への資源配分の加速化が不可欠であり、経済
の血流である「金融」への期待は大きい。環境に配慮した金融（環境金融）の普及促進を図るこ
とが必要である。 

         金融のグリーン化推進事業 
平成26年度概算要求額 
29百万円（19百万円） 
支出予定先：民間団体等 

環境金融の２つの

具体的役割 

環境負荷を低減させる事業に資金が直接使われる投融資 

企業行動に環境への配慮を組み込もうとする経済主体を評価・支援することで、
そのような取組を促す投融資  

金融 ＝ 経済活動の血流  

環境負荷の低減に 
直接的に資する投融資 

環境配慮の取組を 
評価・支援する投融資 

グリーン経済への転換 

（１）機関投資家、
個人等の幅広い投
資家による環境投
資促進のための市
場創出 

（２）金融機関に
よる環境経営企業
等の評価・支援の 
取組促進 

（３）「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則」の普及促進 
      環境金融に係るリテラシーの向上 



ＣＯ２排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業   

４，８００百万円（３，３００百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課 

 

１．事業の必要性・概要 

省エネルギーの推進や再生可能エネルギーの導入等の地球温暖化対策を強化

し、低炭素社会を実現するためには、民間が自主的に行う対策だけでは必ずし

も十分ではないことが想定され、将来的に地球温暖化対策を強化するための制

度構築等による誘導が必要である。そのためには、対策強化・制度構築等に当

たり前提となる CO2 排出削減効果の高い技術を開発し社会に導入していくこと

が不可欠である。 

本事業では、将来的に大幅な CO2 排出削減に資する技術を社会に導入するた

め、民間の開発インセンティブが小さく、将来の地球温暖化対策強化につなが

る技術開発・実証事業を国の主導により強力に進め、CO2 排出量の大幅な削減

を目指す。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 交通、建築物、再生可能エネルギー・自立分散型エネルギー、バイオマス・

循環資源等の分野における将来の規制等温暖化対策強化のシナリオに基づき、

本事業で開発・実証する技術課題を設定する。 

個々の技術課題について実施主体の公募を行い、現状の技術成熟レベルの判

定と目標レベルの設定を行うとともに、実施体制・計画や CO2排出削減効果等

も含め、外部専門家の評価・審査により事業実施主体を決定する。 

また、進捗管理を強化し技術目標到達の確度を高めるため、事業の実施中、

毎年度技術成熟レベルを判定し、必要に応じて開発・実証上の課題の特定とそ

の対策の指導・助言、実施計画の変更等を行うことにより、効果的・効率的な

技術開発・実証の執行を図る。 

 

３．施策の効果 

本事業の成果を受け、将来的な地球温暖化対策強化につながる効果的な技術

を生みだし、これらの技術が社会に導入されることにより、二酸化炭素排出量

が大幅に削減され、低炭素社会の構築の実現に資する。 



 CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業 平成26年度要求額 
4,800百万円（3,300百万円） 

事業目的・概要等 イメージ 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

 委託・補助対象：民間団体、公的研究機関、大学等 
 実施期間：平成25年度～ 
 補助率：最大１／２ 

 地球温暖化対策技術については、民間に委ねるだけでは、
大幅なCO2削減に必要な技術の開発が必ずしも進まない状
況。民間の開発インセンティブが小さいCO2排出削減技術
の開発・実証が必要不可欠。 

 将来の規制等対策強化につながるCO2削減効果の大きい技
術の開発・実証を国の主導により強力に進め、早期の実用
化を図ることでCO2排出量の大幅な削減を目指す。 

 民生・需要分野を中心に将来の規制等地球温暖化対策強
化のシナリオに基づき課題を設定し、早期に社会実装を
目指し技術開発・実証を行う（最長3年間）。 

 技術の新規性・成熟度、CO2削減効果、実施体制・計画、
目標、効率性等を外部専門家により審査し、事業実施主
体を選定。進捗管理を強化し技術目標到達の確度を高め
るため、開発の各段階で技術成熟レベルを判定し、改善
点等があれば指導助言、計画の変更等を行うことにより、
効果的・効率的な執行を図る。 

期待される効果 

 将来の規制等対策強化につながる効果的な地球温暖化対
策技術の確立及びこれら技術が社会に導入されることに
よるCO2の大幅排出削減・低炭素社会の実現。 CO2排出大幅削減を通じた低炭素社会の実現 

基礎研究 

応用研究 

技術開発 

実証 

 早期に社会実装が可能であり、実用化の確度が高い技術開
発／実証段階にある技術を対象 

 技術成熟レベルを判定し事業期間中の到達目標を設定 
 事業の進捗管理を適切に行い、実用化に向け効率的に執行 

規制等の温暖化対策強化を誘導 

目的：重量車の単体対策（FCV）の強化 
内容：大型路線用燃料電池バスの技術開発 
 信頼性・耐久性を確保した燃料電池システ

ムの開発 
 燃料電池搭載のためのボディ構造の開発 

規制等対策強化につながる技術開発・実証の例 

目的：上水道分野の減エネルギー対策強化 
   （浄水場等の未利用エネルギーの活用） 

内容：管路用高効率インラインポンプの開発 
 管水路用水車の高効率化・低コスト化 
 発電コントローラのパッケージ化 

対象の技術レベル領域 

実用化 
社会実装 



地球温暖化対策技術開発等事業 

  ２，６００百万円（４，１００百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課 

 

１．事業の必要性・概要 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により電力供給設備が大きな影

響を受けたことにより、電力系を中心とした省エネルギーが求められるととも

に、分散型、自立型、災害に強い等の特徴も有する再生可能エネルギーの推進

が、温室効果ガス排出量の削減、エネルギーセキュリティーの確保を同時に実

現可能な施策として期待されている。 

また、総合科学技術会議が平成 24 年 7 月に公表した、「平成 25 年度科学

技術重要施策アクションプラン」においても、重点対象として「グリーンイ

ノベーション」が挙げられ、「技術革新による再生可能エネルギーの飛躍的

拡大」等の取組を重点的に実施するとされたところ。 

こうした背景を踏まえ、本事業では、再生可能エネルギー及び省エネルギ

ーに関する技術開発・実証研究のうち早期の実用化が可能かつ必要な技術で

あって、その後の社会実装が期待される課題を広く公募し、優れた提案を行

い確実な実施体制を有する民間企業や公的研究機関等に委託・補助（補助率

：１/２）して実施する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

交通低炭素化技術開発分野、住宅オフィス等低炭素化技術開発分野、再生

可能・分散型エネルギー技術開発分野、バイオマス・循環資源低炭素化技術

開発分野の４分野の課題を実施する。平成 26 年度事業においては、新規課題

の採択は行わない。 

 

３．施策の効果 

本事業の成果を受け、エネルギー起源 CO2 の削減に資する優良な再生可能エ

ネルギー技術及び省エネルギー技術が社会実装されることにより、二酸化炭素

排出量の削減及びエネルギーセキュリティーの向上が達成される。 



           地球温暖化対策技術開発等事業 平成26年度要求額 
2,600百万円（4,100百万円） 

 エネルギー起源二酸化炭素削減技術の開発成果の
社会還元を加速しグリーンイノベーションを推進
するため、早期に実用化が必要かつ可能なエネル
ギー起源二酸化炭素の排出抑制技術のうち、現状
の取組が不足している開発等を通じて、地球温暖
化対策を推進することを目的とする。 

再生可能・分散型エネルギー低炭素化技術開発分野 

バイオマス・循環資源低炭素化技術開発分野 

住宅・オフィス等低炭素化技術開発分野 

交通低炭素化技術開発分野 

開発成果の例：電気自動車用大容量リチ
ウムイオン電池 
・エネルギー密度160Wh/ kg 
・2010年市販のEVに搭載 

開発成果の例： 
白色LEDを用いた高効率照明システム 
・消費電力：約1/5倍 
・価格：約1/7 

開発成果の例： 
球状シリコンを用いた太陽電池 
・シリコン使用量1/5 
・低コスト15万円/kW 

開発成果の例： 
乾式メタン発酵法による都市型バイオマ
スエネルギーシステムの実用化 

これまでの地球温暖化対策技術開発分野及び成果 

事業目的・概要等 イメージ 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

期待される効果 

 早期に実用化が必要かつ可能なエネルギー起源二
酸化炭素の排出を抑制する技術の開発及び実証研
究について、民間企業、公的研究機関、大学等か
らの提案を募集し、外部専門家が選定した優れた
提案の技術開発・実証研究を支援する（26年度は
継続課題のみ実施）。 

 委託・補助対象：民間団体、大学、研究機関等 
 実施期間：平成16年度～平成26年度 
 補助割合：最大１／２ 

 効果的な地球温暖化対策技術の確立。 
 技術が社会に導入されることによるCO2の大幅排出

削減・低炭素社会の実現。 
 



(新)未来のあるべき社会・ライススタイルを創造する技術イノベーション事業

                       ６００百万円（０百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課 

 

１．事業の必要性・概要 

従来は、現状の技術を元に将来の姿を描くフォアキャスティングにより社会や

ライフスタイル等を作りだしてきたが、今後は、将来の社会・環境制約等を見据

え、バックキャストによって未来のあるべき社会やライフスタイルを示した上で、

それを実現するために必要不可欠な技術を開発・実証し、将来に向けて着実に社

会に定着させることが必要である。 

特に、東日本大震災を経験した我が国では、将来・現在のエネルギー制約を踏

まえ、エネルギーの消費が少なくても豊かな社会・ライフスタイルを実現するこ

とが不可欠であり、その実現のため、社会・ライフスタイルに関係の深いエネル

ギー消費機器に係る技術イノベーションを早急に進めることが必要である。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 民生・業務部門を中心に多種多様な電気機器（照明、空調、サーバー、動力モ

ーター等）に組み込まれている各種デバイスの高効率化を図ることにより、大幅

なエネルギー消費削減を実現することを目的とする技術開発・実証を、当該技術

開発の確実な実施体制を有する民間企業や公的研究機関等に委託して実施する。 

現行の技術の成熟度を３年間で大幅に引き上げる目標を設定し、事業終了後の

早期実用化につなげる。 

平成 26 年度は、電力損失が極めて小さく耐久性・信頼性が高い基板を用い、

用途に応じた超高効率デバイスの設計・開発・検証を行う。 

平成 27 年度以降、上記の電気機器に実装し、エネルギー消費量の削減効果、

耐久性、安定性等を検証し、早期の実用化を実現する。 

 

３．施策の効果 

  従来の単なるエネルギー使用の合理化を超えた大幅なエネルギー消費の削減が

実現される。  

本事業により生み出された技術が社会に普及することにより社会全体のエネル

ギー消費の大幅削減をもたらすとともに、エネルギー消費が少なくても豊かな社

会やライフスタイルが創造される。 



基礎 

研究 

応用 

研究 

技術 

開発 

技術 

実証 

システム

開発実証 
商用化 

事業目的・概要等 イメージ 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

 委託対象：民間団体、大学、公的研究機関 
 事業実施期間：平成26年度～28年度 

 従来は、現状の技術を元に将来の姿を描くフォアキャスティ
ングによりライフスタイル等を作りだしてきた。 

 今後は、将来の資源・環境制約等からバックキャストし、未
来のあるべき社会やライフスタイルを示した上で、それを実
現するための技術を開発・実証し、将来に向けて着実に社会
に定着させることが必要。 

 特に、震災を経た現在、制約となるエネルギーの消費が少な
くても豊かな社会・ライフスタイルを実現することが不可欠。
実現のための技術イノベーションを目標とすることが必要。 

 民生・業務部門を中心にライフスタイルに関連の深い多種多
様な電気機器（照明、空調、サーバー、動力モーター等）に
組み込まれている各種デバイスの高効率化を図ることにより、
徹底したエネルギー消費量を削減（減エネ）する技術開発・
実証を行う。 

 平成26年度は電力損失が極めて小さく耐久性・信頼性が高い
基板を用い、設計・開発・検証を行う。平成27年度以降に実
装し、削減効果、耐久性、安定性等を検証する。 

期待される効果 

 単なるエネルギー使用の合理化を超えた大幅なエネルギー消費の
削減を実現。 

 本事業により生み出された技術により、未来のあるべき社会・ラ
イフスタイルを提示し、その変革につなげる。 

  未来のあるべき社会・ライフスタイルを創造する技術イノベーション事業 
平成26年度要求額 
600百万円（新規） 

本事業により技術成熟度を着実かつ大幅に引き上げ 
その後の早期実用化を実現 

本事業の技術成熟度目標 

 超高効率デバイスを用い、ライフスタイルに関連の深い電気機器
の大幅な減エネを実現する技術開発・実証を推進 

 技術開発終了後、製品の早期の市場投入を目指す 
 製品の普及展開により社会全体のエネルギー消費の大幅削減をも
たらすとともに、エネルギー消費が少なくても豊かな社会やライ
フスタイルを提示 

技術イノベーションにより、少ないエネルギー消費でも豊かな暮
らし・ライフスタイルを実現する 

技術開発の対象例 

超高効
率デバ
イス 

照明 

業務

空調 

サー
バー 

動力
モー
ター 

燃料

電池 

パワ
コン 

ライフスタ
イルの変革 

減エネ 



 

環境研究総合推進費        ５，９０３百万円（５，３８７百万円） 

  

総合環境政策局総務課環境研究技術室 

 

１．事業の必要性・概要 

環境省が必要とする研究開発テーマ（以下「行政ニーズ」という。）を提

示して公募を行い、広く産学民官の研究機関の研究者から提案を募り、外部

専門家・有識者等からなる評価委員会による事前評価を経て採択された課題

を実施する、環境政策貢献型の競争的研究資金。 

行政ニーズに適合する研究・技術開発等を着実に進めることにより、環境

政策の推進にとって不可欠な科学的知見の集積及び技術開発を促進し、ひい

てはグリーンイノベーション及び持続可能な社会の構築に貢献する。 

環境政策への貢献をより一層強化するため、「環境研究・環境技術開発の

推進戦略について（平成 22 年 6 月、中央環境審議会答申）」（以下「推進戦

略」という。）に沿った評価委員会の組織再編、審査時の「行政ニーズへの

適合性」評価の強化、行政ニーズを有する原課の研究管理への参画促進、

「政策決定者向けサマリー」による研究成果の活用促進等に取り組んでいる。 

 

２．事業計画（業務内容） 

行政ニーズを提示して公募を行い、広く産学民官の研究機関の研究者から提案

を募り、外部専門家・有識者等による事前評価で高い評価を受けた研究提案を採

択・実施する。中間・事後評価を行い、結果を公表するとともに、中間評価結果

は次年度以降の継続可否や予算額に反映し、資源配分の効率化・適正化を図る。 

 

（１）研究領域 

①戦略的研究開発領域（戦略研究プロジェクト） 

先導的に重点化を図り、統合的な研究又は社会に適用するためのシナリオを

提示するプロジェクト。平成２６年度は、継続４件に加え、新規２件を立ち上

げ、行政ニーズに立脚した戦略的な研究開発を強力に推進する。 

○温室効果ガス及び短寿命気候因子（ＳＬＣＰ）緩和策が引き起こす環境影

響の能動的評価（新規・仮題） 

○持続可能な沿岸海域実現を目指した沿岸海域管理手法の開発（新規・仮題） 

○資源環境制約のもとでの持続可能な開発目標とガバナンスに関する総合研

究プロジェクト（S-11） 

○地球規模の気候変動リスク管理戦略の構築に関する総合的研究（S-10） 

○アジア規模での生物多様性観測・評価・予測に関する総合的研究（S-9） 

○温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究（S-8） 



②環境問題対応型研究領域 

年度毎の推進戦略フォローアップ結果及び省内各部局の提案等を踏まえ、環

境政策上特に必要とされている研究テーマを提示して公募を行い、個別又は複

数領域に係る環境問題の解決に資する研究を行う。 

 

③革新型研究開発領域 

若手研究者による特に新規性・独創性・革新性の高い環境研究や、先進的特

定研究テーマに係る最新成果を評価・統合する研究を行う。 

 

④循環型社会形成推進研究 

環境政策上特に必要とされている研究テーマを提示して公募を行い、廃棄物

の適正処理、循環型社会の構築技術等に関する研究を行う。 

 

（２）研究分野 

推進戦略の構成に沿った５つの分野（全領域共通・領域横断、脱温暖化社会、

循環型社会、自然共生型社会、安全が確保される社会）を対象とし、エネルギー

起源二酸化炭素の排出抑制に資する技術開発等を除き、環境研究・環境技術開発

のほぼ全分野をカバーしている。 

 

３．施策の効果 

○環境行政上直面している課題の解決に資する研究課題を優先的に採択し、研究

成果の周知を図ることにより、環境政策の推進に貢献する。 

○地球環境問題や越境汚染問題に係る機構解明・影響予測等の成果を国際的組織

に提供する等により、国際協力の枠組み構築に科学的根拠を与えるとともに、

国際的な施策形成過程における我が国の影響力向上に貢献する。 

○領域横断的な研究の強化により、共便益の実現、トレードオフの解消、研究成

果の社会実装（社会インフラやライフスタイルへの埋め込み）の促進が図られ

る。 

○放射性物質による汚染土壌の除染技術、災害廃棄物の処理技術・システムの開

発等により、被災地域の復旧・復興及び被災者の暮らしの再生に貢献する。 



「環境研究・環境技
術開発の推進戦略

について」 
（H22.6中環審答申）
フォローアップ 

研究開発の実施 

  

平成26年度概算要求額  5,903百万円（ 5,387百万円）      

 
 

◆「行政ニーズ」に適合する研究課題を実施し、環境政策の推進に貢献。 

◆H26年度は継続研究（戦略4件、その他83件） に加え、以下の新規研究に着手。 

 

［戦略的研究開発領域］ （H25年度に事前検討を実施中。） 
 ○温室効果ガス及び短寿命気候因子緩和策が引き起こす環境影響の能動的評価 

 ○持続可能な沿岸海域実現を目指した沿岸海域管理手法の開発 

 

［環境問題対応型研究領域 等］ （省内全部局より36件の行政ニーズ提案あり。） 

行政ニーズの特定 

 
 

研究成果の評価・活用 

省内原課から研究
テーマ提案を募集 

評価委員会で討議 
（提案原課も出席） 

公募要領に掲載する「行政ニーズ」を決定 

公募・審査の実施 

「行政ニーズ」を提示して公募を実施 

必要性・有効性・
効率性等の観点
から審査を実施。 

「行政ニーズへ
の適合性」評価
を強化。 

研究成果を評価し結
果を公表。中間評価
結果は次年度予算

に反映。 

政策決定者向け 

サマリー等を用い
研究成果を原課に
フィードバック。 

［研究部会（研究分野毎）］ 
・全領域共通・領域横断部会 

・脱温暖化社会部会 

・循環型社会部会 

・自然共生型社会部会 

・安全が確保される社会部会 

・戦略研究プロジェクト専門部会 

環境研究総合推進費 

【共通横断分野】 環境アセスメント制度における環境保全オフセット手法に係る研究／
2020～2050年に社会実装が期待される技術・システムの特定等に係る研究／途上国
における適応支援のための保険メカニズム／2020年以降の世界及び日本の温室効果
ガス排出経路等に関する研究  等 

【脱温暖化分野】 緩和と適応の統合的実施による気候変動対策に関する研究／統合
的観測・評価システムの構築による全球の炭素収支の評価／地域インベントリ解析に
よる複合的な環境価値創造拠点と環境都市の計画と評価モデルに関する研究  等 

【循環分野】 大規模地震に伴う災害廃棄物処理対策に関する研究／都市規模を考慮
に入れた廃棄物からのエネルギー回収の最大化に向けたシステム研究／使用済電子
機器等からの有用金属等の効果的な回収技術及び残渣処理システム等の技術開発  
等 

【自然共生分野】 自然資本及び生態系サービスの経済価値評価技術の開発／自然生
態系の防災・減災機能の評価・活用に関する研究エコツーリズムが与える地域社会へ
の貢献に関する指標開発とその実証  等 

【安全確保分野】 環境中水銀の動態解析のための全球多媒体モデルの開発／化学物
質の複合影響評価手法の開発／農薬の環境への流出による昆虫類に対する影響の解
析・管理手法の開発／PM2.5・黄砂等の大気汚染による健康影響のメカニズム解明 等 



エネルギー起源CO2排出削減技術評価・検証事業 

 ５，０００百万円（２，５８０百万円）  

廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室 

総合環境政策局総務課環境研究技術室・環境計画課 

地球環境局地球温暖化対策課 

水・大気環境局地下水・地盤環境室 

 

１．事業の概要・必要性 

エネルギー対策特別会計の効果的な実施に当たり、事業の効果測定、重複

排除、優先順位付け等を行うことが必要である。 

また、低炭素価値を併せて創出する社会システム構築を効果的・効率的に

推進するためには、実証事業を通じて各種の CO2 削減対策の手法、削減ポテ

ンシャル、事業性等を検証し、その成果を明示することが不可欠である。 

このため、エネルギー対策特別会計における事業の効果測定及び CO2 削減

対策の有効性を検証する実証事業等を行う。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）事業の効果測定等  

   ①事業の効果検証 

エネルギー対策特別会計における事業の効果算定手法の検討、技術動向

調査、事業実施後の効果の検証・把握及び地域における地球温暖化対策事

業の実施状況調査・効果検証を行う。 

②CO2 削減技術の評価（CO2テクノロジーアセスメント） 

CO2 削減効果が大きく、将来的な導入普及が見込まれる技術について、そ

の効果や環境への影響等の評価を行う。 

（２）対策・技術の有効性の検証（実証事業） 

   交通体系整備、ライフライン施設等の整備、次世代インフラ等整備、地域

技術シーズの活用といった分野におけるCO2排出削減対策・技術について、

実証事業を通じて個別手法の削減効果の検証、削減ポテンシャルの検証及び

事業性の検証を行う。 

 

３．施策の効果 

エネルギー対策特別会計における効果的な事業の推進及びそれを通じたエネ

ルギー起源 CO2 削減対策の一層の普及 

 



背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

委託対象：民間団体等  実施期間：平成25年度～ 

 エネルギー対策特別会計の事業の効果的な実施に当たり、予
算要求段階から事業の実施中、終了段階における効果測定、
重複排除、追跡調査、優先順位付け等を実施するための基盤
整備が必要。 

 また、低炭素価値を併せて創出する社会システム構築を効果
的・効率的に推進するため、交通体系整備、ライフライン施

設等の整備、次世代社会インフラ等整備等の分野において、

実証事業を通じてCO2削減対策の手法、削減ポテンシャル、
事業性等を検証し、その成果を明示することが不可欠。 

（１）事業の効果検証（15億円） 
   エネルギー対策特別会計における事業の効果検証、導入 
  普及が見込まれる技術のCO2 削減効果・環境への影響等の 
  評価を実施。 
（２）対策・技術の有効性の検証（実証事業）（35億円） 
   実証事業を通じて、社会システムの整備に当たってのCO2  
  削減対策・技術の効果の検証等を実施。 
 
期待される効果 

 エネルギー対策特別会計における効果的な事業の推進及びそ
れを通じたエネルギー起源CO2 削減対策の一層の普及 

平成25年度予算 
○○百万円 

  エネルギー起源CO2排出削減技術評価・検証事業 平成26年度要求額 
5,000百万円（2,580百万円） 

 
 

（１）事業の効果検証 
 ①事業効果算定手法の検討（事業効果算定ガイドラインによる事業効果の算定等） 
 ②技術動向調査（国内外のエネルギー起源CO2排出削減技術等の調査） 
 ③事業実施後の効果の検証・把握（補助事業完了後のCO2削減効果の検証・把握） 
 ④地域における地球温暖化対策事業の実施状況調査・効果検証（地方公共団体の取り組みを対象） 
（２）CO2削減技術の評価（CO2テクノロジーアセスメント） 

事業の効果測定等 

 
 
 

【内容】 
 ①CO２削減対策の手法の検証（個別手法のCO2削減効果の検証） 
 ②対策・技術の削減ポテンシャルの検証（対策・技術のCO2削減ポテンシャルの詳細把握） 
 ③対策・技術の事業性の検証（対策・技術に要するコスト等の検証） 
【対象分野】 

 
 
 
 
 

イメージ 

対策・技術の有効性の検証（実証事業） 

 交通体系整備：     物流システム低炭素化(国交省連携)、鉄道輸送システム低炭素化(ｴｺﾚｰﾙﾗｲﾝ)(国交省連携) 、港湾地域の低炭素化(国交省連携)  

 ライフライン施設等整備：都市等の廃熱を利用した低炭素化、港湾地域の低炭素化(国交省連携)  

 次世代社会インフラ整備：データセンター省エネ技術(総務省連携)、地中熱利用ヒートポンプ技術、下水熱等未利用熱利用技術(国交省連携)、   
              ３Ｒ技術・システムの低炭素化技術、農業機械の省エネ技術（農水省連携） 

 地域技術シーズ活用：  地域企業の先端技術シーズを活かした再エネ・省エネ 

エネルギー対策特別会計における効果的な事業の推進・効果的な対策の普及 



 

（新）ＣＣＳによるゼロカーボン電力導入促進事業（一部経済産業省連携） 

１，２４３百万円（０百万円） 

地球環境局総務課低炭素社会推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

 我が国では、2012（平成 24）年度には発電電力量の約９割を火力発電が占める

など、東日本大震災以降、火力発電の拡大によりＣＯ２排出量が大幅に増加して

いる。 

他方で、2050（平成 62）年温室効果ガス 80％排出削減を実現するためには、

今後、従来の省エネ・再エネの最大限の導入に加えて、電力のゼロカーボン化等

の抜本的なＣＯ２排出削減技術を普及させることが不可欠である。とりわけ、Ｃ

Ｏ２を大量に排出し、長期間にわたって稼働が見込まれる石炭火力発電所等の大

規模排出源には、ＣＣＳ（二酸化炭素回収・貯留）の導入が求められる。 

このため、大規模排出源が全国各地に分散しており、また、沿岸海域が高度に

利用されているという我が国の状況を踏まえ、沖合域（浅海域より深い海域）を

含めた我が国周辺水域におけるＣＯ２貯留適地の確保、沖合域におけるＣＯ２圧入

技術などのシャトルシップを活用したＣＯ２輸送・貯留システムの確立等を進め、

環境に配慮しつつ、我が国に適したＣＣＳ導入に早急に目途をつける必要がある。 

 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）貯留適地調査事業（経済産業省連携事業）   ７００百万円（０百万円） 

 沖合域を含めた我が国周辺水域におけるＣＯ２貯留適地調査を行う。26 年度は、

３か所程度の広域的な地質調査を行い、適地候補の抽出を進める。 

 

（２）環境配慮型ＣＣＳ導入検討事業              ５４３百万円（０百万円） 

 沖合域における貯留や複数の排出源からの輸送を効率的に実現することが可能な

技術として、シャトルシップを活用した輸送・貯留システムの要素技術及びトータ

ルシステムの検討を行う。 

 また、ＣＯ２を分離・回収するために使われる回収液の環境負荷の評価、ＣＣＳ

の円滑な導入手法の検討、経済性の評価等を行う。 

 

 

３．施策の効果 

・環境に配慮したＣＣＳの適切かつ円滑な導入 

・ＣＣＳの導入によるＣＯ２排出量の大幅削減 



イメージ 

背景・目的 事業概要 

（１）貯留適地調査事業（７億円）【経済産業省連携事業】 
 沖合域を含めた我が国周辺水域のCO2貯留適地を調査 
 
（２）環境配慮型CCS導入検討事業（５．４億円） 
 環境に配慮し、かつ我が国に適した効率的なシステムを検討 

期待される効果 

CCSによるゼロカーボン電力導入促進事業（一部経済産業省連携） 

事業スキーム 

（１）（２）委託対象：民間団体等 
     実施期間：フェーズ１  平成26年度～平成27年度 
            フェーズ２ 平成28年度～ （実証等） 

【技術課題】 
①分離・回収： CO2回収液による環境負荷 → 環境負荷の評価 

 
②輸送：パイプラインでは沖合域での貯留が困難 
 → シャトルシップを活用したCO2輸送・貯留システムの 
   要素技術及びトータルシステムの検討 

 
③貯留：適地が確保されていない → 貯留適地の調査 
  
◎全般：適切かつ円滑な実施 → 導入手法の検討、経済性の評価 

陸域 帯水層

地上設備より
陸域に圧入

CO2

CO2

不透水層

②海上輸送

海域 帯水層

輸送段階

貯留段階

分離・回収段階

CO2排出源

地上設備より
海域に圧入

③船上より
海域に圧入

①CO2を
分離・回収

パイプライン

パイプライン

海上設備より
海域に圧入

CCS（二酸化炭素分離・回収・貯留）のイメージ
※①～③は船舶を活用したCCSの場合

平成26年度要求額 
 1,243百万円（新規） 

○ 我が国が掲げる長期目標（2050年温室効果ガス80%排出削減）を
実現するためには、電力のゼロカーボン化が必要不可欠。 

○ とりわけ、CO2を大量に排出し、一度建設されると長期間にわたって
稼働が見込まれる石炭火力発電所等の大規模排出源には、CCS（二
酸化炭素回収・貯留）の導入が求められる。 

○ 大規模排出源が全国各地に分散しており、また、沿岸海域が高度
に利用されている我が国の状況を踏まえ、以下の取組が必要。 
・沖合域を含めた我が国周辺水域におけるCO2貯留適地の確保 

・沖合域におけるCO2圧入技術などのシャトルシップを活用したCO2
輸送・貯留システムの確立 

・CO2を分離・回収するために使われる回収液の環境負荷の評価 

・CCSの円滑な導入手法の検討、経済性の評価 等 ・環境に配慮したCCSの適切かつ円滑な導入 
・CCSの導入によるCO2排出量の大幅削減 

CCSのイメージ 
※①～③は船舶を活用した場合 

ＣＣＳ導入実現のブレイクスルーを図るとともに、 
我が国のＣＣＳ技術の信頼性を確保し、環境に配慮しつつ、 
我が国に適した効率的なＣＣＳシステムを確立する。 



（新）地方公共団体実行計画を核とした地域の低炭素化基盤整備事業   

              ８２百万円（０百万円） 

 

総合環境政策局環境計画課 

 

１．事業の必要性・概要 

 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、都道府県並びに指定都市、

中核都市及び特例市（以下「都道府県等」という。）は、地球温暖化対策地

方公共団体実行計画を定め、また、特例市未満の地方公共団体についても、

実行計画の策定は努力義務となっており、地域の特性に応じた対策・施策を

進めることが期待されている（法第 20 条第 2 項）。 

 しかし、現状では、都道府県等の実行計画の策定率は８割を超えるものの、

特例市未満の市町村の策定率は 13.7％に過ぎず、全自治体の策定率は２割に

留まる。また、策定された計画についても、事業の具体性や実効性の確保が

課題になっている。 

 一方で、政府は今後新たな温暖化対策計画の策定を予定しており、同計画

を踏まえた地方公共団体の実行計画策定・改定が、地域の低炭素化により効

果的なものとなるよう、実行計画の詳細分析や自治体間での比較評価、自治

体職員の育成、有識者による低炭素地域づくり戦略の検討などを実施し、実

行計画を核とした地域の低炭素化の基盤（実効的な実行計画、事業の着実な

実施、それらを支える人材育成及び全体戦略、国の支援事業の評価・分析）

の整備を図り、地域の低炭素化を推進する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）実行計画調査・分析・格付け・フィードバック 

 全国の地方公共団体における実行計画の策定状況を調査するとともに、計

画内容の分析を行う。その上で、分析結果を踏まえて、各自治体の計画及び

その実施状況について検証・評価を行い、取組のレベルの格付けを行う。そ

の結果を各自治体へフィードバックし、実行計画の「質」の向上を図る。 

（２）自治体職員向け低炭素塾の開催 

 自治体における実行計画策定ならびに計画に基づく対策・施策の事業推進

を実際に担う職員の能力向上を目的に、温暖化対策に関わる自治体職員を対

象とした集中講座（低炭素塾）を開催し、計画策定から事業実施までの基礎

的・実務的知識を効率的・効果的に習得させる。 

 

 



（３）有識者による低炭素地域づくり戦略の検討と各種支援措置評価 

 地域の現状分析や将来想定される諸課題、地域の将来像、具体的な低炭素

地域づくり戦略やそのための仕組みづくり、低炭素化への取組による多様な

ベネフィットの定量評価手法等を検討する。その結果を踏まえてマニュアル

等を随時更新し、自治体の取組を促す。 

 また、上記の検討結果を踏まえ、国の実行計画に係る支援措置の在り方に

ついて、評価・チェック等を行い、より効果的な支援措置を実現する。 

 

３．施策の効果 

実行計画（区域施策編）の量（策定率）と質（具体的な事業推進等）の向上

が図られ、また、実行計画を核とした地域の低炭素化の基盤（実効性のある実

行計画、事業の着実な実施、それらを支える人材育成及び全体戦略、国の支援

事業の評価・分析）が整備されることで、地域の低炭素化が実現する。 

 



イメージ 

背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

民間委託事業者への委託 

 低炭素社会の実現に向け、法定計画である地方公共団体実行計
画に基づく温暖化対策への取組が不可欠。 

 しかし、現状の自治体の実行計画の策定率は、２割程度に留ま
る。また、策定された計画も、具体的な対策・施策に乏しく、
実効性の確保が課題。 

 一方で、政府は今後、２５年度以降の地球温暖化対策計画を策
定する予定であり、同計画を踏まえ、実行計画の策定・改定が
進む見込み。 

 この機会をとらえ、実行計画の策定率向上や計画に基づく対
策・施策の取組向上を実現し、地域における低炭素社会を実現 

１．地方公共団体実行計画の施行状況調査・分析・格付     
  け・フィードバック 
２．自治体職員向け低炭素塾（集中的研修）の開催 
３．有識者による低炭素地域づくり戦略の検討と各種支援 
  措置評価 

期待される効果 

 実行計画（区域施策編）の量（策定率）と質（具体の事業
推進等）向上 

 実行計画を核とした地域の低炭素化の基盤（実効的な実行
計画、事業の着実な実施、それらを支える人材育成及び全
体戦略、国の支援事業の評価・分析）の整備による地域の
低炭素化の実現 

平成25年度予算 
○○百万円 

地方公共団体実行計画を核とした地域の低炭素化基盤整備事業 26年度要求額 
８２百万円(０百万円） 

１．実行計画調査・分析・格付け・フィードバック ２．自治体職員向け低炭素塾の開催 

３．有識者による低炭素地域づくり戦略の検討と各種支援措置評価 

 自治体における実行計画策定状況を調査し、その計画内容に
ついて詳細に分析・評価を実施。その結果を格付けし、自治体に
対してフィードバック。取組みが遅れている自治体の対応を促す。 

 自治体職員を対象として集中講座を開催し、実行計画策定
から事業実施までの基礎的・実務的知識（調整・技術・交渉・
法体系・金融等）を効率的・効果的に習得させる。塾生には
フォローアップの課題を課し、各自治体内部でのその後の成
果を公表。 

 有識者を集め、具体的な低炭素地域づくり戦略
やそのための仕組みづくり、自治体の取組の定量
評価手法等を検討。その結果を踏まえてマニュア
ル等を随時更新し、自治体の取組を促すとともに、
国による各種支援措置等の取組の効果をチェック。 

自治体の
取組の実
態把握 

分析・評価 

格付けし自治体へ
フィードバック 

計画策定のための協議
会や庁内調整、議会・
住民対応のノウハウ 

実際に事業を実施するための事
業発掘、資金調達、法的手続等
の事務的知識 

法体系や技術に関す
る基本的知識 



（新）地域主導による再生可能エネルギー等導入事業化支援事業 

１，５００百万円（ ０百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課 

廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室 

総合環境政策局環境計画課・環境経済課 

自然環境局自然環境計画課・国立公園課 

 

１．事業の必要性・概要 

徹底的なエネルギー消費量の削減や自立・分散型の再生可能エネルギーの推

進は、二酸化炭素排出量の削減、エネルギーセキュリティの確保を同時に実現

する対策として重要性が高まっている。 

特に、これらの対策の事業化に当たっては、地域の実情を十分考慮しなけれ

ばならず、再生可能エネルギー等の普及拡大を迅速化するための基礎情報の整

備や地域の事業・便益につながるファイナンスの仕組みの構築が必要である。 

また、二酸化炭素排出削減目標の達成には、地域において総合的かつ計画的

な事業を実施していくことが不可欠であり、法定計画である実行計画に基づき、

特に中小自治体における地域主導での地域資源を活用する取組等を支援する必

要がある。 

このため、再エネ導入のポテンシャル等の調査・整備、低炭素地域づくりの

ための事業計画の策定・実現可能性（ＦＳ）調査の支援及び事業計画の策定等

に当たっての専門家派遣や人材育成等の支援を実施する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）再生可能エネルギーの基盤情報整備事業（委託事業） 

事業化検討に必要な地域の再生可能エネルギーの導入ポテンシャル等の調

査・整備・発信 

（委託先：民間団体等） 

（２）地域主導による再生可能エネルギー等事業化計画策定・ＦＳ調査事業 

（補助事業（継続分は委託事業）） 

再エネ等低炭素地域づくり事業計画の策定、ＦＳ調査等の支援 

補助先・補助率：地方公共団体 定額、民間団体等 １／２ 

委託先：民間団体等 

（３）地域主導型事業形成支援事業（委託事業） 

計画策定やＦＳ調査に対する専門的知見の提供や専門家派遣･人材育成等 

（委託先：民間団体等） 

 

３．施策の効果 

地域主導による地域資源や資金が活用・循環される仕組の形成と地域経済等

の一体となった自立的かつ持続的な低炭素化事業の実施 



背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 
期待される効果 

平成25年度予算 
○○百万円 

  地域主導による再生可能エネルギー等導入事業化支援事業 
平成26年度要求額 

1,500百万円（新規） 

○徹底的なエネルギー消費量の削減や自立・分散型の再生可能エネルギーの 
 推進は、二酸化炭素排出量の削減、エネルギーセキュリティの確保を同時 
 に実現する対策として重要。 
○特に、これらの対策の事業化に当たっては、地域の実情を十分考慮しなけ 
 ればならず、再生可能エネルギー等の基礎情報の整備やファイナンスの仕 
 組みの構築が必要。 
○また、二酸化炭素排出削減目標の達成には、地域において総合的かつ計画 
 的な事業を実施することが不可欠であり、特に中小自治体における地域主  
 導での地域資源を活用する取組等への支援が必要。 
○このため、再エネ導入のポテンシャル等の調査・整備、低炭素地域づくり 
 のための事業計画の策定・FS調査（農林水産省等関係府省とも協力）及び 
 事業計画の策定等に当たっての専門家派遣や人材育成等の支援を実施。 

(1)再生可能エネルギーの基盤情報整備事業 
 事業化検討に必要な地域の再エネの導入ポテンシャル等の調査・整備・発信 
(2)地域主導による再生可能エネルギー等事業化計画策定・FS調査事業 
 再エネ等低炭素地域づくり事業計画の策定、FS調査等の支援 
(3)地域主導型事業形成支援事業 
 計画策定やFS調査に対する専門的知見の提供や専門家派遣･人材育成等 

環境省 

②事業化計画策定・FS調査支援事業 

地域主導による先導的
「低炭素・循環・自然
共生社会」創出事業 

(2)① 委託対象：民間団体等 
(2)② 補助対象：地方公共団体・民間団体等 補助割合：定額、1/2 
   （継続事業分は委託） 
(3) 委託対象：民間団体等 

○地域主導による地域資源や資金が活用・循環される仕組の形成と地域経済等と
一体となった自立的かつ持続的な低炭素化事業の実施。 

 

(3)地域主導型事業形成支援事業 

 
 
 

専門家派遣（資金調達手法・法令制度対応・情報整備

等）や人材育成、専門的なセミナー等の開催 
補助 

             （継続分は委託） 

委託 

 
イ．地域のニーズや特性を活かした地域協働による低炭素

地域づくり 
・実行計画に基づく中小自治体や、地方公共団体と民間事業者等
の連携による地域の低炭素化に効果的な事業の計画･FS調査
（農林水産省等関係府省とも協力） 

(1)基盤情報整備事業 

 
 

再生可能エネルギー導入ポ

テンシャル等の調査・整備 
委託 

 
ウ．エコタウンにおける資源循環社会と共生した低炭素地

域づくり 
・エコタウンにおける再エネや熱の効率的利用化等による低炭素
化計画・FS調査 

地域低炭素投資促進
ファンド創設事業 

(2    
(2)地域主導による再生可能 
 エネルギー等事業化計画 
 策定・FS調査事業  

 

ア．地域主導型再生可能エネルギー等の事業化 ( 継続分) 

 ・様々な関係者が参画する再生可能エネルギー等の事業化検討・ 
 事業計画策定 

①事業化計画策定・FS調査実証事業 
 

自然豊かな地域における低炭素・自然
共生型低炭素地域づくり 
• 自然公園地域における再エネ等導入事
業計画 

• 里地里山等地域の自然シンボルを保全
した自然共生型低炭素地域づくり計画 

委託 

(1) 委託対象：民間団体等 

 



（新）地域主導による先導的「低炭素・循環・自然共生社会」創出事業 

４,９６０百万円（０百万円） 

 

総合環境政策局環境計画課 

自然環境局自然環境計画課・国立公園課 

 

１．事業の必要性・概要 

今後 2050 年までに 80％の温室効果ガス排出量削減目標を達成するために

は、その大宗を占めるエネルギー起源ＣＯ２排出量を大幅に削減すること

が必要。その際には、全国画一的な取組に留まらず、地域特性に応じた地

域主導による低炭素化に向けた総合的かつ計画的な政策を推進することが

不可欠である。 

一方、第４次環境基本計画では目指すべき持続可能な社会の姿として、

「低炭素・循環・自然共生」の統合的達成を挙げている。こうした社会を

達成するためには、地球温暖化対策のみならず、資源循環や生物多様性の

確保等についても、同様に地域の特性に応じて、地域主導で進めていくこ

とが重要となる。 

このため、必要に応じて他府省と協力しつつ、地域での事業計画策定等

を支援する他事業「地域主導による再生可能エネルギー等導入事業化支援

事業」等とも連携し、地域における環境負荷低減のための事業実施に向け

た設備等の導入、特に、特徴のある尖った取組を行う先導的な地域を中心

に事業実施に向けた支援を実施し、地域主導による、地域資源を最大限活

用した環境負荷低減のための統合的取組のモデルを構築していく。 

 

２．事業計画（業務内容） 

地方公共団体の定める実行計画や生物多様性地域戦略、公園計画等地域の

環境に係る計画に位置づけられた又は将来的に位置づけられる予定の事業の

うち、自治体、民間団体等が連携して実施する地域の資源循環の促進や生物

多様性保全、地域経済、コミュニティの活性化に資する地球温暖化対策事業

に対して、その取組に必要な設備導入等への支援を行う。事業計画策定等を

支援する他事業と連携して支援を行うことにより、事業立ち上げへの体系的

な支援プログラムを提供する。 

 

３．施策の効果 

地域の中で資源や資金が活用・循環される仕組みが形成され、地域経済やコ

ミュニティと一体となった自立的かつ持続的な低炭素・循環・自然共生社会づ

くりを推進するとともに、事業経験の蓄積による、環境政策を担う地域の人材



・組織育成を図る。 

低炭素・循環・自然共生一体型で地域住民や地域コミュニティの「社会や生

活の豊かさ」につながる持続的な取組が実現する。 



背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

期待される効果 

平成25年度予算 
○○百万円 

 地域主導による先導的「低炭素・循環・自然共生社会」創出事業 26年度要求額 
4,960百万円（新規） 

○第４次環境基本計画では、目指すべき持続可能な社会の姿として、
「低炭素」・「循環」・「自然共生」の統合的達成を挙げており、そ
のためには、地域特性を活かした地域づくりが不可欠とされる。 
○その際、環境負荷を低減するとともに、将来世代のために森林・農地
等の国土を保全し、かつ、地域経済やコミュニティ活性化を図るため、
特に中小自治体における地域主導の地域資源を最大限活用した統合的
取組が必要。 
○関係府省とも協力しつつ、事業計画策定等を支援する他事業と連携し
て設備等の導入に支援を行うことにより事業の立ち上げへの体系的な
支援プログラムを提供する。 

 地域資源や資金等を活用し「低炭素・循環・自然共生社会」を創出する
地域の地球温暖化対策事業に対して設備等の導入支援を行う。 
○先導的事業に必要な設備補助   地方公共団体、民間団体等 
（補助率：地方公共団体 1/2～2/3 民間団体等 1/3～ 1/2 ） 

環境省 補助 
地域主導による 

先導的「低炭素・循環・自然共生社会」創出事業 

補助 
 
 

地域主導による先導的事業の支援 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 補助対象：民間団体等（定額）      
 （当該団体から、地方公共団体、民間団体等へ間接補助） 

○地域の中で資源や資金が活用・循環される仕組みが形成され、地域経
済やコミュニティと一体となった自立的かつ持続的な低炭素社会づくり。 
○事業経験の蓄積による、環境政策を担う地域の人材・組織育成 
○全国の範となる低炭素・循環・自然共生一体型で地域住民や地域コ
ミュニティの「社会や生活の豊かさ」につながる持続的な取組が実現す
る。 

対象事業の要件（一部） 
・地方公共団体実行計画に位置づけられた又は将来的
に位置づけられる予定の取組に関連する事業であるこ
と、若しくは生物多様性地域戦略、公園計画等地域の
環境に係る計画に位置づけられた又は将来的に位置づ
けられる予定の事業であること 

■再生可能エネルギー関係（FITとの併用は
不可） 
・発電：小水力、風力、バイオマス、太陽光 
・蓄電池 
・熱利用：太陽熱、バイオマス熱 雪氷熱等 

 
■減エネルギー関係 
・地域冷暖房などの面的エネルギー利用設備
の導入 
・建築物：建築物の低炭素化（断熱材）、高
効率機器・設備の導入 
・交通：低炭素自動車の導入 等 

補助対象となる設備の例 

②自然豊かな地域における低炭素・自然共生型低炭素地域づくり事業 
• 自然公園における再エネ等導入への支援 
• 里地里山等地域の自然シンボルと共生した先導的な低炭素地域づくり事業に
必要な設備導入等への支援 

①地域のニーズや特性を活かした地域協働による低炭素地域づくり事業 
• 地方公共団体と民間団体等の連携による地域の低炭素化に効果的な先導的事
業に必要な設備導入等への支援（農林水産省や文部科学省等関係各省と協力
して実施） 

地方公共団体・民間団体等 



（新）地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業 

２，０００百万円（ ０百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課 

水・大気環境局地下水・地盤環境室 

自然環境局自然環境整備担当参事官室 

 

１．事業の必要性・概要 

東日本大震災以降、分散型、自立型、災害に強い等の特徴を有する再生可能

エネルギーの推進は、温室効果ガス排出量の削減、エネルギーセキュリティー

の確保を同時に実現することが可能な施策として期待されている。 

我が国は、世界第３位の地熱資源国であり、再生可能エネルギーの中でも、

地熱エネルギーの有効利用は極めて重要であるが、地熱・地中熱等の利用は、

中小規模のポテンシャルや利用用途の拡大など、国内のポテンシャルを十分に

有効活用している状況ではない。 

このため、地方公共団体及び民間事業者等により、地熱や地中熱等を地域特

性に合わせて活かし、地域のニーズや特性に適した低炭素社会を構築していく。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）地熱・地中熱等利用事業の事業化計画策定 

地方公共団体や民間事業者等による地熱・地中熱等を利用し低炭素社会の

構築に資する事業の基本設計調査、熱需要調査、事業性、資金調達等、具体

的な事業化計画の策定を支援 

（補助先・補助率）地方公共団体 定額（１，０００万円上限） 

民間事業者等 ２／３ 

（２）地熱・地中熱等利用事業 

地方公共団体や民間事業者等による地熱・地中熱等を利用し低炭素社会の

構築に資する発電、熱利用・供給設備等、集中管理システム、計測・モニタ

リング装置等付帯設備の導入を支援 

（補助先・補助率）地方公共団体 １／２、２／３ 

民間事業者等 １／３、１／２、定額 

 

３．施策の効果 

地域の特性を活かした地域の低炭素化 

エネルギーの地産地消による自立分散型社会の構築 

熱の段階的な利用に伴う産業の活性化による活力あふれる地域づくり 



イメージ 

背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

 我が国は、世界第３位の地熱資源国であるとともに、全
国に約28,000の温泉があり、地熱エネルギーの有効利用
は極めて重要。また、外気温との温度差を利用した地中
熱の利用の普及促進を一層図っていく必要。 

 地熱・地中熱等を利用した取組は、二酸化炭素の排出削
減の観点から非常に有効であるものの、ポテンシャルを
十分に有効活用している状況ではない。 

 地方公共団体及び民間事業者等により、地熱や地中熱等
を地域特性に合わせて活かし、地域のニーズや特性に適
した低炭素社会を構築していく。 

（１）地熱・地中熱等利用事業の事業化計画策定 
 地方公共団体や民間事業者等による地熱・地中熱を利用し低炭
素社会の構築に資する事業の基本設計調査、熱需要調査、事業性、
資金調達等、具体的な事業化計画の策定を支援 
（２）地熱・地中熱等利用事業 
 地方公共団体や民間事業者等による地熱・地中熱を利用し低炭
素社会の構築に資する発電、熱利用・供給設備等、集中管理シス
テム、計測・モニタリング装置等付帯設備の導入を支援。 

 

期待される効果 

 地域の特性を活かした地域の低炭素化 
 エネルギーの地産地消による自立分散型社会の構築 
 熱の段階的な利用に伴う産業の活性化による活力あふれる 
  地域づくり 

平成25年度予算 
○○百万円 

   地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業 

地中熱 

ヒートポンプ 
民間事業者等 

地方公共団体 

コミュニ

ティレベル

での地熱利

用 

導入可能性

調査 

熱需要調査 

導入計画策

定 

発電 

温泉付随ガスコー
ジェネレーション 

温泉熱 

融雪 

地熱の段階的利用 

地熱・地中熱等利用事業
の事業化計画支援 

地熱・地中熱等利用事業
の事業化支援 

民間事業者等 

地方公共団体 

温泉発電の

導入 

ヒートポンプの導入 

温泉付随ガスコージェ

ネの導入 

地中熱利用 

発電 給湯 空調 

ハウス

栽培 
融雪 

普及・ネットワー

ク化 

サポート 
もったいない！ 

まだまだ使える！ 

もっと使える！ 

温度・用途に合っ
た利活用促進 

（１）補助対象：①民間事業者等、②地方公共団体  
   補助割合：①2/3、②定額/1000万上限 

（２）補助対象：①民間事業者等、②地方公共団体 
   補助割合：①1/2、1/3、モニタリング装置等 定額 
        ②1/2、2/3   

平成26年度要求額 
 2,000百万円（新規） 

http://www.hiruko.co.jp/product1/yaneyusetu.html


（新）離島の低炭素地域づくり推進事業     

３，１００百万円（ ０百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課 

自然環境局自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室 

 

１．事業の必要性・概要 

本土と系統連系がない（オフグリッド）離島は、CO2 排出量が大きく、高コ

ストのディーゼル発電に依存している。更に、系統が脆弱のため、再生可能エ

ネルギー（再エネ）の大幅な導入拡大が極めて困難な状況にある。 

自立・分散型低炭素エネルギー社会に不可欠な再エネの大幅な導入拡大のた

めには、離島の特性を踏まえた新たな蓄電池の効果的な活用方法の実証により、

蓄電池の導入を促進することが必要である。 

このため、離島において、蓄電池の活用方法の実証を行うとともに、再エネ、

需要側のエネルギー消費削減（減エネ）、系統対策等をパッケージで進め、地

域の活性化や防災性の向上にも寄与する低炭素地域づくりを加速する。これに

より、低炭素な離島のモデルを確立し、他地域や海外の島嶼国への展開を図る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）離島の低炭素地域づくりに関する事業化計画策定 

再エネの導入や減エネの強化等を含む離島の低炭素地域づくりに関する事

業化計画策定を補助する。 

補助先・補助率： 

地方公共団体・民間事業者等 定額（上限１，０００万円） 

（２）低炭素地域づくりのための設備の導入等 

離島の地域特性を踏まえた先導的な再エネの導入や減エネの強化等低炭素

地域づくりのために不可欠な設備の導入等を補助する。 

（補助先・補助率：地方公共団体・民間事業者等 ２／３） 

（３）再エネ導入拡大に向けたハイブリッド蓄電池システム制御技術実証 

離島の短周期及び長周期変動の両方に対応するため、複数の蓄電池を組み

合わせて協調制御手法等を確立する技術実証を行い、全国の離島や海外での

展開を図る。 

（補助先・補助率：民間事業者等 ３／４） 

 

３．施策の効果 

・離島向け蓄電池による出力安定化・系統安定化等を通じた再エネ導入量拡大 

・離島発の低炭素地域づくり、地域活力の向上及び防災性の強化の実現 



事業目的・概要等 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

（１）及び（２） 
   補助対象：地方公共団体、民間団体等  
   補助割合：（１）定額（上限1000万円）（２）２／３ 
（３）補助対象：民間事業者等 
   補助割合：３／４ 

 本土と系統連系されていない離島（オフグリッド）はCO2排出量が
大きく高コストのディーゼル発電に依存。更に、系統が脆弱のため
、再エネの大幅な導入拡大が極めて困難。 

 自立・分散型低炭素エネルギー社会に不可欠な再エネの大幅な導入
拡大のためには、離島の特性を踏まえた新たな蓄電池の効果的な活
用方法の実証により、蓄電池の導入促進が必要。 

 再エネに加え、需要側のエネルギー消費削減（減エネ）、系統対策
等もパッ ケージで導入し、離島の活性化、防災性の向上にも寄与す
る低炭素地域づくりを加速。低炭素な離島のモデルを確立し、他地
域や海外の島嶼国への展開を図る。 

(1)  再エネの導入や減エネの強化等離島の低炭素地域づくりに向けた
事業化計画策定や実現可能性調査（FS調査）を補助する。(1億)  

(2)  離島の特性を踏まえた先導的な再エネの導入や減エネの強化等、
低炭素地域づくりのために不可欠な設備の導入を補助する。(11億) 

(3)  離島の短周期及び長周期変動の両方の特性に対応する新たな蓄電
池の活用方法を確立し、効率的管理･制御による再エネ導入量の最大
化と蓄電池容量の削減による経済性の向上を同時に実現する技術実
証を行う。(19億) 

期待される効果 

 離島における再エネ導入拡大・減エネの強化により、CO2排出削
減のみならず、地域活性化や防災性の強化等の効果が期待される。 

 蓄電池の効果的・効率的な活用方法の普及により、他の離島や海
外の島嶼国等における再生可能エネルギーの導入可能量の更なる
拡大が期待される。 

        離島の低炭素地域づくり推進事業 
平成26年度要求額    
3,100百万円（新規） 

支える技術の確立 

イメージ 

離島特有の短周期（再エネの出力変動）・長周期（余剰電力等）変
動に対処するため、特性の異なる蓄電池の組み合わせ・協調制御等
と全体としての蓄電池容量の削減により、再エネ導入可能量の更な
る拡大と経済性の向上を図る。 

離島まるごと自立・分散型低炭素エネルギー社会構築 

離島向けハイブリッド蓄電池システム技術実証 

海洋 

洋上風力 

地熱 

太陽光 

離島の地域資源を活用した再エネ導入 

減エネルギーの加速化 

民生・需要
の減エネ 

水素利用 

電気自動車 

 低炭素地域づくり事業化計画策定支援 
 再エネ・減エネ等設備導入支援 

蓄電池 

 蓄電池の活用等を含めた地域資源の再エネ導入、
主要施設への減エネ設備の導入等により、地産地
消の自立・分散型低炭素エネルギー社会を構築 



（新）地域の未利用資源等を活用した社会システムイノベーション推進事業 

３，０００百万円（ ０百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課 

 

１．事業の必要性・概要 

東日本大震災や原発事故以降、再生可能エネルギーの導入が着実に進んでい

る一方、低炭素社会や自立・分散型社会の構築を一層推進するためには、十分

に活用されていない廃熱や未利用熱等の効果的な利活用や先進的システムの導

入を様々な地域で進めていくことが不可欠である。 

このため、地域の未利用資源の活用や効率的な利用システム等のモデル的取

組を集中的に実施する。これにより、地域のニーズや特性に適した低炭素社会

の全国的な展開を図る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）減エネモデル事業化ＦＳ（実現可能性）調査 

地域の未利用又は効果的に活用されていない熱や湧水等の資源の効果的利

用及び効率的な配給システム等、地域単位の低炭素化を大きく推進するモデ

ル的な取組について、具体的な事業化に向けて必要な基本設計調査、需給調

査、事業性・資金調達の検討等に対して支援を行う。 

（補助先・補助率）地方公共団体 定額（上限２，０００万円） 

民間事業者 １／２ 

（２）低炭素社会促進減エネモデル事業 

地域の未利用又は効果的に活用されていない熱や湧水等の資源の効果的利

用及び効率的な配給システム等、地域単位の低炭素化を大きく推進するモデ

ル的な取組に必要な設備等の導入経費に対して支援を行う。 

（事業例）事業所空調やコジェネ等の廃熱の地域利用 

一括受熱システム 

ＬＮＧ（液化天然ガス）等地域配送システム 

水素混焼利用 

湧水等活用型空調 等 

（補助先・補助率）地方公共団体 １／２、２／３ 

民間事業者  １／３、１／２ 

 

３．施策の効果 

地域の特性を活かしたエネルギーの地産地消による地域の低炭素化・自立分

散型社会の構築 

 



イメージ 

背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

 東日本大震災や原発事故以降、再生可能エネルギーの導
入が着実に進んでいる一方、低炭素社会や自立・分散型
社会の構築を一層推進するためには、廃熱や未利用熱等
の効果的な利活用や先進的システムの導入を様々な地域
で進めていくことが不可欠。 

 地域の未利用資源の活用や効率的な利用システム等のモ
デル的取組を集中的に実施。地域のニーズや特性に適し
た低炭素社会を全国に展開。 

（１）減エネモデル事業化FS調査 
 地域の未利用又は効果的に活用されていない熱や湧水等資源の
効果的利用及び効率的な配給システム等、地域単位の低炭素化を
大きく推進するモデル的な取組について、具体的な事業化に必要
な向けた基本設計調査、需給調査、事業性、資金調達の検討等を
支援。 
（２）低炭素社会促進減エネモデル事業 
 地域の未利用資源（熱や湧水等）の利用及び効率的な配給シス
テム等地域単位の低炭素化を大きく推進するモデル的取組に必要
な設備等の導入経費を支援 
 ・ 事業所空調やコジェネ等の廃熱地域利用 
 ・ 一括受熱システム、ＬＮＧ等地域配送システム 
 ・ 水素混焼利用、湧水等活用型空調   等 

 
 期待される効果 

 地域の特性を活かした低炭素化 
 未利用資源を活用した更なる自立・分散型社会の構築 

 

平成25年度予算 
○○百万円  地域の未利用資源等を活用した社会システムイノベーション推進事業 

（１）補助対象：①民間事業者、②地方公共団体 
   補助割合：①1/2、②定額（上限2,000万円） 
（２）補助対象：①民間事業者、②地方公共団体 
   補助割合：①1/2又は1/3、②2/3又は1/2  
                                                                                 

 平成26年度要求額  
3,000百万円(新規） 

データセンターの空調等の廃熱を
病院、オフィス等に二次利用する
ことにより更なる低炭素化を実現。 

病院 

オフィス 

グリーンデータセンター 

事業所空調等の廃熱地域利用 

ガスタービン 

都市ガス 

未利用水素 混焼 

熱供給 

電力 

未利用水素混焼利用 

• CO2削減 
• 化石燃料資使用削減 

地域で活用されていない資源を利用し、地域の低炭素社会づくりを推進 



低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援基金 

１２，５００百万円（７，６００百万円）  

地球環境局地球温暖化対策課 

 

１．事業の必要性・概要 

今後、公共事業の多面的な展開が想定される中、21 世紀型の国際規範とな

りつつある「低炭素社会」としての付加価値を併せて創出することが必要であ

る。 

社会システムの構築は、公共性が高く、投資回収の考え方に馴染まない一方

で、社会基盤の寿命は長いため、今を逃すと長期にわたる CO2 排出型システム

のロックインが懸念されることから、低炭素価値向上のための財政支援が不可

欠である。また、今後、国際交渉において 2020 年以降の目標を検討する際に

は、社会システムとしてどれだけ CO2 が削減可能かを分析し、国際交渉カード

として最大限活用することが戦略的な対応として必要となる。 

このため、公共性が高く、投資回収の考え方に馴染まない社会システムの整

備に当たり、エネルギー起源 CO2 の排出が長期にわたり少なくなるような技術

等を導入するための事業に対し支援を行う。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）の基本的要件に該当する（２）の分野の事業に対して補助を行う「低

炭素価値向上基金」を造成するための補助金を交付する。 

（１）対象事業の基本的要件 

① 低炭素化に効果的な規制等対策強化の検討に資する事業 

② 公益性が高く、資金回収・利益を期待することが困難な事業 

③ モデル・実証的な性格を有し、他事業への波及効果が大きい事業 

④ 波及効果も含めた CO2 の削減効果の定量化が可能である事業 

⑤ 日本型の先端技術の戦略的な活用・展開が期待できる事業 

（２）対象事業の分野 

① 交通体系の整備に当たっての低炭素価値向上を目的としたモデル・実証

事業 

② 災害時等対応型のライフライン施設等の整備に当たっての低炭素価値向

上を目的としたモデル・実証事業 

③ 次世代型社会インフラの整備に当たっての低炭素価値向上を目的とした

モデル・実証事業 

 

３．施策の効果 

社会システムの構築に当たっての「低炭素社会」としての付加価値の創出 



イメージ 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

(1)国からの補助  補助対象：非営利型法人、補助割合：定額 
(2)基金からの補助 
  補助対象：地方公共団体、民間団体等 
  補助割合：1/3、1/2、定額 等 

 今後、公共事業の多面的な展開が想定される中、21世紀
型の国際規範となりつつある「低炭素社会」としての付
加価値を合わせて創出することが必要。 

 社会システム構築は公共性が高く投資回収の考え方に馴
染まない一方で、今を逃すと長期にわたりCO2大排出型
システムのロックインが懸念されることから、低炭素価
値向上のための国による財政支援が不可欠。 

 今後国際交渉の主戦場と想定される2020年以降の目標を
検討する際には、社会システムとしてどれだけCO2が削
減可能かを分析し国際交渉カードとして最大限活用する
ことが戦略的対応。 

 日本の優れた・尖った技術を用いることで経済活性化を
狙う。 

 低炭素価値向上基金を造成し、同基金を活用して、公共性が高
い社会システムの整備に当たりエネルギー起源二酸化炭素の排出
の抑制のための技術等を導入する事業に対して補助金を交付する
事業を実施する。 

期待される効果 
 社会システムの構築に当たっての「低炭素社会」としての付加

価値の創出 

平成25年度予算 
○○百万円 

  低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援基金 平成26年度要求額 
12,500百万円（7,600百万円） 

【対象事業の基本的要件】 
    ① 低炭素化に効果的な規制等対策強化の検討に資する事業 
      （規制等対策強化につなげる成果目標を設定） 
    ② 公益性が高く資金回収・利益を期待することが困難な事業 
    ③ モデル・実証的性格を有し、他事業への波及効果が大きい事業 
    ④ 波及効果も含めたCO2削減効果の定量化が可能である事業 
    ⑤ 日本型の先端技術の戦略的な活用・展開が期待できる事業 

 
低炭素価値向上基金 環境省 

補助金 
補助金 

交通体系整備に当たっての 
低炭素価値向上 

災害時等対応型ライフライン施設等 
整備に当たっての低炭素価値向上 

次世代型社会インフラ整備に当 
たっての低炭素価値向上 

＜具体的な事業＞ 
●鉄道活用型の低炭素物流事業(国交省連携) 

●物流システム低炭素化事業(国交省連携) 

●鉄道輸送システム低炭素化(ｴｺﾚｰﾙﾗｲﾝ)事業 
 (国交省連携) 

 

＜具体的な事業＞ 
●病院等の低炭素化･災害時対応型事業(厚労省連携) 

●再エネ等を活用した自立分散型地域づくり事業 
●信号機の省電力化等推進事業(警察庁連携) 

●地域における街路灯等へのLED照明導入促進事業 

 ●港湾地域の低炭素化・災害時対応型事業(国交省連携) 

環境省ガイドラインに基づき､補助事業の当初段階＆終了段階でCO2削減効果を分析･定量化(規制等による対策強化につなげる) 

 

＜具体的な事業＞ 
●省エネ型データセンター構築事業(総務省連携) 

●上水道システムにおける革新的技術導入事業 
 (厚労省連携) 

要件に基づく
厳格な審査 



                                  

 

再生可能エネルギー等導入推進基金事業（グリーンニューディール基金） 

              ２４，５００百万円（２４，５００百万円） 

総合環境政策局環境計画課 

 

１．事業の必要性・概要 

東日本大震災と原子力発電所の事故が発生し、東北地方を中心として甚大な被

害をもたらすとともに、エネルギー需給の逼迫を生じさせている。こうした中、

再生可能エネルギーや未利用エネルギーを活用した自立・分散型エネルギーの導

入等による「災害に強く環境負荷の小さい地域づくり」が国を挙げての課題とな

っており、東北地方のみならず、地震や台風等による大規模な災害に備え、再生

可能エネルギー等の導入を支援し、災害に強く環境負荷の小さい地域づくりを全

国的に展開することが必要である。 

 

２．事業計画（業務内容） 

平成 21 年度に造成した地域グリーンニューディール基金制度を活用し、都道

府県及び政令指定都市が行う以下の事業を支援するための基金を造成する（基金

による事業期間は３カ年とする）。 

（１）地域資源活用詳細調査事業 

  地域の再生可能エネルギー等を活用し「災害に強く環境負荷の小さい地域づ

くり」を推進するための事業精査、実施設計等 

（２）公共施設における再生可能エネルギー等導入事業 

防災拠点や災害時に機能を保持すべき公共施設への、再生可能エネルギー

や蓄電池、未利用エネルギー及び高効率省エネ機器（照明、空調）の導入 

（３）民間施設における再生可能エネルギー等導入促進事業 

 防災拠点や災害時に機能を保持すべき一部の民間施設に対する、再生可能

エネルギーや蓄電池、未利用エネルギー及び高効率省エネ機器（照明、空調）

の導入支援 

（４）風力・地熱発電事業等支援事業 

 大型風力発電や地熱発電等を行う民間事業者に対する、事前調査等に要す

る経費の支援や事業実施に係る利子補給 

 

３．施策の効果 

再生可能エネルギーや未利用エネルギーを利用した自立分散型のエネルギー供

給システムの導入が地域主導で加速的に推進され、災害時においても地域ごとに

住民の安全や都市機能を最低限保持できる「災害に強く環境負荷の小さい地域」

を全国に展開する。 



イメージ 

背景・目的 事業概要 

事業スキーム 
（１）補助対象：都道府県・指定都市 
  （補助対象者が基金を造成し、同基金を取り崩して、右記①～④の 
   基金事業を実施） 
（２）補助率：定額 
  （基金事業のうち、右記①・②は定額（高効率省エネは２／３）、 
   ③は１／３又は３％の利子補給（高効率省エネは１／３）、 
   ④は１／２又は３％の利子補給） 
（３）実施期間：平成26年度～平成28年度（３か年） 

（事業②の例） 

東日本大震災の被災地域の復興や、原子力発電施設の事故を契機とし
た電力需給の逼迫を背景として、再生可能エネルギーや未利用エネル
ギーを活用した自立・分散型エネルギーの導入による災害に強く環境
負荷の小さい地域づくりが国を挙げての課題 

 
 
 
 
 

 交付を受けた自治体は、基金を造成し、基金事業として以下の事業を実施。  
 ①地域資源活用詳細調査事業      
          地域の再生可能エネルギー等を活用し「災害に強く環境負荷の小さい地域 
   づくり」を推進するための事業精査、実施設計等 
 ②公共施設における再エネ等導入事業  
   防災拠点や災害時に機能を保持すべき公共施設への、再生可能エネルギー 
   や蓄電池、未利用エネルギー及び高効率省エネ機器（照明、空調）の導入 
 ③民間施設における再エネ等導入促進事業  
   防災拠点や災害時に機能を保持すべき一部の民間施設に対する、再生可能 
   エネルギーや蓄電池、未利用エネルギー及び高効率省エネ機器（照明、空 
   調）の導入支援 
 ④風力・地熱発電事業等支援事業 
      大型風力発電や地熱発電等を行う民間事業者に対する、事前調査等に要す 
   る経費の支援や事業実施に係る利子補給 

期待される効果 
 災害にも対応できる自立分散型のエネルギー供給体制の構築 
 全国的な低炭素な地域づくり 

平成25年度予算 
○○百万円 再生可能エネルギー等導入推進基金事業（グリーンニューディール基金） 平成26年度要求額 24,500百万円(24,500百万円) 

地震や台風等による大規模な災害に備え、避難所や防災拠点等に再生可
能エネルギー等の導入を支援し、「災害に強く環境負荷の小さい地域づ
くり」を全国的に展開する。 

 
 
 

 

環
境
省 

補助金 

事業計画 

事業実績報告 

「基金」として 
積み立て 

取崩して事業を実施
（事業期間は３年） 

交付対象は、 
都道府県・指定都市 



 

           

地球環境局国際連携課国際協力室 

地球温暖化対策課市場メカニズム室 

 

１．事業の必要性・概要 

○  2050（平成 62）年に温室効果ガス(ＧＨＧ)排出を世界で半減させるとの

長期目標達成のためには、2030（平成 32）年には全世界のエネルギー関連

の排出量の半分（45％）を排出すると予測されるアジア地域における低

炭素化が不可欠である。 

 

○ 温室効果ガスの世界的な排出削減・吸収に貢献するため、海外におけ

る我が国の排出削減・吸収への貢献を適切に評価し、我が国の排出削減

目標の達成に活用する二国間クレジット制度（ＪＣＭ）を構築・実施し、

更に拡大していくことが必要。このため、具体的な排出削減・吸収事業

を推進しながら、制度を実施するための手続き・ルール等の整備や途上

国における実施体制の整備を行っていくことが不可欠。 

 

○ このため本事業においては、国際協力機構（ＪＩＣＡ）やアジア開発

銀行（ＡＤＢ）等の開発機関と連携し、ＪＣＭも活用した資金支援策（事

業補助）を展開することにより、我が国の優れた低炭素技術を活用した

アジア各国での低炭素型開発を推進する。 

 

○ また、ＪＣＭを活用して、我が国企業が有する技術等を用いて実施す

る排出削減プロジェクトに対する設備補助（補助率：1/2）を行い、途上

国等で多くのＪＣＭプロジェクトを立ち上げ、世界的な排出削減を実現

する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

○  ＪＩＣＡなど我が国機関が支援するプロジェクト等のうち、二酸化炭

素排出削減効果の高い事業を支援するための基金を設置し、かかる資金

の運用を通じ、初期コストは高価であっても排出削減効果が高い、我が

国の先進的な低炭素技術の普及を図る。 

 

○  また、アジア開発銀行の信託基金に資金拠出を行い、導入コスト高な

どにより採用が阻害されている先進的な低炭素技術の費用について協調

資金支援を行う。これにより、アジア開発銀行による途上国の開発支援

“一足飛び”型発展の実現に向けた資金支援 

                     １０，５００百万円（１，２００百万円） 



を一足飛びの低炭素型社会への移行の加速につなげる。 

 

○  ＪＣＭを開始するための二国間文書に署名した国や先行して政府間協

議が進む東アジアを中心とした途上国において、我が国企業が有する排

出削減技術等を活用するＪＣＭプロジェクトの投資費用に補助を行い、

発行されたクレジットの一定分を日本政府として獲得する。 

 

３．施策の効果 

○  従来よりも幅広い分野で、都市や地域全体をまるごと低炭素化するこ

とにより世界的なＣＯ２排出削減に繋がる。 

 

○ 日本の優れた低炭素技術や製品等によるＪＣＭプロジェクトを実施す

ることにより、日本政府としてクレジットを獲得し、日本の排出削減目

標の達成に活用できる。 



イメージ 

背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

（１）国からの基金造成に対する補助金 
   補助対象：非営利法人  補助割合：定額 
（２）事業期間：平成２６～３２年度  

 

我が国の優れた低炭素技術を活かして、途上国が一足飛びに
最先端の低炭素社会へ移行できるように支援し、アジア太平
洋地域発の21世紀に相応しい新たなパラダイムとなる、物質
文明からの脱却を目指す「環境・生命文明社会」を発信する。 

JICAなど我が国機関が支援するプロジェクトのうち、排出削減効
果の高い事業を支援するための基金を設置。この運用を通じ、
初期コストは高価であっても、排出削減効果が高い、我が国の
先進的な低炭素技術の普及を図る。従来よりも幅広い分野で、
都市や地域全体をまるごと低炭素化し、JCMでのクレジット化を
図る。 

期待される効果 

 途上国における温室効果ガスが大幅に削減されるとともに、
JCMを通じて我が国の排出削減に貢献する。 

 日本企業の優れた技術が海外へ普及する。 

平成25年度予算 
○○百万円 “一足飛び”型発展の実現に向けた資金支援(基金) 

26年度要求額 
6,000百万円（新規） 

環境省 

JICA等 

低炭素技術普及 

のための基金 

プロジェクト 

資金支援など 

業務提携 

・上下水道、水環境事業 
・焼却炉・コベネフィット案件 
・地熱など、再生可能エネルギー 
・交通（MRT、BRT等） 

GHG削減 

補助金 

海外投融資等の資金協力/投資金融等 

リ ー プ フ ロ ッ グ 



イメージ 

背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

拠出先：アジア開発銀行信託基金 
事業期間：平成２６～３２年度 

 我が国の優れた低炭素技術を活かして、途上国が一足飛
びに最先端の低炭素社会へ移行できるように支援し、アジ
ア太平洋地域発の21世紀に相応しい新たなパラダイムとな
る、物質文明からの脱却を目指す「環境・生命文明社会」
を発信する。 
 

導入コスト高から、ADBのプロジェクトで採用が進んでいない
先進的な技術がプロジェクトで採用されるように、ADBの信託
基金に拠出した資金で、その追加コストを軽減する。 
ADBによる開発支援を一足飛びの低炭素社会への移行につなげ
るとともに、JCMでのクレジット化を図る。 

期待される効果 

 導入コスト高から、採用が進んでいない先進的な技術がADB
プロジェクトで採用されるようになる。 

 途上国における温室効果ガスが大幅に削減されるとともに、
JCMを通じて我が国の排出削減に貢献する。 

平成25年度予算 
○○百万円 “一足飛び”型発展の実現に向けた資金支援(ADB拠出金) 
26年度要求額 
3,000百万円(新規） 

GHG削減 

導入コスト高から、プロジェクトへ
の採用が進んでいない先進的な
技術がプロジェクトで採用されるよ
うに、信託基金に拠出した資金で、
その追加コストを軽減。 

（パイプラインプロジェクトから選定） 

信託基金 

先端の技術採用に
伴う追加コスト 

ADBプロジェクト（既存） 

通常技術による
緩和部分 

ADB資金 

リ ー プ フ ロ ッ グ 



イメージ 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

期待される効果 

平成25年度予算 
○○百万円 

26年度要求額 

 二国間クレジット制度（JCM）プロジェクト設備補助事業 
平成26年度要求額 
1,500百万円（1,200百万円） 

 世界的な排出削減に貢献し、JCMクレジットの獲得を行う。 
 自身で全額資金調達して設備投資を行う事が困難な事業者

に対して、JCM制度で支援することにより、削減事業を実現
する。 

JCM制度の導入が見込まれる途上国において、我が国企業が保
有する優れた技術等を活用したエネルギー起源CO2の排出を削
減するための設備・機器を導入に対しての補助を行い、設備導
入後、MRVを実施し、補助割合以上のクレジットを日本国政府
口座へ納入する。 

 

補助対象：民間事業者 
補助割合：１/２ 

 投資段階で資金を提供する事前支援によって、低炭素技術
導入の後押しをすることができる。 

 我が国企業等の優れた低炭素技術を支援することにより、
我が国企業が裨益する。 

 

環境省 

国際コンソーシアム 
 

（日本法人と外国法人
により構成） 

JCM制度における 
設備・機器の導入 
に対する補助 

事業完了後、補助率以 
上のクレジットを納入 
（MRVの実施・報告） 

我が国企業が保有する優れた技術やノウハ
ウ、エンジニアリング等の知見を生かした
世界全体の低炭素社会の実現！！ 



 

           

 

エネルギー対策特別会計 ４，２８２百万円（３，３３５百万円） 

一般会計    ６２百万円（   ７０百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室 

国際連携課国際協力室 

国際連携課国際地球温暖化対策室 

 

１．事業の必要性・概要 

○ 温室効果ガスの世界的な排出削減・吸収に貢献するため、海外におけ

る我が国の排出削減・吸収への貢献を適切に評価し、我が国の排出削減

目標の達成に活用する二国間クレジット制度（ＪＣＭ）を構築・実施し、

更に拡大していくことが必要。このため、具体的な排出削減・吸収事業

を推進するとともに、制度を実施するための手続き・ルール等の整備や

途上国における実施体制の整備を行っていくことが不可欠。 

 

○ 本事業は、ＪＣＭについて途上国等の更なる参加を促しつつ、制度設

計の詳細化及び運用、案件組成等調査、途上国等向けの人材育成・ＭＲ

Ｖ（測定・報告・検証）体制構築支援等を実施するものである。 

 

○ また、都市や地域などの面的かつパッケージでＪＣＭの大規模実施案

件形成するための委託事業等を実施し、以ってＪＣＭの本格実施につな

げることが重要である。 

 

○  更に、平成２４年末のＣＯＰ１８において、気候変動対策技術の開発・

移転を促進する気候技術センター・ネットワーク（ＣＴＣＮ）のホスト

機関が承認され、今後本格的に始動していく。ここでは、気候変動技術

に関する途上国のニーズと先進国のもつ環境技術とのマッチングが行わ

れるようになることから、ここに日本技術をインプットすることで日本

技術の海外展開が促進され、日本の技術の事業がＪＣＭプロジェクト形

成・実施につながることが期待されるため、ＣＴＣＮの活動を支援する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

○ 「ＪＣＭ制度構築・実施等事業」として、以下の事業を実施し、これ

ら事業から得られる知見・成果をもとに、制度設計の詳細化や国際交渉

へのインプット等を行っていく。 

二国間クレジット制度（JCM）基盤整備事業 

                     ４，３４４百万円（３，４０５百万円） 



 

（１）制度設計・運用等 

  ＪＣＭに関して、ルール・ガイドラインの整備やＭＲＶ方法論の開発

を行うとともに、相手国との間で設置される合同委員会の運営等を行う。

また、制度に関する最新情報等の提供や事業者等からの相談の受付を行

う。更に排出削減量の記録・管理のためのシステムを構築・運用する。 

 

（２）プロジェクト開発のための案件組成等調査 

  ＪＣＭプロジェクト組成のための詳細計画の策定や既存案件を活用し

た実測に基づく方法論の構築、有望案件の発掘のための調査を実施する。 

 

（３）ＪＣＭの実施に係る途上国政府・事業者の支援 

  現地でのワークショップの開催等を通じた、途上国等における制度実

施のための人材育成、削減・吸収事業の案件発掘・形成能力の強化等を

行う。また、排出削減・吸収量のＭＲＶを実施する検証機関の育成を支

援する等により、途上国等においてＪＣＭに対応できる堅固な審査・Ｍ

ＲＶ体制の構築支援を行う。 

 

○ 「アジアの低炭素社会実現のためのＪＣＭ大規模形成支援事業」として、日

本の技術や制度を現地の実情に応じて調整し、運営・維持管理体制を確立す

ることで、アジアの都市や地域などに面的かつパッケージでのＪＣＭ大規模実

施案件形成するための委託事業を実施するとともに、調査事業を実際の具体

的な事業につなげていくため、低炭素計画（ＮＡＭＡ）づくりなど相手国のＪＣＭ

への受容性を高めるパッケージ化した支援ツールを作成・運用するとともに、

各支援調査事業の相手国・相手国の都市・国内のステークホルダーの連携を

強化する広域的なプラットフォームを運営する。 

 

○   気候技術センター・ネットワーク（ＣＴＣＮ）の活動を拠出金により支援する。 

 

３．施策の効果 

日本の優れた低炭素技術や製品等による排出削減・吸収への貢献が適切

に評価されるＪＣＭが構築・実施され、世界的な排出削減・吸収に繋げる。 



温室効果ガスの世界的な排出削減・吸収に貢献するため、我が国の排出削減目標の達成に活用す
るJCMを構築・実施し、途上国における排出削減と低炭素社会の構築を支援する 

本事業の実施により、JCMの制度設計の詳細化や国際交渉へのインプット等を行っていく 

事業内容 

 

【制度設計・運用】 
ルール・ガイドラインの整備やMRV方
法論の開発、合同委員会の運営等 

【情報普及】 
制度に関する最新情報等の提供や事
業者等からの相談の受付 

【登録簿の構築・運用】 
排出削減量の記録・管理のためのシ
ステムの構築・運用 

二国間クレジット制度のイメージ 制度設計・運用に係る取組 

二国間クレジット制度（JCM)の制度構築・実施等事業 

 

【案件組成等調査】 
JCMプロジェクト組成のための詳細計
画の策定や方法論の構築、有望案件
の発掘のための調査の実施 

   -案件組成調査 
   -MRV方法論の実証調査 
   -実現可能性調査 

プロジェクト開発に向けた取組 
 
【途上国等人材育成支援】 
制度実施のための現地の人材育成、案件発掘・形成の
ためのワークショップ開催等 

【審査・MRV体制の構築支援】 
途上国等においてMRVを実施する検証機関の育成支援 
専門家派遣による個別事業の審査や現地人材を招聘
する研修プログラムの実施 

途上国政府・事業者の支援 

 
 

日本 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ホスト国 
 
 
 
 

温室効果ガス削減技術、
製品、システム、サービス、

インフラ等 

MRV 

JCM 
プロジェクト 

温室効果ガ
スの排出削
減・吸収量 

合同委員会で 
MRV方法論を策定 

日本の削減目標
達成に活用 クレジット 

 ※MRV：Measurement （測定）、 Reporting（報告）、 Verification（検証） 

平成26年度要求額：2,060百万円（2,300百万円） 
支出予定先：民間団体等 



背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

 我が国の優れた低炭素技術を活かして、途上国が一足飛びに最先端
の低炭素社会へ移行できるように支援し、アジア太平洋地域発の21世
紀に相応しい新たなパラダイムとなる、物質文明からの脱却を目指す
「環境・生命文明社会」を発信する。 

期待される効果 

• 途上国における温室効果ガスが大幅に削減されるとともに、JCMを
通じて我が国の排出削減に貢献する。 

• 日本企業の優れた技術が海外へ普及する。 

平成25年度予算 
○○百万円   アジアの低炭素社会実現の為のJCM大規模形成支援事業 26年度要求額 

2,200百万円(1,100百万円） 

JCMに対する需要発掘のための 
低炭素社会づくり計画・制度支援 

日本のツール・ノウハウの共有 

 ○低炭素社会・都市づくり計画策定支援 
     ・進捗管理（PDCA）支援 
          ・将来排出量の推計・政策評価分析支援 
  ・低炭素社会のビジョン・ロードマップの策定 

 ○低炭素社会・都市づくり制度構築支援 
     ・算定報告公表制度 

      ・排出抑制指針策定支援 
      ・トップランナー基準導入支援 
      ・環境教育･コミュニケーション  

 

○ 都市や地域の面的JCM案件発掘にむけた調査支援 
 ・実現可能性調査 

    例：交通インフラ構築 

       地域内輸送の大部分を占めるトラック輸送において、     

  共同輸配送を実証し、物流を低炭素化 

JCM案件大規模発掘形成支援 

イメージ 

JCMプロジェクト 
案件形成需要 ↑ 

都市・地域の低炭素化 
＋ 

都市環境問題の改善 

JCMプロジェクト 
形成・実施の加速化 

島嶼国における適応型低炭素社会の構築支援【新規】 

日本の優れた技術でリードする先進的な低炭素社会実現アプローチ 

○ 適応対策強化と地域の環境問題解決にも貢献する低炭素社会づくり 

 

アジア太平洋低炭素社会づくりのための 
基金を通じた貢献 

・“一足飛び”型発展の実現に向けた『資金支援方策』(基金)（再掲） 
・“一足飛び”型発展の実現に向けた『資金支援方策』 
                      (ADB拠出金) （再掲） 

↓ 

 委託対象：民間団体等 
 事業期間：平成２６～３２年度    

（１）JCM大規模案件形成支援：従来よりも幅広い分野で、生活スタ
イルなども含めて、都市や地域全体をまるごと低炭素化することを
目指す。 

（２）低炭素社会づくり計画（NAMA）策定支援 
（３）島嶼国における適応型低炭素社会の構築【新規】 



イメージ 

背景・目的 
事業概要 

事業スキーム 

期待される効果 

平成25年度予算 
○○百万円 

気候技術センター・ネットワーク（CTCN）事業との連携推進 26年度要求額 
 82百万円（新規） 

ネットワーク
機関 

CTCN 

CTC ホスト（13機関） 

 2010年末のカンクン合意において、気候変動対策技術の開
発・移転を促進するためにCTCNの設立に合意。2012年末の
COP18でUNEP等13機関からなるコンソーシアムがCTCNの要
となる気候技術センターのホスト機関として承認された。 

 CTCNの活動に日本の優れた環境技術をインプットすること
により、日本の環境技術の国際標準化を見据えつつ活用機会
の拡大を図る。 

CTCNの活動を拠出金により支援 

CTCNへの拠出金 

 CTCNの活動を通じて日本の優れた環境技術の移転・普及を
促進し、日本の技術の国際スタンダード化の活用機会の拡
大を図る。 

 日本国内の関係機関によるネットワーク機関としての参加
や、我が国がリードしてきた既存ナレッジプラットフォー
ムの知見や経験の活用を通じて、日本の存在感を高める。 

【CTCNのミッション】 

 途上国の技術ニーズの特定 

 技術に係る情報提供・能力強化 

 既存技術の活用に関する支援 

 産官学研との協力による環境技
術の開発移転の促進 

 再生可能エネルギー 

（発電） 

• バイオガス、地熱、小水力、浮
体式洋上風力（将来的に） 

（燃料） 

• バイオ燃料 

 コジェネ、熱利用（ヒートポンプ
など） 

 自立・分散型低炭素エネルギーシ
ステム（再エネを最大限活用） 

 省エネ 

• （BEMS等に加え）建築物の低
炭素化 

 

我が国の優れた環境技術 
アジア太平洋地域 

国内関係機関 

二国間クレジッ
ト（JCM）プロ
ジェクト形成・
実施に寄与 

ネットワーク
機関の有力候
補として推薦 

国際機関の支援
等による各種プ
ロジェクトへの
日本技術の活用 

アジアから日本技術の 
国際標準化を目指す 

日
本
技
術
を 

大
々
的
に
展
開 

支出予定先： 
  気候技術センター・ネットワーク（CTCN） 



（新）二国間クレジット制度（JCM）推進のためのMRV等関連する技術高度化

事業 

３，１５０百万円（０百万円） 

地球環境局総務課研究調査室 

 

１．事業の必要性・概要 

 アジア太平洋地域をはじめとする途上国においては、温室効果ガスインベン

トリの整備が不十分で、十分なデータが得られない場合がある。一方、人工衛星

により、宇宙から観測を行えば、二酸化炭素等の排出を面的により詳細に把握す

ることが可能である。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）GOSAT の後継機に搭載する観測センサの開発 

都市単位あるいは大規模排出源単位での二酸化炭素等の排出把握を行い、

JCM 実施の効果検証に資することを実現するため、温室効果ガス観測技術

衛星「いぶき」（GOSAT）後継機に搭載する観測センサの高度化を行う。 

 

（２）JCM 推進のための MRV 等関連する技術高度化 

①GOSAT 後継機を補完する地上観測等事業 

二国間クレジット制度（JCM）推進のための衛星による都市レベルの算

定・報告・検証（MRV）等の精度向上に向けて、詳細な地上観測等による

実測データを用いて衛星データを補完し吸排出量計算の精度向上を行うた

めに、地上等における二酸化炭素、一酸化炭素、ブラックカーボン（BC）

等の短寿命気候汚染物質（SLCP）等の観測設備の整備を行う。 

②低炭素システムの効果検証 

日本の要素技術をもとに、アジア諸国の実情に合わせて都市及び地域全

体として効率のよい低炭素システムを設計し、提案する。平成 26 年度は、

インドネシアにおいて都市型の、モンゴルにおいて農村型の検証事業を開

始する。なお将来的には、（１）で開発した GOSAT 後継機等の人工衛星と、

（２）①で整備した地上観測設備等を用い、当検証事業において実施する

低炭素システムによるエネルギー起源二酸化炭素排出削減効果の検証を行

う。 

 

  



３．施策の効果 

・都市単位あるいは大規模排出源単位での二酸化炭素等の排出把握を行い、ア

ジア諸国等における JCM 実施の効果検証に資する。 

・国別、準国別のエネルギー起源二酸化炭素の排出状況及びその削減ポテンシ

ャルを把握し、アジア諸国等を中心に低炭素化に向けた施策立案等につなげ

る。 

・エネルギー起源二酸化炭素排出削減に加え、ブラックカーボン（BC）等の短

寿命気候汚染物質（SLCP）の都市単位の総合的な測定を行い、気候変動対策

を含む総合的な環境対策の進展を図る。 

・日本の要素技術をもとにアジア諸国等の実情に合わせて設計した低炭素シス

テムを提案し、我が国との連携によるアジア諸国等の低炭素化を推進すると

ともに、そのエネルギー起源二酸化炭素排出削減の効果を検証する。 

・GOSAT 後継機により、日本の技術で世界の温室効果ガス排出削減・吸収や持

続可能な経済社会の実現に貢献すると同時に、我が国の優れた低炭素技術の

導入を強力に推進する。 

 



事業目的・概要等 イメージ 

背景・目的 

事業概要 

委託対象：民間団体等 
実施期間：開発・打上げ=4年間 (平成25年度～平成29年度) 
      ※平成25年度は一般会計で実施 

 アジア太平洋地域の途上国においては、温室効果ガス排出インベ
ントリの整備が不十分で、十分なデータが得られない場合がある。
一方、人工衛星により、宇宙から観測を行えば、二酸化炭素等の
排出を面的により詳細に把握することが可能である。 

 そこで、GOSAT後継機の衛星データ等を利用して二酸化炭素等の
排出を都市単位、大規模排出源単位で把握し、二国間クレジット
制度（JCM）等の効果をマクロな規模で検証し、JCM対象事業の実
施を後押しする。 

観測を高度化したGOSAT後継機の開発 
※特会ではJCM推進に貢献するセンサ開発部分を要求 

期待される効果 

 都市単位あるいは大規模排出源単位での二酸化炭素等の排出把握
を行い、アジア諸国等におけるJCM実施の効果検証に資する。 

 国別、準国別のエネルギー起源二酸化炭素の排出状況及びその削
減ポテンシャルを把握し、アジア諸国等を中心に低炭素化に向け
た施策立案等につなげる。 

 GOSAT後継機により、日本の技術で世界の温室効果ガス排出削
減・吸収や持続可能な経済社会の実現に貢献する。 

平成25年度予算 
○○百万円 

  二国間クレジット制度（JCM)推進のためのMRV等関連する 
            技術高度化事業 
         (１．GOSATの後継機の開発)                  

温室効果ガス観測技術衛星後継機（GOSAT後継機） 

アジア諸国の低炭素化・
大気汚染改善 

国際的枠組みへの貢献 
気候変動枠組み条約 

短寿命気候汚染物質削減のための 
気候と大気浄化のコアリション 

GOSAT 雲・エアロゾルセンサ 
＋エアロゾル観測機能の強化 

GOSAT フーリエ変換分光計 
＋一酸化炭素バンドの追加等 

GOSAT後継機の成果イメージ 

低炭素社会構築 
-GOSATの継続課題- 

二酸化炭素(GOSAT L4B) 

二酸化炭素と一酸化炭素（新
規）等の全球同時観測を行い、
都市・発電所、森林火災等の
大規模排出源の監視を行う。 

一酸化炭素（モデル） 

紫外線 

大都市等の温室効果ももつエ
アロゾル等による大気汚染状
況を監視し、健康被害が懸念
される地域を検知する。 

小さな粒子
による大気
の濁り 

エアロゾル監視 

現地 
データ 

衛星 
観測 

エアロゾル等大気汚染軽減 
-GOSAT後継機の新規課題- 

事業スキーム 

26年度要求額 
3,150百万円(新規) 



事業目的・概要等 

背景・目的 

事業概要 

期待される効果 

事業スキーム 

① 委託対象：民間団体等、実施期間：Z+4年間（打上げ後のZ年間を含む） 
② 委託対象：民間団体等 

 衛星データを補完するため地上観測等設備等の整備により、JCMの
ための算定・報告・検証（MRV）の精度向上を行う。 

 低炭素社会実現に向けて都市及び地域単位で社会システムの改革を
行い、GOSAT後継機及び地上観測設備等との連携により、アジア諸
国等におけるエネルギー起源二酸化炭素排出の削減とその効果検証
につなげる。 

 都市単位あるいは大規模排出源単位での二酸化炭素等の排出把握
を行い、アジア諸国等におけるJCM実施の効果検証に資する。 

 国別、準国別のエネルギー起源二酸化炭素の排出状況及びその削
減ポテンシャルを把握し、アジア諸国等を中心に低炭素化に向け
た施策立案等につなげる。 

 日本の要素技術をもとにアジア諸国等の実情に合わせて設計した
低炭素システムを提案し、我が国との連携によるアジア諸国等の
低炭素化を推進するとともに、そのエネルギー起源二酸化炭素排
出削減の効果を検証する。 

 エネルギー起源二酸化炭素排出に加え、ブラックカーボン（BC）
等の短寿命気候汚染物質（SLCP）の都市単位の総合的な測定を行
い、気候変動対策を含む総合的な環境対策の進展を図る。 ①GOSAT後継機を補完する地上観測等事業 

 JCM推進のための衛星による都市レベルのMRV等の精度向上に向け
て、詳細な地上観測等による実測データを用いて衛星データを補完
し吸排出量計算の精度向上を行う必要がある。このため、地上等に
おける二酸化炭素、一酸化炭素、SLCPなどの観測設備の整備を行う。 

 
②低炭素システムの効果検証 
 日本の要素技術をもとに、アジア諸国の実情に合わせて都市及び地

域全体として効率のよい低炭素システムを設計し、提案する。 
 平成26年度は、インドネシアにおいて都市型の、モンゴルにおいて

農村型の検証事業を行う。 
※ 将来的には、１.で開発したGOSAT後継機等の人工衛星と、２.①で整

備した地上観測設備等を用い、当検証事業において実施する低炭素
システムによるエネルギー起源二酸化炭素排出削減効果の検証を行
う。 

イメージ 

東南アジア域での 
GOSAT後継機観測データの補完 

地上観測等設備 

分散型の 
再生可能エネル
ギー等を用いた 
冷凍貯蔵システム 

都市における 
消費電力の削減 

分散型の再生可能エネルギーの 
利用及び持続可能な放牧の両立（モンゴルの例） 

平成25年度予算 
○○百万円 

  二国間クレジット制度（JCM)推進のためのMRV等関連する 
            技術高度化事業 
      (２．JCM推進のためのMRV等関連する技術高度化)                  

26年度要求額 
3,150百万円(新規) 

産業共生型の地域エネル
ギーネットワークシステム
（インドネシアの例） 

標準 
ガス 

ボトルサンプラー 

連続観測装置 

地上観測 
サイト 

① 

② 



 

アジア地域におけるコベネフィット型環境汚染対策推進事業 

６５８百万円(２１５百万円) 

 

水・大気環境局総務課、大気環境課、環境管理技術室 

 

1. 事業の必要性・概要 

アジア各国では、急速な経済発展・都市化の進展に伴い、微小粒子状物質

(PM2.5)を含む大気汚染や水質汚濁等の環境汚染が一層深刻な課題となってい

るが、対策実施のための政策、技術、資金が大幅に不足している。他方、CO2

削減に具体的に取り組むことが国際的に求められており、温室効果ガス削減

と地域環境改善の双方に効果を有するコベネフィット対策の必要性が高い。 

我が国は、公害克服経験と環境技術を有しており、アジア各国の環境改善

を支援することは我が国にふさわしい役割である。特に、大気汚染問題につ

いては、平成 25 年 3 月 15 日に安倍総理から石原環境大臣に対し、その解決

に向けた取組を進めることが指示された。また、平成 25 年 5 月に開催された

第 15 回日中韓三カ国環境大臣会合においては、既存の地域的な取組を更に活

用すべく協力を強化することが合意された。 

  

具体的には、我が国への越境大気汚染の影響を緩和する観点からは、公害

を克服してきた経験を有する我が国の地方公共団体を中心とした関係機関が

フォーラムをつくり、中国をはじめとしたアジア地域の主要な都市を対象に、

大気汚染対策と低炭素化の両方を見据えた人材・組織の能力構築や政策立案

支援等の協力活動を強化・促進することが有用である。 

また、コベネフィット型対策導入戦略の策定、及び導入実証等については、

二国間オフセット・クレジット制度に基づく将来の本格的な技術導入を念頭

におきつつ、日本企業の有する技術の実証試験やモデル工場での対策等を、

制度・人材育成面の課題の解決と併せて行うことにより、我が国の技術展開

を促進していくことが有用である。 

さらに、既存の地域的な取組については、国連環境計画(UNEP)やクリーン

・エア・アジア(CAA)は大気環境に関する多様な主体(援助機関、国、都市、

企業、研究機関等)と協力関係を形成し、国・都市の大気汚染対策や能力構築

等に貢献してきた。これらとの連携により、効率的な協力を推進することが

可能となる。 

  

以上を踏まえ、環境の保全及び地域の連携の強化に我が国のリーダーシッ

プを発揮し、アジア各国に我が国の技術を戦略的に展開することにより、ア



ジア地域の環境改善と温室効果ガス削減に貢献するとともに、我が国の環境

ビジネスの活性化につなげることを目指す。 

 

2. 事業計画(業務内容) 
調査項目 H26 H27 H28 H29 H30～ 
(2)中国をはじめとしたアジア地域にお
ける対策推進に向けた能力構築・体制整
備事業 

     

(3)(ア)コベネフィット型環境汚染対策
戦略策定・国内連携会議の実施 

     

(3)(イ)コベネフィット型事業導入戦略
の策定 

     

(3)(ウ)コベネフィット技術の先導的導
入実証 

     

(3)(エ)「日本モデル環境対策技術等の
国際展開」型二国間協力事業の実施 

     

(3)(オ)国内環境産業等への情報発信      

 

(1) 大気汚染に関する既存の地域的な取組の活用 

(ア) 国連環境計画(UNEP)拠出金 

(イ) クリーン・エア・アジア(CAA)拠出金 

(2) 中国をはじめとしたアジア地域における対策推進に向けた能力構築・体制整

備事業 

(3) 我が国の環境技術を活用したコベネフィット技術の先導的導入実証、モデル

事業 

(ア) コベネフィット型環境汚染対策戦略策定・連携会議の実施 

(イ) コベネフィット型対策導入戦略の策定 

(ウ) コベネフィット技術の先導的導入実証の実施・技術導入指針作成 

(エ) 「日本モデル環境対策技術等の国際展開」型二国間協力事業の実施 

(オ) 国内環境産業等への情報発信・共有 

 

3. 施策の効果 

○既存の地域的な取組の活用及び我が国の公害克服経験の共有と環境技術の展開

を通じた、アジア地域の環境汚染緩和と我が国の大気環境の改善 

○エネルギー起源 CO2 の一体的削減による気候変動緩和への貢献と二国間オフセ

ット・クレジット創出への展開 

(中規模都市での事業実施) 
(大規模都市での事業実施) 



背景・目的 事業概要及びスキーム 

• 中国のPM2.5問題を始め、急速な経済発展･都市化に伴う大気
汚染、水質汚濁等の環境汚染、エネルギー消費の急増はアジ
ア各国における深刻な課題。 

• 環境改善、温室効果ガス削減の双方に効果を有するコベネ
フィット・アプローチが有効。 

• 二国間オフセット・クレジットの創出への展開を念頭におき、
既存の地域的な取組の活用、我が国の経験や技術を活用した
コベネフィット型の能力構築や汚染対策を戦略的に促進。 

（１）大気汚染に関する既存の地域的な取組の活用（1.2億円：
UNEP及びClean Air Asia拠出金） 

（２）中国をはじめとしたアジア地域における対策推進に向けた
能力構築･体制整備事業（1.3億円：民間及び地方公共団体委託） 

（３）我が国の環境技術を活用したコベネフィット技術の先導的
導入実証、モデル事業（4億円：民間団体委託） 

期待される効果 

 アジア地域の能力構築と日本の環境技術の途上国への展開 
 アジア地域の環境汚染緩和・低炭素化と日本の大気汚染の改善 
 二国間オフセット・クレジットの創出への環境整備 

アジア地域におけるコベネフィット型環境汚染対策推進事業 26年度要求額 
６５８百万円 
 (２１５百万円) 

二国間オフセット・クレジットへの展開、アジアの低炭素化・大気汚染緩和等 

 
【UNEPへの拠出】 

・科学的知見をレビューし、政策決
定者に提供 

・政府、研究者のネットワーク形成
の促進、等 
【CAAへの拠出】 

・国･都市別の大気環境管理の評
価 

・アジアにおける都市間協力の推
進、等 

 

我が国の地方自治体を中心とし、
中国等の主要な都市を対象に、
大気汚染対策と低炭素化の両方
を見据えた人材・組織の能力構
築や政策立案支援等の協力活
動を強化・促進 

 

 以下の取組について、二国間政府会合を
通じ、方針の決定、進捗管理を行いつつ実
施し、水平展開を図る。 

・コベネフィット型対策導入戦略の策定 

・コベネフィット技術の先導的導入実証
の実施・技術導入指針作成 

・「日本モデル環境対策技術等の国際
展開」型二国間協力事業の実施 

・国内環境産業等への情報発信･共有 

大気汚染に関する既存の
地域的な取組の活用 

中国をはじめとしたアジア地
域における対策推進に向けた

能力構築・体制整備 

我が国の環境技術を活用し
たコベネフィット技術の先導
的導入実証、モデル事業 

国内の自治体･企業等の連携
体制の構築 



 

コベネフィット・アプローチ推進事業費  １０１百万円（１０５百万円） 

 

水・大気環境局 水・大気環境国際協力推進室 

 

１． 事業の必要性・概要 

アジアを主とする途上国においては、著しい経済成長に伴い環境汚染

（大気汚染、水質汚濁等）への対策が課題となっている。また、気候変動

枠組条約に係る国際交渉においては、途上国による温室効果ガス削減行動

の重要性が再認識されている。 

環境汚染対策と温室効果ガスの排出削減を同時に達成するコベネフィッ

ト（共通便益）・アプローチは、途上国が温暖化対策へ参画するために有

効であり、我が国がその実施を促進することは、我が国が温室効果ガスの

排出削減に対して国際的な責任を果たす上でも重要である。また、最近で

は、短期的なコベネフィット効果が期待できる短期寿命気候汚染物質（SL

CPs 注）対策についても国際協力の枠組みが立ち上がるなど関心が高ま

っている。 

本事業は、アジアの途上国の環境所管官庁、国際機関等の関係者と連携

し、コベネフィット・アプローチを推進するための情報共有、共同研究、

研修等を通じた国際協力を行うとともに、科学的知見を有する国際的な研

究機関への支援を通じて、コベネフィット・アプローチの環境施策への主

流化を目指した取組を展開する。 

 注）SLCPs とは、ブラックカーボン、メタン等短期寿命の温室効果ガス等を

指す。SLCPs の排出削減は CO2 削減を肩代わりすることにはならないが、

特定地域における短期的な温暖化対策としては有効であると評価され

ている。 

 

２． 事業計画（業務内容） 

調 査 項 目 H25 H26 H27 H28 

（１）コベネフィット・アプローチの普及     

（２）コベネフィット型対策に向けた協力推進     

（３）国際応用分析システム研究所（IIASA）の研

究活動支援 

    

 

（１）コベネフィット・アプローチの普及 

多国間の枠組であるアジア・コベネフィット・パートナーシップの活動を



支援し、優良事例の共有やコベネフィット・アプローチの推進方策の立案支

援等を行う。 

 

（２）コベネフィット型対策に向けた協力推進 

二国間の覚書に基づき実施しているアジア諸国との協力において、コベネ

フィット効果の定量評価に関する共同研究や政府関係者の研修を行う。 

（３）国際応用分析システム研究所（IIASA）の研究活動支援 

越境大気汚染、SLCPs 排出量の将来予測、大気汚染物質と温室効果ガスを同

時に削減することを目的とした解析モデル等の研究蓄積を有する国際的な研

究機関の活動を支援する。 

 

３． 施策の効果 

○ 地球規模での温室効果ガス削減及び途上国の環境改善並びに越境汚染の低

減により我が国の環境改善への貢献 

○ 応用分析の国際的専門機関を支援することによる、気候変動及び環境保全

に関する科学的知見の蓄積への寄与 



  コベネフィット（共通便益）・アプローチの推進 

● 地球温暖化に代表されるグローバルな環境問題の拡大と多様化 

● 急速な成長を続けるアジアにおける環境問題（大気汚染、水質汚濁等）の顕在化 

● 短期寿命気候汚染物質削減対策への国際的な取組への関心  

背景 

● 普及・啓発活動 

アジアの環境所管官庁・国際機関関係
者から構成されるアジア・コベネフィッ
ト・パートナーシップの活動支援。 環境
施策におけるコベネフィット・アプローチ
の主流化を目指す。 

● 対策実現に向けた協力 

コベネフィット効果の定量評価手法の検
討（共同研究）、キャパシティ・ビルディン
グ（研修）の実施。 

● 研究活動支援  

解析モデルの開発支援等を通じた、気
候変動・環境保全に関する科学的知見
の蓄積及び日本の環境行政への貢献
を実現。 

（支出先：民間団体、国際応用分析シ
ステム研究所） 

事業概要（一般会計） 

● 調査・事業支援 

二国間オフセット・クレジット制度に基づく
将来の本格的な技術導入を念頭におきつ
つ、技術の実証試験やモデル工場での対
策等を、途上国が抱える制度・人材育成
面の課題の解決と併せて実施 

事業概要（特別会計） 

温室効果ガス削減対策 

環境汚染対策 

環境汚染対策と温
室効果ガス排出削
減対策とを当時に
実現する対策 

コベネフィット・アプローチとは 

途上国の環境    
汚染の改善 

我が国の中長期目標への貢献 

我が国の環境技
術の海外移転 

効果 

低炭素社会形成 

途上国の温暖化対策への
積極的な参加の促進 

26年度要求額 101百万円 
25年度予算額 105百万円 



（新）循環産業の国際展開に係る海外でのCO2削減に向けた実証支援事業 

                      １５０百万円（０百万円） 

廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会推進室 

企画課リサイクル推進室 

１．事業の必要性・概要 

本事業は、アジア太平洋地域の途上国において、廃棄物の適正処理により 

CO2を削減するコベネフィットを目的に、我が国の優れた廃棄物処理・リサイ

クル技術を有する循環産業の国際展開を支援するものである。本事業により、

世界規模での CO2排出抑制や３Ｒの普及を実現し、アジア太平洋地域における

日本のリーダーシップを発揮していくことを目的としている。 

2013 年３月に開催されたアジア３Ｒ推進フォーラム第４回会合で「ハノイ

３Ｒ宣言」が採択され、アジア太平洋地域において廃棄物対策への注目が高

まっているほか、2012 年２月に米国等の主導により設立された国際パートナ

ーシップである短期寿命気候汚染物質削減のための気候と大気浄化のコアリ

ション（CCAC）との連携で求められるブラックカーボンやメタン等の短期寿

命気候汚染物質（SLCP）削減につながる廃棄物のエネルギー代替利用促進へ

の支援など、地球温暖化対策として廃棄物処理に係る協力への世界的な要望

が高まっている。 

 そのため、本事業では、CO2の排出抑制とともに、廃棄物処理問題等の環境

汚染対策にも資する廃棄物処理・リサイクル技術を有する循環産業の国際展

開を促進するため、技術確立に必要な実証研究を実施するものである。さらに

廃棄物の適正処理に係る二国間協力、アジア３Ｒ推進フォーラムや CCAC など

の多国間協力、新たに開始する JCM などの資金メカニズムと有機的に結びつ

けることにより、戦略的な支援を行うことが可能になる。 

 

２．事業計画（業務内容） 

Ⅰ．循環産業の CO2排出抑制に資する国際展開事業の技術確立に必要な実証研

究事業【エネ特】 

＜１５０百万円（０百万円）＞ 

 

３．施策の効果 

 ① エネルギー代替利用（ごみ発電、メタン利用など）を国際的に推進し、CO

2 削減を図る。本事業の実証研究の CO2 削減量は、13,068t/年と試算される。 

 ② 廃棄物処理・３Ｒの実施を効率的に進め、世界の環境負荷を低減するとも

に、我が国経済の活性化に繋げる。 

 ③ アジア太平洋地域における日本のリーダーシップを発揮する。 



背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

         委託対象：民間事業者  実施期間：最大３年間 

●途上国における廃棄物の適切な処理によるＣＯ２削減 
●我が国の環境保全・循環利用に係る先進的な循環産業技術の活用 

 循環産業のＣＯ2排出抑制に資する国際展開事業の技術確
立に必要な実証研究事業 （1.5億万円：1.5億円×１件） 

期待される効果 

●世界規模でのＣＯ２削減及び環境負荷低減 
●我が国経済の活性化 

循環産業の国際展開に係る海外でのCO2削減に向けた実証支援事業 

【各事業の効果】 
(１) 今後アジアにおいて、エネルギー代替利用
を中心とした廃棄物問題への対策がより活発
になると予想されることから、エネルギー代
替利用（ごみ発電、メタン利用、燃料化な
ど）を国際的に促進し、ＣＯ２削減と廃棄物問
題解決のコベネフィットを図る。 

 

(２) 現地における具体的な技術の実証研究を支
援し、現地の事情に合わせた効果的なコベネ
フィット技術を確立する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

【必要性】 
・『ハノイ３R宣言』採択により、アジア太平洋地域において廃棄
物への対策が加速 

・SLCP削減につながる廃棄物のエネルギー代替利用促進により、
CCACとの連携強化 

・東南アジアにおいて増加する焼却処分場建設への対処（シンガ
ポール、ベトナム、マレーシアなど） 

野積みされたごみの中を裸足
で有価物を回収する人 
出典：（財）日本産業廃棄物処理
振興センター資料 

イメージ 

平成26年度要求額 
150百万円(新規) 

事業目的・概要等 



我が国循環産業の戦略的国際展開・育成事業 

１，０００百万円（６４０百万円） 

廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会推進室 

 企画課リサイクル推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

現在、途上国では経済成長に伴う廃棄物問題が大きな問題となっている。一方

で、我が国では時代の要請に応じて循環産業を発展させてきており、先進的な技

術・システムを有している。この先進的な我が国循環産業を戦略的に国際展開す

ることは、途上国の求める廃棄物処理・３Ｒを効率的に進め、世界的な環境負荷

低減に貢献するとともに、我が国経済の活性化にもつながる。 

具体的には、平成 23 年度から平成 25 年度まで実施してきた循環産業の国際展

開支援事業の成果を取りまとめ、課題抽出と支援策の改善を行った上で、平成 2

6 年度以降の３年間を拡充期として、戦略的に支援を実施していく。さらに、廃

棄物の適正処理に関する二国間協力、アジア３Ｒ推進フォーラムや 2012 年２月

に米国等の主導により設立された国際パートナーシップである短期寿命気候汚

染物質削減のための気候と大気浄化のコアリション（CCAC）などの多国間協力

と結びつけるとともに、国内リサイクル産業とも連携した国際資源循環にも資す

る事業（世界都市鉱山）の掘り起しとも有機的に結びつけることにより、戦略的

な支援を実施していく。また、今後途上国が廃棄物最終処分場問題に直面した際

の技術支援に向け、使用済ペットボトルからペットボトルを再生する技術等の我

が国が有する処理・リサイクル技術の高度化を戦略的に支援する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）我が国循環産業海外展開支援基盤整備事業【一般】 

＜９４百万円（４５百万円）＞ 

（２）我が国循環産業海外展開事業化促進事業【一般】 

＜７００百万円（３７１百万円）＞ 

（３）民間企業の新たな循環ビジネスモデル支援事業【一般】 

＜２０６百万円（２０６百万円）＞ 

 

３．施策の効果 

① 循環産業の国際展開を促進することで、廃棄物処理・３Ｒの実施により、

世界的な環境負荷に貢献し、我が国経済の活性化に繋げる。 

② 国際的な資源循環の確立を進め、各国の技術水準に応じた適切な役割分

担のもと国際的な資源制約の緩和に貢献する。 

  ③ 我が国における次世代循環産業の育成を通じ、世界の廃棄物処理、環境

保全及び我が国経済の活性化に資する。 



先行グループ 次世代グループ 

我が国循環産業海外展開事業化促進事業 

            我が国循環産業 
海外展開支援基盤整備事業 

（１） 循環産業の海外展開に資する情報収集・発信 

（２） 国、自治体、事業者、研究者等による会合の開催、情報共有の推進 

（３） 現地セミナー、展示会の開催 

① 具体的な海外事業展開や国際資源循環（世界都市鉱山開発）
を想定したフィージビリティ調査支援 

② 現地での協力枠組み構築のための関係者合同ワークショップ 

③ 我が国循環産業の理解促進のための現地関係者への研修  

 
 

  

       次世代循環産業の育成  

① ペットボトルの再ボトル化 

② 容器包装プラスチックのアップサイクルモデル 

③ 離島、過疎地域におけるリサイクル費用低減 

④ エコタウン等既存３Ｒ施設集積地域の徹底利用ネットワーク構築 

 ○ 未利用資源の有効利用技術を有する民間企業が海外展開して
いけるよう、ビジネスモデルの確立を支援 

○ 大臣合意など政府レベルの基本的枠組みのある国に対する先
行グループの海外展開促進 

効果 

○ 途上国でも利用可能な、廃棄物処理・リサイクルシステムの低コスト化・高度化等の技
術の開発 

循環産業の海外展開に資する技術開発 
※環境研究総合推進費にて計上 

我が国経済の活性化 

アジアにおける環境負荷低減 

廃棄物処理・ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ・技術が
アジアに普及 

循環産業のアジア展開 

平成25年度 我が国循環産業の戦略的国際展開・育成事業 

○ 経費の性質：請負費  ○ 交付先：民間団体等  ○ 使途：上記施策に係る調査費、分析費、人件費、旅費、処理費、整備費等 
○ 自民党 Ｊ－ファイル 24. 我が国発国家プロジェクトの世界的躍進、 159.地球規模の課題への取組み強化 

次
離
陸
世 

お
先
に 

 
３Ｒ 
海外 
展開 

 

1,000百万円 

（640百万円） 

206百万円 

（206百万円） 

94百万円 

（45百万円） 

700百万円 

（371百万円） 



                                  

 

し尿処理システム国際普及推進事業費     １５百万円（１４百万円） 

 

廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課浄化槽推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

我が国は、水洗トイレに活用できる衛生的な個別生活排水処理施設である浄化

槽や、し尿を衛生的に集中処理できるし尿処理施設など、海外では例を見ない日

本発の優れた技術を有するとともに、途上国で普及する場合に必要となる低コス

ト技術についても独自の経験と技術を有している。 

アジア地域などの発展途上国においては、水道の普及と経済発展に伴いトイレ

の水洗化が進む一方で、し尿処理の技術・体制は衛生面からみて不十分であり、

汚泥の有効な処分も行われず、衛生上の問題が解決できない状況にある。そのた

め、途上国における乳幼児死亡率が低下せず、旅行者等が途上国において下痢な

どの健康被害を受ける原因ともなっているため、途上国における浄化槽等日本の

し尿処理システムの普及が重要である。 

 本業務では、発展途上国において、し尿処理に関する現地調査や日本の汚水処

理技術の情報発信を実施するとともに、日本の汚水処理技術の国際展開の具体化

に関する検討を行い、我が国のし尿処理技術の普及に向けた一層の取組を展開す

る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

① 日本サニテーションコンソーシアム（JSC）や国際協力機関（JICA）と連

携し、し尿処理に関する現地調査及び日本の汚水処理技術の情報発信 

② 分散型汚水処理技術の国際展開の方向性や具体化に関する検討 

 

３．施策の効果 

国連ミレニアム開発目標（ターゲット 10「平成 27 年度(2015 年度)までに、衛

生施設（トイレ）を継続的に利用できない人々の割合を半減する」）に貢献する

とともに、途上国の水環境の向上に寄与する。 

 

 



国連ミレニアム開発目標 「2015年（H27年）までに、安全な飲料水と基礎的な衛生施設を持続可能
な形で利用できない人々の割合を半減させる」に貢献し、途上国の水環境の向上に寄与する。 

浄化槽 
清掃 

し尿処理 
施設等 

日本の分散型し尿処理システム 

し尿処理システム国際普及の推進 

連携 

JSC 
（日本ｻﾆﾃｰｼｮﾝｺﾝｿｰｿｱﾑ） 

JICA 
（国際協力機構） 

衛生施設へアクセスできない人口 （2011）：２５億人  WHO/UNICEF(2013)より  

浄化槽技術仕様書（案） 
国内の浄化槽に関する基準を取りまとめ 

「日本におけるし尿処理・分散型汚水処理システム」 
パンフレット  （日本語版，英語版，中国語版） 

①し尿処理に関する現地調査及び日本の汚水処理技術の情報発信 

②分散型汚水処理技術の国際展開の方向性や具体化に関する検討 

○日本サニテーションコンソーシアム（JSC）や国際協力機関（JICA）と連携し、し尿処理に関する現地調査 

○パンフレットや技術仕様書を用い、日本の分散型し尿処理システムの情報発信 

○世界の汚水処理に精通する学識経験者等をメンバーとする検討会を設置し、分散型汚水処理技術の 

 国際展開における課題への対応や今後の方向性を検討 

ポストMDGsにおいて排水処理に関する目標が検討されており、浄化槽等の普及の重要性は増している 

現状 

＜浄化槽の特長＞ 
早く省スペースで設置でき、処理水質が良い 

平成26年度要求額：15百万円 （平成25年度予算額：14百万円） 支出予定先：民間団体等 



（新）環境アセスメント迅速化推進・国際展開調査事業 

１７５百万円（０百万円） 

総合環境政策局環境影響評価課・環境影響審査室 

 

１．事業の必要性・概要 

日本再興戦略においては、クリーンで経済的なエネルギーが供給される

社会を実現するため、石炭火力等の火力発電所が最新鋭の技術を採用して

いるか等の観点により適切に審査を行うともに、火力発電所のリプレース

（設備更新）や再生可能エネルギー導入等のための環境アセスメントの迅

速化を図ることとしている。 

このため、火力発電技術に係る最新の技術動向に関する調査や環境アセ

スメントの迅速化に係る国内外の動向の調査を行い、環境アセスメントに

おける適切な審査及び迅速化を推進するとともに、アジア各国との対話に

より共通の課題や我が国の経験を共有し、各国の課題解決及び我が国の技

術展開に貢献する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）火力発電に必要な要素技術に係る開発動向の調査 

火力発電所を構成するタービン、燃焼技術、排ガス処理等の個々の要素技

術について、国内外の最新鋭の技術動向及び今後の展望、研究開発の状況、

実証機の展開動向等の調査を行う。 

（２）環境アセスメントの迅速化に係る動向の調査 

火力発電所のリプレースや再生可能エネルギー導入等のための環境アセ

スメントの迅速化に関する政策目標、ゾーニングの導入、既存制度との調整

等、迅速化の推進に参考となる国内外の動向について調査を行う。 

（３）アジアにおける環境アセスメントの高度化支援・連携 

アジア各国における環境アセスメントの運用実態について情報収集を行う

とともに、各国が抱える課題、我が国の経験を共有するための対話の場を設

置する。 

 

３．施策の効果 

最新の技術動向、政策動向に関する情報収集等により、最新鋭の技術を用い

た火力発電所へのリプレース、再生可能エネルギー導入等のための環境アセス

メントの迅速化を図り、日本再興戦略が掲げるクリーンで経済的なエネルギー

が供給される社会の実現及びノウハウ等の国際展開戦略に資する。 



イメージ 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

受託対象：民間団体 実施期間：平成26年度～ 

日本再興戦略において求められている、火力発電所のリプレースや
再生可能エネルギー導入等のための環境アセスメント迅速化を図る
ため、最新の技術動向や政策動向に関する調査を行い、環境アセス
メントにおける適切な審査及び迅速化を推進するとともに、アジア
各国との対話により共通の課題や我が国の経験を共有し、各国の課
題解決及び我が国の技術展開に貢献する。 

＜該当戦略＞ 
日本再興戦略、経済財政運営と改革の基本方針 

（１）火力発電に必要な要素技術に係る開発動向の調査(新規) 
（２）環境アセスメントの迅速化に係る動向の調査（新規） 
（３）アジアにおける環境アセスメントの高度化支援・連携（新規） 

期待される効果 

平成25年度予算 
○○百万円 環境アセスメント迅速化推進・国際展開調査事業 

事業目的・概要等 

26年度要求額： 
１75百万円(０百万円) 

再生可能エネルギー・高効率な火力発電(石
炭・LNG)導入のための、 

環境アセスメントの明確化・迅速化 

再生可能エネルギー（風力・地熱等）、 
火力発電に係る国内外の技術動向、政策動向を

調査・分析 

制度・ 
運用 

要素技術 評価手法 

アジアへの 
国際展開に貢献 

環境アセスメントの迅速化 

産業再興と環境配慮の両立！ 

日本再興戦略 

 最新の技術動向、政策動向に関する情報収集等により、最新鋭の
技術を用いた火力発電所へのリプレース、再生可能エネルギー導
入等のための環境アセスメントの迅速化を図り、日本再興戦略が掲
げるクリーンで経済的なエネルギーが供給される社会の実現及びノ
ウハウ等の国際展開戦略に資する。 



 

我が国の優れた水処理技術の海外展開支援  １５３百万円（７３百万円） 

 

水・大気環境局水環境課 

 

１．事業の必要性・概要 

   我が国の民間企業による、水質汚濁が深刻化するアジアをはじめとする

海外への水処理技術（中小規模生活排水処理や産業排水処理、水域の直接

浄化等）の展開促進を通じ、世界の水環境改善に貢献する。 

具体的には、公募を通じて選定した民間事業者による実現可能性調査

（ＦＳ）や現地実証試験等を支援するとともに、現地のビジネス環境の改

善（環境規制執行改善も含めた相手国政府への働きかけなど）、国内企業

（特に高い技術を有する一方で情報、人材面等の理由で海外展開を躊躇す

る中小企業）に対する現地の環境規制やプロジェクト情報の提供、現地企

業とのマッチングの機会提供など、継続的に我が国水関連企業の有する優

れた水処理技術の海外展開を促進・支援するための施策を実施する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 ①水処理技術海外展開に関する実施可能性調査 

公募を経て選定された海外展開を検討する事業者による実施可能性調査

を実施。具体的には、事業対象地域の現状調査（水質、排水処理の現状、

規制やその執行体制など）、関係政府・企業等との連携体制の構築を経て、

事業計画書を作成するとともに、当該案件の技術面、制度面及びビジネス

モデルとしての課題等を明らかにする。 

②水処理効果実証試験 

①に基づき、現地で水処理技術の効果検証するための小規模な実証試験

を実施。 

③我が国の水処理技術の海外展開促進施策の実施 

①②より明らかになった課題等を踏まえ、アジアをはじめとする海外へ

の展開促進に資する支援施策（対象国における規制の遵守徹底に関する指

導、現地セミナーの開催等を通じたマッチングの機会創出支援、プロジェ

クト情報の提供等）を実施。 

 

３．施策の効果 

・我が国企業（特に中小）のアジアをはじめとする海外市場への展開促進 

・海外市場への展開を通じた世界の水質汚濁問題の解決 



我が国の優れた水処理技術の海外展開支援 

モデル事業の概要 

事業計画書の作成 

期待する成果 

③事業成果を国内企業に還元することに
よる水処理技術の海外展開活性化 

④上記を通じた海外の水環境改善 

①支援した事業の海外ビジネス展開への発展 

②モデル事業を通じ得られた知見に基づき、 
 水処理技術海外ビジネス推進戦略を策定 

実現可能性調査（ＦＳ） 

現地実証試験 

事業効果・ビジネスモデル適用性検証 

モデル事業のサイクルを通じ 

①海外展開対象国の情報収集・分析 

②ビジネス化に向けた課題抽出 

様々な国における多様な形態のビジネスモデル形成を支援 

 「効果を見せて売る」スタイル 

経済成長を通じた海外の水環境の改善のため、日本企業によ
る水ビジネスの海外展開を積極的に支援する必要がある。 

アジア水環境改善ビジネスセミナー 
（H24.6 於東京、約200名が参加） 

③実現可能性向上のための行政施策の検討 
（アジア水環境パートナーシップ（WEPA）等 
の枠組みを通じ相手国政府への働きかけ） 

④実証試験を通じた事業実績の構築 

工場排水処理 
中小規模生活排水処理（浄化槽等） 

モニタリング 
水域直接浄化 

水環境 
改善事業 

水処理技術等の海外展開事業を公募 

環境省 

• 事業全体のマネジメント 
• 公募要領の作成 
• FS/実証成果の公表等 

水処理技術海外展開 

促進方策検討会 
 

• 提案事業の審査・評価 
• 実施事業に対する助言 

水処理事業者 
（民間企業/民間企業中心の

JV（自治体等）） 
 

• 実現可能性調査（FS） 
• 現地実証試験 

助言 

報告 

委嘱 

提案の評価・審査結果 

公募 
提案 

選定結果通知 
請負契約 

事業化に向けた協働 

事業実施体制 

予算使途：人件費、旅費、調査・分析費等 

H26年度要求額：１５３百万円 
（H25年度：７３百万円） 

２．インフラ海外展開の担い手となる企業・地方自治体や人材の発掘・育
成支援 

（１） 中小・中堅企業及び地方自治体のインフラ海外展開の促進 

・中小・中堅企業及び地方自治体の優れた水処理技術等の海外展開支援（Ｆ／Ｓ
や現地実証試験の実施を支援し、ビジネスモデル形成を促進する）＜環境省＞ 

インフラシステム輸出戦略（H25.5.17) 

ポストMDGs 
Snapshot of illustrative Goals and Targets 
6.Achieve Universal Access to Water and Sanitation 

 
6b.End open defecation and ensure universal access to sanitation at school 
and work and increase access to sanitation at home by x% 
6d.Recycle or treat all municipal and industrial wastewater prior to discharge 

目的 
高成長が見込まれる途上国の水ビジネス市場への、我が国の
優れた水処理技術の海外展開を支援する。（成長戦略の一環） 

途上国における深刻な衛生状況や水環境問題の改善を支援し、
衛生に関するポストMDGsへの動きに対応する。 
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Progress on Sanitation and Drinking-water を加工 

ミレニアム開発目標（衛生施設）の傾向
（1990-2008）と達成見通し 

衛生に関するMDGの達成は 
極めて厳しい見通し 

出典：水ビジネス国際展開研究会報告書（経産省） 

ポストMDGsに「生活排水・産業排水の処理」が位
置付けられ、さらなる取り組みが求められる見通し 

 “Recycle or treat all municipal and industrial 

wastewater prior to discharge” 

背 景 

日本再興戦略(H25.6.14） 三．国際展開戦略２．① 

「インフラシステム輸出戦略」を迅速かつ着実に実施する。  

36兆円 

86兆円 

世界水ビジネス市場の
地域別成長見通し 

高成長が見込まれる 
水ビジネス市場 



「アジア水環境改善モデル事業」実施事業一覧 

インド工業排水処理施設の 

総合的改善と再利用促進事業 
 

 ＦＳ事業者： 東洋エンジニアリング 
 実施場所： インド ハリヤナ州 

ジャカルタ 浄化槽試験面整備による水質改善事業 
 

 ＦＳ事業者： クボタ 他 
 実施場所： インドネシア ジャカルタ特別州 
 

日本式浄化槽を戸建て住宅（ 
20基以上）やマンション、病院 
等に設置し、放流水質等のモ 
ニタリングを行い、汚泥の発生 
状況、水質を調査 
 

周辺水域の調査を行い地域 

の面的な水環境改善を図る。 

養豚場廃水のゼロエミッション化水処理システム 
 

 ＦＳ事業者： （株）アクア 他 
 実施場所： マレーシア ペナン州 
 

養豚場で発生する糞尿廃水をｸﾛﾚﾗ等微細藻類連続培
養装置（ＭＡＣｼｽﾃﾑ）で処理 
 

処理水を豚舎の洗浄、堆肥 

の水分調整、水耕栽培に再 

利用することでゼロエミッシ 

ョン化し、地域周辺の水質を 
改善し、水道原水の安全性を 
向上させる。 

バイオトイレ導入による水環境改善事業 
 

 ＦＳ事業者： ㈱長大 他 
 実施場所： ベトナム国鉄沿線地域及び駅周辺 

ダナン市工業団地排水処理事業 
 

 ＦＳ事業者： 鹿島建設 他 
 実施場所： ベトナム国ダナン市 

2 
※ H24年度実証試験実施予定 

※ H24年度実証試験実施予定 

中国 遼寧省瀋陽市における 

水質改善および資源回収事業 
 

 ＦＳ事業者：（株）アタカ大機 
 実施場所：中国遼寧省瀋陽市 
 

下水処理場の汚泥処理施設にリン回収技
術を適用することで、放流水中のリン濃度
を低減して地域の 
水質を改善 

同時に回収リンの 
農業分野での有効 
活用の可能性を調査 

中国連雲港市の農村地域における
面源汚染浄化システム 
 

 ＦＳ事業者：（株）建設技術研究所 他 
 実施場所：中国 江蘇省 連雲港市 
 

農村地区を対象地区とし、家庭からの
汚水、家畜糞尿、農地負荷を対象とし
た面源汚染浄化システムを構築し、周
辺水路･湖沼の 
水環境改善に 
寄与。 

ベトナム国・省エネ型有機性産業排水 

処理による水環境改善 
 

 ＦＳ事業者：積水アクアシステム（株） 他 
 実施場所：ベトナム国ハノイ周辺地域 
 

現地の経済レベルに合った省エネ型で維持管
理が容易な生物膜（回転接触体）法を用いた
水処理装置のビジネス化に向けた調査を実施 

具体的には、食品工場（ビール、飲料製造等）
排水における調査／実証試験を検討 

Ｈ２３年度ＦＳ実施事業 

Ｈ２３年度ＦＳ,Ｈ２４年度 

実証試験実施事業 

Ｈ２４年度ＦＳ実施事業 



 

環境配慮型製品の国際展開促進経費      ３０百万円（２５百万円） 

 

総合環境政策局環境経済課 

 

１．事業の必要性・概要 

国際的な市場のグリーン化を実現するためには、国際市場における環境配慮

型製品等の流通を促進させることが必要であり、日本の優れた環境技術を用い

た製品・サービスや制度を海外に広めることにより、温室効果ガスの削減をは

じめとした環境負荷の低減が期待される。 

しかしながら、現状は、各国が独自の基準に基づきグリーン公共調達や環境

ラベルの制度を展開しており、環境配慮型製品等の流通を進める上で課題とな

っている。 

このため、環境配慮型製品等を国際的に流通促進させるために、各国の基準

の調和・整合化を目指した取組を進めるとともに、企業の各国環境ラベル取得

を後押ししていく。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 ①海外のグリーン公共調達、環境ラベル基準の調査 

欧米中韓を中心とした主要国の最新のグリーン公共調達及び環境ラベルの制

度・基準等を調査、分析し、世界における日本の制度・基準の位置付けを明確

にして国際整合性を図る検討を行うとともに、各国環境ラベルの制度・基準の

情報提供等による企業の環境ラベル取得の支援を行う。 

 

 ②国際整合化に向けた主要国との会合の開催 

グリーン公共調達及び環境ラベルの制度・基準について国際整合化を図るた

めに、EU、米国、中国、韓国等の主要国のグリーン公共調達担当当局及び環境

ラベル所管機関と対応策を議論する会合（ワークショップ）を開催する。 

 

 ③新興国への展開 

ASEAN 各国の環境ラベル事業を運営する機関やグリーン購入を推進する組織

等に対するヒアリングを行い、国際展開に向けての対応策を検討する。また、

UNEP が主導しているグリーン公共調達及び環境ラベルに関する ASEAN＋3 プロ

ジェクトの国際会議へ参加し、ASEAN におけるグリーン公共調達の普及に貢献

し、我が国の優れた環境配慮型製品の国際展開を推進する。 

 



３．施策の効果 

・各国の基準の調和を図ることにより、国際的な市場のグリーン化へ貢献すると

とともに日本の優れた環境配慮型製品の海外展開が促進される。 

・新興国におけるグリーンマーケットの創出を支援し、国際的枠組みづくりにお

けるアジアでのイニシアチブを確立できる。 

 



日本 

環境物品の国際流通 
（相手国市場への参入） 

環境ラベル
基準  

環境ラベル
基準  

環境ラベル
基準  

それぞれの環境ラベル基準を満たす必要 

（中長期的）国際的整合性を図る枠組み作り（我が国のビジョン、行動計画策定） 
（短期的）企業の各国ラベル取得支援（各基準の情報提供、手続き支援の仕組み） 

環境配慮型製品の国際展開促進経費 

現状 

・それぞれの基準等に関する情報把握、手続きに係る企業の負担が大 
・各基準を満たすために製品仕様を変えなければならない 

   国際的に基準の整合がとれており、日本がその潮流に乗り遅れていない
                         （ガラパゴス化していない） 

国・地域毎に満たすべき基準、規制が異なる（事実上の市場参入条件） 

課題 

目指す姿 

施策 

平成26年度概算要求額 ３０百万円（２５百万円）   支出予定先：民間団体等 



（新）自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業  

７５０百万円（０百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課  

 

１．事業の必要性・概要 

東日本大震災により浮き彫りとなった、現在の大規模集中型の電力システ
ムが抱える、災害に対する脆弱性や出力変動を有する再生可能エネルギーの
導入が困難であることなどの課題を克服し、かつ、再生可能エネルギーの最
大限の導入により、低炭素なエネルギーへの転換を実現し、低炭素社会の創
出につなげることが重要な政策課題となっている。 
地域においても、地域資源である再生可能エネルギーを最大限導入しつつ、

低炭素で強靭かつ柔軟なエネルギー供給を実現し、あるべきエネルギー社会
を実現することが求められている。 
このためには、既存の電力系統を活用しつつも、再生可能エネルギー等の

供給や地域コミュニティでの効率的な電力・熱融通を実現することで、災害
時に電力供給が停止した場合においても、地域で自立的にエネルギーを確保
できるシステムを確立することが必要である。 

このような状況の下、日米協力イニシアティブに基づき、環境省と米国エネ

ルギー省及び附属研究機関の間でパートナーシップを構築し、米国がこれまで

蓄積してきた自立型のマイクログリッド（電力の地産地消が可能な、分散型電

源を有する小規模の電力供給システム）に関する知見を活用しつつ、自立・分

散型低炭素エネルギー社会の構築に向け、本格的な技術実証及び知見の集積を

行う。更に、国内や海外へのシステムの展開を目指す。 

 

２．事業計画（業務内容） 

大規模な住宅コミュニティや複数の公共施設等において、実事業を想定し

た実証規模・エリアでの長期間の運用、既存電力系統への悪影響の低減、蓄

電池の集中/分散化などの最適配置・容量適正化の検証、複数建物・街区間の

直流電力融通、交流・直流のハイブリッド制御等の自立・分散型低炭素エネル

ギーシステムの技術実証を行う。 
 26年度 27年度 28年度 
自立・分散型エネ
ルギーシステムの
技術実証 

 
 

 
 

 
 

事業成果・全国的
展開に必要な制度
改正等のとりまとめ 

   

 

３．施策の効果 

世界最先端の自立・分散型低炭素エネルギーシステムの技術的な確立、全

国的な導入普及に向けた基盤整備及び今後の制度改革に向けた知見の集積を

通じた国内外への展開により、ＣＯ２削減や地域の防災性の強化を実現。 



背景・目的 

平成25年度予算 
○○百万円     自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業 

平成26年度要求額 
 750百万円（新規） 

 東日本大震災により浮き彫りとなった、現在の大規模集中
型の電力システムが抱える災害時の脆弱性や再生可能エネ
ルギーの導入困難性などの課題を克服し、低炭素社会を創
出することが極めて重要。 

 地域においても、東北の被災地をはじめとして、災害に強
いエネルギーシステムの構築へのニーズが高まっている。
米国エネルギー省と協力し、米国が有する知見を活用しつ
つ、本事業を通じて、災害に強く低炭素な自立・分散型エ
ネルギー社会の構築に貢献することを目的とする。 

事業スキーム 

 補助対象：地方公共団体・民間団体等 
 補助割合：3/4 
 実施期間：最大３年間 

事業概要 

 基幹系統からの電力供給が止まった場合でもエネルギーを供給で
きる防災性の高い地域づくりと再生可能エネルギーの最大限の導
入拡大によるエネルギーの低炭素化を実現するため、コミュニ
ティや住居レベルでエネルギーを「創り、蓄え、融通し合う」シ
ステムの本格実証を行う。 

 環境省・米国エネルギー省(DOE)間でパートナーシップを結び、
日米両国の協力により、世界最先端の自立・分散型低炭素エネル
ギーシステムの確立を目指す。 

期待される効果 

地域資源である分散型の再生可能エネルギーをベースとする自立・
分散型低炭素エネルギーシステムの導入を全国的に展開し、防災性
を向上させつつ、地域活性化と低炭素化を同時に実現。 

災害に強く低炭素な自立・分散型エネルギーシステムの技術実証により、低炭素社会の創出と地域活性化を同時実現 

パートナーシップの構築 
知見の共有 

地方公共団体 
民間事業者 

委託・補助 技術的協力 

環境省 

目指すべき自立・分散型低炭素エネルギー社会の実証 

DOE 
附属研究所等 

実施体制 

 日米協力イニシアティブに基づき、DOEのマイクログ
リッド（小規模系統システム）に関する知見を共有。 

 既存の電力系統より防災性と省CO2の強化を実現する給
配蓄電システム及び制御技術等の実証を行う。 

 （主要公共施設や大規模住居コミュニティ等での実証を想定） 

本
格
実
証 



洋上風力発電実証事業 

      １，３６９百万円（１，６００百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課 

 

１．事業の必要性・概要 

東日本大震災の影響を受け、温室効果ガス排出量の削減、エネルギーセキュ

リティーの確保のみならず、分散型、自立型、災害に強い等の特徴も有する再

生可能エネルギーの推進が強く求められている。我が国は排他的経済水域世界

第６位の海洋国であり、大きな導入ポテンシャルを有していることや、洋上は

風速が高くかつその変動が少ないため、安定かつ効率的な発電が見込まれるこ

となどから、洋上風力発電の実用化・導入拡大が強く期待されている。 

洋上風力発電のうち、水深が浅い海域に適した着床式については、国内５箇

所で運転が開始されているが、深い海域に対応可能で、我が国において導入ポ

テンシャルの大部分を占める浮体式については、国内での導入事例はない。 

こうした背景を踏まえ、本事業では我が国初となる２ＭＷの浮体式洋上風力発

電実証機を外洋域に設置・運転する実証事業を実施する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

長崎県五島市椛島沖において、２ＭＷの浮体式洋上風力発電実証機を設置・運

転する実証事業を実施し、平成27年度以降早期の実用化（民間ベースでの浮体式

洋上風力発電の事業化）に向け、環境影響・漁業影響の検証、安全性・信頼性、

台風等気象・海象条件への対策、漁業協調、環境アセスメント手法の確立等を行

う。 

平成26年度事業においては、２ＭＷの実証機を用いた本格的な運転データ、環

境影響や信頼性、安全性に関する情報を収集し、早期の実用化に向けた知見を得

る。また、余剰電力を水素として貯蔵し、離島のカーボンフリーのエネルギーと

して活用する技術・システム実証を行う。 
 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

海象等環境調査      

詳細設計と建造 

 

     

実海域設置、 

実証試験 

  

 

   

余剰電力利活用の

実証 

     

事業性等の評価      

 

３．施策の効果 

本事業の成果を受けて、非常に大きな導入ポテンシャルを有する浮体式洋上

風力発電が実用化されることにより、洋上風力発電の飛躍的な導入拡大が達成さ

れる。 

小規模試験機 実証機 

実証機 小規模試験機 

浮体式観測システム 



事業目的・概要等 イメージ 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

委託対象：民間団体等 
実施期間：平成22年度～平成27年度 

 洋上の膨大な風力ポテンシャルを生かすため、2010年度か
ら浮体式洋上風力発電の実証事業を実施。2012年にパイ
ロットスケール、2013年には商用スケールの実証機を設
置・運転し、2015年度までに関連技術・システムの確立等
を行う。これらの実証を通じて2020年に洋上風力を100万
kW以上に拡大することを目指している。 

 一方、離島など系統が脆弱な地域においては、洋上風力由来
の電力を十分に活用できないケースが想定される。これを解
決するため、系統強化・安定化対策に加え、水素等により地
産地消のエネルギーの最大限の活用方策を確立し、離島型自
立・分散型エネルギー社会の実現を目指す。 

平成24年度の成果を踏まえ25年度に設置する2000kWの商用ス
ケール機の本格的な運転・発電、環境影響、気象条件への適応、
安全性等に関する情報を収集し、実用化に向けた知見を得る。
また、離島の自立・分散型エネルギー社会の構築に向け、運転
時に発生する余剰電力を水素に変換・貯蔵し、離島内のエネル
ギーとして利活用する技術・システムを実証する。 

期待される効果 

 浮体式洋上風力発電における台風への耐性、漁業関係者と
の調整、環境アセスメント等の確立 

 浮体式洋上風力発電を活用した効率的な水素エネルギー利
活用のシステム・技術を確立 

 2015年度以降早期の浮体式洋上風力発電の実用化 

           洋上風力発電実証事業 
平成26年度要求額 

1,400百万円（1,600百万円） 

 我が国は、排他的経済水域世界第6位の海洋国であり、洋上は陸
上に比べて大きな導入ポテンシャルを有する 

 洋上は風速が高く、安定かつ効率的な発電が見込まれる 
 推進が浅い海域が少ない我が国では、深い海域（50m以深）に

適用可能な「浮体式」に大きな期待 

我が国初となる、商用スケールの 
「浮体式」洋上風力発電機の建造・設置・運転・評価 

 台風等への耐性を有する浮体の設計・建造 
 漁業関係者との調整・漁業協調型システム 
 環境アセスメント手法 
の確立等を実証 

2015年度以降早期の浮体式洋上風力発電の実用化 
2020年には洋上風力を100万kW 以上に拡大 

さらに、発電時に生じる余剰電力を地産地消のエ
ネルギーとして利活用する技術・システムを実証 

 長崎県五島市椛島沖にて本格実証 
 世界初のハイブリッド・スパー型 
［我が国の技術を生かし大幅なコスト低減を実現］ 

パイロットスケール機 
［H24年8月に運転開始］ 

H24 H25 H26 H27 

環境調査 

小規模試験機（100kW）の 
                            実海域設置・運転  

  

実証機（2MW）の 
                            実海域設置・運転 

事業性等の評価 

H24年6月に設置 
8月に運転を開始 

成果を反映（設置・制御等） 



（新）潮流発電技術実用化推進事業（経済産業省連携） 

          ６００百万円（０百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課 

 

１．事業の必要性・概要 

東日本大震災による一部原子力発電所の稼働停止により、温室効果ガスの
排出量削減にも影響を及ぼしている。こうした状況の中、分散型、自立型、
災害に強い等の特徴も有する再生可能エネルギーの推進は、温室効果ガス排
出量の削減、エネルギーセキュリティーの確保を同時に実現可能な施策とし
て期待されている。 
こうした再生可能エネルギーの中でも海洋再生可能エネルギーは、我が国

が排他的経済水域世界第６位の海洋国であることから大きなポテンシャルを
有している。特に潮流発電は太陽光等と異なり、一定した潮汐力によって年
間を通じて安定した発電や系統に与える影響が小さいなどの利点がある。 
潮流発電は、欧州では商用規模の実証段階に入っているが、我が国では海

峡・瀬戸を中心として沿岸域に適地が存在する一方で、技術的に未確立であ
ることから、実用化の事例がない。このため、潮流発電システムの早期実用
化を見据え、技術の完成度を高め、実証を通じて国内外の知見を集積するこ
とで、海洋再生可能エネルギーの導入拡大を目指す必要がある。 
一方、潮流発電の実用化に当たっては、漁業者等の理解を得ることが不可

欠であり、海洋環境負荷を低減させた漁業協調型システム開発が導入の必須
条件となっている。 
こうした背景を踏まえ、本事業では漁業や海洋環境への影響を抑えた、日本

の海域での導入が期待できる潮流発電システムの要素技術開発・実証や事業性
評価を実施し、平成30年度以降早期の実用化を目指す。 

 

２．事業計画（業務内容） 

漁業や海洋環境への影響を抑えた、日本の海域での導入が期待できる潮流
発電システムの技術開発を行う。更に、商用スケールの漁業協調型の潮流発
電の実証を行い、国内の導入に向けた潮流発電技術及び発電システムを確立
する。 

 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 

メンテナンス性向

上環境負荷低減

に向けた技術開発 

     

施工・運転時にお

ける環境影響調査

等 

     

発電技術・システ

ム実証 

     

事業性の評価      

 

３．施策の効果 

大きなポテンシャルを有する潮流発電システムの早期実用化により、我が
国の潮流発電の導入量が拡大し、ＣＯ２排出量の大幅削減を実現する。 



イメージ 

背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

委託対象：民間団体等  実施期間：最大５年間 

 我が国は、海洋再生可能エネルギーの大きなポテンシャルを
有するが、技術的にも未確立で国内の実用化の例はない。 

 一年中安定した発電が見込まれる潮流発電は、欧州では商用
規模の実証実験の段階。日本での早期実用化を見据え、海洋
再生可能エネルギーの導入拡大を目指す必要。 

漁業や海洋環境への影響を抑えた、日本の海域での導入が期待で
きる潮流発電システムの技術開発を行う。更に、商用スケールの
漁業協調型の潮流発電の実証を行い、国内の導入に向けた潮流発
電技術及び発電システムを確立する。 

潮流発電は、太陽光等と異なり、一定した潮汐力により年間
を通じて安定した発電が可能で、系統に与える影響も少ない 

日本では海峡・瀬戸を中心として沿岸域に適地が存在。 
欧州等の海外で開発・実証が先行。日本での早期の商用化を
見据え、国内外での知見を集積する必要。 

期待される効果 

 技術開発から実証まで一気通貫の支援による潮流発電の国内で
の早期実用化 

 潮流発電の導入による再エネ導入拡大及び導入地域における自
立・分散型低炭素エネルギー社会への移行 

 潮流発電技術実用化推進事業（経済産業省連携）  平成26年度要求額   
６００百万円（新規） 

基礎研究 

応用研究 

技術開発 

技術実証 

システム
実証 

 要素技術の確立 
 耐久性能・発電
効率の向上 

 実海域での実証 
 更なる要素技術
の向上 

１～２年目 

２～４年目 潮流発電は世界で大きな期待を集める海洋再生可能エネルギー 

潮流発電イメージ 

事業計画 2014 2015 2016 2017 2018 

要素技術開発 

環境影響等調査 

技術実証 

事業性の評価 

 システムの確立 

４～５年目 

現時点の 
技術成熟度 

本事業により 
 我が国の海象に適した潮流発電技術・メンテナンス手法 
 漁業協調型の発電システム、建設方法等 
 環境負荷の低減及び環境アセスメント手法 
の確立を目指す。 

安定した発電 

漁業協調型 

環境負荷低減 

導入加速化 Source: guardians 



木質バイオマスエネルギーを活用したモデル地域づくり推進事業 

（農林水産省連携事業）     １，８００百万円（１，２００百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課 

 

１．事業の必要性・概要 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災によりエネルギー供給設備が大き

な影響を受け、原子力発電所の稼働停止により、温室効果ガスの排出量削減にも

影響を及ぼしている。こうした状況の中、再生可能エネルギーによる自立・分散

型のエネルギー供給システムは、温室効果ガスの排出削減やエネルギーの地産地

消に加え、エネルギーセキュリティ確保の観点からも注目されている。 

他方、我が国には、伐採されながら利用されずに森林内に放置されている未利

用間伐材等が毎年約 2,000 万ｍ3 発生しており、これらを持続的かつ安定的にエ

ネルギーとして利用することが課題となっている。 

このため、森林資源をエネルギーとして有効活用し、低炭素社会の実現、森林

整備の推進、雇用の確保等を図るため、木質バイオマスを利用した「木質モデル

地域」づくりの推進を図る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

以下のとおり３事業を行うこととしている。 

① 原木の加工、燃料の運搬、木質バイオマスのエネルギー利用等を行うための

施設をリース方式により一体的に導入し、先導的技術やシステムを実証する

事業を行う。（平成 26 年度は 9 箇所程度実施、うち平成 25 年度からの継続

は 6 箇所） 

② ①の実証事業を行った箇所等において、施設の導入・運用を通じ、課題の整

理やその克服方法の検討等を行う。（平成 26 年度～） 

③ 上記①～②の取組を通じて得られたメリット、課題、その克服方法等の成果

を取りまとめて公表する。（平成 28 年度） 

 

３．施策の効果 

本事業により、木質バイオマスエネルギー利用の技術実証を行い、木質モデル

地域づくりの優良事例の形成を行い、他地域での波及効果により、木質バイオマ

スエネルギーの飛躍的な導入拡大が達成される。 



 我が国では、伐採されながら利用されずに森林内に放置され

ている未利用間伐材等を持続的かつ安定的にエネルギーとして利
用することが課題となっている。これらの森林資源をエネルギー
として有効活用し、低炭素社会の実現、森林整備の推進、雇用の
確保等を図るため、木質バイオマスを利用した「木質モデル地
域」づくりを推進する。 

 原木の加工、燃料の運搬、木質バイオマスのエネルギー利用等を
行うための施設をリース方式により一体的に導入し、モデル地域づ
くりの実証事業を実施。 

  木質バイオマスエネルギーを活用したモデル地域づくり推進事業 
  （農林水産省連携事業） 

平成26年度要求額 
1,800百万円(1,200百万円) 

山 元 

公共建築物等
（庁舎、学校、    
福祉施設等） 

木質バイオマスを利
用した熱供給・発電
施設・関連施設 

チップ工場等 

熱・電気 
原木 

（チップ用材） 

原料 
（チップ等） 

地域資源の循環 
（森林資源の有効活用と再生） 

低炭素社会の実現 
（カーボンニュートラルの木質資源利用） 

「木質モデル地域」において、山元から発電まで 
木質バイオマスエネルギーの利活用に関する技術を実証 

事業目的・概要等 

イメージ 

事業スキーム 

事業概要 

委託対象：民間団体、地方公共団体等 
実施期間：平成２５年度～平成２８年度 

背景・目的 

 施設の導入・運用を通じて得られたメリット、課題その克服方法

等の成果をとりまとめて公表することにより、全国において木質バ
イオマスを活用したまちづくりの推進が図られる。 

期待される効果 



地域循環型バイオガスシステム構築モデル事業（農林水産省連携） 

                  １，５００百万円（５００百万円） 

 

総合環境政策局環境計画課 

１．事業の必要性・概要 

  これまでも農山漁村地域では、地域産業から発生する食品廃棄物や家畜

排泄物を活用して得られるメタン等のバイオガスを有効活用する取組が進

められてきたが、多くは自家消費に留まっていた。 

  しかし、一昨年の東日本大震災や原子力発電所事故を契機に、地域資源

を活用した防災性の高い自立・分散型エネルギーによる地域づくりへの取

組が重要となっている。 

  このため、農山漁村において豊富なポテンシャルを有する食品廃棄物や

家畜排泄物由来のバイオガスを、自家使用だけでなく広く地域で利用し、

自立分散型エネルギー供給の一翼を担う資源として、広く地域で循環利用

するシステムを構築していく必要がある。また、水産系残さ物などのバイ

オマス資源の幅広い活用を図るとともに、地下水汚染の原因となるバイオ

ガス生成の際の副産物（消化液等）の適正利用を一層促進し、農山漁村に

おける低炭素化･資源循環･地下水の水質改善等の同時達成を図る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

  これまで主に自家消費として使用されてきたバイオガスを、地域への熱供

給等の持続的な利用に活用するため、地域のバイオマス資源を活用して得ら

れるバイオガスを地域でエネルギーとして利用する事業を支援し、その事業

性や採算性等を評価する。平成２６年度は、食品廃棄物や家畜排泄物を活用

したバイオガス製造･供給のモデルシステム（ガス･熱･自家用電気を供給）

の構築に加え、新たに、水産系廃棄物等の幅広い地域のバイオマス資源を活

用したモデルや、地方公共団体が主体となってバイオガス生成の際の副産物

（消化液等）の積極的利用をも図るモデルを構築する。  

 

３．施策の効果 

  地域のバイオマス資源である食品廃棄物や家畜排泄物等の活用による自立･

分散型エネルギー供給システムの構築･普及によって、地域の低炭素化、資

源循環、地下水の水質改善等を同時に実現するとともに、地域資源を活用し

たグリーン産業を創出し、農山漁村地域における地域活性化、雇用創出等を

推進する。 



イメージ 

背景・目的 事業概要 

事業スキーム   

 委託対象：①・②民間事業者／③地方公共団体 

  （①は２地域 ②・③は併せて４地域で実施）    

 

 これまで農山漁村では、食品廃棄物や家畜排泄物を活用し
て得られるメタン等のバイオガスを有効活用する取組が進
められてきたが、多くは自家消費に留まっていた。 

 しかし、一昨年の東日本大震災や原子力発電所事故を契機
に、地域資源を循環活用した自立分散型のエネルギーを確
保する地域づくりの取組が重要となった。 

 このため、農山漁村において豊富なポテンシャルを有する
食品廃棄物や家畜排泄物由来のバイオガスを、自家使用だ
けでなく広く地域で利用し、自立分散型エネルギー供給の
一翼を担う循環利用システムを構築していくことが必要。 

 今回、新たに水産系残さ物などの新たなバイオマス資源の
活用を図るとともに、地下水汚染の原因となる消化液等の
残さの適正利用を一層促進し、農山漁村における低炭素
化・資源循環・地下水の水質改善の同時達成を図る。 

①食品廃棄物を利用したバイオガス事業、家畜廃棄物を利用したバ
イオガス事業（継続） 
②水産系廃棄物を利用したバイオガス事業、家畜ふん尿と食品廃棄
物、あるいは食品廃棄物と水産系廃棄物を組み合わせたバイオガス
事業（新規） 
③地下水汚染地域において、自治体が中心となって、家畜ふん尿等
を利用するバイオガス事業であって、消化液等の適正利用を推進す
るもの（新規） 

 
※但し、再生可能エネルギー固定価格買取制度の対象施設は不可 

期待される効果 

 地域の未利用資源である食品廃棄物及び家畜排泄物のウェット系バ
イオマス等地域資源の循環による自立・分散型エネルギー供給シス
テムの構築・普及 

 家畜ふん尿や食品廃棄物、消化液等の利用による地域の資源循環推
進・地下水の水質改善 

 地域活性化、雇用創出、温室効果ガス削減、地域エネルギー源の強
化による環境負荷の少ないまちづくり・むらづくりの推進 

 本事業によるCO2削減効果は、 約3,360t-CO2／年を見込む。 

平成25年度予算 
○○百万円 

  地域循環型バイオガスシステム構築モデル事業 
（農林水産省連携事業） 

26年度要求額 
1,500百万円（500百万円） 

  農山漁村における食品廃棄物や家畜排せつ物、水
産系廃棄物を活用して得られるバイオガスを、自家
利用に留まらず広く地域で利用する事業をモデル的
に実施し、全国へと取組を波及させる。 

地域活性化と地産地消型の低炭素社会 
／資源循環型社会の構築 



 

 

風力発電等に係る環境アセスメント基礎情報整備モデル事業（経済産業省 

連携） 

１，７００百万円（１，０００百万円） 

 

総合環境政策局環境影響審査室 

 

１．事業の必要性・概要 

東日本大震災を契機として、低炭素社会の創出に貢献し、かつ自立分散型

で災害にも強い再生可能エネルギーの利用を飛躍的に拡大することが求めら

れている。 

一方、再生可能エネルギーとして期待されている風力発電や地熱発電（以

下「風力発電等」という。）については、騒音・低周波音、動植物（バード

ストライク等）、景観及び温泉等への環境影響が懸念されている。 

風力発電等について、適正な環境配慮を確保した健全な立地を円滑に進め

ていくため、環境アセスメントに活用できる環境基礎情報（貴重な動植物の

生息・生育状況等の情報）のデータベース化及びその提供を通じて、質が高

く効率的な環境アセスメントの実施を促進する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

風況・賦存量調査等により風力発電等の早期立地の適地と考えられる地域の中

から、事業により著しい影響を受けるおそれがある自然環境が既存情報等で確認

されていない地区を、地方自治体とも連携の上、情報整備モデル地区として選定

し、当該地区において環境基礎情報を調査・収集し、データベースとして整備す

る。 

平成 26 年度は、導入ポテンシャルの大きい洋上風力の調査面積を拡充する。

また、環境基礎情報データベースについては、格納情報の更新や保守等を実施す

る。 

 

３．施策の効果 

本事業により、風力発電等により影響を受けやすい場所を予め明らかにす

ることができ、環境影響を回避・低減するとともに、事業者が環境アセスメ

ントを実施する際に活用できる基礎的な情報を体系的に提供することにより、

質の高い環境アセスメントを効率的に実施できる条件整備を行い、風力発電

等の早期大規模導入に資する。 

 



 環境アセスメントに活用できる環境基礎情報（貴重な動植
物の生息・生育状況等の情報）のデータベース化及びその
提供を通じて、質が高く効率的な環境アセスメントの実施
を促進する。 

＜該当戦略＞③低炭素・循環・自然共生の実現を通じた活力
と魅力あふれる地域づくり 
（施策展開） 自立・分散型低炭素エネルギー社会の構築 

背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

（１）委託対象：民間団体 実施期間：平成24～28年度 
（２）委託対象：民間団体 実施期間：平成24～28年度 

（１）環境基礎情報データベースの提供等（１億円） 
（２）情報整備モデル地区における環境基礎情報の調査 

（16億円） 

期待される効果 

 風力発電等により影響を受けやすい場所を予め明らかにするこ
とによる環境影響の回避・低減。 

 事業者が情報を活用することによる質の高い環境アセスメント
の効率的な（＝環境調査期間の短縮化）実施が可能。 

 ⇒ 風力発電等の早期大規模導入に資する。 

風力発電等に係る環境アセスメント基礎情報整備モデル事業 
         （経済産業省連携事業） 

26年度要求額 
1,700百万円(1,000百万円) 



 

廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進事業  

１，２００百万円（８１８百万円） 

 

廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 

廃棄物対策課 

 

１．事業の必要性・概要 

廃棄物処理業者等が行う高効率な廃棄物エネルギー利用施設及びバイオマ

スエネルギー利用施設の整備事業、電動式塵芥収集車（パッカー装置を電動化

した塵芥車）を導入事業への補助を行う。 

平成２６年度より、小規模熱回収施設の普及促進と廃棄物処理施設建屋

の省エネ化を促進する。 
 

２．事業計画（業務内容） 

○補助対象 

・民間事業者（一定以上のエネルギー利用効率を有する以下の施設等） 

①廃棄物高効率熱回収        ④廃棄物燃料製造 

②バイオマス熱供給          ⑤バイオマス燃料製造 

③バイオマスコージェネレーション  ⑥熱輸送システム 

 ・民間事業者又は地方公共団体 

⑦電動式塵芥収集車導入 

 ○補助率等 

①～⑤：施設の高効率化にともない追加的に生じる施設整備費 

    （ただし、補助対象となる施設整備費の１／３を限度） 

⑥  ：補助対象となる施設整備費の１／２ 

⑦  ：電動式塵芥収集車（パッカー装置を電動化した塵芥車。電動化と併

せて車体をハイブリッド化又は CNG 化する場合を含む。）を導入す

る事業について、通常車両との差額の１／２ 
 

３．施策の効果 

高効率熱回収の促進等廃棄物エネルギーの更なる利用拡大や電動式塵芥収

集車の導入促進により、廃棄物・リサイクル分野の温室効果ガス排出量が削

減される。 

また、安定的な処理システムが構築されることにより、将来再生可能エネ

ルギーが大量導入さる際も、円滑な処理を進めることが可能となる。これら

により、循環型社会と低炭素社会の統合的実現が推進される。 



事業目的・概要等 イメージ 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

（１）補助対象：民間事業者等 
   補助割合：①は１／３（※熱輸送システムについて 
   は１／２）、②は１／２ 
    

 廃棄物分野に関する地球温暖化対策として、廃棄物高効率
熱回収やバイオマスエネルギー活用による未利用のエネル
ギーの有効活用や、電動式塵芥収集車導入等を促進する。 

＜該当戦略＞ 
③低炭素・循環・自然共生の実現を通じた活力と魅力あふれる
地域づくり 
（施策展開） 
再エネ熱などを地域づくりとセットで導入。 

（１）廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進事業 
   （１２億円） 
   １）廃棄物エネルギー導入事業 
    （拡充）小規模熱回収施設の普及促進、 
        廃棄物処理施設建屋の省エネ化促進 
   ２）電動式塵芥収集車導入補助事業 

期待される効果  
 未利用エネルギーの有効活用とエネルギー起源 
  ＣＯ２削減を進める地球環境の保全に資する。 
 小規模な施設の熱回収施設整備を促進する、また、

熱回収等と省エネ化を一体的に促進し、ＣＯ２削
減を加速させる。 

平成25年度予算 
○○百万円 

     廃棄物エネルギー導入低炭素化促進事業 26年度要求額１，２００百万円 
（25年度８１８百万円） 

①廃棄物高効率熱回収 
 ※小規模施設の熱回  
  収促進 

②バイオマス熱供給 

④廃棄物燃料製造 

③バイオマスコージェ
ネレーション 

⑤バイオマス燃料製造 

⑥熱輸送システム 

１）廃棄物エネルギー導入事業 

電池等

パッカー装置を

電動で駆動

小規模熱回収施設の普及促
進、廃棄物処理施設建屋の
省エネ化促進 

⑦電動式塵芥収集車 

２）電動式塵芥収集車導入補助事業 



                                  

グリーンビルディング普及促進に向けたＣＯ２削減評価基盤整備事業 

８５０百万円（８５０百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課 

 

１．事業の必要性・概要 

・既存の業務ビル、特に中小ビルにおいては下記のような課題があり、低炭素化

に向けた省エネ改修が進んでいない。 

①光熱費はテナントが負担するため、オーナー側では光熱費削減につながる環

境性能の向上が促進されない。 

②環境性能に関する情報が少なく、また長期利用のテナントでなければ環境性

能のメリットの享受が少ない。 

③投資回収年数が長期に渡り、省エネ改修による稼働率の向上等のメリットが

不透明のため、投資家や金融機関等の投融資が促進されない。 

・本事業では、中小ビルの省エネ改修による CO2 削減余地の分析等により、ビル

改修をモデル的に支援する。また、中小ビルは簡易なチューニングによる削減

効果が特に大きいことから、CO2 排出量・削減効果を調査・分析することによ

り、改修・チューニングによる付加価値を算定し、市場におけるビルの環境性

能評価の実績を作る。 

・事業終了後も民間主体による改修促進のための環境性能評価が可能となる基盤

を構築し、ビルの環境性能向上に対する民間の省エネ改修への持続的な投資を

誘導するよう、波及効果を狙う。また、業種毎の CO2 排出量等については地方

公共団体等にも情報提供し、温暖化対策の地域計画策定等に貢献する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

①中小ビルの CO2 排出実態調査 

様々な地域・業種・性能のビルを対象に CO2 排出実態について把握。 

②中小ビルの環境性能に関する消費動向調査 

ビルの環境性能がテナントの入居意欲に与える効果や金融機関の投融資判断に

与える影響等に関する調査を実施。 

③中小ビル改修効果モデル事業 

改修予定の中小ビルを対象に、CO2 排出削減余地の分析・アドバイス・改修効

果の実測調査を行うとともに、改修済の中小ビルについては、当該ビルの改修

前後の効果を測定するなど、低炭素化に向けたビル改修をモデル的に支援。 

④中小ビル改修による価値向上評価事業 

①～③の分析を通じ、ビルの CO2 排出量・光熱費等について目安となる参考値

や改修ビルの付加価値の算定を検討。 

 

３．施策の効果 

・環境価値提示により中小ビル改修を促進し、１棟あたりCO2排出量を平均約20% 

削減 



事業目的・概要等 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

期待される効果 

グリーンビルディング普及促進に向けたＣＯ２削減評価基盤整備事業 

パイロットスケール 
［H24年8月に運転開始］ 

イメージ 

 オーナー： 光熱費はテナントが負担するため、環境性能向上

による光熱費削減のメリットを感じにくい。 

 テナント： 環境性能に関する情報が少なく、また、長期利用

のテナントでなければ環境性能のメリットの享受が少ない。     

（オーナーテナント問題） 

 金融機関： 投資回収が長期に渡り、また省エネ改修による効

果が不透明（稼働率の向上等）のため、投融資が促進されない。 

 中小ビルの低炭素化に向け、 

 ① 異なる地域・業種別に 既存ビルのCO2排出実態を調査 

   （設備・運用状況等） 

 ② ビルの環境性能に関する消費動向を調査 

  （テナントの入居意欲、金融機関の投融資判断への影響等） 

 ③ 改修予定のビルにおける個別分析・アドバイス、 

   改修効果の実測調査 

 ④ 改修による付加価値を算定 

  （CO2や光熱費削減等、目安となる参考値を検討） 

• 委託対象： 民間団体等 
• 実施機関： 平成25年度－平成27年度 

▶ テナントがビルを選択する際の評価基盤を構築

することで、CO2削減につながる改修が促進される。 

銀行等の金融機関 

出
資 

オーナー・ 
SPC等ビル改修者 

中古中小ビル 改修後のビル 

環境価値 
の向上 

（取得） 
・改修 

環境性能の高いビルへの 

投融資を誘導 

低炭素化に向けたビル改

修のモデル的支援、 

オーナーの改修意欲向上 

テナントの入居意欲向上

等 

実測調査の結果を地方公共
団体における業務部門対策
にも活用 

改修ビルによる効果を実測、 

環境価値向上を市場で評価 

テナント等 
ビルのユーザー 

○SPC（Special Purpose Company） 

：出資を受けるための特別目的会社及び改修代行者      

平成26年度要求額 
850百万円（850百万円） 



                                  

家庭部門における二酸化炭素排出構造詳細把握業務 

１９９百万円（５９百万円） 

地球環境局総務課低炭素社会推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

 我が国の家庭部門からの二酸化炭素排出量は、2011年度時点で、1990年度比約50

％増の顕著な伸びを示しており、効果的な削減対策を行うことが喫緊の課題となっ

ている。多くの諸外国では、家庭部門における各種データを公的統計として整備し

ているが、我が国では家庭におけるエネルギー消費実態、エネルギー機器の使用状

況など、家庭部門における二酸化炭素排出削減対策の立案や対策の実施状況の評価

のために重要な情報が不足しており、今後の地球温暖化対策の推進にあたっては、

早急にこれらの情報を系統立てて整備していく必要がある。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 家庭からの二酸化炭素排出実態を把握する統計調査について、全国規模の試験調

査を通年で行い、平成28年度以降の本格実施に向けた課題の抽出や必要な標本数の

検証等を行う。また、自家発電、蓄電池、電気自動車等の普及が進んだ場合の二酸

化炭素排出・エネルギー消費の実態把握の方法及び統計のあり方についての検討等

を実施する。 

 

３．施策の効果 

これまで十分に把握できていなかった家庭からの二酸化炭素排出実態を正確に把

握することにより、家庭部門における地球温暖化対策・施策の効果や課題を明らか

にし、効果的・効率的な政策立案・実施を実現することができる。 



平成25年度予算 
○○百万円 

 家庭部門からのCO2排出量は右肩上がり（90年度比50％
増）。早急に実効ある対策を打つ必要。 

 一方で、家庭部門においては、生活スタイル・家電製品等
の使い方が多様化され、実態は把握できていない。対策の
進捗把握や削減ポテンシャル評価等も不十分。 

 家庭部門における実効ある対策の検討・実施・効果検証の
ため、CO2排出実態を継続的に把握する統計整備が急務。 

期待される効果 

委託対象：民間団体等 
実施期間：平成24年度～平成27年度 試験調査、平成28年度～ 本格実施 

 排出構造に基づいた抜本的対策の実施 

家庭部門における二酸化炭素排出構造詳細把握業務（2億円） 

     家庭部門における二酸化炭素排出構造詳細把握業務 平成26年度要求額 
  199百万円（59百万円） 

事業スキーム 

事業概要 背景・目的 

H28年度～ ○新たに、家庭部門に関する統計（政府統計）を整備 

 ⇒定期的かつ継続的に、世帯類型等の属性別の詳細なCO2排出・エネル 
  ギー消費実態を把握 

 ⇒実効的な対策の立案・実施・進捗の把握、効果検証 

H24～25年度 

H22～23年度 

H26～27年度 

○基礎調査 
⇒ ・統計のあり方の検討 

  ・調査サンプル数の検討 
  ・設問項目の検討 

○既存の関連統計の調査 

○既存統計を活用した情報整備の可能性検討 

○試験調査（政府統計） 
 （北海道700世帯、関東甲信1,000世帯） 
⇒ ・必要サンプル数の検証 

  ・調査項目の優先度の評価 

○実測調査 （北海道20世帯、首都圏35世帯） 
⇒CO2排出・エネルギー用途分析のための基礎情報整備 

○家計調査の元データの活用による、実態把握の
実現可能性の検証 
⇒家計調査では実現不可能であることを確認 

○既存統計への相乗り調査実現可能性の検討 

○最終検証調査の実施 （全国8,000世帯） 
  ⇒平成28年度以降の本格実施に向けた課題の抽出、 

   必要な標本数の検証等 
 
○自家発電・蓄電池・電気自動車等の統計への反映検討 

○ 調査の合理化・効率化の検討 

○エアコン等の実態把握調査 
 ⇒消費電力の大きい家電を対象に、スペック、保有

数、電力消費量、使用方法等を調査し、CO2排出
実態を把握 

事
前
検
討 

試
験
調
査 

本
格
実
施 

基礎情報 

進捗把握 
効果検証 

家庭部門 
温暖化対策 



先進対策の効率的実施によるCO2 排出量大幅削減事業          

                ２，９８１百万円（１，２４０百万円） 

 

地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室 

 

１．事業の必要性・概要 

○  我が国が低炭素社会を構築し、中長期的に温室効果ガスの大幅削減を行

うためには、産業部門及び業務部門における既存ストック（工場や業務ビ

ルなど）の更新等の対策による低炭素化が急務となっている。 

○  産業界の 2013（平成 25）年以降の温暖化対策の取組をまとめた低炭素社

会実行計画には、「参加業種は、（中略）設備の新設・更新時に利用可能

な最先端技術（BAT：Best Available Technology)を最大限導入すること

を前提に、2020 年の CO2 排出削減目標を設定する」ことが掲げられている

が、実際には技術に関する情報不足や投資リスクの存在等により、高効率

設備への投資が阻害されていることが分かっている。こうした阻害要因を

踏まえ、大幅削減を行うためには、事業者が導入すべき BAT を見定め、投

資リスクを抑えながらそれを効果的・効率的に導入するとともに、事業場

・工場全体で実現できる削減量を見極め、実際の排出量を正確に算定する

等して確実な排出削減を担保できることが極めて重要であり、そうした基

盤を整備する必要がある。 

○  こうしたことを踏まえ、本事業では、率先して BAT 導入に取り組む事業者

が、①環境省が指定する BAT の中から設備を選択し、②当該 BAT 設備等の導

入等を加味した適切な削減目標を設定、③削減量１トン CO2 当たりの導入補

助金額に応じて採択を行い（リバースオークション）、④設備導入以外にも

事業場・工場全体での削減努力としてテナントや従業員等による運用改善の

取組も行いつつ、⑤本事業参加者全体で排出枠の調整を行うことで、制度全

体として確実な排出削減を担保する。 

○  また、本事業への参加を通じて事業者が得た知見を優良事例として関連の

深い業界や広く社会一般に共有することで、本事業参加者以外にも同様の取

組を促し、面的な広がりを目指す。 

 

２．事業計画（業務内容） 

○  事業者は、設備導入と運用改善による CO2 削減目標を掲げ、環境省が指定

する BAT の効率水準を満たす高効率設備等の導入に係る補助金（補助率 1/3）

を申請する。なお、CO2 削減目標について、省エネ・省 CO2 診断等により、

その妥当性を確認するものとする。 

 



○  削減量１トン当たりの補助金額［円／t-CO2］（補助額／CO2 排出削減目標

量）の小さい事業から順番に採択（リバースオークション方式）することに

より、費用効率性の高い削減対策の実施を促進する。 

○  事業者は、採択後は以下に取り組む。 

 初年度：設備導入及び基準年度排出量の確定（第三者検証機関による検

証を必須とする）を行う。 

 二年度目（削減目標年度）：①排出枠の初期割当量の交付を受ける、②

初年度に行った設備導入及び運用改善により排出削減の達成に取り組む。 

 三年度目（調整年度）：二年度目の実排出量について第三者検証の受検

により確定し、目標量の遵守状況を確認する。 

○  事業者が削減約束量を超過達成した場合には排出枠の売却を、未達成の場

合には、他の参加者の超過削減量に相当する排出枠を調達し目標を遵守する

こととし、削減総量を担保しつつ、個々のテナントや従業員の削減努力を促

す。 

 

３．施策の効果 

○  BAT の普及による温室効果ガス排出量の大幅削減。 

○  リバースオークションを活用した費用効率性の高い事業の採択と、排出枠

の取引を活用した、制度全体での柔軟かつ確実な総量削減の実施。 

○  削減に関し得られたデータを削減ポテンシャル把握やベストプラクティス

共有に活用。 

 



   イメージ 

背景・目的 

事業概要 事業スキーム 
①委託対象：民間企業等  実施期間：平成24年度開始 
②補助対象： 

①ASSETシステムの運用、削減量の検証業務 
 1.1億円  （1.2億円） 
②対象BAT設備の導入補助業務                              
 28.7億円（11.2億円） 

期待される効果 

○先進対策と運用改善による 
 大幅排出量削減 
○ベストプラクティスの共有 

平成25年度予算 
○○百万円     先進対策の効率的実施によるCO2排出量大幅削減事業 

平成26年度要求額 
2,981百万円（1,240百万円） 
（うち要望額1,500百万円） 

 低炭素社会実行計画では、設備の新設・更新時に“利用可能な最高水準の技術”（BAT）を最大限導入することを前
提に、2020 年のCO2 削減目標を設定することが掲げられている。 

→ ただし、BATは通常、費用が高いため、導入支援及び費用効率性向上を促す仕組みが必要。 
  また、BAT導入に取り組む事業者の裾野を広げていくことも必要。 

対象BAT設備の 
導入補助 

（採択基準: 
 削減の費用対効果） 

大幅削減の 
目標達成 

（クレジッ
ト活用等を
含む） 

共同購入で安く
導入できるわ！
一緒に頑張りま
しょう！ 

費用を抑えて大幅削減するぞ！ 

グループ参加 

創意工夫 

電気代が高くなったけど 
設備更新ができない… 

○○％削減！ 

店舗や工場で
目標を立てて  
削減しましょう！ 

環境省 事業者 

高効率設備の 
情報は少なく、 

高コスト 

•リジェネバーナー（燃焼装置） 
•ターボ冷凍機 
•氷蓄熱型パッケージエアコン 
•潜熱回収型真空ボイラー 

など 

環境省BATリスト 

国 民間企業等 公益法人 

（補助率） 

1/3 
（補助率）

定額 

補助金 補助金 



運用改善 

先進対策 

BAT（Best Available Technology：利用可能な最良の技術） 
= 大幅なCO2削減効果が期待できる！ 

  

 パッケージエアコン 
 ヒートポンプ給湯器 
 吸収式冷温水器 
 ボイラ  
 コージェネレーション 
 バーナー 

                                       Etc…. 

既存事業場/
工場 

 
大幅排出削減を実現！ 
1トンの削減に必要な補
助金の小さい額から採用
することで、費用効率的
な削減対策を選出 

 

上記二つのアプローチ（     ）をとる事で、既存事業場における削減ポテンシャルを 
十分に活用し、ＣＯ２排出量大幅削減を実現する。 

Before 

見える化機器などを活用 

削減ポテンシャルの見直し、
排出権削減に対する従業員や 
テナントの意識向上 

例1 

例2 

例3 

省エネ対策 

例4 
削減約束量を上回る削減を達
成した場合、他の制度参加者
へ売却できる排出枠を付与 

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量 

After 

先
進
対
策 

運
用
改
善 



経済性を重視した減エネ・CO2削減対策支援事業              

７５０百万円（２４６百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室 

地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室 

 

１．事業の必要性・概要 

○ 電力価格の上昇や火力発電量の増加による CO2 排出量の増加により、更なる

減エネ・CO2 削減対策が急務であることから、効果的な CO2 削減と投資回収期

間等の経済性等の視点から、事業者が導入しやすい対策を具体的に示す必要が

ある。また、CO2 の一層の大幅削減のためには、これまで手つかずとなってい

る大規模な削減余地を把握し、同様の視点から効果的対策を導出する必要があ

る。 

○ 本事業では、事業者の設備の設置・運用状況の改善による削減ポテンシャル

調査を実施し、有効な技術や効果的かつ経済性のある対策を具体的に示す。ま

た、こうした具体的な対策を参考により多くの事業者が自ら、減エネ・CO2 削

減対策ができるよう、様々な情報提供を行う。 

○ また、大規模な減エネ・CO2 削減効果が見込まれる地下街や温泉街等につい

て、削減ポテンシャル調査により培ってきたノウハウを活用し、効率的かつ経

済的な CO2 削減に効果的な対策を推進する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）削減ポテンシャル調査 

  環境省が派遣する専門機関が、排出量の大きい（例：年間排出量 3,000t- 

CO2 以上）事業者に対して、設備の設置・運用状況等を計測・調査し、事業者

の特徴に合わせ経済性の高い減エネ・CO2 削減対策メニューを提案するととも

に、調査対象事業所において導入した場合の費用や削減効果等に関する情報を

提供する。また、提案する対策メニューの改善及び対策導入率向上を図るため、

過年度に実施した診断事業のフォローアップ調査を行う。 

 

（２）減エネ・CO2 削減対策分析・実施支援 

  削減ポテンシャル調査によって得られたデータを分析し、①効果的な減エネ

・CO2 削減対策メニューの精査、②メニュー毎の投資額と削減効果の算出、更

には、③対策実施に際し活用可能な補助事業等の支援施策に関する情報等の取

りまとめを行い、これらの情報を活用して調査対象者に限らず、できるだけ多

くの事業者が減エネ・CO2 削減対策を更に実施できるよう、広く情報発信を行



うとともに、事業者向けの講習会を開催し、効果的な対策に関する助言・提案

を行い、対策導入への活用を促進する。 

 

（３）大規模削減ポテンシャル調査・対策評価 

  上記（１）及び（２）の手法を活用し、大規模な削減効果が見込まれる分野

として、まずは地下街・温泉街等において対策を実施する場合の削減ポテンシ

ャルを調査し、対策提案・情報提供を行う。更に、調査により得られたデータ

を基に新たな効果的かつ経済的 CO2 削減方策を導出し、必要な支援施策につな

げる。 

 

３．施策の効果 

○ CO2 削減余地の把握により、情報不足の解消や投資リスクを低減させ省エネ

設備への投資を促進 

○ データの活用により、単体及び事業者の連携による具体的かつ効果的な減エ

ネ・CO2 削減対策を導出し、社会全体で経済性に優れた対策を広く促進 

 



 
 
 
 

  

 
 
   

背景・目的 

事業スキーム 

 委託対象：民間団体等 
 実施期間：２カ年（平成27年度まで） 

 電力価格の上昇や火力発電量の増加によるCO2排出量の増加により、さ
らなる減エネ・CO2削減が急務。 

 2050年に80％排出削減を実現するためには、これまで手つかずだった大
規模な削減余地を把握し、具体的・効果的な減エネ・ CO2削減対策を打
つ必要がある。 

 このためには、事業者にとって課題となる減エネ対策の効果・費用に関
する適切な情報提供や投資リスクの低減が必要。また、単体での取組の
みならず、事業者の連携による新たな大幅削減の可能性を提示していく
ことも重要。 

 この課題を解決するため、 

（１）引き続き、企業の設備設置・運用状況の改善による削減ポテンシャル
を調査により明らかにし、対策に向けた情報不足の解消や、投資リス
ク低減を提案する。 

（２）更に（１）のデータ等を活用し、減エネ・CO2削減に効果的な対策を
活用できるような取組を行う。 

（３）上記（１）、（２）のノウハウを更に活用し、大規模な減エネ・CO2
削減効果が見込まれる分野での削減ポテンシャルを調査し、効果的か
つ経済的なCO2削減方策を導出する。 

 本事業により、様々な社会システムからのCO2削減ポテンシャルを洗い
出し、経済性を重視した効果的な減エネ・CO2削減対策を具体的に推進
する。 

期待される効果 

 CO2削減余地の把握により、情報不足の解消や投資リスクを低減させ省
エネ設備への投資を促進 

 データの活用により、単体及び事業者の連携による具体的かつ効果的な
減エネ・CO2削減対策を導出し、社会全体で経済性に優れた対策を広く
促進 

平成25年度予算 
○○百万円 

   経済性を重視した減エネ・CO2削減対策支援事業 

    （CO2削減ポテンシャル診断・対策提案事業より名称変更） 

平成26年度要求額 
 750百万円（246百万円） 

（２）効果的な 
減エネ対策の分析 

事業概要 

（１）CO2削減 
ポテンシャル調査 

・対策の提案 
・情報不足の解消 

（１）削減ポテンシャル調査（継続） 

    ・工場やビル等の事業所における削減ポテンシャルを調査し、調査対 

  象事業所に対して減エネ・CO2削減対策の提案、情報提供を行う。 

 ・対策導入率向上を図るため、過年度に実施した診断事業のフォロー 

  アップ調査を行う。 

   （対象事業所：年間排出量３,０００t-CO2以上 約２５０件） 

 

（２）減エネ・CO2削減対策分析・実施支援（新規・一部継続） 

 ・上記データを活用し、効果的な減エネ・CO2削減対策メニューを精査
するとともに、メニュー毎の投資額と削減効果を算出する。 

 ・対策実施に際し活用可能な補助事業等の支援施策に関する情報等を取
りまとめる。 

 ・事業者向けの講習会等により事業者のCO2削減対策導入を促進する。 

 

（３）大規模削減ポテンシャル調査・対策評価（新規） 

 ・（１）（２）の手法を活用し、大規模な削減効果が見込まれる地下
街・温泉街等において対策を実施する場合の削減ポテンシャルを調査
し、対策提案・情報提供を行う。 

 ・新たな効果的かつ経済的CO2削減方策を導出し、必要な支援施策につ
なげる。 

 
 

（３）大規模削減に 
向けた 

具体的対策を導出 

・対策メニュー精査 
・効果・投資回収を算出 
・投資リスクを低減 

社会システムの 
低炭素イノベーション 



工場・ビル等の
削減余地を調
査により把握、
対策提案 

他事業者の取
組にも幅広く
データ活用 

補助事業等の
積極活用提案 

経済性に優
れた取組の
広がり 

事業者単位で
の削減以外の
取組も提示 

事業者の連
携意識醸成 

大規模な削
減ポテン
シャル調査
実施 

経済性に
優れた面
的削減対
策を提案 

対策実現に
向けた手法
等を評価 

社会システムからの
CO2削減ポテンシャル
を、経済性に優れた形
で最大限引き出す 

継続予算 

（参考） 経済性を重視した減エネ・CO2削減対策支援事業 （支援の流れについて）  

提案・発信
方法改善 

新たな分野 

支援方策検討 

（新規）提案された対策の 
    実施率等を把握する 
    フォローアップ調査 

投資決定に 
資するような 
情報分析・発信 

投資リスクの軽減 

取り組みやすい対策の促進 
 
⇒事業者の削減への 
  意識の違いを埋めていく 

事業者連携により 
初めて可能となる 
大規模削減対策の 
効果を（経済性含め） 
提示 

削減の 
実施手法確立 



（新）先進技術を利用した省エネ型自然冷媒機器等普及促進事業 

（一部国土交通省・経済産業省連携）          

６，２４６百万円（０百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課フロン等対策推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

地球温暖化対策のためには、エネルギー起源 CO2 とともに、温室効果の高い

代替フロン（HFC（ハイドロフルオロカーボン））の削減が必要である。 

業務用冷凍空調機器については、従来 HFC を冷媒とする機器が多く使用され

てきたが、近年の技術開発により、温室効果が極めて小さい自然冷媒（水、空

気、アンモニア、CO2 等）を使用し、かつエネルギー効率の高い機器が開発さ

れている。また、平成 25 年６月に成立した、特定製品に係るフロン類の回収

及び破壊の実施の確保等に関する法律の一部を改正する法律（以下「フロン類

法」という。）により、今後、フロン類の使用の合理化として、冷媒を環境影

響度の低いものに転換する制度が導入されることから、各機器メーカーが GWP

（地球温暖化係数）の低い冷媒を用いた機器を開発し、市場の自然冷媒・低 G

WP 化が進むことが期待される。 

このため、本事業は、フロン類法を円滑に運用するため、省エネ型自然冷媒

機器等の普及啓発を図るとともに、機器導入の補助を行うものである。 

  

２．事業計画（業務内容） 

○ 省エネ型自然冷媒機器等に係る普及啓発 

 省エネ性能を始めとする自然冷媒機器等の情報を事業者に普及するため、

省エネ性能、安全性、法制度等の情報を盛り込んだ事業者向け導入マニュア

ルを策定し、説明会を開催する。 

○ 先進技術を利用した省エネ型自然冷媒機器普及のための補助 

先端技術を用いた省エネ型自然冷媒機器が既に開発され、フロン類法で低 G

WP・自然冷媒化を促進する指定製品となる可能性が特に高い冷凍冷蔵倉庫及

び小売店舗のショーケースについて、当該機器の導入に必要な事業費の 1/3

～1/2 を補助する。 

 

３．施策の効果 

事業者への普及啓発や省エネ型自然冷媒機器の製造数の増加による生産の効

率化・低価格化の促進により、当該機器の更なる普及を図り、省エネルギー化

による二酸化炭素の排出を削減すると同時に、温室効果の高いフロン類冷媒の

使用合理化を促進する。 



背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

期待される効果 

先進技術を利用した省エネ型自然冷媒機器等普及促進事業 
   （一部国土交通省・経済産業省連携事業） 

 現在、冷凍空調機器の冷媒としては、主に温室効果の高いHFC
（ハイドロフルオロカーボン）が使用されており、排出が急増。 

 このため、近年技術開発が進んでいる自然冷媒を使用し、かつ
エネルギー効率の高い機器を普及させることが重要。 

 平成25年6月に成立した「フロン回収・破壊法」の改正において、
指定製品に使用されるフロン類の環境影響度の低減に関する制
度が導入されることを踏まえ、省エネ型自然冷媒機器の普及を
急ぐ必要。 

（１）省エネ型自然冷媒等に係る普及啓発（経済産業省連携）(0.5億円) 
省エネ型自然冷媒機器等導入マニュアルの策定、説明会の開催 

（２）先進技術を利用した省エネ型自然冷媒機器普及のための補助 
                  （62億円（うち要望額12億円）） 

改正フロン類法で指定製品となる可能性が高く、本事業により高い効
果が期待できる機器の導入補助 

○冷凍冷蔵倉庫（国土交通省連携） 
 １台あたりの規模が大きく、効率的に省エネ対策を促進できること

に加え、冷媒転換による温室効果ガスの削減効果も大きい。 
 「総合物流施策大綱」にもCO2排出量の削減と冷媒の自然冷媒化が

位置づけられており、社会基盤の一つとして重要。 
○ショーケース 
 ある程度同仕様の機器であるため、生産台数の増加に伴い機器生産

の効率化され、価格の低下につながる。 

（１）委託対象：民間団体 
   実施機関：平成26年度～平成28年度 

 
（２）補助対象：①補助金の交付事業を行う民間団体等 

  ②①の法人を経由して省エネ自然冷媒の冷凍冷蔵倉 
  庫及びｼｮｰｹｰｽを導入しようとする民間団体等 

   補助割合：①国から法人への補助     定額 
   ②法人から事業実施者への補助 1/2又は1/3 

 事業者への普及啓発や機器製造数の増加による生産の効率化・低価
格化の促進により、更なる省エネ型自然冷媒機器の普及を図る。 

 省エネルギー化による二酸化炭素の排出を削減すると同時に、温室
効果の高いフロン類冷媒の使用合理化を促進する。 

平成26年度要求額 
 6,246百万円（新規） 
（うち要望額1,200百万円） 

≪省エネルギー効果≫ 
エネルギー削減量年間：1,115,063 kWh/年  
（従来比34％削減） 

≪温室効果ガス削減効果≫ 
  ５５９ｔ-CO2/年 
 （内訳） 
 ・エネルギー起源CO2削減量：３８０ｔ/年 

  *電気0.３４１ kg- CO2  /kWh 

 ・冷媒漏洩CO2削減量：１７９ｔ/年 

外観 空気冷凍システム 

省エネ自然冷媒冷凍等装置導入事例 
（超低温冷蔵保管庫） 



 

（新）モーダルシフト・輸送効率化による低炭素型静脈物流促進事業 

（国土交通省連携）          ４００百万円（０百万円） 

 

廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 

 

１．事業の必要性・概要 

運賃負担力が小さく「急がない貨物」（納期の制約が少ない）である循環

資源は、本来海上輸送に適しているにもかかわらず、循環資源の輸送形態は

陸送（トラック輸送）が約９割を占めており、モーダルシフトは進んでいな

い。 

本事業は、海運を活用した低炭素型静脈物流システムの構築に必要な経費の一

部を補助することにより、静脈物流のモーダルシフトを推進し、温室効果ガスの

削減を図るとともに、循環型社会の構築に寄与する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

【補助】 

循環資源のモーダルシフト・輸送効率化を推進するため、海上輸送による低炭

素型静脈物流システムの構築に必要な経費及び循環資源取扱設備の導入経費につ

いて補助を行う。 

補助対象：民間団体 

補 助 率：モデル事業実施に要する経費の２／３（初年度） 

     循環資源取扱設備導入経費の１／２ 

 

３．施策の効果 

静脈物流のモーダルシフトや輸送効率化を支援することにより、温室効果ガス

排出量の削減を目指す。また、静脈物流コストの削減による未利用循環資源のリ

サイクルや高次利用の推進、資源循環ビジネスの発展に寄与する。 

 

 

 



イメージ 

背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

期待される効果 

平成25年度予算 
○○百万円 

モーダルシフト・輸送効率化による低炭素型静脈物流促進事業 26年度要求額 
400百万円（新規） 

 運賃負担力が小さく、納期の制約が少ない循環資源は、本
来海上輸送に適しているにもかかわらず、循環資源の輸送
形態は陸送（トラック輸送）が約9割を占めており、モー
ダルシフト・輸送効率化による低炭素化の余地が大きい。 

 輸送効率化を通じた静脈物流コストの削減により、従来最
終処分等されていた循環資源の広域リサイクルが経済的に
可能となり、リサイクル率の向上や最終処分量の削減が期
待される。 

 本事業は、海運を活用した低炭素型静脈物流システムの構
築に必要な経費の一部を補助することにより、静脈物流の
モーダルシフト・輸送効率化を推進し、低炭素社会と循環
型社会の統合的実現に寄与する。 

 

海上輸送による低炭素型静脈物流システムの構築に必要な経
費及び循環資源取扱設備（循環資源専用輸送容器、運搬設備、
集積・保管設備等）の導入経費について補助を行う。 

 補助対象：民間団体 
 補助割合：モデル事業実施経費の最大２／３（初年度） 
      循環資源取扱設備導入経費の最大１／２    

 静脈物流のモーダルシフト・輸送効率化によるCO2削減 
 未利用循環資源のリサイクルや高次利用の推進 
 資源循環ビジネスの発展 

需給・物流マッチング
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循環資源専用  
輸送容器の導入 

集積・保管による 
物流調整機能の実現 

リサイクルポート（総合静脈物流拠点港） 
リサイクル施設の広域的立地に対応した循環資源の広
域流動の拠点となる港湾を国土交通省港湾局が指定 

既存インフラの活用 
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（国土交通省連携事業） 



 

（新）低炭素交通システム構築事業    ２，３２０百万円（０百万円） 

 

低炭素化に向けた公共交通利用転換事業（国土交通省連携） 

アイドリングストップ高度化支援システムの実証実験事業（警察庁連携） 

 

水・大気環境局自動車環境対策課 

 

１．事業の必要性・概要 

 自家用自動車への依存度が高い地方都市部を中心に、交通システムの改革を面

的に支援し、低炭素型の豊かなライフスタイルへの転換を行う。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）低炭素化に向けた公共交通利用転換事業 

 ・低炭素型の社会を目指し、マイカーへの依存度が高い地方都市部を中心に、

公共交通ネットワークの再構築や利用者利便の向上に係る面的な取組みを支援

し、マイカーから CO2排出量の少ない公共交通へのシフトを推進。 

 ・地域の協議会における省 CO2 を目標に掲げた公共交通に関する計画の策定及

び当該計画に基づく取組みの経費について支援 

 【支援の対象となる取組】 

  ①ネットワークの再編・拡充 

  （支線の再編・拡充、乗り継ぎ円滑化等） 

  ②基幹ネットワークの充実・利便性向上 

  （ＢＲＴ（バス高速輸送）・ＬＲＴ（次世代型路面電車システム）の導入等）

  

（２）アイドリングストップ高度化支援システムの実証実験事業 

 ・交通管制と連携して、アイドリングストップを高度化するシステムやプロー

ブ情報を活用した信号制御の開発に係る実証実験を実施。 

 

３．施策の効果 

 自動車の使用抑制及びアイドリングストップ高度化等による CO2削減  



背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

 自家用自動車への依存度が高い地方都市部を中心に、交通シ
ステムの改革を面的に支援し、低炭素型の豊かなライフスタ
イルへの転換を行う。 

（１）低炭素化に向けた公共交通利用転換事業 （18.2億円） 
（２）アイドリングストップ高度化支援システムの実証実験事業（5.0億円） 

  

 低炭素化に向けた公共交通利用転換事業 
・低炭素型の社会を目指し、マイカーへの依存度が高い地方
都市部を中心に、公共交通ネットワークの再構築や利用者利
便の向上に係る面的な取組みを支援し、マイカーからＣＯ２
排出量の少ない公共交通へのシフトを促進 

 自動車の使用抑制及び渋滞緩和
によるCO2削減 

平成25年度予算 
○○百万円 

低炭素交通システム構築事業 
（国土交通省・警察庁連携事業） 

26年度要求額 
2,320百万円（新規） 

 アイドリングストップ高度化支援システムの実
証実験事業 
・交通管制と連携して、アイドリングストップを高度化す
るシステムやプローブ情報を活用した信号制御の開発に係

る実証実験を実施。 
・地域の協議会における省ＣＯ２を目標に掲げた公共交通に
関する計画の策定及び当該計画に基づく取組みの経費につい
て支援。 

期待される効果 

   （１）・計画策定支援、計画に基づく取組みの支援 
      補助対象：温対法や低炭素まちづくり法に基づく協議会等 
      補助割合：計画策定支援 １／３ 
           計画に基づく取組みの支援 １／２   
 
  （２）委託：主として都道府県警察 
     実施期間：平成26年度 
    

例：富山ライトレール導入によるCO2削減効果 

・JR富山港線のLRT化 
・フィーダーバス導入 
・ICカードの導入 
・ダイヤ見直し・増便 
・電停新設 
・乗り継ぎ円滑化 

マイカーから公共交
通への転換 

周辺道路の渋滞解消
に伴う旅行速度向上 

CO2排出量削減 
436(t-CO2/年) 
（H18年度調査） 

【支援の対象となる取組み】 
１．ネットワークの再編・拡充 
  （支線の再編・拡充、乗り継ぎ円滑化等） 
２．基幹ネットワークの充実・利便性向上 
  （BRT・LRTの導入等） 
 

富山県高岡市  
撮影:（公財）とやま環境財団 



背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

 低炭素型の社会を目指し、マイカーへの依存度が高い地方都
市部を中心に、公共交通ネットワークの再構築や利用者利便
の向上に係る面的な取組みを支援し、マイカーからＣＯ２排
出量の少ない公共交通へのシフトを促進 
 
 
 

地域の協議会における省ＣＯ２を目標に掲げた公共交通に関す
る計画の策定及び当該計画に基づく取組みの経費について支援 
 

 自動車の使用抑制及び渋滞緩和によるCO2削減 

平成25年度予算 
○○百万円 

低炭素交通システム構築事業のうち 
低炭素化に向けた公共交通利用転換事業（国土交通省連携事業） 

26年度要求額 
1,820百万円（新規) 

期待される効果 

【補助対象者】 
 温対法、エコまち法、地域公共交通活性化・再生法に基づく協議会等 
【補助割合】 
 補助割合：計画策定支援 １／３ 
       計画に基づく取組みの支援 １／２   
【補助の対象となる取組み】 
 １．ネットワークの再編・拡充 
   （支線の再編・拡充、乗り継ぎ円滑化等） 
 ２．基幹ネットワークの充実・利便性向上 
   （BRT・LRTの導入等） 

富山県高岡市  
撮影:（公財）とやま環境財団 



低炭素交通システム構築事業のうち 
アイドリングストップ高度化支援システムの実証実験事業(警察庁連携事業） 

事業目的・概要等 イメージ 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

• 委託事業：主として都道府県警察への委託 
• 実施期間：平成26年度 

 自動車からの温室効果ガスの排出量削減のため、アイドリングス
トップが推進されている。 

 しかしながら、現在のアイドリングストップシステムは、信号と
は無関係に、一定の速度以下等となった場合に自動的にエンジン
を停止するものであり、信号が赤からまもなく青に変わる場合に
は、停止したエンジンをすぐに再起動させる必要がある。 

 エンジン起動時には、燃料消費が増えるため、温室効果ガス排出
削減の支障となっている。 

期待される効果 

 二酸化炭素等温室効果ガスの排出量削減 
 自動車の燃費向上 

26年度要求額 
500百万円（新規) 

 信号が赤から青に変わるタイミングの情報を提供することで、エ
ンジンを止めない方が適切な場合の判断が可能となる高度なアイ
ドリングストップを支援するシステムの実証実験を行う。 

 具体的には、都道府県警察交通管制センターで生成されている信
号情報を情報提供装置（光ビーコン）を通じてカーナビへ提供す
るシステムを整備し、アイドリングストップの高度化による温室
効果ガス排出削減、燃費向上等の効果を測定する。 

県警交通管制センター 

 従来のアイドリングストップシステムと比べ、
10％程度の燃費向上が実験で確認されている。 

 → 温室効果ガス排出削減効果 約100万t-CO2/年 

 （参考：日本国温室効果ガスインベントリ報告書(2013年4月))      



低炭素ライフスタイルイノベーションを展開する評価手法構築事業 

３００百万円（８３百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課 

 

１．事業の必要性・概要 

家庭における温暖化対策を一層推進するためには、ドラスティックなライフス

タイルの転換が必要。これまでのモノ・エネルギーの大量消費型生活ではなく、

真に豊かで持続可能なライフスタイルのためには、先進技術の導入だけではなく、

地域の気候特性や社会構造の変化に応じた生活スタイル転換への検討が求められ

ている。 

本事業では、伝統的技術等も活かし、少ないエネルギーでも豊かに暮らせる低

炭素ライフスタイル（New Low-Carbon Life Style）を描き出すことを目指すと

ともに、新たなライフスタイルを展開するための評価尺度を検討し、地域に応じ

た真の生活の豊かさに着目した NEB(Non-energy benefits）指標の確立を目指す。 

 

２．事業計画（業務内容） 

●低炭素ライフスタイルの効果実証 

エネルギー使用を削減させながら豊かな暮らしを目指す各種の未来型ライフ

スタイルを一定期間フィールドで試行・改善することにより、生活の豊かさと

CO2 削減効果を定量的に評価・実証する。 

 

●住まい方・自然の力を活用した技術等の評価手法構築 

上記の結果も踏まえ、快適性、健康性、知的生産性等、環境以外の価値とし

て生活の豊かさの定量的な評価（NEB 指標）を検証し、受容性の高い低炭素な

暮らし方を家庭向けに提案するための評価手法を構築する。また、これらの低

炭素ライフスタイルの実現のための仕組みを検討する。 

 

●例えば、自然や地域の気候特性を活用したパッシブ手法の効果や住まい方の

工夫等による効果等を検証する。 

 

３．施策の効果 

我が国が目指すべき社会像として、生活の質を向上させ、真の豊かさを創出す

る低炭素ライフスタイルを提案し、展開するための評価指標を制度へ反映させる

とともに、ビジネス市場創出に繋げる。 



事業目的・概要等 事業概要 

背景・目的 

事業スキーム 

委託対象：民間事業者、研究機関等 
実施期間：平成26年度～平成28年度 

 家庭における温暖化対策を一層推進するためには、ド
ラスティクなライフスタイルの転換が必要。 

 高効率機器等効果的な先進技術の導入だけでなく、地
域の生活様式・気候の特性や、高齢化等の社会構造の
変化に応じた転換を検討することが必要。 

 このため、地域に根付いた先人の知恵や伝統技術、絆
等も活かした真に豊かな低炭素ライフスタイル（New 
Low-Carbon Life Style）を創出することが必要。 

 この成果から、新たなライフスタイルを展開する評価
尺度を検討し、地域に応じた真に豊かな生活に着目し
た指標(Non-energy benefits）の確立を目指す。 

 

 低炭素ライフスタイルの効果実証 
  未来型ライフスタイルを一定期間試行・改善し、 
  生活の豊かさとCO2削減効果を定量的に評価・実証 
 住まい方・自然の力を活用した技術等の評価手法構築 
  快適性、健康性、知的生産性等、環境以外の価値 
  として生活の豊かさの定量的な評価を検証し、 
   新しい暮らし方の評価手法（NEB指標等）を構築する。 
 

例１：自然や地域性を利用したパッシブ手法等による効果 
 ・自然換気、自然採光による快適性向上やCO2削減効果 
 ・緑化による放射環境の改善と自然共生 
 ・CLT（直交集成板）の活用等地域資源の利用 
 ・地域特性に応じた空調のチューニング 
 ・伝統的町屋における「古人の知恵」の再評価 

例２：住まい方の工夫等による効果 
 ・生活空間のシェアによる生活の豊かさとCO2削減効果 
 ・個々のライフスタイルに合わせた設備の運用最適化 

例３：集合世帯における対策効果 
 ・賃貸住宅の環境性能向上・入居者のCO2排出量評価 
 ・福祉施設における温暖化対策と生活の質（健康性）等   
  の評価 期待される効果 

 生活の質を向上させ、真の豊かさを創出する低炭素ラ
イフスタイルをデザイン・提案 

 成果は、低炭素建築物の認定基準の見直し等に活用さ
せ、制度づくりに貢献 

平成25年度予算 
○○百万円 

   低炭素ライフスタイルイノベーションを展開する評価手法構築事業 平成26年度要求額 
300百万円（83百万円） 

 我が国が目指すべき社会像（新・低炭素ライフ 
  スタイル）の確立、その進捗を測る指標を制度へ反映 
 家庭・住む人の思いを反映した 
  低炭素ライフスタイルを提案 
 生活の豊さを示す指標の確立により、 
  低炭素ライフスタイルの広がり・ビジネス市場創出  



Ｊ－クレジット創出及びカーボン・オフセット推進事業         

         １，３９４百万円（１，３９４百万円） 

エネルギー対策特別会計１，３２９百万円（１，３２９百万円） 

一般会計   ６６百万円   （６６百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室 

 

１．事業の必要性・概要 

○ Ｊ－クレジット制度は、2013（平成 25）年度から環境省・経済産業省・農

林水産省の３省合同で開始され、省エネ機器の導入や森林経営等の取組による

温室効果ガスの排出削減量や吸収量をクレジットとして国が認証することで、

温暖化対策を促進するだけでなく、中山間地域や中小企業等で排出削減・吸収

に取り組む人々に資金を還流させ、地方経済の発展にも資するものである。こ

のため、制度の信頼性向上と普及を図る観点から、クレジット創出事業者支援

や対象プロジェクトの種類の拡充を行っていく必要がある。 

○ カーボン・オフセットは、自身の温室効果ガス排出量のうち、どうしても削

減できない量を排出削減や吸収量のクレジットで埋め合わせ（オフセット）を

する取組であり、国内の事例が 1,229 件（平成 25 年 6 月現在）と、着実に広

がっている。オフセットに用いるクレジットの供給側としてＪ－クレジットの

創出を進めるとともに、需要側のカーボン・オフセットを更に推進することに

より、クレジット市場を一層活性化させ、温暖化対策や地方経済の発展に貢献

することができる。 

○ また、市場メカニズムを活用し、地域ぐるみで温暖化対策に取り組んでいる

先進事例が全国各地で生まれている。これらをモデル事業として、全国各地に

優れた取組を普及させることで、温暖化対策や地域振興に貢献できる。このた

め、こうした取組の実施体制の構築や効果検証等を支援する必要がある。 

 

２．事業計画（業務内容） 

○ Ｊ－クレジット制度及びカーボン・オフセット制度の実施に係る関連委員会

の運営やクレジット創出やカーボン・オフセット認証取得に向けた支援を行い、

両制度の円滑な運営を図るとともに両制度のウェブサイト等を通じた適切な情

報提供により、制度の周知と信頼性の確保に努める。 

○ 新たに対象とすべきプロジェクトについて、広く一般よりアイディアを募集

し、新たな方法論とすべく、当該プロジェクトの評価を行い、新規プロジェク

トの掘り起しを行う。 

○ カーボン・オフセットや同取組を更に深化させたカーボン・ニュートラルの

先進的な事例を全国から募り、優れた取組の認知度を広げるために、各種イベ

ントやウェブサイト等で紹介し、カーボン・オフセット、カーボン・ニュート



ラルの需要を喚起する。 

○ 市場メカニズムを活用し、個人も含めた中小規模の排出源における削減努力

を、地域において集約・促進する取組で、地域活性化を図る。また、モデル事

業を通して得られた知見をもとに、他の地域でも取り組めるよう取組手法等を

確立する。 

 

３．施策の効果 

○ Ｊ－クレジット創出の取組促進、Ｊ-クレジット制度を活用した信頼性の高

いカーボン・オフセット及びカーボン・ニュートラルの取組を国民・事業者に

広く普及させることで、我が国の 2013 年以降の地球温暖化対策の中期目標の

達成に貢献するとともに、国内の中小企業や農林分野を含めた国内投資の促進、

雇用促進につなげ、地域活性化にも寄与する。 

○ 本事業により先行事例への支援を通じて手法が確立し、取組が定着、他地域

にも拡大することで、地域振興に寄与しつつ費用効率的な排出削減を進めるこ

とができる。 

 

 

 



Ｊ－クレジット制度による幅広い 
分野の削減・吸収プロジェクトの実施 

平成25年度予算 
○○百万円 

Ｊ－クレジット創出及びカーボン・オフセット推進事業   平成26年度要求額 
 1,394百万円（1,394百万円）  

事業目的・概要等 

背景・目的 事業概要 期待される効果 

制度運営、事業支援（公募型） 
行政機関によるオフセット等 

政府及び社会全体にオフセットの取組
が浸透し、様々なニーズに応じて幅広
く削減活動が進むことが期待される。 

自らの排出量に責任を持つ低炭素なライフスタイルの実現 
に向けて、政府・民間等によるカーボン・オフセットの取組 
を強化する。また、J－クレジット制度に基づく創出事業を 
積極的に推進する。 

＜該当戦略＞ 

③低炭素・循環・自然共生の実現を通じた活力と魅力あふれる地域づくり  ⇒ 地域低炭素社会プロデューサーの育成 
⑤ライフスタイルデザインの発信・共有・実践 ⇒ 買い方等に関するライフスタイルについて、低炭素の視点から定量評価 

事業スキーム 

再生可能エネルギー 
活用発電施設の導入 

森林バイオマス 
活用ボイラ 

間伐等による 
森林経営活動 

民間資金の還流 
国内投資の促進 
雇用・地域の活性化 

クレジットの供給 
温室効果ガス削減 
環境保全複数効果実現 

グリーン投資促進による低炭素成長の実現 

マッチング
の促進 

○Ｊ－クレジットの創出支援によるクレジット供給の 
      拡大（3.5億円） 

○事業活動等のオフセット認証取得支援        
             （3.0億円） 

【事業概要】 【事業概要】 

【課題】 

 クレジット創出に係る負担軽減及びクレジットのCO2
削減以外の付加価値の定量化 

【意義】 【意義】 

【課題】 

オフセット認証等取得のためのノウハウや資金の不
足及び新たな取組主体の呼び込み 

 カーボン・オフセット等に用いることができるＪ－ 
 クレジットの取組促進を通じて国内投資の促進及び 
 地域活性化に寄与 

官民によるカーボン・ 
オフセットの推進 

温室効果ガス排出のオフセット（埋め合わせ）を推
進することで社会の構成員全体で積極的に温暖化対
策に取り組む 

委託対象：民間団体   

○制度運営等（2.8億円） 

○制度運営等（3.0億円） 

プロジェクト計画書等作成支援 

＜施策展開＞ 

○地域における市場メカニズムを活用した取組 
            （1.8億円） 

委託対象：民間団体   



低炭素社会の構築に向けた国民運動事業         

１，７００百万円（１，７００百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課国民生活対策室、総務課研究調査室 

 

１．事業の必要性・概要 

 今日の人類社会は、エネルギーや資源の大量消費によって経済成長を実現する

一方、気候変動への懸念等、地球規模での危機に直面している。そのため、「持

続的な経済成長」の中身についての問い直しが至る所で見られており、社会のあ

り方を根本から見直し、低炭素・循環・自然共生を可能にする新たな文明社会を

創造することが急務となっている。あるべきライフスタイルデザインを発信・共

有し、実践につなげるため、様々な主体と連携をした多様な広報・イベント等に

より事業者や国民の理解を深め、自主的な行動による低炭素社会の構築に向けた

国民運動を盛り上げ、訴えていく必要がある。 

 また、平成 26 年度には気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第 5 次評価報告

書の全体が公表される。今後の地球温暖化をめぐる議論において、国際交渉を我

が国がリードするためにも、地球温暖化対策に対して積極的な国内世論の形成が

必要不可欠であるとともに、2050 年までに 80％の温室効果ガス排出量を削減す

るという長期的な目標に向け、国民が今までよりもリアリティをもって地球温暖

化の影響を感じることができるよう、地球温暖化対策への理解の醸成が必要であ

る。 

 これらを踏まえ、(1)最新の科学的知見を用いた分析を行い、(2)国民にわかり

やすく語りかけるための基盤を整備し、(3)メディア等による情報の伝達に加え

て、人と人との対話を通じて直接説得力をもって伝えることが重要である。 

 

２．事業計画（業務内容） 

①低炭素社会づくり推進事業         

 企業、団体等に対して、具体的な行動の促進、省エネ技術・機器の導入の必要

性等を様々なイベントやメディア等を活用しながら伝えていく。 

 また、地域で取組む先進的な活動を広く全国に紹介するなど、地域やコミュニ

ティ発の動きや流れを促進し、足下からの低炭素社会づくりを支援する。  

②CO2 削減アクション推進事業        

 個人に対する情報の確実な伝達、具体的な行動の促進、他者や地域のつながり

の促進、個人で行うことのできる削減対策の提案等をイベント、メディア等を効

果的に活用し、あるべき社会像の実現に向けた積極的な世論形成を促進する。 

③地球温暖化伝えるプログラム事業  

 普段から教える機会の多い者（伝道者）を募集し、環境省が用意する国民に対

する理解の醸成のための各種資料を活用しながら、地域セミナー等の国民に身近



な場面で温暖化に関する情報を発信し、地球温暖化への理解拡大を図る。また、

正確な知見の伝達を一層強化するため、新聞等のメディアを活用する。 

④温暖化影響及び国民への情報発信事業     

 関係省庁と連携しつつ、IPCC 第 5 次評価報告書等の最新の科学的知見に基づ

き、かつ、日本付近のより詳細な気候変動による影響評価を行うことで、その影

響に関する情報をわかりやすい形に加工して説明することを可能にする基盤的情

報を整備する。更に、国民に対してより温暖化影響を現実感を持って理解するこ

とを促し、普及啓発の効果を飛躍的に向上させる。 

 

３．施策の効果 

インターネット、メディア等による情報の伝達や人から人、地域から地域とい

ったつながりにより効率的に浸透、定着させることにより、国民の温暖化問題に

関する理解を深め、低炭素社会にふさわしいライフスタイルへの変革の定着と基

盤の構築を図り、民生部門による CO2 排出量を削減する。 



背景・目的 
事業概要 

事業スキーム 
事業期間：平成25年度～ 
委託対象：民間企業 

（１）、（２） 
低炭素・循環・環境共生を可能にする新たな文明社会の創造に向け、豊
かさ、地域への愛着等を実感できるライフスタイルデザインを、地域や
企業等と連携し、国民運動として提示 
（３）、（４） 
気候変動の影響等について、IPCC第5次評価報告書の科学的知見に基づき、
人から人への直接説得力を持った語りかけの機会を設け、低炭素社会に
ふさわしいライフスタイルへの変革と基盤の構築を図ることで、特にCO2
排出量増加が著しい民生部門の排出量削減を図る。 

（１）低炭素社会づくり推進事業（9.5億円） 
（２）CO2削減アクション推進事業（2.5億円） 
（３）地球温暖化伝えるプログラム事業（2億円） 
（４）温暖化影響及び国民への情報発信事業（３億円） 

 期待される効果 
（１）、（２） 
低炭素の視点からのライフスタイルデザインの実践により、一人ひとり
が豊かさ、幸せ、地域への愛着等を実感できる地域・社会を実現 
（３）、（４） 
低炭素社会づくりを実現する人材育成や取組の実施を通じて活力ある地
域づくりに貢献 

 

平成25年度予算 
○○百万円     低炭素社会の構築に向けた国民運動事業 平成26年度要求額 

1,700百万円（1,700百万円） 

企業 

地域 

個人等 

危機感を共有し、実際に取組む 
企業、自治体、個人の拡大 

低炭素 
社会作り 
推進事業 

企業・団体、個人キャンペーンへの参加、
気候変動問題への関心、危機感の醸成 

低 
炭 
素 
社 
会 
の 
構 
築 
に 
向 
た 
国 
民 
運 
動 

CO2削減 
アクション 
推進事業 

発信（企業や地域と連携） 

賛同企業・団体、
賛同者 

豊かさと幸せを実感できる 
地域・社会とライフスタイルの実現 伝道者 

温暖化の現状を伝える 

環境省 
伝道者の募集 

セミナー 
国民が知見を得る 

地球温暖化伝えるプログラム事業 

◆ホームページ参加         
◆映像、ツール等各種コンテンツ   
◆イベント、メディア（含ソーシャル) 

環境省が提供する温暖化に関する最新情報を
人から人へ発信し、理解拡大を図る。 

分かりやすい温暖化影響情報の作成 

IPCC第５次評価報告書の活用（平成25～26年公開） 

温暖化影響に関する 
リアリスティックな理解の促進 

専門的な内容をわかりやすく加工して普及啓発 

地球温暖化影響及び国民への情報発信事業 



・地域メディアとNPO等の連携支援 

低炭素社会作り推進事業 

・地域の温暖化防止活動支援 
（福井県にて廃食油を回収しＢＤＦを生成） 

NPO・NGO等の民間団体とメディアが連携し、
温暖化防止活動を広く訴求 

・地球温暖化国民運動ＨＰ等で取組の呼
び掛け 

・気候変動の脅威への科学的知見の発信 

・企業が先進的な取組を行うことへの後
押しとなるＰＲ展開（先進的な環境技術
取組の紹介等） 

 

 

 

 

・あかり未来計画、スマートムーブ等、
キーワードを絞りかつ産業界とも連携し
た呼びかけの展開 

CO2削減アクション推進事業 

(千代田区（大丸有地区）で実施された
コミュニティーサイクル) 

◆クールビズ、クールシェア  

・冷房時の室温28℃でも快適に過ごせるライ
フスタイルの提案 

◆ウォームビズ、ウォームシェア 

・暖房時の室温を20℃に設定しても快適 に過
ごせるライフスタイルの提案 

（あったか忍者あった丸） 

平成25年度予算 
○○百万円 

低炭素社会の構築に向けた国民運動事業(参考) 

・気候変動の脅威への科学的
知見の発信、危機感の醸成 

・あるべきライフスタイルデ
ザインの提示（住まい方、買
い方、働き方等の具体的な提
案） 

・クールアースデー等 

研調室分 

②地域向け施策 ①企業向け施策 

個人向け施策 

伝道者とは・・・普段から多数に接触し教える機会の多い者 

         ※大学教授等教員、企業ＣＳＲ担当、塾講師、気象予報士等を想定 

・地球温暖化による影響のリアリティを伝えるため、伝道者を募集 

・ＩＰＣＣの新たな科学的知見が公表される度に資料を更新し、常に最新の情報を発信 

・メディアやセミナーなど国民に身近な場面で情報を発信 

地球温暖化伝えるプログラム事業 

伝道者 
・人から人へ温暖化の現状を伝える 
・行動の実行を促す 
・伝道者には最新の知見を得るメリット 

環境省 
・伝道者の募集・要請 
・伝道者への説明会 
・国民理解のための資料作成 

セミナー 
・人から人へ直接語りかけ 
・国民が知見を得る→実践 

セミナーを踏まえ
資料更新 

知識のインプット 
各種資料の提供 

セミナー等での
情報発信 

地球温暖化影響及び国民への情報発信事業 

 日本付近にクローズアップした、 
    詳細な温暖化予測を実施 
 社会・経済・生態系等の様々な 
    分野の温暖化影響を予測 

分かりやすい温暖化影響情報の作成 

 評価報告書の内容をわかりやすく伝達 
 最新の科学的知見を気候変動影響予測及び対策に導入 

 

IPCC第５次評価報告書の活用（平成25～26年公開） 

専門的な内容をわかりやすく加工して普及啓発 

パンフレットの発行 
国際会議や公開シンポジウム等の開催 
ウェブによる情報発信 

（例）夏季における豪雨日数の変化 



 

 

 

地球環境局国際連携課国際地球温暖化対策室 

１．事業の必要性・概要 

 2011（平成 23）年の COP17 において、全ての国に適用される法的枠組みを 2015

（平成 27）年までに採択し、2020（平成 32）年から発効させることが合意された。

2015 年合意に向けて 2014（平成 26）年は国際交渉が本格化する年であり、我が国

としては、主要国の立場や主張の違いを的確に把握・分析し、法的枠組みのあり

方や具体的な制度設計について積極的な提案を行うことが重要である。 

また、2010（平成 22）年の COP16 において採択されたカンクン合意は、我が国

が目指す法的枠組みの土台となるものであるため、これに基づき開発途上諸国で

の排出削減を着実に実施することが重要である。そのために必要な能力向上や体

制の構築等に資する取組を行う。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）国際交渉戦略検討事業 

①将来枠組み検討経費 

 2015 年合意に向けて我が国の交渉スタンスを決定する際の基礎とすべく必

要なデータ・文献を収集し、各種の削減オプションにおける世界全体の社会・

経済への影響や我が国としてのメリット・デメリット等を比較考量する等、検

討を加速する。 

②将来枠組みの構築に向けた戦略的対話・検討及び調査経費 

 将来枠組みにおける実効性ある MRV（測定・報告・検証）の仕組み等に関して

各国・関係機関との意見交換を行いつつ我が国からの提案を発信するためのワ

ークショップを新たに開催する。 

また、米国、中国、インド等の主要国との間で政策事例や研究成果を共有す

ることにより、我が国の立場や主張への理解を促し、主要国が参加可能な望ま

しい枠組みのあり方を探る。 

 

（２）カンクン合意の実施事業 

①カンクン合意に基づく途上国支援事業 

 温室効果ガス削減対策や気候変動への適応策の立案・実施能力向上を目的に

アジア太平洋諸国を対象としたセミナーを開催し、各国の政策動向等に関する

意見交換等を行う。 

②緩和・適応の実施のために必要な国際支援事業 

 カンクン合意により設立された緩和・適応の実施支援のための国際的な組織

等の活動に貢献する。 

 

３．施策の効果 

世界全体の温室効果ガス削減につながる公平かつ実効的な将来枠組みの構築に向

けての貢献。 

将来国際枠組みづくり推進経費        １２５百万円（１１７百万円） 



将来国際枠組みづくり推進経費 

年 国際交渉戦略の検討 カンクン合意の実施 

2010 
(H22) 

2011 
(H23) 

2012 
(H24) 

2013 
(H25) 

2014 
(H26)  アジア太平洋セミナーを開催し、緩和行動の作成

や適応対策等に関連した支援 

 後発開発途上国において適応を実行に移すモデ
ル計画を策定するための予備調査 

 途上国ニーズに応じた環境技術・制度設計・リスク
管理等の適応分野の議論に貢献 

 各削減オプションにおける世界全体への影
響や我が国のメリット・デメリットの比較 

 将来枠組みにおける実効性あるMRVの仕組

み等に関して、我が国からの提案を発信す
るワークショップ開催 

 米国、中国、インド等との対話を通じ、主要
国が参加可能な枠組みを検討 

排出削減対策の効果の国際的報告・検証制度の
構築に合意 

各途上国が緩和行動を国際的に表明・実施する仕組
みに合意（低炭素開発戦略の策定等） 

適応対策を推進する「カンクン適応枠組み」を設立 

COP16 カンクンでの合意 

全ての国が参加する枠組みの2015年までの
採択、2020年からの発効・実施に合意 

COP17 ダーバンでの合意 

緩和・MRV （測定・報告・検証）に関するガイドライン策
定 

平成26年度概算要求額 
  125百万円（117百万円） 

将来枠組みの2015年合意に向けた作業部会
の作業計画を決定 

COP18 ドーハでの合意 

国際的なMRVの仕組みの一つとして、先進国による隔
年報告書の様式に合意 

支出予定先 
：民間団体等 

全ての国が参加する法的枠組みの構築に貢献 

国際交渉が本格化 

本
事
業 



（新）低炭素社会の実現に向けた中長期的温室効果ガス排出削減工程検討及

びボトルネック解消等調査費       ４９９百万円（０百万円） 

地球環境局総務課低炭素社会推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

我が国は、地球温暖化対策の長期的な目標として、2050（平成 62）年までに

80％の温室効果ガスの排出削減を目指すこととしている（第四次環境基本計画

（2012（平成 24）年４月 27 日閣議決定））。今後、この長期的な目標の達成を

確実なものにするためには、2014（平成 26）年 10 月に公開予定の気候変動に関

する政府間パネル（IPCC）第 5 次評価報告書、東日本大震災以降の社会情勢や技

術実用化、エネルギー政策の推移、国際交渉での議論の進展状況を踏まえつつ、

2015（平成 27）年 12 月の COP21 に採択予定の新たな国際的枠組みの下での中間

的な数値目標及びそれを達成するための中長期的対策を検討する必要がある。 

中長期的な目標及び対策の検討に当たっては、エネルギー、産業、民生・業務、

交通運輸など全分野における技術開発・性能向上の動向を網羅的にチェックし、

定量的に排出量を推計していくとともに、技術導入を阻害する要因（ボトルネッ

ク）をいつまでにどのように解消していくことができるか、幅広い有識者、実務

者や事業者の意見を踏まえながら検討する必要がある。 

 

２．事業計画（業務内容） 

○2020 年以降の地球温暖化対策についての目標及び対策の検討のための包括的

な情報収集・精査を行いつつ、中長期目標達成に向けたボトルネックを洗い出

し、詳細かつ具体的な工程表（ロードマップ）を策定する。 

○再生可能エネルギーの普及可能性の定量的調査及びその実現のための対策・施

策の分析を行い、野心的かつ実現可能な普及目標を策定する。 

○土地利用・交通関連の低炭素化施策による日本国全体での温室効果ガス排出量

変化を定量的に評価する仕組みを構築する。 

 

３．施策の効果 

再生可能エネルギー等分散型エネルギーの戦略的普及や土地利用・運輸部門か

らの排出量の精緻な定量化により、低炭素社会の創出に向けたボトルネックの解

消方法を明らかにし、効率的・効果的な施策をロードマップに盛り込むことがで

き、これに沿った対策・政策を立案・実施することで、計画的・包括的に温室効

果ガスの大幅な排出削減を実現することが可能となる。 



背景・目的 

○今後の地球温暖化対策の国際的な動向として、 2014年10月にIPCCのAR5が 
 公開されるとともに、2015年12月のCOP21において2020年以降の全ての国 
 が参加する国際的枠組みが採択される予定。 
○2050年までに80％の温室効果ガス削減を達成するために、新たな2020年の 
 目標、東日本大震災以降の社会や技術実用化、エネルギー政策の推移、国際 
 交渉での議論の進展状況等を踏まえ、新たな国際的枠組みの下での数値目標 
 と目標達成のための施策の検討が必要。 
○エネルギー、産業、民生業務、交通運輸などの全分野で、排出量の定量的な 
 推計を行うとともに、技術導入の阻害要因をいつまでにどのように解消する 
 か検討することが必要。 

期待される効果 

平成25年度予算 
○○百万円 

低炭素社会の実現に向けた中長期的温室効果ガス排出削減工程検討及び 
ボトルネック解消等調査費 

平成26年度要求額 
499百万円（新規） 

(1) 2020年以降の中長期的地球温暖化対策計画検討及びその実現のための 
  ボトルネック解消検討費（３億円） 
(2) 2050年再生可能エネルギー等分散型エネルギー普及可能性検討費（１億円） 
(3) 土地利用・交通政策実施による低炭素化定量検討（１億円） 

事業概要 

事業スキーム 

（１）～（３）委託対象：民間団体等 実施期間：平成26年度～平成27年度 

2050年のGHG排出削減 
目標達成に向けた大幅な削減 

中長期的な政府全体の 
地球温暖化対策へ反映 

分散型エネルギーを基盤エネル
ギーとするためのシナリオ 

再生可能エネルギーグリーン 
成長戦略 

再生可能エネルギー地域ビジネス
振興方策と普及方策 

３E＋Sの観点からの再生可能 
エネルギーの戦略的な普及推進 

（2）2050年再生可能エネルギー等
分散型エネルギー普及可能性検討費 

京都議定書 
目標達成計画 

地球温暖化 
対策計画 

地球温暖化 
対策計画の 

改定 

中長期目標達成 
ロードマップ 

2012年▲6％達成 

2020年 

2050年 
▲80％目標 

2030年 

（1）2020年以降の中長期的地球温暖
化対策計画検討及びその実現のための

ボトルネック解消検討費 

（3）土地利用・交通政策実施によ
る低炭素化定量検討費 

土地利用・交通政策による低炭素化定
量方法構築 

低炭素地域づくり・国土利用のため
の適切な施策 

ボトルネック解消のために必要な 
テーマの検証 

○低炭素社会創出に向けたボトルネックの解消方法を含めた中長期目標達成 
 ロードマップを作成し、それに沿った対策・施策を立案・実施することで計 
 画的・包括的に温室効果ガスの大幅な削減を実現。 
○再生可能エネルギー等を戦略的に普及させる方策を検討し、ロードマップに 
 インプットすることで中長期的な温室効果ガス削減に寄与。 
○土地利用・交通関連政策の排出量変化を定量的に評価する仕組みを構築し、 
 ロードマップにインプットすることで中長期的な温室効果ガス削減に寄与。 

2014年10 月 
IPCCのAR5公表 

2015年12月COP21 
2020年以降の 
世界の枠組み 

ロードマップの 
とりまとめ結果 
をインプット 

将来の社会状況の変化も考慮した土地
利用・交通政策効果の定量評価 



森林等の吸収源対策に関する国内体制整備確立検討費 

３４百万円（２３百万円） 

 

地球環境局総務課研究調査室 

 

１．事業の必要性・概要 

京都議定書第二約束期間から、湿地に関する活動による温室効果ガス吸排

出量の報告が精緻化される予定である。現在気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）の下で湿地ガイドライン等が作成されているところであり、今年 10

月の IPCC 総会にて承認予定となっている。国際的に吸収源についてもより広

範囲にわたって計上、報告する方向性であることを受け、我が国としてもポ

テンシャルの評価を行う必要がある。 

更に、途上国における森林減少・劣化の回避等による排出の削減（REDD+）

についても課題を整理し、我が国の方針を検討していく必要がある。2020 年

以降の、多くの途上国の参加を得た枠組みの構築に当たっては、吸収源の活

用が重要な要素となることが予想される。 

上記を踏まえ、今後の我が国や世界の地球温暖化対策における吸収源分野

の役割について検討する必要がある。 

なお、これまで実施していた吸収源分野のインベントリ作成、算定方法の

改善・検討や、国際交渉における吸収源分野の整理も引き続き実施していく。 

 

２．事業計画（業務内容） 

① 吸収源分野の我が国のインベントリの作成・評価、算定方法の検討・改善等 

② 国際交渉に向けた我が国及び全世界の吸収源分野の状況の整理、検討 

③ 湿地等、新しい吸収源に関する活動データの収集、ポテンシャルの評価等 

④ REDD+等についての課題整理とその解決策の検討 

⑤ 適応策としての吸収源対策の役割の検討 

 

３．施策の効果 

京都議定書第一約束期間及び第二約束期間における森林等の吸収源の目標値が

適切に報告されるとともに、2020 年以降における我が国の地球温暖化対策にお

ける吸収源の位置付けについて、国内対策のみならず REDD+活動を含め方向性が

整理される。 

 



 森林等の吸収源対策に関する国内体制整備確立検討費 ３４(２３)百万円  支出予定先：民間団体等  

２・適応策としての吸収源の役割の検討 ※H２６年度末を目途に適応計画を策定 

（１）吸収源分野のインベントリ作成・評価、  
  算定方法の改善 

（３）京都議定書第二約束期間の 
計上ルールに関する国際交渉の対応 

（４）新IPCCガイドラインの分析と 
  我が国における対応の検討 
   •湿地ガイドライン 
   •京都議定書補足ガイドライン 

（５）多様な吸収源についてのポテン  
  シャル評価･技術的課題の整理 

（９）REDD+の完全実施段階における資金 
  メカニズム及び技術的課題の検討 

（１）（２）適応策に関する 
知見の収集・検討等 

対基準年比3.8%
削減目標の確保 

我が国の状況を適切に反映した、国際的な評価に資する報告と審査対応 
・インベントリ ：毎年報告（第1回提出：2015年４月予定） 
・隔年報告書 ：２年に１度報告（第1回提出：2013年末予定） 

我が国の知見の反映 
クレジット化の検討 

（６）2020年以降の国際ルール作成へ  
  の我が国 提案の検討 

適応計画への反映と 
定期的なフォローアップ 

～2012 2013 2014 2015 

（２）隔年報告書の作成と審査対応 

次
期
枠
組

み
合
意 

次期枠組みに
おける吸収源
対策について
の検討 

2020以降 2016～2020 

１・インベントリの作成、評価・国際交渉に向けた状況の整理、検討 我
が
国
の
気
候
変
動
対
策
に
お
け
る
吸
収
源
対
策
の

戦
略
決
定
・事
業
の
実
施 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【京都議定書3条3項】（義務） 

農地管理（選択制） 

森林経営（義務） 

放牧地管理（選択制） 

植生回復（義務） 

【京都議定書3条4項】以下の５項目 

【新規植林】 
過去50年間森林が 
なかった土地に植林 

【再植林】 
90年以降に森林では 
なかった土地に植林 

【森林減少】 
森林を他の土地利用に転換 

 

育成林については、森林を適切な状態に保つために、1990年

以降に行われる森林施業（更新（地拵え、地表かきおこし、植
栽等）、保育（下刈り、除伐等）、間伐、主伐）。天然生林につ
いては、法令等に基づく伐採・転用規制等の保護・保全措置 

1990年以降に行われる開発地における公園緑地

や公共緑地、又は行政により担保可能な民有緑
地を新規に整備する活動 
 

京都議定書第二約束期間ルールにおける吸収源（我が国の場合） 

湿地の排水と再湛水（選択制） 

我が国が第一約束期間において選択 

京都議定書における吸収源の位置づけ 



一連の合意の中で、概ね我が国の主張が受け入れられる結果 
（我が国の持続可能な森林経営に向けた取組が評価） 

● 京都議定書第二約束期間における森林吸収量の算定は、我が国の持続的な森林経営の努力を 
  踏まえ、実質現行の方式と同じく、対象とする森林が吸収した炭素量をすべてカウントできるルー 
  ルが特例的に認められた 
● 森林吸収量の算入上限値は、各国一律3.5% (1990年比) とされた。 
● 伐採された国産の木材中の炭素については、木材製品が廃棄された時点で排出量を計上(下図) 
      (HWP : Harvested Wood Products =  伐採木材製品) （→木材利用のインセンティブ） 
● 2013年以降の隔年報告書の項目として吸収源が位置づけられた（日本も報告義務） 

国内の 
森林 

第一約束期間のルール 
この時点で排出を計上 

伐採木材製品 

今回決定したルール 
この時点で排出を計上 

伐採木材製品(HWP)  その他の議論 

･山火事等の大規模災害
による排出（自然攪乱）の
計上除外 
 
･湿地の計上（IPCCが追加
的ガイドラインを作成中） 
 
･その他 

森林
から
搬出 

焼却
埋立
処分 

国際交渉（COP）における結果と成果（森林吸収源関係） 



１．REDD+とは 

２．REDD＋の仕組み 
先進国（資金拠出） 

途上国（森林減少等に対
応する活動の体制整備） 

ファンド 

資金 

資金 

基
金
に
よ
る
支
援 

排出削減目標の遵守を 
課せられた 

先進国・民間企業（資金拠出） 

途上国（森林減少等に対応
する活動実施） 

資金 クレジット
（資金拠出
者の削減分
としてカウン
ト） 

市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
実
施 

実際の森林減少に
よる排出量 

排出参照レベル（ ≒
ベースライン）：歴
史的経緯等から推測
される森林減少によ
る排出量 

対策導入による森林
減少排出抑制分 
測定・報告・検証シ
ステムの構築が課題 

森林減少に
よる排出量 

時間 

排出削減効果として
クレジット換算 

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ 

• 途上国における森林減少・劣化からの排出抑制（Reducing emissions from deforestation 

and forest degradation in developing countries）の略称。森林炭素ストックの維持・保全、
持続可能な森林経営も含めた途上国の森林分野の緩和策として、REDD＋と称されている。 

• 基本的なアイデアは、過去の森林減少の推移を参考に将来の排出参照レベル（ ≒ベースラ
イン）を設定し、これからの排出削減量に対して資金等のインセンティブを付与するもの。 

• インセンティブとして、①基金、②市場メカニズムの利用を検討中。これらを用いて、段
階的に体制整備を進め、森林分野の排出削減を継続的に実施できる仕組みの構築を目指す。 

フェーズドアプローチ 
（※当該アプローチに対して各国が期待を有するものの、 

気候変動に関する国際連合枠組条約(UNFCCC)交渉の中では、出口は不透明） 

体制整備 実証活動 完全実施 

REDD+の概要 



 

温室効果ガス排出・吸収量目録関連業務  ３６７百万円（１９０百万円） 

エネルギー特別会計 ２６１百万円（  ０百万円） 

一般会計 １０５百万円（１９０百万円） 

地球環境局総務課低炭素社会推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

 2010（平成22）年12月に開催された気候変動枠組条約第16回締約国会議（ＣＯＰ

16）において、「2020（平成32）年までの温室効果ガス削減に関するカンクン合意

」の施策である「測定、報告、検証（ＭＲＶ）の強化」の一つとして、国別報告書

（ＮＣ）及び隔年報告書（ＢＲ）の作成と、これら報告書の専門家による技術的な

審査及び多国間の国際的な評価を行うこととされた。2014（平成26）年から2015（

平成27）年にかけて、2014（平成26）年１月に提出する第６回ＮＣ及び第１回ＢＲ

について審査等が行われる予定であり、適切な準備・対応を行い、国際的な説明責

任を果たす必要がある。 

また、2013（平成25）年以降の温室効果ガスインベントリに適用される新ガイド

ラインでは、対象ガスや排出源の追加、温暖化係数（ＧＷＰ）の変更など、算定方

法の再構築が求められている。我が国としては、新ガイドラインに対応しつつ、正

確な温室効果ガスの排出量の把握に努めるとともに、国際的なＭＲＶの強化に対し

て主導的な対応を行うことで、京都議定書第一約束期間が終了する2013（平成25）

年以降も、温室効果ガス排出削減を着実に実施する姿勢を示していく必要がある。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 我が国が提出する第６回ＮＣ及び第１回ＢＲが、平成26年度より専門家による技

術的審査や多国間評価を受けることから、国際的なＭＲＶに対応するための科学的

知見等の収集・整理を行うとともに、他国の報告書の内容など多国間評価への対応

に必要な情報を整理し、適切な準備・対応を行う。 

また、新ガイドラインの内容に適合した我が国の精緻な算定方法を検討・確立す

るとともに、提出期限である平成27年４月までに、新ガイドラインに対応した温室

効果ガスインベントリを作成し、確実に国連へ提出する。 

 

３．施策の効果 

新ガイドラインへの移行後も正確な温室効果ガス排出量が算定されるとともに、

京都議定書第一約束期間終了後も、我が国における温室効果ガス排出削減を着実に

実施する姿勢を、国内外へ示すことができる。 



 

 温室効果ガス排出量等の精緻化 
 

 我が国における温室効果ガスの排出削減への姿勢を国内外へ示す 

隔年報告書 

国別報告書 温室効果ｶﾞｽｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘ 

 新ガイドライン 

 対象ガス追加 
 算定方法の精緻化 など 

 緩和行動の成果 

 温室効果ガス排出量
の将来予測 

 途上国の支援 など 
 国家情勢 

 政策・措置 
 気候変動の影響 
 技術開発 など 

( 2年ごと、提出 ) 

( 4年ごと、提出 ) ( 毎年、提出  ) 

【施策の効果】 

NEW 

NEW 

温室効果ガス排出・吸収量目録関連業務 
26年度概算要求額：367百万円（190百万円） 

支出予定先：民間団体等 

一般会計        １０５百万円 
エネルギー対策特別会計 ２６１百万円 



H25年度 
（2013） 

温室効果ガスインベントリ、隔年報告書等に関するスケジュール（H25～H28） 

温室効果ガスインベントリ（inv） 

算定方法改善 国連審査対応 

H26年度 
（2014） 

H27年度 
（2015） 

H28年度 
（2016） 

算定 

【2012inv】（CP1最後inv） 

H29年度 

～ 

inv審査ガイドライン改訂 

IAR準備 

NC/BR審査ガイ
ドライン改訂 NC/BR報告ガイドライン改訂 IAR手順改訂 

国連提出（H25.12末） 

準備検討・作成 

COP19 COP20 COP21 COP22 

調整期間満了後の最終報告書の提出 

国連提出（H26.4） 

訪問審査 ・専門家が日本を訪れ詳細な審査 

【2013inv】（新ガイドライン適用） 

算定方法検討・開発 

エネバラ改訂(エネルギー消費統計の活用) 

速報値 

算定 プレ算定 

速報値 
（新ＧＬ対応） 

国連審査対応 

国連提出（H27.4） 

【2014inv】 

算定方法改善 算定 国連審査対応 

速報値 国連提出（H28.4） 

【2015inv】 

算定方法改善 算定 

速報値 

【国際交渉】 

・毎年インベントリの改善、作成、提出、審査対応が必要。 
・新ガイドラインに基づく2013年度インベントリの算定方法の検討、 
 開発が必要。 

【６th NC】 

国別報告書（NC）、隔年報告書（BR）、国際評価審査（IAR） 

共通報告様式の改訂 

審査対応が必要 

【1th BR】 

準備検討・作成 

【国際交渉】 

IAR対応（技術審査、国際会議プレゼン） 

【2th BR】 国連提出（H25.12末） 

IAR準備 準備検討・作成 

国連提出（H27.12末） 

以下の情報の整理が必要。 
 
 ✔緩和行動の成果 
 

 ✔ｲﾝﾍ゙ ﾝﾄﾘの将来予測 
  

 ✔途上国への資金・能力 
  開発支援の状況整理 
                                    など 

以下の情報の整理が必要。 
 
✔ 国家情勢 
✔ 政策・措置 
✔ 気候変動の影響、適応措置 
✔ 研究・観測及び技術開発 
✔ 教育・訓練・啓発 など 

NC（4年ごと提出） BR（2年ごと提出） 

IAR対応(技術審査、国際会議プレゼン) 



気候変動枠組条約・京都議定書拠出金    １４３百万円（９７百万円） 

地球環境局国際連携課国際地球温暖化対策室 

 

１．事業の必要性・概要 

気候変動枠組条約及び京都議定書の締約国として、条約及び議定書上の義務履

行に関する国際的な体制・基盤整備の推進のための条約事務局の作業を着実に実

施するために資金拠出を行う。2014（平成 26）年度はカンクン合意に基づく国

際的な MRV（測定・報告・検証）の実施のための事務局作業の増大に対応すると

ともに、温室効果ガスの排出・吸収量の報告やその審査体制の構築・拡充、国際

排出量取引等のためのデータ管理システムの構築・管理等を実施するための資金

拠出を行う。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）カンクン合意等実施のための資金拠出 

① MRV、適応等支援のための資金拠出 

 2010（平成 22）年の COP16 で採択されたカンクン合意に基づき、各国から

排出量や緩和行動の取組状況等を記載した報告書が 2014（平成 26）年に提出

され、この報告書に関して国際的な MRV を実施するための作業が 2014 年に新

たに開始される。カンクン合意に基づく MRV 可能な緩和行動の実施は、すべて

の国が参加する枠組みの構築を目指す我が国の方針にも合致する重要なもので

あることから、これらの制度に関する費用について資金を拠出する。 

 また、適応対策の着実な実施及び適応に関する議論においても我が国のリー

ダーシップを発揮するため、COP16 で設立が合意された「カンクン適応枠組み」

の実施に関する費用についても資金を拠出する。 

 

②排出・吸収量及び国別報告書審査のための審査員トレーニングプログラムへ

の資金拠出 

 気候変動枠組条約及び京都議定書に基づき各国が提出した排出・吸収量イ

ンベントリ及び国別報告書を審査する審査員養成のためのトレーニングプロ

グラムに対し資金を拠出する。 

 

（２）国際データ管理システム構築・運用への資金拠出 

  各国の割当量の発行・管理や国際排出量取引等に必要な国際データ管理シス

テム（国際取引ログ）の構築と運用に必要な資金を拠出する。 

 

３．施策の効果 

 気候変動問題に対する国際的な取組の推進に貢献する。 



気候変動枠組条約・京都議定書拠出金 

 気候変動枠組条約及び京都議定書の締約国として、国際的な体制・基盤整備の推進に
貢献する責務を果たすために資金拠出を行う。 

気候変動問題に対する国際的な取組の推進 

 カンクン合意等実施の支援 

2010年に採択されたカンクン合意の実施を推進。カンクン合意の下で先進国・途上国ともに排
出削減に取り組んでいく必要。 

 各国から提出される排出量や取組状況等の報告書に関する国際的なMRV（測定・報
告・実証）が2014年から本格的実施 

 カンクン適応枠組みの実施 

 各国が提出する排出量や取組状況等の報告書を審査する審査員養成トレーニング 

 世界の温室効果ガス排出削減に係る長期目標のレビューの実施 

 国際データ管理システム構築・運用支援 

 排出枠データを国際的に管理するシステム（国際取引ログ（ITL））の構築及び運用 

 

 

 

平成26年度概算要求額 
 143百万円（97百万円） 

支出予定先：気候変動枠組条約事務局（UNFCCC） 



（新）気候技術センター・ネットワーク（CTCN）事業との連携推進 

８２百万円（０百万円） 

地球環境局国際連携課国際地球温暖化対策室 

 

１．事業の必要性・概要 

 2010 年（平成 22）末の COP16 において、気候変動対策技術の開発・移転を

促進するために気候技術センター・ネットワーク（CTCN）の設立が合意され、

2012 年末の COP18 では、CTCN の要となる気候技術センターのホスト機関とし

て、国連環境計画（UNEP）等 13 機関からなるコンソーシアムが承認されたと

ころである。今後 CTCN が本格的に始動することで途上国のニーズと先進国の

もつ環境技術とのマッチングが行われ、気候変動対策技術の移転・普及が進

められることとなる。 

CTCN には途上国の気候変動対策にかかるニーズ情報が集まってくることか

ら、我が国としては CTCN を活用して優れた環境技術の活用をインプットする

ことで、それらの技術をより効率的に海外展開することが可能となる。また、

途上国における二国間クレジット制度（JCM）を活用したプロジェクトの形成

及び実施、国際機関等の支援による途上国の低炭素開発プロジェクトにおけ

る日本技術の活用機会の拡大等につながることが期待される。 

このように、CTCN を支援することにより、途上国における低炭素化の推進

や温室効果ガスの排出削減に貢献するとともに、日本が世界に誇る低炭素技

術の海外展開を促進することが期待される。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 CTCN の活動を拠出金により支援。 

 

３．施策の効果 

 CTCN の活動を通じて日本の優れた環境技術の移転・普及を促進し、日本の技

術の国際標準化を見据えつつ活用機会の拡大を図る。また、日本国内の関係機関

によるネットワーク機関としての参加や、我が国がリードしてきた既存ナレッジ

プラットフォーム（知見の集積や共有のためのネットワーク）の知見や経験の活

用を通じて、日本の存在感を高める。 



イメージ 

背景・目的 
事業概要 

事業スキーム 

期待される効果 

平成25年度予算 
○○百万円 

気候技術センター・ネットワーク（CTCN）事業との連携推進 26年度要求額 
 82百万円（新規） 

ネットワーク
機関 

CTCN 

CTC ホスト（13機関） 

 2010年末のカンクン合意において、気候変動対策技術の開
発・移転を促進するためにCTCNの設立に合意。2012年末の
COP18でUNEP等13機関からなるコンソーシアムがCTCNの要
となる気候技術センターのホスト機関として承認された。 

 CTCNの活動に日本の優れた環境技術をインプットすること
により、日本の環境技術の国際標準化を見据えつつ活用機会
の拡大を図る。 

CTCNの活動を拠出金により支援 

CTCNへの拠出金 

 CTCNの活動を通じて日本の優れた環境技術の移転・普及を
促進し、日本の技術の国際スタンダード化の活用機会の拡
大を図る。 

 日本国内の関係機関によるネットワーク機関としての参加
や、我が国がリードしてきた既存ナレッジプラットフォー
ムの知見や経験の活用を通じて、日本の存在感を高める。 

【CTCNのミッション】 

 途上国の技術ニーズの特定 

 技術に係る情報提供・能力強化 

 既存技術の活用に関する支援 

 産官学研との協力による環境技
術の開発移転の促進 

 再生可能エネルギー 

（発電） 

• バイオガス、地熱、小水力、浮
体式洋上風力（将来的に） 

（燃料） 

• バイオ燃料 

 コジェネ、熱利用（ヒートポンプ
など） 

 自立・分散型低炭素エネルギーシ
ステム（再エネを最大限活用） 

 省エネ 

• （BEMS等に加え）建築物の低
炭素化 

 

我が国の優れた環境技術 
アジア太平洋地域 

国内関係機関 

二国間クレジッ
ト（JCM）プロ
ジェクト形成・
実施に寄与 

ネットワーク
機関の有力候
補として推薦 

国際機関の支援
等による各種プ
ロジェクトへの
日本技術の活用 

アジアから日本技術の 
国際標準化を目指す 

日
本
技
術
を 

大
々
的
に
展
開 

支出予定先： 
  気候技術センター・ネットワーク（CTCN） 



気候変動影響評価・適応推進事業 

３３１百万円（３４６百万円） 

地球環境局総務課研究調査室 

 

１．事業の必要性・概要 

 既に避けられない気候変動による影響に短期的に対応し、将来の影響評価を進

め、中長期的な気候変動に対する適応策の立案を推進することが我が国及び国際

社会における重要な課題となっている。このため、本事業は、関係府省庁と連携

した国内における適応施策の実施、気候変動に脆弱なアジア太平洋地域における

適応分野における国際協力、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第２作業部

会（影響評価・適応）報告書作成支援を通じた温暖化の科学的基盤整備における

国際貢献を行うものである。 

適応の取組は気候変動枠組条約第 16 回締約国会議でのカンクン合意により、

途上国における気候変動に対する脆弱性の低減及び強靱化の必要性が指摘されて

以降、国際的にも重要視されている。なお、我が国は平成 26 年３月に横浜で IP

CC 第５次評価報告書の適応に関する作業部会の総会を開催する予定であり、我

が国としても国際的な適応の取組を進めることが必要である。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（1）気候変動影響評価・適応推進事業 

 地球観測連携拠点（温暖化分野）の設置・運営、気候変動影響統計データベ

ースの更新・運用を行う。また、政府全体の総合的・計画的な気候変動への適

応に係る取組を取りまとめる「適応計画」の策定（平成 27 年度夏頃目途）に

向けて、気候変動影響の予測・評価の検討等や、専門家会合を開催して適応計

画の方向性の検討を行う。 

 

（2）アジア太平洋地域気候変動影響評価・適応パートナーシップ推進事業 

 気候変動に脆弱なメガデルタ地域、島嶼地域、山岳地域等を有し、我が国と

外交・経済的に密接なアジア太平洋地域の適応実施を支援するため、国連環境

計画(UNEP)や関係機関と協調して、アジア太平洋適応ネットワーク(APAN)のハ

ブセンター運営を支援する。具体的には、①知識の管理･活用、②途上国の能

力開発の支援、③情報発信、対話の推進、④国際会議の開催を行う。 

 また、適応に係る我が国の技術情報やノウハウの APAN への提供、及びイン

ターネット上のデータベースでの域内各国との情報共有を継続する。更に平成



26 年度は、従来の技術情報の提供に加えて、途上国での個別技術の技術的・

社会的・資金的適用可能性、費用対効果等に係る情報も併せて提供する。 

 

（3）IPCC 報告書作成支援 

IPCC 第５次評価報告書（平成 26 年公表予定）等への我が国の科学的知見の

反映を行うべく、我が国から参加する執筆者・研究者の活動を支援する。 

 

３．施策の効果 

・ 関係府省庁・機関の連携強化、我が国における国内適応策の促進 

・ アジア太平洋地域の脆弱な途上国における適応能力の強化 

・ IPCC 報告書作成への貢献等を通じた気候変動影響評価に関する科学的知見

の強化 

 

 



2005年までの100年間で世界の平均地上気温が0.74度上昇。多くの自然システムが影響を受けつつある。 
（IPCC第4次評価報告書） 

脆弱性の高い途上国のみならず、我が国を含む先進国でも既に影響が顕れつつある 

モニタリング、情報収集・分析・評価、適応策の検討・実施 

       気候変動影響評価・適応推進事業  地球環境局総務課研究調査室  
                                            ３３１百万円（３４６百万円） 

 我が国の有する科学的知見のIPCC等国際的な科学的基盤への貢献 

  

 
国内検討会開催 

IPCCによる各種報告書のための専門家の派遣等 
第5次評価報告書ドラフト分析及び温暖化影響評価・

適応策の検討 

情報発信 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適応策支援 
 

 

 

 

影響評価 
 

 

 

 

データ収集 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国内における適応策の推進 
①気候変動及びその影響の予測・評価の検討 ②適応計画の検討  

③地域における適応策推進強化 

自治体等国内適応策実施主体の支援、普及・啓発 

気候変動影響評価及び適応策推進支援 

データ品質の管理・保証 

気候変動影響統計データベースの
整備 （公的統計に関する基本的
な計画に基づく） 

気候変動影響監視評価センター 

適応に係るニーズの把握（データ収集、脆弱性評価）、適応事例の整理、及びワーク
ショップ開催等によるキャパシティビルディング 

適応情報のAPANを通じた
政策決定者への配信 

アジア太平洋地域ハブセンター支援事業 

我が国の技術の海外展開等アジア太平洋途上国支援  UNEP適応ネットワーク構築への貢献 

我が国の適応技術を整理し、途上国における利用を促進 

適応技術支援機能の整備 

国際会議等を通じた気候変動適応に関する知見の共有  

支出予定先：民間団体等 



（新）気候変動に強靱な低炭素社会構築専門家世界ネットワーク事業 

１２０百万円（０百万円） 

地球環境局総務課研究調査室 

 

１．事業の必要性・概要 

平成 20 年のＧ８首脳会合では、2050 年までに世界全体の温室効果ガス排出量

を少なくとも半減するという長期目標が合意された。この達成に向けて我が国は、

各国における低炭素社会に向けた包括的なビジョンの確立に向けた検討基盤とし

て低炭素社会国際研究ネットワーク（LCS-RNet）を主導し、また、2050 年には

世界の温室効果ガス排出量の半分を占めると予測されるアジアにおいては低炭素

アジア研究ネットワーク（LoCARNet）を通じて活動を行って来た。 

他方、最も厳しい緩和努力を行っても今後数十年の気温上昇は避けられないと

言われており、適応策と緩和策は互いに補完しあい、気候変動のリスクを大きく

低減することが必要とされている。このため、世界における先駆的な取組として

緩和･適応統合政策の実行につながる活動を推進する。 

カンクン合意により途上国における気候変動に対する脆弱性の低減及び強靱化

の必要性が指摘されて以降、適応の取組は国際的にも重要視されている。なお、

我が国は平成 26 年３月に横浜で気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第５次

評価報告書の適応に関する作業部会の総会を開催する予定であり、我が国として

も国際的な適応の取組を進めることが必要である。 

 

２．事業計画（業務内容） 

緩和･適応両政策を統合した政策を早急に実施するための基盤づくりを行うた

め、気候変動に強靱な低炭素社会構築専門家世界ネットワーク（CCR-LCSNet）を

構築する。従来の LCS-RNet や LoCARNet による経験を活用し、対象国を拡大し、

科学者、政策決定者、政策実施者等が参加するワークショップや能力育成プログ

ラム等を開催し、人材育成を行う。主たる新規活動としては、脆弱性評価・適応

ガイドラインの編纂及びモデル地域における共同調査も計画している。 

 

３．施策の効果 

気候変動の国際交渉の遅れ、気候変動の影響が顕在化しつつある状況に対して、

我が国のみならずアジア太平洋地域を中心とする国外において、実効性のある気

候変動の緩和策の確実な実行及び気候変動の影響に対する適応を全ての施策に主

流化し、緩和･適応を統合する政策実施の推進に貢献する。 



研究者による科学的認
識の段階は終わり、実
行に向けての専門知識
の集約・利用の段階へ 

温暖化進行・影響顕
在化、適応・緩和統

合政策へ 

気候変動に強靭な低炭素社会構築専門家世界ネットワーク事業 
     １２０百万円（０百万円） 支出予定先：民間団体等                                  

2020年からの新枠組み

に向けて先進・途上各国
の政策の具体化が必要 

政策密着型専門家 
ネットワーク構築 

途上国低炭素型発展実施に向けた世
界的知識共有ネットワークが必要 

政策実行へのインパクト 
形成のための活動 

喫緊の政策直結国際・国内気候政策課題 政策・行動主体 

政策担当
者 

 

政府研究
機関 

 
大学 

 
専門家 

 

地域政策
担当者 

 
産業 

 
ＮＧＯ 

 

Ｇ８等国
際フォー
ラム 

 
UNFCCC 

 
国際機関 

 
資金機関 

 
各国政府 

 
産業界 

 
地域行政 

 
地域社会 

 

知識共有
ネット
ワーク 

 

気候リスク管理の観点から緩和・適応を統合
する世界政策提案 
 ・緩和策と適応策のバランス・2－4℃間転移評価 
 ・上記のための政策効果（経済評価など）評価手 
  段の確立・共有 
 ・気候資源劣化の被害補償スキーム 
 ・南南/南北協力メカニズム 

 ・保険制度等相互扶助の仕組み   

政策実行現場に
おける知識提供 

途上国間S-S協力 
NW 

先進国間政策研
究NW 

世界気候政策研
究NW 

先進/途上国間 
協力NW 
[3地域] 

低炭素・適応知
識共有NWとの

協力 
適応のメインストリーム化 
 ・地域気候変動リスク・脆弱性・経済評価 
 ・強靭な社会形成のためのハード的対応と社会 
  ソフト的対応策集約普及 
 ・B/Cを踏まえた適応技術選択、技術のLocal化 
 ・政策実施レベルの分担とガバナンスの向上 
 ・国際（GEF/GCF）、国家、地域ファイナンスの有効利用 
 ・知識創造的実施例集約・CC-Good Practice普及  

参加専門家が直接
政策形成へ貢献す
ることが一番のイン

パクト 

地域・分野・課題に応
じた双方向知識交流
のしかけが必要 

機能別サブ
ネットワー
ク（NW) 

 

・年次会合での継続的課題抽出と課題に
焦点を当てた知識創造型WSをベース
とした専門家による報告・勧告 
・専門家招聘によるPolicy Paper 作成 
・国際フォーラム・UNFCCC等関連会合 
 での発表 
・研究ジャーナル特集号での知識集約 
 
・各途上国での研究・政策対話WS、S-S

協力による各国研究者コミュニティ形成
推進 
・先進国・途上国連携の政策形成方法 
 訓練WS 

・途上国地域ごとの専門ＣＯＥ設立による、
地域での中核機関養成 
・各国間での相互インターン制度 
 
・脆弱性評価・適応策ガイドラインの編纂 
・CC-Resilient Earth Good Practice編WG 

・適応ファイナンス対策関連の地域ごと
の一連の地域WS 
・パイロット地域を特定した共同集中研究  
 からの知識集約とＷｅｂなどでの普及 
 

IPCC in Practice 

科学認識を終え、
実施に向けた専
門家の知恵の
集約・行動へ 

実効性ある緩和策遂行による低炭素社会構築 
（以下の課題の解決に向けLCS-RNet及びLoCARNetの統
合・発展） 
 ・転換に向けた国際的・国内的ファイナンスの構築   
 ・需要抑制/供給システム統合エネルギーシステム 
 ・成熟都市の転換と成長都市の低炭素化設計 
 ・途上国における観測・インベントリ・関連統計整備  
  と部門間整合削減政策など科学基盤強化 
 ・途上国での森林・農地・土地・利用変化等非エネ 
  ルギー分野の実態把握と対策 
 ・先進/途上国間知識移転・共有、能力構築推進 

 ・転換期での低炭素/グリーン成長の積極的役割                

緩和･適応統合政策の実行推進へ知恵を結集し、実効性のある取組を日本がさきがける 



地球環境に関するアジア太平洋地域共同研究・観測事業拠出金      

            ２４１百万円（２４３百万円） 

 

地球環境局総務課研究調査室 

 

１．事業の必要性・概要 

 アジア太平洋地球変動研究ネットワーク（APN）は、日米のイニシアティブ

に基づき、平成８年に設立された政府間ネットワークで競争的研究資金を提

供している。現在 22 の参加国により活動が行われ、アジア太平洋地域におけ

る地球変動研究の各分野で中心的な位置を占めている。我が国は発足以来最

大の拠出国として活動を主導している。 

アジア・太平洋各国が地球変動に適切に対処できるようになるために、共

同研究の推進、科学者・政策担当者等に対する科学的な能力開発の推進、そ

して政策と科学のリンクの強化を目標とし、気候変動・気候の変化、生態系

・生物多様性・土地利用、大気・陸上・海洋の変化、天然資源の利用・持続

可能な開発を中心とする地球変動の各分野における活動を実施している。 

 

２．事業計画（業務内容） 

平成 25 年度に特別枠等を開設して活動を重点化した気候変動適応に関する

調査・研究・人材育成については、平成 26 年度も引き続き実施し、気候変動

に関する政府間パネル（IPCC）等への貢献を進めて行く計画である。 

 また新たに、地域における森林等吸収源にかかる共同研究、気候変動の緩

和と適応を統合的に行う研究、生態系の機能を活用した気候変動適応策策定

に資する活動を参加各国の要望も勘案して重点化し、国際科学会議（ICSU）

主導のフューチャーアースの世界的な動きも踏まえながら活動を行う。 

 

３．施策の効果 

 共同研究を通じてアジア太平洋地域の研究者の能力向上に貢献するとともに、

政策対話を実施することにより政策立案に貢献する。これにより、我が国は最大

の拠出国として途上国支援の自国の政策を実現する場として、アジア太平洋諸国

をリードできる。同時に、アジア太平洋地域の研究者と地域に特有の問題に共同

で取り組むことで、地域的視点から国際政策立案に貢献する。また、我が国が推

し進める他の研究ネットワークとの有機的連携を図ることで、ネットワーキング

の知見を共有し効率的な運営ができる。 



地球環境に関するアジア太平洋地域共同研究・観測事業拠出金 

              支出予定先：アジア太平洋地球変動研究ネットワーク   ２４１百万円（２４３百万円）  

[目的] 

アジア太平洋地域における地球変動に関する国際共同研
究の推進 

地球変動研究に係るデータの標準化、収集、分析、交換 

開発途上国の科学的能力の向上 

他地域のネットワークとの協力促進 等 

 

[位置づけ]  

アジア太平洋地域の地球環境研究支援ネットワークとして
1996年に設立。 

我が国は、米国（米国国立科学財団）とともに、最大の拠出
国として、APNを支えている。 

＊オーストラリア、バングラデシュ、ブータン、カンボジア、中国、
フィジー、インド、インドネシア、日本、ラオス人民民主共和国、マ
レーシア、モンゴル、ネパール、ニュージーランド、パキスタン、
フィリピン、大韓民国、ロシア連邦、スリランカ、タイ、アメリカ合衆
国、ベトナム 

 

[成果] 

国連気候変動枠組み条約（UNFCCC）で地域研

究プログラムとして認知され、科学技術のキャ
パビル活動として評価。 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC ）に研
究成果が引用されている。 

生物多様性分野でもUNFCCCへのインプット及
びSATOYAMAイニシアティブの推進にも貢献。 

 

Asia-Pacific Network for Global Change Research (APN)はアジア太平洋地域の２２ヶ国*が参加する地球変動研究に対

する競争的な研究資金を提供する機関。 

[平成25年度以降の重点化事業]  
適応に関する共同研究・能力開発研究の特別公募枠の設
置及び国際会議開催 

 IPBES（生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科
学政策プラットフォーム）への地域の取組を検討するワーク
ショップの開催 他 

［平成26年度の重点化事業］ 
 森林等吸収源・気候変動緩和と適応の統合等の共同研究

推進、国際学術会議(ICSU)主導のフューチャーアースの世
界的動きを踏まえた活動 他 

アジア太平洋地球変動研究ネットワーク（APN） 

■公募型共同研究 
（１９９８～２０１２年度採択実績） 
累積２６２案件  

■能力開発型研究 
（２００３～２０１２年度採択実績） 
累積１３９案件 



(新)世界適応ネットワークアジア太平洋地域事務局拠出金        

          ６０百万円 （０百万円） 

地球環境局総務課研究調査室 

 

１． 事業の必要性・概要 

気候変動の影響については最も厳しい緩和努力を行っても今後数十年の気

温上昇及び影響の出現は避けられないことから、気候変動への適応は喫緊の

課題となっている。2009(平成 21)年には国連環境計画(UNEP)は世界適応ネッ

トワーク（GAN）を提唱し、同年アジア太平洋地域を担うアジア太平洋適応ネ

ットワーク(APAN)が設立し、特に、2010(平成 22)年のカンクン適応枠組の設

立合意以降、APAN は国際的な取組と連動した活動を実施してきた。こうした

アジア太平洋の活動事例が、中南米やアフリカ等の地域ネットワークの設立

及び活動の推進力となり、本年度中には GAN が正式に設立される予定となっ

ている。 

 

２．事業計画（業務内容） 

従来は APAN の事務局機能が整備されていなかったが、設立から５年を迎え、

活動が本格化してきたことから、UNEP アジア太平洋事務所内に事務局を整備す

る必要が出てきた。事務局は、アジア太平洋の先進国及び途上国の専門家から成

る運営委員会の開催及び関連業務を行う。また、GAN 下の他地域ネットワークと

の協力を推進し、APAN の先駆的取組を共有し、GAN として国際場裡でその活動の

重要性を周知する。 

 これらの業務を行う事務局に対し、資金を拠出する。 

 

３．施策の効果 

アジア太平洋地域及び世界において、我が国が適応の取組をリードすることに

よって、国際社会におけるプレゼンスを高める。これにより、我が国の科学的知

見・経験・技術等が地域の途上国に共有され、その活動がさらに世界における先

駆的前例となる。さらに、我が国は平成２６年３月に横浜で気候変動に関する政

府間パネル（IPCC）第５次評価報告書の適応に関する作業部会の総会を開催する

予定であり、APAN 事務局の機能強化をすることは適応を重視する我が国の姿勢

をアピールするためにも時宜を得たものとなる。 

 

 



                世界適応ネットワークアジア太平洋地域事務局拠出金   

■UNEPがCOP15で提唱した世界適応ネットワーク（GAN：Global Adaptation Network） 
を構成するアジア太平洋適応ネットワーク（APAN: Asia Pacific Adaptation Network）。 

■地域における適応に係る情報・知識の共有を通じた途上国の適応対応の支援。 
■我が国は、アジア開発銀行、スウェーデン等とともにAPANの地域活動を支援してきた。 

1.ウェブ上のデータベース等を用いた知識の共有  

2.途上国の能力開発の支援 

3. 科学者と政策決定者の対話の推進 

■域内活動が拡充し、他方GANの他地域のネットワークが立ち上がり、これらに知的支援等を行い連携
する必要が出てきたため、APAN事務局を正式に整備することが必要となった。平成26年度からは新た
に事務局活動のために拠出する。 

アジア太平洋適応ネットワーク（APAN) 

世界適応ネットワーク  （GAN） 

 アフリカ アジア・太平洋 中南米 西アジア 

 
 
 

東南アジ
ア 

南アジア 太平洋 
中央アジ
ア 

北東アジ
ア 

アジア太平洋適応ネットワーク  （APAN） 
2009年10月 

バンコクにて発足 

   事務局：UNEP-ROAP 

支出予定先：国連環境計画 ６０百万円（０百万円） 
地球環境局総務課研究調査室 

       地域活動拠点（ハブセンター） 

←GANとの連携・地域活動の総括（拠出金） 

←事務局との連携・地域活動の実施、 
 準地域活動の統括・各準地域活動の実施 



 

いぶき（GOSAT）観測体制強化及びいぶき後継機開発体制整備 

１，５０３百万円（１，３１５百万円） 

 

地球環境局総務課研究調査室 

 

１．事業の必要性・概要 

○ 事業の概要 

 温室効果ガス専用の観測衛星として世界唯一の「いぶき」は平成 21 年の打ち

上げ以降、順調に観測を続け、ハード面に問題はないが、設計寿命は 5 年（平成

26 年）であり、平成 26 年 1 月には設計寿命を迎える。世界をリードする温室効

果ガスの多点観測データを提供し、気候変動の科学、地球環境の監視、気候変動

関連施策に対し貢献する我が国の国際社会における貢献を継続的に果たすため、

平成 29 年度打ち上げを目標として「いぶき」後継機を開発する。 

 

○ 事業の必要性 

①気候変動の科学に対する貢献 

二酸化炭素及びメタンの大気への排出・蓄積による温暖化等の地球システムへ

の影響の科学的評価のためには、全球において、森林等の陸面、海面におけるこ

れら温室効果ガスの吸収・排出の地域的な収支や、温暖化によってその収支がど

のように変化するか等の炭素循環の解明が極めて重要である。このためには二酸

化炭素及びメタンの全球的・継続的な観測が必要であるが、地上における観測点

は世界に約 300 か所程度に過ぎず、地球上の広大な観測の空白域を埋めるには衛

星観測が必須である。このため、「いぶき」及び観測精度と密度を飛躍的に向上

した後継機により、継続的・体系的に衛星観測を行う。 

 

②全球的な気候変動政策への貢献 

気候変動リスクの一つとして熱帯林や永久凍土等における炭素循環の大規模な

変化が懸念され、地球環境の変動の監視による早期検出が極めて重要である。ま

た、2050 年の世界温室効果ガス排出量半減の促進の観点から、地域別の二酸化

炭素の吸収排出量推定（REDD+（途上国における森林減少・劣化の回避による排

出の削減）の効果、主要排出国の削減行動の評価）を精度良く行う必要性が高ま

っている。このため、「いぶき」及び後継機により、継続的・体系的な観測体制

を確立する。 

 

③地球観測における国際責任 

全球地球観測システム（GEOSS）や全球気候観測システム（GCOS）を担う「い



ぶき」による観測連携を後継機によって継続することが宇宙・科学技術先進国の

責任である。このため、後継機を開発し、現行の国際協力を継続し、二酸化炭素

・メタンの観測衛星 OCO-Ⅱ（2014 年打ち上げ予定）を計画している米国等各国

との連携強化を目指す。 

 

④JCM 対象事業の推進 

「いぶき」後継機では衛星データ等を利用して二酸化炭素等の排出を都市単位、

大規模工場単位で把握し、二国間クレジット制度（JCM）等のマクロな効果を検

証し、JCM 対象事業の実施を後押しする。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）「いぶき」後継機の人工衛星バス開発 

「いぶき」後継機の人工衛星バスの開発を行う。 

 

（２）観測・データ処理過程の統合的高度化 

地上観測・データ処理過程の統合的高度化のためにスパコンの導入を行

う。また、REDD+の測定・報告・検証（MRV）のためのシステム開発を行う。

さらに、補完用の地上観測データの取得と検証体制の強化を行う。 

 

３．施策の効果 

○ 全球炭素循環の解明による気候変動予測の精緻化、大規模な地球システム

の変動の監視及び地域別吸収・排出量推定の精緻化による国際的削減努力

のモニタリングに貢献する。 

○ 米国で計画されている OCO-Ⅱ等の面観測と後継機の点観測の連携、共同

検証体制づくりに取り組み、全球地球観測の国際的な体制強化に貢献す

る。 

○ 都市単位あるいは大規模排出源単位での二酸化炭素等の排出把握を行い、

アジア諸国等における JCM 実施の効果検証に資する。 

○ 二酸化炭素等の排出削減に加え、ブラックカーボン（BC）の都市単位の総

合的な測定等を行い、気候変動対策を含む総合的な環境対策の進展を図

る。 

○ 国別、準国別のエネルギー起源二酸化炭素の排出状況及びその削減ポテン

シャルを把握し、途上国を中心に低炭素化に向けた施策立案等につなげ

る。 

○ REDD+活動の温室効果ガス削減・吸収効果を定量的・客観的に把握し、世

界の森林の減少・劣化に伴う温室効果ガスの排出の削減に貢献する。 

 



年度 H24～H25 H26 ～ H29 H30～ 

環境省・宇宙航空研究開
発機構 
・人工衛星バスの設計・開発 
・打ち上げサービスの調達 
・搭載センサ設計・開発 
（26年度よりエネルギー対策特
別会計で要求） 
・後継機の運用 

国立環境研究所 
・観測・データ処理過程の統合
的高度化 
・REDD+のMRVシステムの開発 

・地上・航空機観測による後継
機開発のための検証体制強化 
・後継機観測データ検証作業 

H26年度からエネ特で要求 

いぶき（GOSAT）観測体制強化及びいぶき後継機開発体制整備 
平成26年度概算要求額：1,503百万円（1,315百万円） 

支出予定先：民間団体等 

世界をリードする温室効果ガスの多点観測データを提供する
ことにより、気候変動の科学、地球環境の監視、気候変動関
連等施策に対し貢献する我が国の国際社会における貢献を継
続的に果たすため、平成29年打ち上げを目標として平成24年
度より「いぶき」後継機の開発に着手。 

平成21年に打ち上げられた「いぶき」は、順調に観測を続けており、全球を多
点かつ精度良く観測しているが、平成26年1月には設計寿命を迎える。 

世界で唯一の温室効果ガス観測技術衛星・いぶきの使命 

○都市単位あるいは大規模排出源単位での二酸化炭素等
の排出把握を行い、アジア諸国等におけるJCM実施の
効果検証に資する。 

○二酸化炭素等の排出削減に加え、ブラックカーボン
（BC）の都市単位の総合的な測定等を行い、気候変動
対策を含む総合的な環境対策の進展を図る。 

○国別、準国別のエネルギー起源二酸化炭素の排出状況
及びその削減ポテンシャルを把握し、途上国を中心に
低炭素化に向けた施策立案等につなげる。 

○REDD+活動の温室効果ガス削減・吸収効果を定量的・
客観的に把握し、世界の森林の減少・劣化に伴う温室
効果ガスの排出の削減に貢献する。 

期待される効果 
後継機開発・年次計画（予定） 

打
上 

http://www.gosat.nies.go.jp/jp/img/L3XCO2.gif


 

フロン等対策推進調査費         ２４７百万円（１１５百万円） 

 

地球環境局地球温暖化対策課フロン等対策推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

冷凍空調機器の冷媒用途を中心に、高い温室効果を持つフロン類（ＨＦ

Ｃ）の排出量が急増しているため、平成 25 年通常国会において、フロン類

の製造から回収・再生・破壊に至るまでのライフサイクル全体を見据えた

包括的な対策を行うこととして、「特定製品に係るフロン類の回収及び破

壊の実施の確保等に関する法律」の改正がなされ、２年以内に施行すると

された。このため、同法の円滑な施行が必要である。併せて、途上国にお

けるフロン等対策の支援、オゾン層の状況の監視等を引き続き行うことに

より、オゾン層保護及び地球温暖化防止を図る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）脱フロン社会構築推進費 

フロン類破壊業者等への立入検査に係る経費のほか、改正法施行に向け

て、冷凍空調機器ユーザー等の規制対象者に対する説明会の開催、フロン

類の漏えい量の算定・報告・公表制度の構築に向けたシステム開発、地方

公共団体向けの行政指導マニュアルの作成及びその研修、その他法施行に

係る調査検討を行う。 

（２）途上国におけるフロン等対策支援事業費 

アジア等の途上国における冷媒フロン等処理対策の支援及びオゾン層破

壊物質転換の支援を行う。 

（３）オゾン層及びフロン類等状況評価検討費 

フロン類等の大気中濃度の調査を行うとともに、オゾン層破壊状況等に

ついて評価・公表を行う。 

（４）フロン類の生産抑制及び排出抑制に向けた経済的手法の検討 

フロン税等の経済的手法について、様々な課題を総合的に勘案しつつ、

具体化に向けた検討を行う。 

 

３．施策の効果 

脱フロン社会・低炭素社会の構築を推進することにより、オゾン層の保護

及び地球温暖化の防止を図る。 



フロン等対策推進調査費 
２６年度要求額 ２４７百万円（１１５百万円） 
           支出予定先：民間団体等 

平成２５年６月に改正されたフロン類法の円滑な施行（排出抑制対策の徹底） 
             ・フロン類破壊業者等への立入検査 
             ・規制対象者に対する説明会の開催などによる法遵守の徹底 
             ・フロン類の漏えい量の算定・報告・公表制度の基盤整備 
             ・地方公共団体向けの行政指導マニュアルの作成及びその研修 等 

ノンフロン等 

京都議定書 
地球温暖化防止の観点から 
温室効果ガスとして削減等 

 

オゾン層破壊物質 

モントリオール議定書 
オゾン層保護の観点から 

生産規制等 

 

代替フロン等 

脱フロン社会・ 
低炭素社会の推進 

CFC、 HCFC 
オゾン層破壊効果 有り 
地球温暖化効果 有り 

HFC 
オゾン層破壊効果 無し 
地球温暖化効果 有り 転換 

炭化水素、アンモニア等 
オゾン層破壊効果 無し 
地球温暖化効果 僅少 転換 

ノンフロン製品の普及加速化 
(省エネ型のノンフロン製品について 
エネルギー対策特別会計で措置） 

         途上国における 
          ・冷媒フロン等処理対策の支援 
          ・オゾン層破壊物質転換の支援 

オゾン層保護法に基づく 
・フロン類等の濃度状況監視調査 
・オゾン層破壊状況等の評価・公表 

フロン類等対策の流れ 

・フロン類の生産抑制・排出抑制に向けた経済的手法の検討 

・京都議定書の新規対象物質（ＮＦ３）に係る排出抑制対策の
検討 



 

廃棄物処理センター等に対する補助事業（公共） 

１，１８９百万円（９９４百万円） 

 

廃棄物・リサイクル対策部 産業廃棄物課 

廃棄物対策課 

 

１．事業の必要性・概要 

産業廃棄物については、民間による産業廃棄物処理体制を中心として適正な 

処理を確保することが基本であるが、民間のみでは適正な処理を確保すること 

が困難な場合には、都道府県等の公共関与による施設を整備することが必要で 

ある。 

また、地域の実情に応じて、ばいじん、燃え殻など特別管理一般廃棄物等に

ついても、市町村のみならず、都道府県等の関与により適正な処理の確保を推

進する必要がある。 

  このため、都道府県・政令市が関与した公共関与の処理主体である廃棄物処 

理センター等による廃棄物処理施設の整備に対し、国としても財政的な支援を

行う。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 

（１）産業廃棄物処理施設モデル的整備事業 

産業廃棄物の処理施設の円滑な整備を推進するため、廃棄物処理センタ

ー等による産業廃棄物のモデル的な処理施設の整備を行う事業に対して、

施設整備に必要な事業費の１／４を補助する。 

 

（２）廃棄物処理センター等が行う一般廃棄物処理施設の整備事業 

（１）の産業廃棄物処理施設と同時に一般廃棄物処理施設の整備を行う

事業に対して、施設整備に必要な事業費の１／３を補助する。 

 

（３）安全性等確保事業 

廃棄物処理センターが整備する一般廃棄物の最終処分場の安全性及び信

頼性を確保する事業に対して、事業費の１／２を交付する。 

 

３．施策の効果 

 公共関与による廃棄物処理体制が整備されることにより、廃棄物の適正か

つ広域的な処理が可能となる。 



廃棄物処理センターに対する補助事業 

   都道府県又は政令市（以下「都道府県等」という。）が関与して産業廃棄物の処理を
行うためのモデル的な施設を整備し、処理施設の安全性に十分配慮するなど周辺住
民の理解が得やすい産業廃棄物の処理施設を設置するための知見及び円滑な事業
経営に必要なノウハウを都道府県等が蓄積することにより、今後の産業廃棄物処理
施設の整備を推進しやすい体制を構築する。 

目 的 

廃棄物処理センターによる施設整備の施設整備国庫補助スキーム 

総事業費 

補助対象事業費（Ａ）  補助対象
外事業 

国庫補助 

（Ａ）×１／４（都
道府県等出資
額が上限） 

都道府県等の
出資又は補助
（地方債の 

適用が可能） 

民間からの借り入れ等 

補助対象施設 

①焼却施設（処理能力１００ｔ／日以上） 
②感染性廃棄物の焼却施設（処理能力１００ｔ／日以上） 
③管理型最終処分場（埋立面積１ｈａ以上） ④化学処理施設 ⑤産廃再生利用総合施設 

平成26年度要求額１，１８９百万円 

  （平成25年度９９４百万円） 



総合的な２Ｒ戦略の展開（制度化も視野に入れた、総合的な２Ｒ戦略策定に

向けた調査・検討等）                        

 ３７百万円（５１百万円） 

廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会推進室 

企画課リサイクル推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

 ３Ｒの取組全体については、第三次循環型社会形成推進基本計画（平成 25

年 5 月閣議決定）で掲げた我が国の物質フローに関する指標は目標に向けて

順調に推移。しかしながら、今後、世界全体で資源制約が強まると予想され

る中、質の面での取組が不十分なところ。 

 このため、同基本計画においては、３Ｒのうちリサイクルに比べて優先度

が高い一方、取組の遅れている２Ｒ（リデュース、リユース）がより進む経

済社会システムの構築を今後の主要課題として位置づけている。 

 本事業は、上記に鑑み、制度検討を視野に置きつつ、２Ｒを切り口とする

持続可能な新しいビジネスモデルの構築を図るモデル事業を含んだ、２Ｒに

ついての取組を総合的・戦略的に展開しようとするもの。 

 

２．事業計画（業務内容） 

ア 制度化も視野に入れた、総合的な２Ｒ戦略策定に向けた調査・検討 

＜１２百万円（１５百万円）＞ 

イ 経済・社会に２Ｒが定着することを目指した、２Ｒモデル実証事業 

＜２０百万円（３０百万円）＞ 

ウ ２Ｒを中心に３Ｒの環境負荷削減効果を見える化するツールの充実・普及 

＜５百万円（６百万円）＞ 

 

３．施策の効果 

リサイクルの制度化が進んでいない製品、業界等に係る２Ｒの取組の課題及び

成功例を調査・検討することで、民間の自主努力では解決しがたい課題が明らか

となり、制度整備につなげることが可能となる。また、成功の要因等を分析・公

表することで、先行事例の他への普及が容易となる。  

 あわせて、現代の消費ニーズに合わせた地域興しや観光の観点を含めた新たな

２Ｒビジネスを実証事業として行うことで、ビジネスとしての２Ｒ事業が持続可

能な形で定着させることを検討する。 

 加えて、３Ｒに資する行動を取ることの環境負荷削減効果（CO2 の削減効果等）

を事業者・消費者が認知し、その事業活動・消費行動が変化することにより、実

行レベルで循環型社会と低炭素社会の実現に向けた統合的取組が進展する。 



総合的な２Ｒ戦略の展開（制度化も視野に入れた、総合的な２Ｒ戦
略策定に向けた調査・検討等）    支出予定先：民間団体等 予算額：３７百万円（５１百万円） 

 ３Ｒの取組全体は、第三次循環基本計画で掲げた目標指標の達成に向け順調に推移中。 
 他方、取組を個別に検討すると、 リサイクルに比べ優先度の高いリデュース、リユースの取組には遅れ。 
 このため、同基本計画において２Ｒが進む経済社会システムの構築を主要課題として位置づけ。 

 

上記の課題に鑑み、２Ｒの取組を広く経済・社会に定着させるため、制度的な検討や２Ｒを切り口とし
た新たな持続可能なビジネスモデルとするためのモデル事業を含めた総合的な戦略展開を実施。 

 

 各リサイクル法等の制度化が進んでいない製
品、業界等に係る２Ｒの取組の課題及び成功例
を調査・検討。 

 

 

民間の自主努力では解決しがたい制度的課
題を明らかにし、将来的な制度整備に道筋。 

また、成功の要因等を分析・公表することで、
先行事例の他への普及が容易に。 

 

 自治体や事業者等の関係者が地域内でのリユー
スを促進するための実証事業や、リユース促進のた
めの調査、普及啓発などを実施。 
  
 
 

 地域の特性を活かしたリユースシステムの効果
の検証をする。 

 リユース実施による環境負荷の変動等の効果を
実証し、他地域への普及を図る。 

 実態調査などを実施することでリユース促進策
を明確化。 

 

 
 ３Ｒに資する行動を取る際の環境負荷削減効果（CO2の削減効果等）を 
“見える化”するツールを小売事業者等で実施・普及 

  

 事業３Ｒに資する行動の環境負荷削減効果を事業者・消費者が認知し、その事業活動・消費行動が変化。 

 実行レベルで循環型社会と低炭素社会の実現に向けた統合的取組が進展。 

課題 

事業目的 

事業 １ 事業 ２ 

事業 ３ 



レアメタル等を含む小型電子機器等リサイクル推進事業費        

                    ９６９百万円（４５３百万円） 

廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

 資源小国の我が国において、有用金属（資源として利用価値のあるベース

メタル、貴金属、レアメタル）が含まれる使用済製品は、その多くが廃棄さ

れている状況にある。そこで、使用済小型電子機器等のリサイクルにより、

資源確保・廃棄物減量化・有害物質管理を含む、循環型社会形成の推進を目

的として、「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」（平成

２４年法律第５７号）が平成２５年４月１日に施行された。 

 本法第４条において、「使用済小型電子機器等を分別して収集し、その再

資源化を促進するために必要な資金の確保」を行うことが国の責務とされ、

国会審議においても、市町村が主体となった回収体制の構築のため国は必要

な支援を行うことの附帯決議がなされている。 

 また、本法における基本方針（平成２５年３月６日公表）では、使用済小

型電子機器等の再資源化を実施すべき量に関する目標を、平成２７年度まで

に年間１４万トンと定めている。 

そこで、使用済小型電子機器等のリサイクルを促進し、上記目標を目指し

ていくため、市町村の参加促進や制度についての情報発信を行うとともに、

回収量を拡大させるための検討やリサイクルの効率化に向けた調査・検討を

行う。また、使用済小型電子機器等の適切な国際移動を担保するための検討

等を行う。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）新制度の円滑な実施と効果の検証のための調査 

 目標達成に向けては、①市町村の制度参加を促すこと、②市町村の回収に

係る諸課題を解決するとともに、市町村の回収品目の拡大や回収方法の効率

化など回収量の拡大を図ること、が必要である。そこで、主に人口規模は大

きいが、小型家電の回収が進んでいない市町村を対象とし、②の諸課題につ

いて解決方法の検討を行う実証事業を実施する。これにより、効果的に全体

回収量を増やし、再資源化量の目標を達成させることを目指す。 

 検討する課題として、複数市町村における共同回収・引渡しの可能性の検

討や市町村の回収品目の拡大方策の検討、市町村における効果的な仕分け方

法の検討、等を実施する。また、広域エリアにおける静脈物流の効率化等、

事業者によるリサイクルの効率化に関する検討を行うとともに、個人情報保

護対策の検討等も行う。 



 

（２）新制度に係る情報発信及び導入促進事業 

国民に対して使用済小型電子機器等のリサイクル制度の意義と仕組みにつ

いて情報発信するとともに、多くの市町村・事業者等に参加を呼び掛けるこ

とにより、制度の導入を促進する。 また、違法な不用品回収が横行し、不

適正に使用済小型電子機器等が海外に流出していることに鑑み、不適正なル

ートに排出しないよう国民に呼びかける。 

 併せて、国民の使用済小型電子機器等の排出状況や本制度に対する国民の

意識、個人情報を含む機器の排出意向等について、調査を通じて実態を把握

し、対策を講ずるための資料とする。 

 

（３）使用済小型電子機器等の適切な国際移動に関する調査 

使用済小型電子機器等の排出後の流れを調査・分析し、フロー図を作成す

ることにより、「見える化」を行う。特に、海外流出を定量的に把握する方

法が現存しないため、フローの推計を行う。 

 

３．施策の効果 

 回収量拡大に向けた課題や市町村の回収に係る諸課題について、実証事業

を実施することで、各課題解決を図り、またその事例を他の市町村にも提供

することができる。また、人口規模が大きいが小型家電の回収が進まない市

町村を実証事業の対象にすることで、制度への参加人口も増加させることが

できる。これらが相まって目標の達成に近づけることができる。 

また、関係者によるリサイクルの効率化や国民への普及啓発、不適正ルー

トへの排出防止の呼びかけを行うことにより、小型家電の再資源化の促進を

図り、安定した制度の運用に資する。 

 

 

 



平成25年度 

 ○市町村の回収体制構築の支援 

 ○離島・過疎地対策 

 ○個人情報保護対策 

 ○再資源化状況調査 

 ○国民・市町村・事業者等への呼びかけ  

 ○輸出実態の定量的把握 等 

平成26年度 

 ○下記課題について、小型家電の回収が 

  進まない市町村を対象に実証事業実施 

 ・複数市町村の共同回収・引渡しの検討 

 ・市町村の回収品目・回収効率の拡大検討  

 ・効果的な仕分け方策の検討 

 ・市町村の回収コスト削減に関する検討 

 ・広域における静脈物流の効率化の検討 等 

平成27年度 

平成25年４月１日 
小型リサイクル法施行 

平成27年度までに 
年間14万ｔの再資源化を 
目指す 

中間処理施設 金属製錬 

金属回収 中間処理 

回収 排出 

回収ボックス or 資源ゴミの
新区分 or  ピックアップ 

自治体  
回収 

循環
利用 

製造業者（メーカー）の責務 

製造・販売 

小売業者の責務 

静脈物流 

引渡 

集積所 
国 民 

引渡 

消費者の責務 

国の責務 

認定事業者 

認定申請 

認定、指導・助言等 

市町村の責務 国 

・市町村の参加促進 
・事業者の実施環境整備 
・国民への普及啓発 

引き続き実施 

・回収量（回収品目）の拡大等、 
 諸課題における実証事業実施 
（小電回収が進まない市町村を 
 対象とした実証事業） 

・多くの市町村と事業者の参加の下で、小型家電リサイクル制度を推進し、廃棄物の減量化・有用金属等の再資源化を 

 行うことで、循環型社会形成の推進と資源の安定供給を確保する。 

  レアメタル等を含む小型電子機器等リサイクル推進事業費 ９６９百万円 
（４５３百万円） 

支出予定先：民間団体等 



適正なリサイクルの推進と不法越境移動の監視強化           

       ３６百万円（８百万円） 

廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室 

産業廃棄物課適正処理・不法投棄対策室 

 

１．事業の必要性・概要 

使用済となった家電・小型家電や自動車等は有害物質を含むために適切にリサ

イクルされるべき物であるが、その相当量が違法に回収・解体・処理され、場合

によっては海外に不法輸出され、現地で不適正に処理されることにより、環境汚

染につながっていることが明らかになってきた。 

さらに、平成２５年４月には小型家電リサイクル法が施行されており、本法も

含め各関連法の運用を徹底し、対策を強化することで、使用済となった家電・小

型家電、自動車等のリサイクルや越境移動の適正化を図る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 小型家電リサイクル法施行も踏まえた各種リサイクル法・バーゼル法に基づく

立入検査・報告徴収に係る事務や、廃棄物処理法に基づく自治体・警察等と連携

した指導・取締りへの対応のため、地方環境事務所における体制を支援・強化す

る。具体業務は以下のとおりである。 

① 効果的な体制を構築するための、モデル地域における重点的な立入・報告

徴収の実施及びその検証 

② 各事務所の現場対応事例を集約したマニュアルの策定 

③ 立入検査・報告徴収等の徹底実施及び事務処理の効率化のための人員増強 

④ 各事務所の現場対応事例の横展開に資する情報共有方策の検討 

⑤ 事業者向け周知に活用できる広報ツールの制作 

⑥ 現場対応時の迅速な判断を支援する装備の導入 

 

３．施策の効果 

輸出入の適正化を図ることで、今まで不法輸出され海外で不適正処理されてい

た使用済電子機器等が適正に処理されることとなる。また、不法輸出が無くなる

ことにより、今後は使用済電子機器等が日本国内で適正処理されることになるた

め、海外における環境汚染を防止できるほか、国内のリサイクル産業の活性化に

も寄与する。 

 

 



適正なリサイクルの推進と不法越境移動の監視強化 

◆輸出入規制の適正な運用への対応 
・使用済み電子機器等の海外での不適正処理に関する指摘 
・輸出先国からの通報によるシップバック案件の増加 
・バーゼル法運用見直しのための検討会を開催 
 （中古品判断基準の検討等） 
・不法輸出入の疑義案件の現地調査対応の 
 マニュアル化に着手 

◆違法な不用品回収業者の増加 
・「無料回収」と謳い、車や空き地で無許可で使用済家電製品を 
 回収する業者が増加 
・廃棄物処理基準に適合しない方法によって分解・破壊等が 
 行われ、スクラップとして不適正に海外に輸出 
・ヤードや船上で度々火災を起こすほか、空き地での有害物質の 
 流出や輸出先における健康被害発生の恐れ 
・これらを受け、使用済家電製品の廃棄物該当性の判断について 
 の通知を発出（Ｈ２４．３．１９ ） 

◆各種リサイクル法に係る不適正事例の発生 
・家電リサイクル法に基づく小売業者から家電メーカーへの引渡し 
 が適切に行われているかが疑われる事例が発生 
・自動車リサイクル法に基づく許可を受けずに自動車の解体が 
 行われているケースが横行 

◆小型家電リサイクル法の施行（Ｈ２５．４） 
・使用済小型電子機器等のリサイクルを行おうとする者が事業 
 計画を作成し、主務大臣の認定を受けることで、廃棄物処理業 
 の許可を不要とし、再資源化を促進する新制度が施行 

各種リサイクルの取り巻く状況 

現場対応事例の蓄積・共有による 
効果的な体制の構築 

効果的な体制を構築するためのモデル事業実施及び検証 

各事務所の現場対応事例を集約したマニュアルの策定 

立入検査・報告徴収等の徹底実施及びこられに係る事務処理の
効率化のための人員の増強 

現場対応時に有効な方法・ 
               ツールの開発 

各事務所の現場対応事例横展開に資する情報共有方策の検討 
（例：輸出入管理システムの改良等） 

事業者向け周知に活用できる広報ツールの制作 

現場対応時の迅速な判断を支援する装備（簡易分析装置等）の
購入 

３６百万円（８百万円） 

支出予定先：民間団体等 



                                  

 

ＰＣＢ廃棄物対策推進費補助金  １，５００百万円（１，５００百万円） 

 

廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 

 

１．事業の必要性・概要 

  国の主導のもと日本環境安全事業株式会社を活用し、全国的なＰＣＢ廃

棄物の処理体制の整備を図っているが、ＰＣＢ廃棄物の処理費用は通常の

廃棄物に比べ相当高額とならざるを得ない。 

そのため、処理費用の負担能力の小さい中小事業者が保管するＰＣＢ廃

棄物の早期かつ円滑な処理を進めるため、ＰＣＢ廃棄物処理基本計画及び

独立行政法人環境再生保全機構法に基づき、国、都道府県からの補助金に

よる基金を独立行政法人環境再生保全機構に造成してきた。今後も、引き

続き、中小事業者等のＰＣＢ廃棄物処理に係る費用負担を軽減するための

助成を行い、ＰＣＢ廃棄物の早期処理を促進する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 中小事業者等のＰＣＢ廃棄物処理に係る費用負担を軽減するための助成を行

う基金の造成を引き続き進める。 

 

３．施策の効果 

  中小事業者等のＰＣＢ廃棄物処理に係る費用負担を軽減するための助成を行

うことで、ＰＣＢ廃棄物の早期処理の促進が図られる。 



都
道
府
県 

Ｐ
Ｃ
Ｂ
廃
棄
物
処
理
基
金 

（独
）環
境
再
生
保
全
機
構 

処理料金 

国 

拠出 

拠出 

契約時に 
処理費用を 
軽減 

処
分
業
者
（日
本
環
境
安
全
事
業
（株
）） 

保
管
事
業
者
（中
小
企
業
者
） 

助成 

 国及び都道府県の協調補助により、PCB廃棄物処理基金を造成 
 

 中小企業者がPCB廃棄物を処分業者（現在は日本環境安全事業株式会社）に処分委託する際にそ
の処理費用を軽減  

協調 

→処理の本格化に伴い、助成実績は年々増加 

基金による中小企業者助成の流れ（イメージ） 助成実績 

            PCB廃棄物処理基金 

助成台数 助成金額（百万円） 

H17～
H19 

1,984 374 

H20 3,994 701 

H21 6,317 1,160 

H22 7,684 1,464 

H23 9,212 1,716 

H24 12,528 2,447 

平成26年度要求額１，５００百万円 
  （平成25年度１，５００百万円） 



                                  

 

ＰＣＢ処理施設整備事業     ４，０００百万円（７，０２５百万円） 

 

廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 

 

１．事業の必要性・概要 

  ＰＣＢ廃棄物特別措置法の施行後 10 年が経過したことを踏まえ、同法附

則第２条に基づき施行状況の検討を行うため「ＰＣＢ廃棄物適正処理推進

に関する検討委員会」を設置し、ＰＣＢ廃棄物に関する今後の施策につい

て検討した。平成 24 年８月に本検討委員会の報告書「今後のＰＣＢ廃棄物

の適正処理推進について」がとりまとめられた。 

拠点的広域処理施設については、北海道事業の増設施設の整備が完了し

たことを踏まえ、今後は従来から取り組んできた小規模な改造を積極的に

行うとともに、中規模・大規模な改造については、その効果が十分大きい

と考えられる場合に実施すべきであることについて提言され、これを踏ま

えた改造等の実施を図る必要がある。 

 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）処理促進のための改造 

  比較的長期間処理にかかる見込みの機器について処理能力を増強するため、

比較的早期に処理が終わる見込みのラインを改造する。 

（２）小規模な改造 

  従来行ってきた小規模な改造を引き続き積極的に行い、処理のボトルネック

となっている設備等の処理能力を向上させる。 

（３）補修又は更新 

  操業期間の経過に伴う経年劣化を踏まえ、設備の安全性について点検し、処

理施設内の各設備について必要な補修又は更新を行う。 

 

３．施策の効果 

  ＰＣＢ廃棄物の処理の体制を確保するとともに、適正かつ確実な処分の確保

を図る。 



           ＰＣＢ処理施設整備事業 

ＰＣＢ廃棄物適正処理推進に関する検討委員会 
（ＰＣＢ特措法附則第２条に基づく検討を実施） 

報告書「今後のＰＣＢ廃棄物の適正処理推進について」 
（平成24年８月） 

現状の処理ペースのままでは、平成28年までに全体
の７～８割程度の処理にとどまる見通し 

施設の改造を行い、処理能力の向
上を図る。 

操業期間の経過に伴う経年劣化の進行も想定される
ことから、従来にも増して、経年劣化を踏まえた計画
的な点検・補修又は更新を行う必要がある。 

処理期間の延長が見込まれるこの
タイミングで、設備の安全性の点検
や補修又は更新を行う。 

当初の処理期限までの処理完了は困難 
新たな処理期限の設定 

【報告書抜粋】 

国は、拠点的広域処理施設における処理推進のための増設・
改造を含め必要な処理体制が確保されるよう取り組む必要。 

【報告書抜粋】 

国は、拠点的広域処理施設に関する設備の点検や更新等の
取組についての指導を行うとともに、財政支援を行うこと等によ
り安全かつ確実な処理が可能な施設の維持を図ることが必要。 

 ＰＣＢ廃棄物特別措置法（平成13年施行）により、国が中心となって施

設整備（国の基本計画で、拠点的広域処理施設の整備・運営をＪＥＳ
ＣＯを活用して行うことを明記） 

 処理期限までの処理が義務づけ（政令で平成28年と規定） 

• 1970年代より民間によりＰＣＢ処理施設の立地の取組がなされる
が、実現せず。 

• 国際的には、ストックホルム条約で平成40年までの処理が求めら
れている。 

特措法施行から10年が経過 

平成26年度要求額４，０００百万円 
  （平成25年度７，０２５百万円） 



                                  

 

ＰＣＢ廃棄物適正処理対策推進事業    １３６百万円（１４６百万円） 

 

廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 

 

１．事業の必要性・概要 

  ＰＣＢ廃棄物特別措置法の施行後 10 年が経過したことを踏まえ、同法附

則第２条に基づき施行状況の検討を行うため「ＰＣＢ廃棄物適正処理推進

に関する検討委員会」を設置し、ＰＣＢ廃棄物に関する施策について検討

した。平成 24 年８月に本検討委員会の報告書「今後のＰＣＢ廃棄物の適正

処理推進について」がとりまとめられ、早期のＰＣＢ廃棄物の処理完了に

向けた施策が提言された。この報告書を踏まえ、それぞれのＰＣＢ廃棄物

に関する早期処理完了に向けた施策を推進する必要がある。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等について 

  微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等について、洗浄方法等の処理技術の評価を実施

し、その結果等を踏まえ、周辺環境等に影響のない安全かつ効率的な処理方策

について検討する。また、850℃の条件での処理や移動式の処理方式について

の検討等を行い、その結果を踏まえた無害化処理認定制度の着実な運用を図る。 

（２）安定器等・汚染物について 

  安定器等ＰＣＢ汚染物の処理体制が確保されていない地域の処理体制を確保

するため、関係機関との協議や、協議に必要となるＰＣＢ処理に関する調査、

データ整理等を行う。 

（３）適正な保管等 

  保管場所での漏えい等が発生していることを踏まえ、保管場所での機器の腐

食対策や災害対策等を検討し、関係機関に周知する。 

 

３．施策の効果 

  ＰＣＢ廃棄物の処理の体制を確保するとともに、適正な保管、安全かつ効率

的な処分を推進する。 



 ＰＣＢ廃棄物特別措置法（平成13年施行）により、国が中心となって施設整備
（国の基本計画でＪＥＳＣＯ活用を明記） 

 処理期限までの処理が義務づけ 

• 1970年代より民間によりＰＣＢ処理施設の立地の取組がなされるが、実現せず。 
• 国際的には、ストックホルム条約で平成40年までの処理が求められている。 

 高圧トランス・コンデンサ等については、現在の処理ペースを
続けた場合最大平成49年まで処理に時間がかかってしまう。 

 安定器については、北九州と北海道以外の地域では処理体
制の見込みが立っていない。 

 法の施行後に判明した微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の処理
促進が急務 

特措法施行から10年が経過 

ＰＣＢ廃棄物適正処理推進に関する検討委員会 
（ＰＣＢ特措法附則第２条に基づく検討を実施） 

「今後のＰＣＢ廃棄物の適正処理推進について」 
（平成24年８月） 

①高圧トランス・コンデンサ等  施設の改造や、５事業所の得意能力の有効活用。 

②安定器等・汚染物  東京・豊田・大阪地域の処理体制を確保するため、環境省と自治体の
協議を続ける。 

③微量ＰＣＢ汚染廃電気機器
等 

 洗浄方法等の処理方式の検討。 
 電気機器等の油の入替え等の技術の検討。 
 移動式の処理について無害化処理認定制度による認定を推進。 

④無害化処理認定施設等  ＰＣＢ汚染物に関する850℃での実証試験を行い、許可要件について
検討。 

⑤適正な保管等 

 漏えい防止策について技術的な助言方策の検討。 
 漏えい場所の室内空気の汚染状況の知見の充実化。 
 各種の事業者団体と連携し、ＰＣＢ廃棄物を保有している者の届出促進。 

 東日本大震災におけるＰＣＢ保管場所での状況を踏まえ、保管方法の
改善策のとりまとめ。 

一部に処理が困難なものや、長時間要
するものがある。 

東京、豊田、大阪エリアの処理の見込み
が立っていない。 

• 処理に最も時間を要する。 
• 抜本的な処理能力の増強が必要。 

• 平成22年に処理が始まったばかり。 
• 処理に最も時間を要する。 
• 抜本的な処理能力の増強が必要。 

• 平成23年度の調査において、年間30～
40件の漏えい事案、30～50件程度の紛
失事案が生じていることが判明。 

• 未届出・未登録の者があり、掘り起こし
が必要。 

• 機器を解体するケースがあるが、漏えい
が懸念。 

• 東日本大震災では200台程度のトラン
ス・コンデンサが流失。 

      ＰＣＢ廃棄物適正処理対策推進事業 

今後の対策 現状・課題 

平成26年度要求額１３６百万円 
  （平成25年度１４６百万円） 



 

水銀条約の批准に必要な環境上適正な水銀廃棄物処理体制の整備等事業 

                   ４９百万円（５百万円） 

 

廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 

適正処理・不法投棄対策推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

金属水銀はこれまで有価物として取引されてきたが、本年 10月の外交会議に

て水銀に関する水俣条約が採択される見込みであり、今後水銀の使用用途が制限

されることにより、余剰となった金属水銀及び水銀含有物が廃棄物として処分さ

れる事態が想定される。条約の早期批准のため、これらの水銀廃棄物の処理方策

について検討を行い、条約発効後の国内外における環境上適正な水銀廃棄物の処

理体制を確保する施策を推進する必要がある。 

 

２．事業計画（業務内容） 

・水銀含有廃製品等からの水銀回収スキームの調査検討、金属水銀の安定化・固

形化技術の調査研究や処分場における環境影響調査等を実施し、水銀廃棄物の

環境上適正な処理方法や最終処分の基準の方向性について検討を行う。 

・水銀処理技術については、我が国がリードする予定のバーゼル条約水銀廃棄物

技術ガイドラインの更新作業に貢献するほか、途上国の水銀廃棄物の環境上適

正な管理の能力向上を図る。 

 

３．施策の効果 

・水銀条約発効に伴い使用制限等により廃棄物となる水銀について、環境上適正

な処理を確保する。 

・水銀廃棄物の処理に係る知見を国際的に提供し、我が国の処理技術の国際的な

展開を図るとともに、地球規模での環境負荷低減に資する。 



H25 H26 H27 H28 H29～

条約採択見込み(10月水俣） 条約批准見込み 条約発効見込み

水銀回収
スキームの検討

処理技術の検討

国際的な展開

本事業

水俣条約

国内法措置
(廃棄物処理法)

・水銀廃棄物の定義の検討 

・処理基準の検討 

・水銀安定化施設の技術基準の 

 検討 等 

関係法令の

改正予定 

・金属水銀の安定化・固形化技術の調査検討 

・水銀処理過程における環境影響調査 

・最終処分場における水銀処理物の長期挙動の調査研究 

・水銀含有廃製品の溶出試験、回収・処分方法の検討 等 

バーゼル技術ガイドライン 

更新の検討 等 

関係法令の

施行予定 

水銀廃棄物閾値の議論 

COPにて、閾値の決定、環境上適

正な管理に関する附属書（第11条3

項）の採択 

バーゼル条約技術ガイドラインの更新 

水銀含有廃製品等からの水銀回収 

スキームの検討 等 
水銀回収の普及 

世界的な水銀廃棄物

の適正管理の推進 

水銀条約の批准に必要な環境上適正な水銀廃棄物処理体制の整備等事業 
平成２６年度要求額４９百万円（平成２５年度予算額５百万円） 

支出予定先（民間調査会社等） 



 

産業廃棄物不法投棄等原状回復措置推進費補助金            

   ３，２２５百万円（２００百万円） 

 

廃棄物・リサイクル対策部 産業廃棄物課 

 適正処理・不法投棄対策室 

 

１．事業の必要性・概要 

 産業廃棄物の不法投棄等については、依然として、毎年新たな事案が判明

しており、平成 23 年度末時点で約２千万トンの事案が残存している。そのう

ち現に生活環境保全上の支障又はそのおそれがあるものについては、都道府

県等において、可能な限り早期に支障除去等を行為者等に対して実施させて

いる。しかしながら、行為者等の資力が乏しい場合や所在が不明の場合など

は、都道府県等が行政代執行により支障除去等事業を実施せざるを得ないケ

ースが生じており、都道府県等に対して当該事業に係る費用の一部を補助す

る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

廃棄物処理法及び産廃特措法に基づき、産業廃棄物の不法投棄等事案について、

都道府県等が行う支障除去等事業に対する財政支援を実施する。 

 

３．施策の効果 

 不法投棄等事案による生活環境保全上の支障等を除去する。 

 

【参考】 

２５年度当初予算額  ２４年度からの繰越額  ２５年度執行予定額 

２００百万円  ＋ ３，６０８百万円  ＝ ３，８０８百万円 

 



●既に発生した不法投棄・不適正処理への対策 
○不法投棄等は行為者が生活環境保全上の支障を除去するため、原状回復を行うことが原則。 

○行為者が不明あるいは資力がない場合には、都道府県等が代執行により支障除去等事業を実施。                    

産廃特措法に基づく支援 
（平成10年６月16日以前の不法投棄等事案が対象）  
    
 ○産廃特措法は、平成24年度まで10年間の限時法として立法措置→平成34年度まで期限を延長する 
   改正法が平成24年８月10日に成立。 
 ○産廃特措法に基づき、平成25年3月31日までに環境大臣に協議し、同意を得た各都道府県等が実施 
    する特定支障除去等事業へ支援 

廃棄物処理法に基づき設置した基金による支援 
（平成10年６月17日以降の不法投棄等事案が対象）   
   
 ○国・都道府県等・産業界が支障除去等事業の事業費を負担（３：３：４）。 
 ○各都道府県等は、国・産業界が出えんする基金からの支援を受けて支障除去等事業を実施。 

産業廃棄物不法投棄等原状回復措置推進費補助金 

26年度要求･要望額：3,225百万円 
25年度予算額   ： 200百万円 

都道府県等の要請があれば財政支援を実施。 

  補助対象：都道府県、政令市 
  補助率：有害廃棄物1/2、その他1/3 

  補助対象：産業廃棄物適正処理推進センター 
  補助率：定額 

 26年度：3,055百万円 

 26年度：170百万円 



 

産業廃棄物適正処理推進費      ２８百万円（３４百万円） 

 

廃棄物・リサイクル対策部 産業廃棄物課 

 適正処理・不法投棄対策室 

 

１．事業の必要性・概要 

 産業廃棄物の不法投棄等については、依然として、毎年新たな事案が判明

しており、平成 23 年度末時点で約２千万トンの事案が残存している。したが

って、引き続き、未然防止・拡大防止対策の徹底を図る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

・不法投棄等の拡大を防止するため、関係法令等の専門家からなる支援チーム

を都道府県等へ派遣し、不法投棄等の関与者等の究明や責任追及方法、支障除

去等の手法の検討や必要な調査の助言等を行うことにより、都道府県等の取組

みを支援。 

 ・国、都道府県等、市民等が連携して、各地域における監視活動や啓発活動を

実施。 

 ・都道府県等の不法投棄等の実態を調査して、残存事案等の支障の状況等を把

握するとともに、不法投棄・不適正処理対策の今後の在り方に関する検討を行

う。 

 以上により、産業廃棄物の不法投棄等の未然防止・拡大防止を図る。 

 

３．施策の効果 

 産業廃棄物の不法投棄等の未然防止・拡大防止。 

 

 



産業廃棄物適正処理推進費 

26年度要求額：28百万円 
25年度予算額：34百万円 

 ○不法投棄等の未然防止等対策 

  ・地方環境事務所を中心に、国・都道府県等・市民等が連携して、各地における監視活動や啓発
活動を実施。 

 ○不法投棄等の残存事案等対策 
  ・25年度における都道府県等の不法投棄等の実態を調査して、残存事案等の支障の状況等を 
 把握するとともに、不法投棄・不適正処理対策の今後の在り方に関する検討を行う。 

●不法投棄・不適正処理の未然防止策・拡大防止策 
○近年、不法投棄等の発生件数・量は減少しているが、撲滅には至っていない。 
○引き続き、未然防止・拡大防止対策の徹底を図っている必要がある。 
○また、これまでの不法投棄・不適正処理のあり方全般について総合的な対策を検討する必要性
がある。 

 ○不法投棄事案等対応支援事業 
 ・不法投棄等の拡大を防止するため、関係法令等の専門家からなる支援チームを都道府県等へ 
 派遣し、不法投棄等の関与者等の究明や責任追及方法、支障除去等の手法の検討や必要な調 
 査の助言等を行うことにより、都道府県等の取組みを支援。 



有害性が懸念される廃棄物の適正処理等調査検討事業 

      ２８百万円（２２百万円） 

廃棄物・リサイクル対策部適正処理・不法投棄対策室 

 

１．事業の必要性・概要 

国際的な化学物質等に係る規制（ストックホルム条約等）の新たな対象とな

る化学物質を含め、環境中で有害性等が懸念される化学物質等を含む廃棄物の

適正処理について、的確な対応が求められている。 

このため、国際的な動向も踏まえつつ、廃棄物処理法に基づき、製品の製造

・使用段階を含めたライフサイクル全体での有害廃棄物の発生抑制・適正処理

を可能とする取組を検討する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）有害性が懸念される廃棄物の発生抑制・適正処理のための取組の検討 

 平成 25 年 4 月に開催されたストックホルム条約第６回締約国会議におい

て附属書Ａ（廃絶）に追加されることが決定された、ヘキサブロモシクロド

デカン（臭素系難燃剤）について、使用・処理実態の詳細を把握した上で、

当該物質を含有する廃棄物の適正処理を徹底するための方策を検討する。 

 

（２）ＰＯＰｓ廃棄物の環境上適正な管理に関するガイドライン対応 

バーゼル条約の下で改訂作業が進められているＰＯＰｓ廃棄物の環境上適

正な管理に関する各種ガイドラインに対し、我が国の適正処理技術に関する

情報を適切にインプットし、ガイドラインの内容を踏まえた適正処理方策を

検討する。 

 

（３）感染性廃棄物の処理マニュアル等に基づく取組実態のフォローアップ 

感染性廃棄物等に関する取組実態のフォローアップを行い、必要に応じて

マニュアル等の見直しを行う。特に、在宅医療廃棄物について、自治体にお

ける適正処理を徹底するため、手引きについて必要な見直しを行う。 

 

３．施策の効果 

環境中での有害性等が懸念される化学物質の廃棄に伴うリスクを低減し、生

活環境保全上の支障の未然防止を図ることで、安全・安心な社会を構築する。 



有害性が懸念される廃棄物の適正処理等調査検討事業 
平成26年度要求額２８百万円（平成25年度予算額２２百万円） 

○ 有害性が懸念される廃棄物の発生抑制・適正処理のための取組の検討 

 平成25年4月のストックホルム条約締約国会議において、ヘキサブロモシクロドデカン（HBCD）がストックホル
ム条約の附属書Ａ（廃絶）へ追加されることが決定。このため、HBCD含有廃棄物に関する使用・処理実態を把
握した上で、適正処理を徹底するための方策を検討。 

物質名 主な用途 

ヘキサブロモシクロドデカン（HBCD） 難燃剤（建材用断熱材、土木資材、カーシート、カーテンなど） 

○ POPs廃棄物の環境上適正な管理に関するガイドラインへの対応 

 バーゼル条約の下で改訂作業が進められているＰＯＰｓ廃棄物の環境上適正な管理に関する各種ガイドライン
に対し、我が国の適正処理技術に関する情報を適切にインプットし、ガイドラインの内容を踏まえた適正処理方
策を検討。 

○ 感染性廃棄物の処理マニュアル等に基づく取組実態フォローアップ 

 在宅医療の促進により、今後、排出量の増加が見込まれる在宅医療廃棄物について、回収時の事故発生
防止を含めた適正処理の徹底のため、自治体の取組実態を把握し、「在宅医療廃棄物の処理に関する取組
推進のための手引き」（平成20年３月）の見直しを必要に応じて実施。 

目的 国際的な動向も踏まえつつ、廃棄物処理法に基づき、製品の製造・使用段階を含めたライフサイ
クル全体での有害廃棄物の発生抑制・適正処理を可能とする取組を検討する。 

事業内容 

環境中での有害性等が懸念される化学物質の廃棄に伴うリスクを低減 
生活環境保全上の支障の未然防止を図り、安全・安心な社会を構築 



放射性物質汚染廃棄物の適正処理等調査検討事業 

５５百万円（５５百万円） 

廃棄物・リサイクル対策部 産業廃棄物課 適正処理・不法投棄対策室 

 

１．事業の必要性・概要 

放射性物質汚染対処特措法が制定され、放射性物質により汚染された廃

棄物の処理について、放射性物質汚染対処特措法施行規則で具体的な処理

基準を定めているところである。この処理基準は、より円滑な処理と、国

民の安全・安心を確保する観点から、最新の知見をもとに改正していく必

要がある。 

さらに、放射性物質により汚染された廃棄物を埋め立てた最終処分場に

ついては、半減期等を考慮した長期的な管理が必要であり、廃止に至るま

での間の適切な管理手法と、廃止のための具体的な基準の設定が求められ

ている。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）焼却施設及び最終処分場における廃棄物中の放射性物質の挙動調査及

び放射性物質の簡易測定方法等の調査・検討 

（２）放射性物質による汚染廃棄物に係る処理基準等の検討費  

① 放射性物質汚染対処特措法で規定される処理基準等の見直しに向けて

の技術的検討調査  

② 放射性物質により汚染された廃棄物の最終処分場の長期的管理を踏ま

えた廃止基準等の検討調査 

 

３．施策の効果 

（１）焼却施設及び最終処分場における廃棄物中の放射性物質の挙動調査 

放射性物質に汚染された廃棄物の処理について、焼却や埋立てに伴う放

射性物質の挙動に関する知見を蓄積し、現場のニーズに即した放射性物質

の簡易測定方法等の確立を図ることで、放射性物質に汚染された廃棄物の

円滑な処理の実施に資するとともに、処理基準等の検討の基礎とする。 

（２）放射性物質による汚染廃棄物に係る処理基準等の検討費  

① 放射性物質汚染対処特措法施行規則に規定する処理基準を改正し、円滑

な処理と、国民の安全・安心を確保する。 

② 放射性物質によって汚染された廃棄物を埋め立てた最終処分場について、

廃止基準等を設定し、長期的な管理体制を確立する。 



放射性物質汚染廃棄物の適正処理等調査検討業務 

（１）放射性物質に汚染された廃棄物の処理について、焼却や埋立に伴う放射性物質の
挙動に関する知見を集積することにより、現場のニーズに即した放射性物質の簡易
測定方法等の確立を図ることで、放射性物質に汚染された廃棄物の円滑な処理の実
施に資するとともに、処理基準等の検討の基礎とする。 

（２）① 最新の知見に基づき処理基準を見直し、円滑な処理と、国民の安全・安心を確保
する。 

② 放射性物質によって汚染された廃棄物を埋め立てた最終処分場について、廃止
基準等を設定し、長期的な管理体制を確立する。 

 

目 的 

  焼却施設や最終処分場における挙動調査や汚染廃棄物の処理
等に関する実態調査（処理業者へのヒアリング等）を実施し、知
見を集積し、課題を抽出 

 

  挙動調査等により抽出した課題について、課題解決のための継
続調査及び技術的な観点からの有識者による検討を実施 

 

  調査・検討結果を基に、処理基準等の見直し、処分場の廃止基
準等の設定等を実施 

24、25年度 

26年度 

27年度 

検討の流れ 

平成26年度要求額５５百万円（平成25年度予算額５５百万円） 



 

希少野生動植物種保存推進費        ２６０百万円（３７百万円） 

 

自然環境局野生生物課 

 

１．事業の必要性・概要 

平成 24 年９月に閣議決定された「生物多様性国家戦略 2012-2020」では、

生物多様性条約の愛知目標を受け、絶滅のおそれのある種の保全を国の重

要な施策と位置づけている。さらに、平成 25 年の第 183 回国会では、種の

保存法の改正法が可決されたところであるが、衆参両議院の附帯決議にお

いて、2020 年までに新たに 300 種の国内希少野生動植物種の指定を目指す

ことが求められたところである。 

このため、絶滅危惧種を評価するレッドリストの作成及び定期的な改定

を推進するとともに、指定の緊急性が高い絶滅危惧種に関する生息・生育

状況や流通状況等の調査を行い、年間あたり 50 種程度の種指定を目指す。 

また、指定の緊急性は高くないものの生息環境の劣化によって個体数を

多く減らしているなど、社会的に問題となっている絶滅危惧種に対応する

ための影響要因等の情報や効果的な保全手法や、既指定種の保全手法を開

発し、保全に関わる関係者や開発事業者との共有を図ることにより、保全

を推進する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

既存レッドリストの見直し・海

洋生物レッドリストの作成 

     

     

国内希少野生動植物種指定調査 
     

     

希少種保護方策検討調査 
   

  
   

 

３．施策の効果 

定期的にレッドリストを改訂し、絶滅のおそれのある野生動植物の種の現状

について情報収集・整理し、広く知らしめるとともに、法的規制をかけるべき

種を絞込むための基礎資料とする。 

国内希少野生動植物種については、2020 年までに新たに 300 種を追加指定

することを目指し、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存を図る。 

また、ガイドライン等を作成することにより、絶滅危惧種の保全手法等の蓄

積及び普及を図る。 



 希少野生動植物種保存推進費   要求額：２６０百万円（３７百万円）  支出先：民間企業等 

①日本の野生生物の現状を把
握するための重要な基礎資料を 
着実に蓄積・更新する。 
※海洋生物についても新たに評価の必要 

平成25年の第183回国会 

種の保存法の改正法が可決 

平成22年10月 

生物多様性条約の愛知目標 
平成24年９月閣議決定 

「生物多様性国家戦略2012-2020」 
■環境省レッドリストの絶滅危惧種3,597種に対し、
種の保存法に基づく国内希少野生動植物種が90種
に止まるのは極めて不十分であるとの指摘 

②法的に保護を担保する 

国内希少野生動植物種の
指定の大幅な拡大を図る 

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保全の一層の推進 

衆参両議院の附帯決議で 
当面2020年までに 

「300種指定」を求められた 

■事業内容： 

絶滅のおそれのある種の保全を 
国の重要な施策と位置づけ。 

③科学的知見による保全状
況の把握や、効果的な保全
対策技術の検討の促進 

2020年までに新たに300種
の指定を目指す 
（レッドリストのランクが高いもの
を中心に検討） 

個別の対策が必要な種につ
いて、保全対策の技術検討・
普及を実施 
 例：猛禽類、里地小動物など 

■レッドリストの定期的な改訂 
■海洋生物のレッドリストも 
 2016年度を目途に作成 
  海洋基本法に基づく海洋基本計画でも記載 



 

国際希少野生動植物種流通管理対策費      ８９百万円（７百万円） 

 

自然環境局野生生物課 

 

１．事業の必要性・概要 

国際取引により影響を受ける絶滅危惧種は、「絶滅のおそれのある野生

動植物の種の国際取引に関する条約（ワシントン条約）」によって、輸出

入の規制等が行われており、環境省は規制対象となる陸生動物の科学的知

見の集積等を担う科学当局となっている。 

また、ワシントン条約によって国際取引が規制される種のうち、最も絶

滅のおそれが大きい附属書 I 掲載種については、「絶滅のおそれのある野

生動植物の種の保存に関する法律（種の保存法）」に基づく「国際希少野

生動植物種」として、国内の流通（譲渡し等）も規制されている。 

種の保存法は平成 25 年６月に改正され、条約上、附属書Ⅰ掲載種であっ

ても商業目的の取引が可能となる個体等の登録制度において、新たに住所

変更等の届出が義務づけられる等の規制の強化がなされた。このため、法

改正及び規制対象種の国民に対する十分な周知を行うとともに、同法が適

切に守られるためにも、登録機関において運用される届出システムの構築

等の体制整備が不可欠である。 

さらに、同改正法では、施行後３年を目途に登録制度の在り方をはじめ、

新法の規定について検討を行うこととされており、当該検討に関しては、

多くの附帯決議も付されているところである。多岐にわたる課題の対応に

向けて、平成 26 年度より必要な調査及び検討を開始する必要がある。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 H26 H27 H28 H29 H30 

１．ワシントン条約関連業務 
     

     

２．国際希少野生動植物種違法

流通対策 

     

     

３．登録制度執行管理 
     

     

（うち届出電子システム構築） 
  

   
  

４．希少野生動植物種の保存制

度等の在り方検討 

   
  

   

 



 

３．施策の効果 

ワシントン条約の締約国としての責務を遂行し、種の保存法に基づき国際希

少野生動植物種の国内での流通を適切に管理することにより、国際的に絶滅の

おそれのある野生動植物の種の保存を図る。 

  種の保存法改正法施行後３年の制度検討に向けて、必要な調査及び検討を実

施する。 

 



国際希少野生動植物種流通管理対策費 

国外 国内 

国内取引 

ワシントン条約 種の保存法 

（H25改正） 管理当局 
経済産業省 
（財務省：税関） 

①陸生動物に関する科学的助言 
種の存続を脅かさないかの評価（NDF）、 
審査マニュアル作成等 

輸出入 

②監視、指導、 
 普及広報  

③登録制度執行   
 管理 
届出システム構築
（H26-27） 

④制度の点検 
  （H26-28） 
３年後の見直しに向け
た制度の在り方調査・
検討 

環境省所管 

科学当局：環境省 
審査 
マニュアル 

©JWRC 

要求額：８９百万円（７百万円） 支出先：民間企業等 



 

特定外来生物防除等推進事業       ４２０百万円（４１９百万円） 

 

 自然環境局野生生物課・外来生物対策室 

１．事業の概要・必要性 

 平成 22 年 10 月の生物多様性条約第 10 回締約国会議では、2020 年までに侵

略的外来種とその定着経路を特定すること等を掲げた愛知目標が採択された。

さらに平成 24 年 9 月に閣議決定された「生物多様性国家戦略 2012-2020」では、

愛知目標を達成するための主要行動目標として対策の強化による侵略的外来種

の根絶等が掲げられた。 

一方、平成 25 年 6 月に改正された外来生物法において、交雑種が特定外来

生物の指定対象として新たに位置づけられ、また、改正法案の国会審議におい

て交雑種を含む特定外来生物の積極的防除を政府に求める付帯決議が衆参両院

でなされた。 

これらの動向を踏まえて、優先度の高い侵略的外来種の防除を効果的・効率

的に推進する。 

 

２．事業計画 

（１）特定外来生物防除直轄事業              

  生物多様性の保全上重要な地域において防除事業を実施する。 

① 世界自然遺産の候補地である奄美大島及び沖縄島やんばる地域において、

希少野生動物等を捕食するマングースの完全排除を目指し、集中的なワナ

の配置、低生息密度下でのより効率的な防除手法の導入等を行い、効果的

な防除を実施する。 

② ラムサール条約湿地など環境省が管理する重要湿地において、オオクチバ

ス等の防除を実施する。 

（２）侵入初期外来生物緊急防除事業            

  スパルティナ・アルテルニフロラやアカゲザルとニホンザルの交雑種等、侵

入初期の外来生物について、分布を拡大する前に緊急的に防除を行い、根絶や

封じ込めを行う。 

（３）広域分布外来生物対策強化促進事業            

  広域に定着し分布を急速に拡大しているアライグマ、ヌートリア等について、

各地方公共団体における侵入初期での迅速かつ効果的、効率的な防除を促進す

る。 

 

３．施策の効果 

 外来生物による日本の生態系等に係る被害を防止・低減し、我が国の生物多様

性の保全を図る。特にマングースの防除を重点的に実施しているやんばる地域・

奄美大島では世界自然遺産の候補地となっており、防除を強力に進める必要があ

る。 

対策が遅れると外来生物の増加により被害が拡大し、対策に係る経費が増大す

るため、早期に防除を行う必要がある。 



 特定外来生物防除等推進事業 
【平成26年度予算額：420百万円(419百万円） 支出先：民間企業・団体】 

   

        世界自然遺産候補地等、わが国の生物多様性保全上 
   重要な地域における防除 
       ・マングース防除（奄美大島・沖縄本島やんばる地域）      
     ・オオクチバス防除（ラムサール条約湿地）  
   

オオクチバス マングース 

   

       最も費用対効果の高い侵入初期における緊急防除 
       ・スパルティナ・アルテルニフロラ、タイワンスジオ 
     ・アカゲザルとニホンザルの交雑種 等 

  

     広域に分布拡大しつつある外来生物に対する情報収集・共有など、 
   地方公共団体との連携強化 
           ・アライグマ、ヌートリア防除 

スパルティナ・アルテルニフロラ 

アライグマ ヌートリア 

 １．特定外来生物防除直轄事業 

 ２．侵入初期外来生物・交雑種緊急防除事業 

 ３．広域分布外生物対策強化促進事業 

わが国の生物多様性に重大な影響を及ぼす 
外来生物の防除を効果的に推進 

アカゲザルとニホンザルの交雑種 
（白鳥大祐氏撮影） 

http://www.env.go.jp/nature/intro/1outline/asimg/ookuchibasu2.jpg


 

外来生物対策管理事業費           ３０百万円（３１百万円） 

 

自然環境局野生生物課・外来生物対策室 

１．事業の概要 

平成 25 年６月に外来生物法が改正され、新たに、交雑種の規制、学術研究の

目的で行う特定外来生物の放出等の許可、輸入品等の検査及び消毒等の命令が行

えることとなった。改正外来生物法の適正な執行を確保するとともに、生物多様

性条約第 10 回締約国会議で決議された愛知目標（※）の達成に向け、以下の事

業を実施する。 

（※）愛知目標 個別目標９：2020 年までに侵略的外来種とその定着経路が特定され、優先順

位付けられ、優先度の高い種が制御され又は根絶される。また、侵略的外来種の導入又は定

着を防止するために定着経路を管理するための対策が講じられる。 

（１）特定外来生物等の選定及び調査 

①平成 25 年度中に作成する外来種被害防止行動計画（仮称）及び侵略的外来

種リスト（仮称）も踏まえ、交雑種も含め、対策の優先度の高い外来生物を

特定外来生物に追加指定するため、情報収集を行い、専門家会合等を開催。 

②特に警戒すべき特定外来生物の分布状況についてモニタリング調査を実施。 

（２）愛知目標達成のための外来種対策強化に係る調査・検討 

改正外来生物法に基づく輸入品等の検査・消毒命令の効果的な実施に向け、

輸入品等に付着して非意図的に導入される外来種について、非意図的導入の

おそれが高い貨物の品目、それらの輸入経路や輸出国における管理状況等の

把握を行う。収集した知見をもとに、より効果的な検査の体制や方法につい

ての検討、改正外来生物法に基づき定められた消毒基準についての検証を行

う。 

 

２．事業計画 

 

３．施策の効果     

 改正外来生物法による新たな制度を効果的に運用し、特定外来生物の適切な

飼養等の規制や防除の推進に資するとともに、国内への特定外来生物等の導入

の効果的・効率的な防止に資する。さらに、これらにより愛知目標が掲げる

「優先度の高い種の制御、根絶」「侵略的外来種の特定」「防除の優先順位付

け」「定着経路の管理」についての取組が強化されることで、目標の達成に資

する。 

 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 
特定外来生物等の選定・
調査 

   
リスト等踏ま
えた追加指定 

    

愛知目標達成のための外
来種対策強化 

行動計画・
リスト策定 
 

 
 
 

体制検討 
消毒基準検
証 

  見直し、目
標達成状況
のフォロー 

 



 

○外来種被害防止行動計画（H25年度中に策定） 

  ・国、地方自治体など各主体の役割 
  ・対策の優先度の考え方      等 
○侵略的外来種リスト（H25年度中に策定）  
  ・侵略的外来種の特定 

    優先度を踏まえた 
    特定外来生物の指定と 
    計画的な対策の実施 

 水際対策の強化などによる 
 改正外来生物法の効果的な運用 

○対策の優先度の高い外来生物の 
 追加指定 

○法改正に伴う交雑種の指定  
 

ニホンザル 
（在来種） 

  アカゲザル 
（特定外来生物） 

交雑により生じた生物 

外来生物対策管理事業 

外来生物対策をめぐる動向 

○外来生物法の改正 
         （H25.6公布、H26.6施行予定） 
  ・交雑種の規制 
  ・輸入品等の検査、特定外来生物が付着 
   している輸入品等の消毒命令     等 
 

我が国の生物多様性保全 
愛知目標の達成 

30百万円（31百万円） 
支出先：民間団体等 

○非意図的に導入される特定外来生物の 
 導入経路の特定・管理の強化 
○効果的な検査体制・方法の検討 
○消毒基準の検証 
○港湾地域等のモニタリング 

http://www.env.go.jp/nature/intro/1outline/asimg/argentinari1.jpg


 

鳥獣保護管理強化事業費 
(希少鳥獣(ゼニガタアザラシ)による農林水産業等への被害対策事業を含む) 

    ２８５百万円（２８５百万円） 
 

自然環境局野生生物課鳥獣保護業務室 

１． 事業の概要 

近年、シカ、イノシシ等の鳥獣が急激に生息数を増やし、生息地を拡大してい

る。その食害による希少植物の減少や森林の劣化などの生態系被害の拡大や農林

水産業の被害額の増加に加え、最近では住宅地や観光地への出没による人身被害

や電車や車との衝突など生活環境の被害も増加しており、各地で深刻な問題とな

っている。 

このため、鳥獣保護管理の新たな担い手の確保、地域ぐるみでの捕獲の取組、

新たな捕獲手法や体制の整備・再構築などについて抜本的に取組を強化する。 

また、近年、希少種であることから有害鳥獣捕獲ができないゼニガタアザラシ

による漁業被害が深刻化しており、このため、ゼニガタアザラシの絶滅を回避し

つつ、地域社会と共存するための漁業被害対策事業を実施する。 

 

２． 事業計画 

（１）鳥獣保護管理に係る人材育成 

  新たな担い手確保のための狩猟免許取得に向けたセミナーや、地域ぐる

みでの捕獲数を増やすノウハウの講習会、狩猟者の捕獲技術を向上させる

研修会等を全国で開催。また、捕獲の専門家や動物の生態の有識者による

サポート体制の整備を図る。 

（２）地域ぐるみでの捕獲推進モデル地域づくり 

  全国１２地域のモデル地域における地域ぐるみでの捕獲を推進する先進

地づくり、捕獲推進に伴って発生する錯誤捕獲対策、シカ等を大量に捕獲

できる高度な射撃技術等の開発・実証を行う。 

（３）鳥獣保護管理実態調査・検討 

  深刻な被害が生じているシカ、イノシシ等の鳥獣について、最新の知見等

を収集・整理するとともに、必要な実態調査等を行う。また、広域に生息す

る鳥獣への対策を講じるための体制づくりを推進する。 

  また、ゼニガタアザラシについては、環境省ゼニガタアザラシ保護管理

計画に基づいて、地域の関係者や専門家と連携しつつ、漁業被害軽減のた

めの被害防除手法の開発・実証、個体数調査や生態調査の実施、調査結果

に基づく個体群動態予測等を実施する。 

 

３． 施策の効果 

 シカやイノシシ等の保護管理に係る担い手の確保や先進地づくり等の総合

的実施を通じて、生態系被害や農業被害を抑える。 

絶滅危惧種であるゼニガタアザラシの保全をしながら、生息地周辺におけ

る漁業被害の軽減が図られる。 



増えすぎたシカ等による生態系や 
農林水産業の被害の深刻化 

模範となる事例や技術の不足 狩猟者の減少や担い手の不足 

クマの市街地への出没やイノシシと 
車の衝突など生活環境被害の増加 

鳥獣保護管理強化対策   

 

・狩猟免許の取得に向けたセミナーを全国で開催し、新たな担い手の確保を強力に推進 

・地域ぐるみでの捕獲数を増やすノウハウの講習会を全国で開催し、集落単位の自衛力を強化 

・捕獲の専門家や動物の生態の有識者等によるサポート体制の整備        等 

                                                     

人材育成   【67百万円】 

 
 

・深刻な被害が生じている特定鳥獣について、検討会を設置し、最新の知見等を収集・整理 

・広域に活動する鳥獣への対策を講じるための体制づくり 

・シカ、イノシシ等について、全国における分布域、個体数及び変動状況の把握・推計等 

・希少鳥獣（ゼニガタアザラシ）による漁業被害軽減のための被害防除手法の開発・実証、個体群 

 動態予測等（新規・重点） 

 

実態調査・検討  【158百万円】 

 
 

・地域ぐるみでの捕獲を推進するため、全国12地域に設定したモデル地域において、先進地域づ

くりを強力に推進 

・地域ぐるみでの捕獲推進に伴って発生する錯誤捕獲への対策として、クマの安全な放獣技術の 

 開発やマニュアルの作成 

・シカ等を大量に捕獲できる高度な射撃技術の開発・実証     

 

モデル事業  【60百万円】 

鳥獣保護管理強化対策【285百万円（285百万円）】 

人の生活圏や農地等における 
取組との連携不足 

深刻な鳥獣被害に適切に対応する 
には、総合的な鳥獣保護管理を 
抜本的に強化することが必要 

【 

背 

景 

】 

※支出先：民間業者等 

希少鳥獣(ゼニガタアザラシ）
の集中による漁業被害の深刻化 



 

動物適正飼養推進・基盤強化事業       ８９百万円（７５百万円） 

 

自然環境局総務課動物愛護管理室 

１．事業の必要性・概要 

  動物愛護管理法に基づき、動物の愛護と適正な飼養に関する総合的な普及

啓発、動物愛護管理行政の各種課題の調査・検討、必要な施策の実施等を行

うものである。 

 特に、平成 24 年度に改正された動物愛護管理法（以下「改正法」という。）

の附則において、必要な措置を講じることとされている検討事項について、必

要な調査及び検討を行う。 

 また、改正法の趣旨に沿った動物愛護管理行政を推進し、広く国民への理解、

普及に取り組んでいく。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）改正法の附則に基づき、幼齢の犬猫を親等から引き離す理想的な時期に

関する調査、販売される犬猫へのマイクロチップ義務化に向けた調査等を

行う。 

（２）改正法や、基本指針、各種基準を踏まえ、それらが適正に運用されると

ともに、その施策が推進されるよう、自治体職員や動物愛護推進員等を対

象とした研修会や講習会等を開催する。 

（３）各種基準の見直しを踏まえたガイドラインの作成、基本指針のフォロー

アップ等調査、シンポジウム等の開催やパンフレットの作成・配布等の総

合的な普及啓発等を行う。 

 

３．施策の効果 

 （１）動物愛護管理行政の各種課題の調査・検討を行い、必要な施策の実施等

を行うことにより、動物の適正な飼養管理がより一層推進される。 

（２）改正法や基本指針等の適正な運用、その施策の推進のための人材育成、

普及啓発等により、飼い主による終生飼養等の推進、動物取扱業の適正化、

自治体における犬猫の引取り数及び殺処分率の減少等に寄与する。 

なお、基本指針では、平成 35 年度までに以下の目標と、取り組むべき

具体的施策が定められており、その達成に寄与する。 

・自治体における犬猫の引取り数を平成 16 年度比 75％減の概ね 10 万頭

とする 

   ・殺処分率の更なる減少 

    ・犬猫に関する所有明示の実施率の倍増 等 



動物適正飼養推進・基盤強化事業 ８９（７５）百万円     

改正動物愛護管理法に基
づく施策の推進 

○幼齢の犬猫を親等から引き離す理 
  想的な時期に関する調査 
○販売される犬猫へのマイクロチップ 
    義務化に向けた調査 
○人材育成 
○適正譲渡講習会等の開催 
○各種ガイドラインの作成 
○基本指針のフォローアップ調査 
○シンポジウムの開催、パンフレットの   

  作成・配布等による総合的な普及啓    

    発 

事 業 計 画 背 景 

・同法政省令の改正 

・基本指針の見直し 

支出先：民間事業者等 

◆改正動物愛護管理  

  法の施行 

・各種基準の改正 



 

 里地里山保全活用行動推進事業       １０百万円（２２百万円） 

 

自然環境局自然環境計画課 

 

１．事業の必要性・概要 

里地里山は、燃料や食料等を採取するために古くから人が関わり、形作られて

きた自然環境であり、特有の生物の生息・生育環境として、また、国土の保全、

良好な景観の維持、文化の伝承等の観点からも重要な地域である。しかしながら、

エネルギー改革や農業構造の変化、過疎化・高齢化の進展などにより、自然環境

への人為の働きかけが減少した結果、里地里山の生物多様性は質・量の両面から

の劣化が進行するとともに、野生鳥獣との軋轢の増大、景観・国土保全機能の低

下などが生じており、「生物多様性国家戦略 2012-2020」（平成 24 年 9 月閣議決

定）ではこのような状況を我が国の生物多様性に関する第２の危機（自然に対す

る働きかけの縮小による危機）と位置づけている。 

このような中、同戦略では、予測される各地域の将来の人口減少や活動体制の

弱体化等を踏まえると、全ての里地里山をこれまでどおり維持管理することは現

実的ではなく、重点的に保全すべき里地里山を明らかにするなど、国土の将来あ

るべき姿を描く必要があるとしている。 

このため、人口等の社会的条件等も踏まえ生物多様性保全上重要な里地里山

（重要里地里山）を選定し、生態系ネットワークを考慮した保全・管理・再生を

図る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

我が国の二次的自然環境での生物多様性保全を促進するため、生物多様性保全上の

重要性及び保全活用の継続性の観点から「重要里地里山」を選定する。【H26】 

  

３．施策の効果 

 生物多様性保全に関する全国的な観点から重要な里地里山を選定することによ

り、二次的自然環境に関する国土全体の生態系ネットワークとしての核となる地

域が明らかとなり、農林水産省との連携や地方自治体など多様な主体の参画によ

る地域の自然環境や社会状況を踏まえた里地里山の保全活用がより効率的に推進

できる。 
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生物多様性保全上重要な里地里山の選定 
 

○生物多様性等里地里山備え持つ資質、保全活
用の持続性、国土配置等考慮し、国土レベルでの
重要地域を選定 
 
○我が国の二次的自然環境での生物多様性保全
を促進 
  

里 地 里 山 保 全 活 用 行 動 推 進 事 業   
要求額 
10百万円（22百万円） 

・支出先：民間団体 事業スキーム 

保全活用の持続性 
 ・居住者の存在 
 ・農林業の持続性等 

備え持つ資質 
 ・生物多様性 
 ・生態系サービス 

生物多様性保全上重要な里地里山 
（重要里地里山）の選定 

農林水産省との連携 

国土配置 
・生態系ネットワーク 

事 業 概 要 

人と自然の関わりの中で形作られた里地
里山では、その環境に適応した固有の生
物種の生息環境として重要 

耕作放棄地  放置された竹林 

・生物多様性の第２の危機（自然に対する働きかけの縮小による危機）は、国土の4割を占める里地里山の危機であり、中山間地域の人口
減少などの社会的条件が急変する中、地域の生物多様性を支える人の働きかけの減少に対し、的確な対応が必要。 

・人口の減少と高齢化が進む中でその全ての里地里山を人手をかけてかつてのように維持管理していくことは現実的でなく、今後の自然
的・社会的条件に応じて、管理を積極的に推進する場合と自然の遷移を基本に森林への移行を促進させる場合等、総合的な判断も必要。 
                                                                                                                                                                                                          生物多様性国家戦略2012-2020（平成24年9月閣議決定） 

課  題 
人口減少や過疎化の進展により、里地
里山への人の関与が減少。 
（無居住地の進展特に中山間地域や奥山周辺では
３～５割が無居住化との予測） 

希少種等生物多様性 
        の観点 

保全活用の持続性 

★評価の観点 

保全すべき里地里山の概念の明確化 

サクラソウ 
（準絶滅危惧） 

シルビアシジミ
（絶滅危惧IB類） 

人との関与が失われた里地里山では、生物
多様性が減少。生物多様性の第２の危機。 

http://www.sato-sato.jp/photos/zetsu-abesansyouuo.jpg
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:%E3%82%B7%E3%83%AB%E3%83%93%E3%82%A2%E3%82%B7%E3%82%B8%E3%83%9F1.jpg


 

アジア・オセアニア重要サンゴ礁ネットワーク構築事業  

３３百万円（２０百万円） 

自然環境局自然環境計画課 

 

１．事業の必要性・概要 

サンゴ礁生態系は、生物多様性の宝庫であると同時に、天然の漁礁や防波

堤として食料供給や防災の観点からも重要である。生物多様性条約の愛知目

標においても、サンゴ礁の健全性と機能の維持や、海域・沿岸域の保護区の

設定等による保全が盛り込まれ、我が国の生物多様性国家戦略 2012-2020（平

成 24 年 9 月）においても、国際的なサンゴ礁生態系保全の推進に貢献するこ

ととしている。 

我が国は、サンゴ礁を持つ数少ない先進国の一つとして、サンゴ礁保全の

国際協力の枠組である「国際サンゴ礁イニシアティブ（ICRI）」に設立当初

から積極的に参加している。平成 26-27 年度は ICRI 事務局を務めることによ

り、国際的なサンゴ礁保全を主導する。また、平成 22 年度に日本が中心とな

って策定した「ICRI 東アジア地域サンゴ礁保護区ネットワーク戦略 2010」

（地域戦略）の実施及びフォローアップを通じて、東アジア地域におけるサ

ンゴ礁保全の重点的な推進を図る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

(1)ICRI 共同

事務局 

        

(2)地域戦略の

実施及びフォ

ローアップ 

        

 

３．施策の効果 

ワークショップの開催等を通じてアジア・オセアニア地域をはじめとしたサン

ゴ礁管理者の能力の向上を図ること、またサンゴ礁の世界的なモニタリングを推

進することにより、国際的なサンゴ礁保全を推進し、愛知目標の達成に資する。 

初期的ｷﾞ

ｬｯﾌﾟ分析 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽのﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟ 

ｻﾝｺﾞ礁分布図の作成と公開 

地域戦略の策定 

関連生態系情報や越境保護

区、取組事例等情報整備 

管理効果評価と保護区ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

等に関する能力開発ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 

地域戦略の実施点検 

地球規模ｻﾝｺﾞ礁ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾈｯﾄﾜｰｸの活動推進 

ICRI 共同事務局 



 
 

• サンゴ礁は様々な価値を有する生態系であるが、世界的に劣化 
– 生物多様性保全上の価値、防波堤の役割（防災機能）、地域経済上の価値（漁業資源、観光資源） 
– 高水温による白化、オニヒトデの大発生等、水質悪化により世界的に劣化 

• サンゴ礁保全分野での日本の貢献は国際的に高く評価 
– 日本はサンゴ礁を有する数少ない先進国の一つであり、国際サンゴ礁イニシアティブ（ICRI）の発足当時（平成６年）から積極的に

推進。2009年のICRI総会では、地球規模サンゴ礁モニタリングネットワーク（GCRMN）の地域ごとの体制強化が求められた。 
– ICRIの中での役割分担として、アジア・太平洋については日本が中心的に牽引（欧州がアフリカ・インド洋、米国がカリブ海地域） 

• 海洋保護区ネットワークに関する国際的目標 
– 持続可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD）（2002年）において「代表的海洋保護区ネットワークを２０１２年までに構築する

こと」が実施計画として採択。生物多様性条約COP10（2010年）においても海域の10%の保護が愛知目標に盛り込まれた。 
– 平成19年11月第3回東アジア首脳会議において、福田総理が各国と協力して「重要サンゴ礁ネットワーク戦略」を策定することを

表明。 平成22年、わが国の主導により、「ICRI東アジア地域サンゴ礁保護区ネットワーク戦略」を策定。 
– 平成25年6月の「地球温暖化防止とサンゴ礁保全に関する国際会議」（沖縄県）において、島しょ国の閣僚を含む参加者の共通認

識として、生物多様性保全、食料供給、防災等の観点から、サンゴ礁生態系の保全の今日的な重要性が確認された。 

背景 

アジア・オセアニア重要サンゴ礁ネットワーク構築事業 

（２）地域戦略の実施及びフォローアップ 

   （H23～27） 
• 「ICRI東アジア地域サンゴ礁保護区ネット
ワーク戦略」（地域戦略）の推進のため、 

 サンゴ礁保護区データベースの充実 
 サンゴ礁分布図作成と公開 
 地域戦略の実施点検 
 GCRMNの活動推進 

事業内容 

（１）ICRI共同事務局 

（H26～27） 
先進国メンバーで持ち回り。前回はH17~19に
担当。 
• ICRI総会の開催 
• ICRIウェブサイト管理 
• ICRIメンバーとの連絡 
• 国際会議に出席しICRIを代表 

33百万円（20百万円） 



 

（新）日本の国立公園と世界遺産を活かした地域活性化推進費（一部公共）

                  ３，２１２百万円（０百万円） 

 

自然環境局総務課自然ふれあい推進室、自然環境計画課、 

国立公園課、自然環境整備担当参事官室 

 

１．事業の必要性・概要 

  日本には、亜熱帯から亜寒帯、原生的な自然から里地里山や里海まで、

多種多様な自然環境が存在する。その優れた自然の風景や生物多様性、自

然に根ざした地域の文化は、観光資源として極めて高い価値を有しており、

国内はもとより訪日外国人の関心も高い。 

こうした自然環境のうち特に重要な地域は、国内では国立公園や世界遺

産として保全管理されているが、こうした地域についても観光資源として

のポテンシャルを、更に引き出し、これを地域づくりに活用できる余地が

大きいと考えられる。 

そのため、日本の自然の魅力を質の高い保護管理によって維持しこれを

効果的に国内外に向けて発信するとともに、より深く自然を体験するため

に必要なプログラムや施設の整備等を実施することにより、多くの利用者

を誘致し、地域の活性化を図るものである。 

 

 ２．事業計画（業務内容） 

（１）戦略的な情報発信推進事業 

（２）日本の国立公園・世界自然遺産保護管理強化事業 

（３）国立公園等地域活性化促進連携事業 

（４）地域自然資源活用重点整備運営事業(国立公園バリューアップ事業)

（公共） 

 平成 26 年
度 

平成 27 年
度 

平成 28 年
度 

平成 29 年
度 

平成 30 年
度 

全事業      

 

３．施策の効果 

国立公園、世界遺産の自然資源を保全し、これを活かした地域づくりに寄与

し、地方経済の活性化や地方の雇用機会を創出。 

多言語化を含む戦略的な情報発信により、国立公園や世界遺産のブランドを 

活かした国内外の観光客の増加。 



日本の国立公園と世界遺産を活かした地域活性化推進費 

国立公園等の自然や自然に根ざした地域の文化は、観光資
源として極めて高い価値を有し、訪日外国人の関心も高い。 

ポテンシャルの高い日本の自然を活かし、国内外から
多くの観光客を呼び込み、地域を活性化。 

日本には世界の人々を魅了する豊かな自然が多数存在 

貴重な自然環境は、国の資産。
国立公園、さらには世界遺産とし
て、質の高い保護管理を実施。 

② 

利用者ニーズに応えた情報をイン
ターネット等を活用し、国内外に戦
略的に発信。 

① 戦略的な情報発信 

質の高い保護管理 

重点的な施設の整備と運営
管理の充実を図り、自然資
源を生かした観光の促進と
地域の活性化を推進する。 

   国立公園のバリューアップ（公共） 

エコツーリズム、ジオパーク、ボラン
ティア体制や協働型管理運営体制の
導入により地域とともに利用推進。 

③ 

日本の自然の魅力の効果的な発信やより深く自然を体験するため必要なプログラムや施設の整備等を実施  

我が国は、ポテンシャルの高い豊かな 
すばらしい自然を多数有する    

利
用
者
増
↓ 
地
域
の
活
性
化
！
！ 

3,212（0） 
百万円 

地域との連携とプログラムの強化 

④ 

魅
力
を
さ
ら
に
引
き
出
す
“ 
四
本
の
柱
“ 



地域自然資源活用重点整備運営事業（国立公園バリューアップ事業） 

 

 国立公園の保護及び利用上重要な一定のまとまりある地域を対象に、重点的な施設の整備
と運営管理の抜本的な向上を図り、自然資源を活かした観光の促進と地域の活性化に資する。 

 重点的な施設の整備 

 運営管理の充実 

事業実施イメージ： 
 慶良間諸島(H25年度国立公園指定予定) 

自然資源（サンゴ）
の再生・維持 

●施設を安全・適切に利用するための点検・修繕等の着実な実施 
    

●施設における自然体験活動の充実等の施設の十分な活用 
 

地方における観光の促進と地域の活性化に寄与 

地域の自然資源や施設の潜在的な価値、機能を最大限に活用 

◆地域特性や利用者ニーズに合った利用者のための施設の整備 
    

◆自然資源を維持するための生態系再生・維持・回復施設の整備 

平成２６年度概算要求額 ２,２００百万円（新規） 

○訪日外国人旅行客 H25上半期23％増 

  次回実施したい活動 自然・景勝地観光36.6％ 
                 四季の体感33.9％ 
                 自然体験ツアー・農漁村体験21.3％ 

○国内旅行客も増加傾向 

事業の概要 

 これら旅行客のため、我が国を代表
する景勝地である国立公園における
施設の整備と既設の施設を含めた施
設の活用が重要 

活動施設の活用 

利用施設（遊歩道）
の整備 

多言語対応の情報提
供施設の整備 



自然公園等事業費（公共）       

               ７，３７５百万円（８，１９５百万円） 

自然環境局 自然環境整備担当参事官室 

        

１．事業の必要性・概要 

自然と共生する地域づくりを推進するため、直轄事業により、国立公園の重

要な公園事業、国指定鳥獣保護区の保全事業、及び国民公園等の整備について

着実に実施する。また、自然環境整備交付金により、地方公共団体が行う国定

公園等の整備を支援する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）国立公園等の直轄事業 

下記事業について重点的に実施する。 

  ①自然再生事業 

湿原・干潟・藻場・自然性の高い森林などの失われた自然を積極的に取

り戻すため、自然再生事業（国指定鳥獣保護区の保全事業を含む）を推進。 

  ②集団施設地区等景観再生事業 

国立公園の集団施設地区を中心とする地域において、景観の再生を図り、

当該地域の活性化に資するため、老朽化施設の再整備や国有地内の廃墟の

撤去をはじめとして、観光客が集まる地域にふさわしい施設とするための

整備を実施。 

  ③人と自然が共生する国立公園重点整備事業 

観光道路やロープウェイ等を利用し、多くの利用者が訪れる地区及びそ

の周辺フィールドを対象に、利用者による自然生態系への影響を軽減し、

適正かつ質の高い利用を推進するための施設の整備を実施。 

  ④生態系維持回復事業  

シカの食害や外来種による駆逐等によって生態系への深刻な影響が生じ

るおそれのある国立公園において、生態系維持回復事業制度を活用し、損

なわれつつある生態系の維持・回復のための整備を実施。 

 

（２）国民公園等の直轄整備 

      皇居外苑、北の丸公園、新宿御苑、京都御苑及び千鳥ヶ淵戦没者墓苑  

に係る施設の整備を実施。 

 

（３）国定公園等の交付金事業（交付率：４５％、交付先：都道府県） 

  地方公共団体が行う国定公園等における事業について支援を実施。 

 

３．施策の効果 

  国立・国定公園等における自然環境の保全・再生及び国民の安全・安心な自

然とのふれあいの場の整備を推進。 



自然公園等整備事業（国立公園等） 

自然再生事業 
（国指定鳥獣保護区保全事業含む） 

自然生態系が消
失、変容した箇所
の自然環境の再
生、修復を実施。 

生態系維持回復事業 

生態系維持回復
のための施設整
備 
（防鹿柵等） 

人と自然が共生する国立公園重点整備事業 

山岳地等における生態系保
全のための施設整備 

（環境配慮型トイレ、植生復
元施設等） 

安全・快適かつ適正な利用
を促進するための施設整備 
（歩道、標識等） 
 

平成２６年度概算要求額 ７,３７５百万円（８,１９５百万円） 

集団施設地区等景観再生事業 

老朽化施設の再整備 

修景のための整備 



 

微小粒子状物質（PM2.5）及び光化学オキシダントの総合的な対策の推進 

                 ６２６百万円（２４０百万円） 

 

                       水・大気環境局大気環境課 

                        総務課環境管理技術室 

１．事業の必要性・概要 

 PM2.5 及び光化学オキシダントについては、環境基準の達成率が非常に低く、

越境大気汚染の影響も懸念されており、国民の関心も高い。しかしながら、いず

れも発生源が多種多様で生成機構も複雑なため、現象の解明が十分ではない。 

そのため、モニタリングの充実、発生源・生成機構の把握などを行うとともに、

シミュレーションモデルの高度化を図り、越境大気汚染の寄与解明や効果的な対

策の検討に繋げていく。 

 また、都道府県等が実施している PM2.5 の注意喚起について、本年２月に専門

委員会が取りまとめた暫定指針の妥当性を評価するとともに、必要に応じて指針

値や運用方法の見直し等を行う。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 

 
調 査 項 目 

 
Ｈ26 

 
Ｈ27 

 
Ｈ28～ 

 
(１)モニタリングの充実 

(２)発生源の把握・生成機構の解明 

 ・排出インベントリ及び発生源プロファイル 

の作成（自動車由来の発生源については（5）

に記載） 

 ・二次生成粒子の挙動解明 

 ・発生源寄与割合の把握 

(３)シミュレーションモデルの高度化 

(４)効果的な対策の検討・実施 

 ・PM2.5注意喚起指針の運用改善 

 ・PM2.5対策の検討 

 ・光化学オキシダント対策の検討 

(５)自動車に起因するPM2.5等の排出量調査 

 ・ガソリン車の排出原単位の設定 

 ・ディーゼル車のハイエミッタ係数設定 

 ・ディーゼル車のハイエミッタ出現率設定 

 ・エバポレーション量の推計 

 ・自動車使用実態調査 

   



 

３．施策の効果 

PM2.5 対策及び光化学オキシダント対策の実施により環境中の濃度を低減させ

ることにより、環境基準達成率が向上するとともに、光化学オキシダント注意報

の発令日数も減少し、国民の健康の保護と生活環境の保全に資する。 



 
 
 
 

              ・国内排出インベントリ等の整備 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

微小粒子状物質(PM2.5)及び光化学オキシダントの総合的な対策の推進 
 
 
 

・自治体による常時監視実施 
・国設局でのモニタリング実施 
 
 

・PM2.5自動測定機の重点的整備 
・目標未達の自治体へ早急な常時監視体制 
整備を要請 
 
 
 
 

 
  

シミュレーションモデル の高度化  
・国内発生源・越境寄与の解明及び国内対策検討のためのモデル高度化 

 
総合的対策の 

推進 

 
国民への情報提供 
 

 
環境基準達成に 

 

向けた対策検討 
 

 
 

生成機構の解明 
 

・二次生成粒子の挙動解明 
 
 
 

自動車に起因するＰＭ2.5及びその 
前駆物質（NOx等）の発生源情報の 
整理 

自動車 

発生源寄与の把握 

は支出予定先を表す 

光化学オキシダント対策
の調査・検討 

モニタリングの充実 

・光化学オキシダントの精度管理体制 
の構築・運用管理 

・PM2.5の前駆物質である揮発性有機 
化合物（VOC）モニタリング調査 

PM2.5注意喚起
の暫定指針の
運用状況調査 
 

評価、運用
の改善 

平成２５年度予算額 
     ２４０百万円 

平成２６年度予算要求額 
     ６２６百万円 

 
 
 
 
 
 自動車以外に起因するPM2.5及び
その前駆物質（NOx等）の発生源情
報の整備 

＜＞ 

＜民間＞ 
＜民間＞ 

＜民間＞ 

＜民間＞ ＜民間＞ 

＜民間＞ 

＜民間＞ ＜民間＞ 

＜民間＞ 

＜民間＞ 

自動車以外 

国内の発生源情報の把握 



 

大気汚染防止規制等対策推進費         １８百万円（７百万円） 

 

水・大気環境局大気環境課 

 

１．事業の必要性・概要 

我が国における二酸化窒素、浮遊粒子状物質及び光化学オキシダント等

の原因となる大気汚染物質の排出抑制対策については、工場・事業場の固

定発生源、自動車等からの排出削減対策を積極的に講じてきているものの、

これら対策による効果が得られず、依然として深刻な状況が続いている。 

今後、大気汚染の状況を踏まえ、有効な大気汚染原因物質の排出抑制対

策を講じていくためには、対策の検討のために必要な基本情報となる固定

発生源から排出される大気汚染物質の排出量を的確に把握していく必要が

ある。 

非常用発電施設稼働時の大気環境への影響調査は、平成 25 年６月 14 日

に閣議決定された「規制改革実施計画」において、停電・災害等非常時に

稼働させる常用・非常用を兼用する発電機を排出基準等に係る規定の適用

を免除して非常時に使用する場合に、大気環境に及ぼす影響等について評

価・検討し、排出基準等の規制の措置について結論を得ることとされたこ

とから、調査する必要がある。 

また、平成 25 年度に改正された大気汚染防止法（以下、改正大防法）に

基づく、建築物の解体等工事における石綿の飛散防止対策について、その

実効性を確実なものにするため、施行の状況を調査及び検討するとともに、

改正大防法を広く国民、事業者に周知する必要がある。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 H24 H25 H26 H27 H28 

大気汚染防止法施行状況調査      

建築物の解体等における石綿の飛散防止

対策検討調査 

     

非常用発電施設稼働時の大気環境への影

響調査 

     

大気汚染物質排出量総合調査 調査 集計  調査 集計 

  



 

３．施策の効果 

大気汚染物質の排出量等を的確に把握することで、適切な大気汚染防止施策

を実施できるようになり、良好な大気環境の維持が図られる。 

また、事業者等における建築物等の解体等作業の適正実施の意識が向上し、

建築物等の解体等作業における石綿の飛散防止が一層図られる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 省 

大気汚染防止規制等対策推進費（平成２６年度） 18百万円（7百万円） 

ＮＯ２、ＳＰＭ、
光化学オキシ
ダント等対策 

地方自治体（１５８）(H25.4.1現在) 
【対象施設】ばい煙発生施設、 

 揮発性有機化合物排出施設、 

 一般粉じん発生施設、特定粉じん発生施設、 

 特定粉じん排出作業 

 

 

 

 

 

大気汚染防止法施行状況調査 

毎年 

ばい煙発生施設等の届出状況 

規制事務の実施状況 

大気環境行政推進のための基礎情報 

大気汚染防止施策の実施 大気汚染物質の排出量等を的確に把握 

良好な大気 

環境の維持 

 

 

 

【調査対象施設】(H25.4.1現在) 

  ばい煙発生施設（約２２万） 

  （工場・事業者  約９万） 

大気汚染物質排出量総合調査 

 

３年毎 

 

平成27年度実施 

平成28年度集計 

大気汚染物質の排出量調査 

 

 
ＳＯｘ ＮＯｘ ばいじん 



石綿の飛散防止対策の更なる強化 

目的：建築物等の解体等作業時の石綿の飛散事例が散見されることや、地方公共団体
からの現行制度の更なる強化の要望を踏まえ、現行制度の見直しを行い、石綿
の飛散防止対策を更に推進する。 

○ 改正大防法の施行状況に関する調査・検討 

 

  平成25年度に改正された大気汚染防止法（以下、改正法）に基
づく、①建築物等の石綿の事前調査、②石綿除去作業中の大気
濃度調査、③石綿除去作業完了後の検査、等について、モデル
事業として１地方公共団体における実態調査を行い、調査結果
を検討会において検証・評価を行う。 

 

○ 改正法の国民、事業者等への周知 

 

  改正法を周知するための資料作成及び技術講習会の開催等を
行う。 

 

効果・目標 
 

 
≫改正制度の運用状況を把握し、制度
上の課題についての検証に資する。 

     
≫改正法を広く周知することによって、 

効果的・効率的な制度運用を図る。 

 

 

 

 
 
これらにより、改正制度における課題

及びその対策が明確化されるとともに、

事業者等における建築物等の解体等作

業の適正実施の意識が向上し、建築物

等の解体等作業における石綿の飛散防

止が一層図られる。 

 

事業内容 

大気汚染防止規制等対策推進費（平成２６年度）  18百万円（7百万円） 



非常用発電施設稼働時の大気環境への影響調査 

事業内容 

下記措置の評価・検討の資料とするため、非常用発電施設稼働時における
大気環境への影響を調査 

○エネルギー環境分野 

 ・エネルギー供給･流通構造のレジリエンス 

常用ガスタービン・ガス機関・ディーゼル機関発電機の停電・災害等非常時に 

おける窒素酸化物排出規制の緩和 

常用・非常用を兼用する発電機を非常時に使用する場合に、排出基準等
に係る規定の適用を免除するという運用を行った場合における大気環境に
及ぼす影響等について評価・検討し、関係法令における規制等との関係も
整理した上で、本措置の妥当性について検討し、結論を得る。 

実施時期：平成25年度検討開始、平成26年度結論、結論を得次第措置 

規制改革実施計画 

平成２５年６月１４日閣議決定 

大気汚染防止規制等対策推進費（平成２６年度） 18百万円（7百万円） 

 



 

自動車排出ガス・騒音規制強化等推進費     ７８百万円（７９百万円） 

（自動車に起因するPM2.5等の排出量調査を除く） 

水・大気環境局総務課環境管理技術室 

 

１．事業の必要性・概要 

我が国の大気汚染の状況については、自動車排出ガス規制の強化等、種々の

大気汚染防止対策が講じられ、改善傾向にあるものの、大都市市域の一部等に

おいては、環境基準が達成されていない測定局がある。一方、公定サイクルを

外れた走行条件や実使用条件において排出ガスが増大する事例も報告されてお

り、今後も引き続き排出ガス規制の強化を検討する必要がある。また、微小

粒子状物質（PM2.5）よりも粒子径の小さいナノ粒子や未規制物質についても、

排出実態を把握し、必要に応じ対策を検討する必要がある。 

自動車交通騒音についても、環境基準の達成状況は概ね横ばいの傾向であり、

苦情も後を絶たない状況であるため、自動車単体への騒音規制の強化を検討す

る必要がある。 

本事業では、以下のとおり自動車排出ガス低減対策及び騒音対策に係る実態

調査を実施し、今後の規制の強化等について、その効果の評価等を踏まえ、検

討を行う。 

 

２．事業計画（業務内容） 

①自動車次期排出ガス規制策定費 

・ 最新規制適合車の排出ガス量原単位及び実使用環境下での排出ガス量

について調査するとともに、各車種の寄与度、対策を実施した場合の効

果を算定し、各車種の排出ガス規制強化について検討を行う。 

・ また、エンジンの電子制御化により、実走行を含む公定試験モード外

の走行において燃費を改善する反面、排出ガスを増大させる車両が出現

する可能性もあるため、実使用環境下での排出ガス量の実態調査を強化

する。 

 

②交換用マフラーに係る騒音対策強化等調査費 

・ 平成 22 年より開始されたマフラー性能等確認制度について、使用実態

により近い試験条件で評価することを目的とした新車の騒音試験法見直

しに併せ、マフラー性能等確認試験として行う加速走行騒音試験法の見

直しや、更なる騒音対策強化のために、交換用マフラーの実態把握及び

交換前車両の騒音値との相対値による規制を含む規制値の検討を行う。 

・ また、見直された二輪車の新車の騒音試験法については、試験条件と

は異なるエンジン回転数で不適当に騒音レベルを増大させる制御を排除

する追加騒音規定(ASEP)が定められており、現在、検討中の四輪車の新

車騒音試験法においても ASEP が導入される見込みとなっている。四輪車

の ASEP は、二輪車の ASEP と比較して工数が多くかかる規定であり、ま

た測定結果の評価方法が複数あることから、新たな試験法の妥当性やこ

れによる影響等の実態把握を行う必要がある。 



 

③自動車からの微小粒子状物質・未規制物質等実態分析及び対策策定 

・ 自動車排出ガスのうち、PRTR 法（特定化学物質の環境への排出量の把

握等及び管理の改善の促進に関する法律）に基づき、自動車からの未規

制化学物質排出量の実態調査を行う。 

・ また、粒子の重量ベースによる規制は技術的課題があるため、今後欧

州においても導入している粒子数に着目した規制手法を検討する。 

・ さらに、高度な排出ガス低減技術が導入された最新規制適合のディー

ゼル車にバイオ燃料を使用すると、排出ガス低減性能に影響を及ぼす可

能性があり、その影響を把握し、バイオディーゼルに係る排出ガス許容

限度及び燃料性状許容限度を検討する。 

 

④NOx 後処理装置の使用過程での性能確保対策策定 

・  使用過程の尿素 SCR システム搭載新長期規制適合車において、システ

ムの性能劣化により、排出ガス量が大幅に増加することが確認されたた

め、使用過程における尿素 SCR システムの劣化メカニズムを解明する調

査を実施し、その結果を踏まえて使用過程での耐久性・信頼性確保のた

めの措置を検討する。 

 

 25 年度 26 年度 27 年度 

自動車次期排出ガス規制策定費 

・原単位調査 

・実使用環境下における排出ガス実態調査  

   

交換用マフラーに係る騒音対策強化等調査費 

 ・交換用マフラー騒音性能等調査（二輪） 

 ・交換用マフラー騒音性能等調査（四輪） 

   

自動車からの微小粒子状物質・未規制物質等実

態分析及び対策策定 

 ・自動車からの未規制物質対策関係 

 ・自動車からのナノ粒子対策関係 

 ・バイオ燃料使用時未規制物質対策関係 

   

NOx 後処理装置の使用過程での性能確保対策策定 

 ・劣化メカニズムの解明 

・後処理装置の性能確保対策の検討 

   

 

３．施策の効果 

・ 実使用環境を考慮した自動車排出ガス・騒音対策等、現行自動車排出ガス

・騒音規制強化 

・  尿素 SCR 搭載新長期規制適合車への対策や交換用マフラー対策等、使用

過程における自動車排出ガス・騒音の低減 

・ 大気環境等への影響を考慮した未規制の排出ガス・燃料等に対する新たな

規制の検討 



自動車排出ガス・騒音規制強化等推進費              ７８百万円（７９百万円） 
（自動車に起因するPM2.5等の排出量調査を除く） 

 
・自動車排出ガス・騒音規制の導入及びその強化により 
 環境は改善傾向にあるものの、大気汚染や騒音に係る 
 環境基準が依然として達成されていない状況 
    NOx（自排局）：99％、騒音（幹線道路）：86.8％（Ｈ23年度） 

・排出ガス後処理装置等、高度な排出ガス低減技術の導入 
 により排出ガスの性状が変化し、未規制物質が増加する懸念 

①自動車次期排出ガス
規制策定 
・実使用環境下における排出 
 ガス原単位、  大気汚染寄 
 与度・規制による低減効果 
  の調査、次期排出ガス規 
 制の検討 

②交換用マフラーに係
る騒音対策強化等調査 
・新たな加速走行騒音試験
法による交換用マフラーの
実態調査及び試験法の見直
しの検討 

・交換前車両の騒音値との
相対値による規制を含む規
制値の検討 

③自動車からの微小粒子状物
質・未規制物質等実態分析 
・PRTR法に基づく排出量算定のた 
 めの未規制物質調査、排出ガス 
 後処理装置導入に伴うN2O等調査 

・PM個数･成分等調査、粒子数によ
る測定方法の検証 
・バイオディーゼル使用時排出ガス 
 調査 

更なる排出ガス・騒音の低減・環境基準の達成 

図：ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ重量車規制の推移 図：乗用車の加速騒音規制の推移 

実使用環境を考慮した自動車排出ガス・騒音対策等、現行自動車排出ガス・ 騒音規制強化 
尿素SCR搭載新長期規制適合車への対策や交換用マフラー対策等、使用過程における自動車排
出ガス・騒音の低減 

大気環境等への影響を考慮した未規制の排出ガス・燃料等に対する新たな規制の検討 

現状・課題 

事業の概要 

効 果 

④NOx後処理装置の使

用過程での性能確保
対策策定 
・尿素SCR搭載新長期適合 
 車の後処理装置の検証、 
 劣化原因の究明 
・性能確保対策の検討 



                                 

 

自動車等大気環境総合対策費      ２０３百万円（２１２百万円） 

水・大気環境局自動車環境対策課 

１．事業の必要性・概要 

 自動車等の移動発生源について、現行制度の下での排出ガス対策を着実に

推進するとともに、大気環境基準の達成状況を評価しつつ、自動車 NOx・PM

法やオフロード法等の制度の点検・見直しを適切に行うことにより、大気環

境基準の達成に向けた総合的な対策を推進し、併せて温室効果ガスの効率的

な削減を図る。 

 自動車については、平成 23 年 3 月に自動車 NOx・PM 法の基本方針の変更に

伴い設定された新たな目標「平成 32 年度までに対策地域における環境基準の

確保」の達成に向けて、自動車大気環境汚染対策を引き続き推進していく。 

 オフロード車については、規制効果の検証のフォローアップや、地域主権

大綱に基づく立入検査体制の見直しを踏まえた検討を実施する。また、平成 2

3 年の PM 規制強化に続く同 26 年の NOx 規制強化に適正に対応するため、技術

課題の検討や、情報管理システムの保守を行い、より効果的、効率的な規制

実施を目指す。 

 船舶・航空機については、我が国における船舶・航空機からの NOx、SOx、P

M 等排出ガスの影響を実測データから推計し、現在及び将来の規制による効果

の検証及び環境影響の調査・検討を行う。 

 

２．事業計画（業務内容） 

項 目 H25 H26 H27 

① 自動車大気汚染対策等推進事業    

 ア 自動車大気汚染対策等推進費    

 イ 局地汚染対策推進費    

② オフロード特殊自動車排出ガス対策推進事業    

 ア 効果検証/法令改正フォローアップ    

 イ 規制強化に係る技術課題等対応検討（含広報）    

 ウ 立入検査等権限付与準備    

 エ 情報管理システム及びサーバの保守    

③ 船舶・航空機排出ガス対策検討調査    

 ア 欧米の研究及び国際動向調査    

 イ 実測調査及び排出インベントリ作成    

 ウ シミュレーション手法の確立    



                                 

 

３．施策の効果 

 二酸化窒素（NO2）及び浮遊粒子状物質（SPM）に係る大気環境基準の達成、

併せて関連する対策の推進により、移動発生源からの温室効果ガス削減を図

る。 



平成３２年度 対策地域において環境基準を確保

自動車大気環境汚染対策の次期枠組みについて検討（法・基本方針の見直し）

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法 （平成１３年制定 平成１９年改正）
・国が総量削減基本方針を策定（目標：「平成２２年度までに環境基準のおおむね達成」）
・都府県が総量削減計画を策定
・平成１９年改正法附則第２条 「目標の達成状況に応じ、法の規定に検討を加え、必要な措置を講ずる」

～H22
年度

～H24
年度

H25
年度～

基本方針・計画の目標年次であり見直しが必要
平成２２年７月

中央環境審議会に諮問
自動車排出ガス総合対策
小委員会の設置

平成２３年３月 総量削減基本方針の変更

＜新目標＞「平成２７年度までにすべての常時測定局において環境基準を達成」
「平成３２年度までに対策地域において環境基準を確保」

自動車NOx・PM法にかかる大気汚染対策
自動車等大気環境総合対策費

中央環境審議会答申

総合対策の推進
・削減計画の進行管理（地方委託）
・簡易測定の実施
・自動車走行実態調査
・環境対応車等の普及促進

局地対策の推進
・汚染原因の解明、効果的な対策の検討
・パートナーシップを活かした取組の推進

機密性２ 要求額：159百万円
前年度：163百万円
支出先：地方公共団体

民間団体等

平成２７年度 測定局における環境基準達成の確認

ア．自動車大気汚染対策等推進

イ．局地汚染対策推進

・平成３２年度に向けて、現存の測定局以外における評価手法の検討が必要
・ＰＭ2.5やＯｘを含め、測定評価手法について総合的に検討データ、

情報を活用
データ、
情報を活用

対策地域全域での評価、分析 ⇒ 取組推進H28
年度～



自動車等大気環境総合対策費

オフロード特殊自動車排出ガス対策推進事業

・基準適合車型式届出
・少数生産車承認

・基準適合表示車の使用
・個別使用確認

・排出ガス抑制指針の公表
・報告徴収、立入検査
・基準適合命令等

（エンジンメー
カー申請）

（車両メーカー
届出・申請）

エンジン型式指定

（使用者）

【規制の枠組み】

（国による
規制担保）

効果検証・規制強化方針

排出ガス技術基準決定

（国）

【課題】
（中環審第9次・第11次答申）対応
→排出ガス規制2段階強化
○H23～H25
・ＰＭ約9割削減
○H26-H28
・ＮＯｘ約9割削減
・オパシメータ基準値導入
・ブローバイ・ガス還元装置義務づけ 等

【対応】『規制強化に係る技術課題

検討』

・PM・NOx等規制強化に関する
技術課題対応検討

・オパシメータ導入対応検討

（立入検査技術の習得等）

「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」
（オフロード法）H18.4～

○規制強化への対応

○届出・審査業務の効率化

【対応】『情報管理システム改修』
システム＋サーバー保守

【課題】
・規制強化に伴う申請増
・審査内容の複雑化
→事務処理効率化が必要

【対応】『監視体制強化に必要な事
項整備』

・地方公共団体への権限付与への
対応

【課題】
(地域主権大綱アクション・プラン)対応
→地方公共団体への立入検査権等付与

フォークリフト

オパシメータとは・・・
従来の黒煙汚染度の測定では、ろ紙を用いて測定していたが、
オパシメータでは排気ガスの光の透過度を計測。
従来は測定が困難な可溶有機成分(SOF)も含めた評価が可能に。

（オフロード車の例）

普通型コンバイン油圧ショベル

機密性2

（例）

要求額：35百万円
前年度：41百万円
支出先：民間団体等



自動車等大気環境総合対策費

船舶 航空機

ＩＭＯ（国際海事機関） ＩＣＡＯ（国際民間航空機関）

国際条約 MARPOL条約附属書Ⅵ 国際民間航空条約附属書16

国内法 海防法 航空法

最近の
規制動向

NOx・SOx等の排出基準強化（H20 IMO
採択、段階的に発効）
・H23.1 NOx 2次規制（一般海域）
・H24.1 SOx 規制強化（一般海域）
・H24.1 PM等規制検討（北極圏）
・H27末 NOx 3次規制（指定海域）

NOxの排出基準強化（H21 ICAO採
択、H25末発効）
PMの排出基準を検討中
・H22 不揮発性PM基準の導入を合意
・H25予定 認証要件の合意
・H26予定　PM排出基準の合意

排出ガス
規制

国際機関

〇船舶・航空機の排出ガス対策 ① 国際的な枠組みの中で議論
②今後も規制強化、規制対象拡大の見込み

〇スケジュール

・実測及びｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる船舶・航空機からの排出量の把握
・港湾・空港周辺地域の船舶・航空機寄与度の把握

船舶・航空機から排出される2次生成物質の影響及び生成機構に係る科学的知見を蓄積
H25年度～：文献調査、実測調査、シミュレーション手法の確立･高度化

船舶・航空機排出ガス対策の遅れ

H22年度～H24年度：港湾・空港周辺地域の大気汚染状況の把握

〇経緯

H24年度：船舶・航空機からの1次生成物質による環境影響は限定的

船舶 航空機

H24 港湾周辺での実測調査 空港周辺でのシミュレーション
H25 欧米の研究及びIMO動向調査 空港周辺での実測調査
H26 実測調査、排出インベントリ作成 欧米の研究及びICAO動向調査
H27 実測調査、排出インベントリ作成
H28 シミュレーション手法の確立・高度化

シミュレーション手法の確立・高度化

船舶・航空機排出ガス対策検討調査
機密性２

要求額：9百万円
前年度：8百万円
支出先：民間団体等



騒音等の生活環境の改善に向けた取組の推進事業 

１０４百万円（１０４百万円） 

水･大気環境局大気生活環境室 

 

１．事業の必要性・概要 

 騒音振動悪臭の改善に向け、騒音規制法・振動規制法の見直し、低周波

音対策や鉄道騒音対策を推進するとともに、その効果の把握･実効性を担保

するため環境基準や悪臭対策専門家の養成等の検討にも着手する。また、

暑熱環境の悪化に伴う熱中症患者の増加に対応するため、暑さ指数（WBGT）

の予測精度向上等の機能強化を図る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

①騒音規制法、振動規制法及び環境基準の見直し 

現行規制では、建設現場での作業ごとの規制となっているが、トラックの

荷下ろし音等の未規制の作業を含めた建設作業場単位での規制に見直す。併

せて鉄道騒音対策のため環境基準の見直しを検討する。 

②臭気判定士制度等を含めた、悪臭防止法の抜本的な見直し 

  悪臭対策には公害防止管理者に類する制度がない等のため、臭気判定士制

度の活用の可能性を含めた悪臭対策専門家養成の検討を行う。また、同じ気

体について異なる測定手法を用いているため、手法統一化の検討を今年度か

ら行っており、引き続き比較実験・実証実験等を行う。併せて、悪臭防止法

の規制方式について、都市・生活型の悪臭対策に有効な臭気指数規制を原則

とすべく、法改正を視野に入れた地方公共団体での現状把握調査を行う。 

③熱中症情報（暑さ指数）の提供 

 これまで観測機器が設置されていなかった札幌・仙台・鹿児島に新たに観

測機器を設置し、当該地方周辺の暑さ指数の予測精度向上を図る。 

 

３．施策の効果 

①建設作業の騒音振動苦情を減らす。 

（参考：23 年度建設作業苦情件数 騒音 5,206 件、全苦情件数の 32.7％ 

振動 2,046 件、全苦情件数の 63.5％） 

②悪臭対策専門家の養成検討などを行うことにより、悪臭苦情をまずは過去最

も少ない 9,972 件（平成５年）を下回る件数まで減少させることを目指す。

（参考：23 年度苦情件数 14,569） 

③「ヒートアイランド対策大綱」に基づき、都市部の街区レベルでの暑熱環境

を緩和し、熱中症等の人への健康影響の低減を目指す。 



・ 

騒音等の生活環境の改善に向けた取組の推進事業  

・騒音規制法・振動規制法の見直し、低周波音対策や鉄道騒音対策を推進するとともに、その効
果の把握・実効性を担保する環境基準や臭気指数の測定手法統一等の検討に着手。 
・暑熱環境の悪化に伴う熱中症患者の増加に対応するためため、暑さ指数(WBGT)の予測精度向
上等の機能強化。（政府において、７月を「熱中症予防強化月間」と定めた。） 

施策の効果 

①建設作業の騒音振動の苦情を減らす。 

②都市・生活型の悪臭対策に有効な臭気指数規制の導入を促進し、悪臭苦情をまずは平成５年
を下回る件数まで減少させることを目指す。  

③「ヒートアイランド対策大綱」に基づき、都市部の街区レベルでの暑熱環境を緩和し、熱中症等
の人への健康影響の低減を目指す。 

（暑さ指数の予測精度の向上） 

104百万円（ 104百万円 ） 

札幌・仙台・鹿児島に新たに観測機器を設置 

札幌 

仙台 

● 

● 

● 

事業の必要性・概要 

鹿児島 

事業計画（業務内容） 

（現場作業場への規制への移行） 
建設作業ごと個別に規制から作業場全体での規制 

現行法規制 改正イメージ WBGT観測機器 

支出先：民間事業者等 



 

国民の関心の高い環境保健情報の提供事業   ６７百万円（６０百万円） 

 

環境保健部環境安全課 

 

１．事業の必要性・概要 

国民の関心の高い環境と健康影響に関する情報のうち、きめ細かな提供

が必要な以下の項目について、情報収集及び提供体制の充実を図る。 

（１）熱中症による夏期の救急搬送者数は、平成22年度に急増して以降、平

成23年度以降も４万人前後で推移しており、より一層の対策の充実を図

ることが必要であることから、自治体や施設等の担当者への講習会を開

催し、熱中症の予防対処法を普及啓発する。また、引き続き、パンフレ

ットやリーフレット等を印刷し熱中症予防・対処法の周知を実施すると

ともに、熱中症予防強化月間における官民連携した普及啓発活動を強化

する。 

（２）花粉症については、患者数が年々増加傾向にあることから、花粉症の

発症・増悪の予防に資するため、花粉の飛散状況について国民に対して、

地域に応じた正確な情報を提供する。併せて、大陸からの大気汚染物質

が花粉症に与える影響についても実態を把握する調査を行う。 

（３）黄砂による健康影響については、健康影響を示唆する報告もあるが、

これまでのところ、明確な結論を導くことは困難であることから、健康

影響の有無を確認するために調査を行うとともに、併せて、大陸からの

大気汚染物質が黄砂による健康影響に与える影響について、実態を把握

する調査を行い、これらの結果を広く国民に公表する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）熱中症対策緊急推進事業         ４４百万円（３７百万円） 

平成24年度から、熱中症対策に係る自治体等担当者向け講習会を開催し、

自治対等担当者や施設等の現場の担当者に対して、熱中症の予防対処法に

ついて普及啓発してきた。また、平成25年度からは７月を熱中症予防強化

月間と定め、熱中症の予防対処法について国民一人一人に対してより一層

の周知の徹底を図ったところである。 

   平成26年度は、熱中症対策に係る自治体等担当者向け講習会を継続し

て開催するとともに、一部の会場では、関係省庁による合同の講習会を

実施することとする。また、引き続き、平成25年度に改訂するマニュア

ルやリーフレット等を印刷し、熱中症予防・対処法の周知を実施すると

ともに、熱中症予防強化月間において、官民連携した普及啓発活動を強



化し、熱中症の予防対処法についてさらなる周知を図ることとする。 

 

（２）花粉に関する影響評価事業        １７百万円（１７百万円） 

花粉の飛散については、平成16年度から、予測を実施しているが、平成

24年度から、飛散直前の最新の予測を利用できるよう公表を３回に増やし

たところである。また、花粉症保健指導マニュアルを作成し、花粉症につ

いての普及啓発を実施してきたが、平成25年度には最新の知見を反映させ、

マニュアルを更新する。 

平成26年度も引き続き、花粉の飛散予測を実施するとともに、保健指導

マニュアルを配布し、普及啓発を実施していく。 

また、平成16年度に環境省環境保健部で実施した調査では、大気汚染物

質が花粉症に与える影響については、動物実験では花粉症を悪化させると

いうデータを得られたが、疫学研究では明確な結論は得られなかった。し

かし、近年、PM2.5が花粉症を悪化させるという報告もあるなど、当時と

は大気の状況や得られている知見も異なることから、PM2.5等の大気汚染

物質が花粉症に与える影響について、情報を収集する。 

 

（３）黄砂等大気汚染物質の健康影響に関する基礎調査 

 ６百万円（６百万円） 

平成25年度から、黄砂による小児の呼吸器疾患に対する影響についての

疫学研究を試験的に実施しているが、平成26年度以降は、この疫学研究の

対象者の規模を拡大させることとする。また、循環器疾患を対象とした調

査研究、黄砂の成分による健康影響の違いに関する調査研究、地域住民の

レセプトデータを用いた黄砂による健康影響に関する調査研究について検

討を実施する。 

 

３．施策の効果 

（１）熱中症の予防対処法について、国民への普及啓発を強化することにより、

熱中症による被害を減少させることに資する。 

（２）花粉症に関する正確な情報を提供することにより、花粉症の発症や症状の

増悪を予防することに資する。 

（３）黄砂による健康影響についての情報を収集することで、黄砂の健康影響に

関する正確な情報を提供することに資する。 

 



熱中症対策緊急推進事業 

 （熱中症予防強化月間） 

  国民一人一人に対して熱中症についての正しい知識を周知することが必要であり、より一層の周
知の効果を上げる一つの方法として、特に、熱中症の発生が急増する７月に着目し、平成25年度か

ら同月を「熱中症予防強化月間」と定め、国民の関心を得やすい形で、多くの関係者が集中的に周知
等を行っていくこととした。 

 →来年度も熱中症予防強化月間において、集中的な熱中症予防のための声かけを実施する必要
がある。 

 

■各自治体が熱中症対策を進める際、指導者  
 として中心的に対応できる者を養成 

■最新の知見、データ等を情報共有し、各地  
 域における対策に活用 

（熱中症にかかる指導者養成事業） 

■発生状況に応じた対策、予防策についての  
 情報提供 

国民一人一人の熱中予防についての意識の向上とともに、地域の特性や状況に応じた対
策を推進することにより、熱中症による被害者を減少させる。 

２６年度要求額 ４４百万円（３７百万円） 
支出予定先 民間団体等 



大気汚染物質等健康影響評価事業 
花粉に関する影響評価事業   ２６年度要求額 １７百万円（１７百万円） 

                         支出予定先 民間団体等      

○スギ・ヒノキ科花粉飛散の長期予測の実施 
  花粉総飛散量、花粉飛散開始時期、花粉飛散終息時期等の 
 花粉飛散に関する予測を実施する。 
○花粉症及び花粉動態等に係る実態等調査 
  花粉症と大気汚染物質等の環境要因の関係について情報を  
 収集する。 
○花粉症に関する情報提供 
  花粉症環境保健マニュアルを用いて、情報提供を行う。 

黄砂による健康影響等評価事業  ２６年度要求額 ６百万円（６百万円） 
                              支出予定先 民間団体等 

○黄砂による健康影響に関する調査研究 
 ・黄砂による小児の呼吸器疾患に対する影響についての疫学 
  研究を規模を拡大して実施する。 
 ・黄砂による循環器疾患への影響に関する疫学研究について 
  検討する。 
 ・黄砂の成分による健康影響の違いに関する調査研究につい 
  て検討する。 
 ・地域住民のレセプトデータを用いた、黄砂による健康影響に 
  関する調査研究について検討する。 

気象庁 黄砂予測 

環境省 花粉総飛散量予測 



 

（新）海底下CCS審査のための海洋環境把握等調査事業 

 ２３０百万円（０百万円） 

 

水・大気環境局水環境課海洋環境室 

 

１．事業の必要性・概要 

  経済産業省が実施する苫小牧沖の海底下への二酸化炭素回収・貯留（Ｃ

ＣＳ）実証試験が平成２８年度より予定されている。この実証試験に対し、

環境省が海洋汚染防止法に基づいた適切な許可承認等を行うために、審査

当局として判断に必要な苫小牧沖の海水の化学的性状や生態系の把握を行

う。また、海底から二酸化炭素が漏出した際に迅速に漏出を検知するため、

漏出を検知する技術の開発及び地中での二酸化炭素の挙動の把握を行う。 

 

２．事業計画（業務内容） 

  平成２６年度から平成２７年度かけ、以下を実施する。 

① 実証実験が行われる苫小牧沖において、海水の炭素系項目の化学的性状調

査と生態系把握調査を四季を通じて実施し、これらの項目の季節変動及び

年変動を把握する。 

②トレーサ等の二酸化炭素漏出検知技術の検討を行うために二酸化炭素の地中

での挙動に関する知見の収集を行い、適切なトレーサ物質の選定のための検

討を行う。同時に二酸化炭素の地中の挙動を把握するための物理探査技術

（主に電磁波探査や音響探査など）の検討を行い、二酸化炭素が海底で自然

湧出している海域で現地調査を実施する。 

 

３．施策の効果 

  当該事業により、海底下 CCS 事業において、二酸化炭素の漏出を確実に検知

し、海洋環境に影響を与える可能性を小さくする。 

 

 

 



イメージ 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 
委託対象：民間団体、 
実施期間：2年間（26年度～27年度） 

 東日本大震災以降、石炭、石油火力発電の増加に伴い、CO2排出
量が増加している。このような状況の下、CO2排出量を低減する
ひとつの方法として、二酸化炭素海底下貯留（海底下CCS）が着
目されている。 

 経済産業省は、平成28年度より北海道苫小牧沖において、実証実
験としてCO2の貯留を予定。 

 海底下CCSは貯留されたCO2が漏出した場合に、海洋環境に影響を
与えるため、それを確実に検知することが重要。 

 現行制度では、海底下CCS事業者は貯留された二酸化炭素をモニ
タリングすることとされており、漏出の恐れがあると判断される
場合には、事業者により詳細な監視（懸念時監視）が義務づけら
れている。 

 しかし、懸念時監視に移行する基準は、事業者による1年間の海
洋環境調査結果に基づき、事業者によって決められるため、海水
や生態系の状態の年変動が考慮されない基準とされることが懸念
される。 

 そのため、本事業においては、海底下CCSの実証実験が予定され
る海域において、海水の化学的性状及び生態系把握調査を、CO2
の貯留開始前に経年で実施することにより、適切な懸念時監視に
移行する基準の設定方法について整理する。 

 加えて、海底下CCS事業において、トレーサー等によるCO2漏出を
検知するための技術の検討を行う。 

 

（１）海底下CCSに係る適切な懸念時監視の基準設定のための
海洋環境把握 

（平成26年度 175百万円） 
 苫小牧沖において、海水の化学的性状及び生態系把握調査
を2年間実施 

期待される効果 

 当該事業により、海底下CCS事業において、CO2漏出を確実に
検知し、海洋環境に影響を与える可能性を小さくする。 

平成25年度予算 
○○百万円    海底下ＣＣＳ審査のための海洋環境把握等調査事業 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 
経済産業省 苫小牧実証実験スケジュール 

事業目的・概要等 

環境省 
事業期間 
（2年間） 

26年度要求額 
２３０百万円 
（０百万円） 

（２）海底下CCSに係るCO2漏出検知技術の検討 
（平成26年度 55百万円） 

 トレーサー(※)等の漏出検知技術の検討を実施 
 (※)二酸化炭素の流れを把握するための微量の添加物 



 

（新）沿岸域環境改善技術評価事業                 

         １３百万円（０百万円） 

 

水・大気環境局水環境課閉鎖性海域対策室 

 

１．事業の必要性・概要 

  海洋環境、特に閉鎖性海域における沿岸域の環境改善には、底質環境の改

善など、海域の直接浄化が必要である。海洋基本計画（平成 25 年 4 月 26 日

閣議決定）には、流入負荷の削減による海域環境改善の継続に加え、海域の

直接浄化も必要である旨が記載されている。 

  海域の直接浄化等には多大なエネルギーとコストが必要となるが、近年、

民間事業者や研究機関等により効率的な環境改善技術や排水処理技術の研究

開発が進んでおり、すでに実績を有するものも含め非常に多くの技術等が提

案されている。 

  このため、既に実用化されている沿岸域環境改善技術等について調査し環

境改善効果だけでなく、エネルギー面も含めた総合的な環境評価指標により

評価することで、効果的・効率的な沿岸域の環境改善を図る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）民間事業者が持つ環境改善技術等に関する情報を収集するとともに、環境

改善効果やエネルギー消費効率等の総合的観点から評価指標を策定し、その

指標により環境改善技術等の評価を行う。 

（２）高い評価が得られた環境改善技術について、実際のフィールドにおける実

現可能性を調査するため、小規模な実証試験を実施するとともに類似事業の

実施状況等を把握し、エネルギー使用量削減効果やコスト削減効果等を試算

する。 

 

３．施策の効果 

海域の環境改善技術を総合的な環境評価指標で評価することで、効率的な技

術選定の推進や環境改善活動の促進が期待できる。 

  また、技術開発を行う民間事業者等においては、地域や行政のニーズが把握

できるとともに企業間競争が刺激されることで、さらなる技術開発の推進が期

待できる。 

 



沿岸域、特に閉鎖性海域の環境改善には、底質環境の改善や陸域からの汚濁負荷の低減が必要。海洋基本計画
（平成25年4月26日閣議決定）に、流入負荷の削減の継続に加え、海域の直接浄化も必要である旨が記載。 

 
 
地域特性を活かしつつ、民間事業者等が持つ沿岸域環境改善技術を発掘し、評価を行う。 

背景・目的 

事業イメージ 

沿岸域環境改善技術評価事業 

技術のスクリーニング 評価指標 

DO改善
効果 

使用エネ
ルギー量 

コスト ・・・ 

DO直接改
善 

エアレーション ○○技術 

××技術 

鉛直混合 

底質改善 浚渫 

耕耘 

覆砂 

流れの創出 流況改善 

生物的改善 藻場造成 

干潟造成 

ベントス生息
基盤造成 

礫間接触構造
の造成 

総合的な環境評価指標 
による技術評価 

（公共）事業実施省庁へ提供し、 
効率的な技術選定を推進 

NPOや漁業団体等による 
里海づくり活動の促進 

ニーズ把握、企業間競争刺激 
による技術開発の促進 

「工場等事業場排水、畜産排水等の点源負荷対策に加え、･･･海域のヘドロ除去及び覆砂を実施」「汚泥浚渫、浚渫土砂等を有効に活用
した干潟や藻場等の保全・再生・創出、覆砂、深掘跡の埋め戻し、生物共生型港湾構造物の普及等の個別の取組を総合的に推進」 

26年度要求額 13百万円（0） 
支出先：民間団体 

高い評価が得られた技術について
実証試験を実施 

・環境改善効果 
・エネルギー使用量削減効果 
・コスト削減効果  
 等を試算 

 海域の再生のためには貧酸素水塊への対策を含む直接的な改善が不可欠 

環境改善技術等に関する 
情報の収集・整理 

技
術
の
普
及 

H27以降 

モデル事業の実施 



（新）放射性物質による水質汚濁状況の常時監視 

 公共用水域における放射性物質の常時監視経費 

  放射性物質による地下水の水質汚濁状況の常時監視に係る経費 

公共用水域：８０百万円（０百万円） 

   地下水：４８百万円（０百万円） 

水・大気環境局水環境課           

水・大気環境局土壌環境課地下水・地盤環境室  

 

１．事業の必要性・概要 

従来、環境基本法では、放射性物質による環境汚染を防止するための措置につ

いて、原子力基本法等の法律に対応を委ねていた。 

 しかし、東京電力福島第一原子力発電所事故により、放射性物質による環境汚

染が生じたことを契機に、昨年環境基本法が改正され、放射性物質による環境汚

染を防止するための措置も環境基本法の対象とされたところ。 

 これを踏まえ、水質汚濁防止法についても、放射性物質に係る適用除外規定を

削除し、環境大臣が放射性物質による公共用水域及び地下水の水質汚濁の状況を

常時監視することとされた。 

 

２．事業計画（業務内容） 

水環境中の放射性物質による水質汚濁の状況を常時監視するため、公共用水域 

及び地下水において、水質等の放射性物質の測定を実施する。 

また、得られた結果について、専門家による評価を受ける。 

 

３．施策の効果 

全国の水環境中の放射性物質による水質汚濁の状況を把握することにより、今

後、原子力事故等が発生した際に、放射性物質による影響を確認するための判断

基準となるバックグラウンドデータを得る。 



   放射性物質による水質汚濁状況の常時監視 
       ・公共用水域における放射性物質の常時監視経費 
       ・放射性物質による地下水の水質汚濁状況の常時監視に係る経費 

○ 東京電力福島第一原子力発電所事故により、放射性物質による環境汚染が生じたことを 
 契機に、昨年環境基本法が改正され、放射性物質による環境汚染を防止するための措置も 

 環境基本法の対象とされたところ。 

 

○ これを踏まえ、水質汚濁防止法についても、放射性物質に係る適用除外規定を削除し、 
 改正水質汚濁防止法に基づき、環境大臣が放射性物質による公共用水域及び地下水の水 
 質汚濁の状況を常時監視することとされた。 

背景 

【H26年度概算要求額（H25年度予算額）】 
 公共用水域：８０百万円（０百万円） 

 地下水：４８百万円（０百万円） 

▲河川（水質） ▲地下水 

具体的内容 

・得られた結果については、 
専門家による評価を受ける。 
 

◇請負事業（請負先：民間事業者） 

α 
γ 

・水環境中の放射性物質による汚染状況を 
常時監視するため、国は、公共用水域及び 
地下水における水質等の放射性物質の測定 
を実施。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Betadecay.jpg
//upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/b/b5/Radioactive.svg
//upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/7/79/Alpha_Decay.svg
//upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/c/c2/Gamma_Decay.svg


 

 

水俣病総合対策関係経費等       １４，５９６百万円（１４，２３２百万円） 

 

環境保健部企画課特殊疾病対策室          

                              水俣病発生地域環境福祉推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

平成 21年７月に成立し、公布・施行された「水俣病被害者の救済及び水俣病問題の 

解決に関する特別措置法」に基づく救済措置等の円滑な実施に向け必要な措置を講ずる。 

また、すべての水俣病被害者が地域社会の中で安心して暮らしていけるようにするた

め、医療と地域福祉を連携させた取組を進めるほか、環境保全と地域のもやい直しの観

点からの施策を推進する。 

さらに、水俣病の経験と教訓を引き続き国内外に発信する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）水俣病被害者の救済のための措置 

「水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別措置法」に基づく救済措

置の方針に従い、円滑に救済策を実施するために必要な措置及び医療費・療養手当の

支給、健康不安者への検診等の事業を行う。 

①  水俣病被害者等医療費等支給事業 

② 水俣病被害者等手当支給等事業 

③ 健康管理事業 

（２）医療・福祉及び地域振興に関する施策 

水俣病発生地域における医療・福祉対策及び「もやい直し」・地域の振興を目指す

多彩な活動を推進する。 

① 胎児性水俣病患者や高齢化した水俣病被害者等の地域生活を支援する事業 

② 離島等における医療・福祉レベルの向上のための事業 

③ 慰霊行事や地域のもやい直しを推進する事業 

④ 水俣病問題の環境学習を推進する事業 

⑤ 環境と経済が一体となった新しい地域づくりを推進する事業 等 

（３）その他 

以下の事業を引き続き実施する。 

・公害医療研究事業 

    ・水俣病検診機器整備事業 

    ・水俣病国際貢献推進事業 

・チッソ(株)に対する支援措置 

 

３．施策の効果 

すべての水俣病被害者が安心して暮らしていける環境づくり、もやい直しの推進、水

俣病のような問題を二度と起こさないための教訓の伝達・継承に資する。 



特別措置法の概要 

 

 ○政府は、救済措置の方針を策定・公表〔一時金（原因企業負担）、療養費・療養
手当（国・県負担）〕 

 ○政府は、水俣病被害者手帳に関する事項を定める〔療養費（国・県負担）〕 

 

 
●地域振興  ●地域住民の健康増進・健康不安解消・地域社会の絆の修復 
●メチル水銀による環境汚染の監視等  ●調査研究 
 

３．解決に向けた取組 

４．将来にわたり補償を確保するための関係事業者の経営形態の見直し 

①救済措置の実施、②認定等の申請処分の促進、
③紛争の解決、④新規認定等の終了 

救済を受けるべき方々を
あたう限りすべて救済 

２．救済措置の方針 

 

①認定患者に対する確実な補償 
②救済を受けるべき人々のあたう限りの救済 
③関係事業者の費用負担についての責任及び地域経済への貢献の確保 

１．救済及び解決の原則 

５．その他の取組 

水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する 

特別措置法に基づく取り組みについて 

取り組みの概要 

 

①医療事業対象者に対して医療費等を支給 
②救済措置対象者に対して療養手当等を支給 
③メチル水銀の曝露を受けた可能性にある者を対象に健康診査を実施  など 

 
 

①胎児性水俣病患者や高齢化した水俣病被害者等の地域生活を支援 
②水俣病被害者等と地域住民の交流を推進 
③水俣病問題の環境学習を推進するとともに水俣病の経験と教訓を継承  など 

 

①メチル水銀による健康影響及び健康障害の治療に関する研究等を実施  
②チッソ（株）に対する支援  など                           

１．水俣病被害者の救済のための措置 

２．医療・福祉及び地域振興・絆の修復に関する施策 

３．その他 

水俣病問題の最終解決及び水俣病被害者をはじめ地域住民の方々が安心し
て暮らせる社会を実現する。 

（14,232百万円） 
平成26年度要求14,596百万円 

（補助率 8/10・1/2） 

（補助率 8/10） 

（補助率 1/2） 

（補助率 4/5） 

支出予定先：地方公共団体 



 

「環境首都水俣」創造事業（水俣病総合対策関係経費等の一部） 

２８８百万円（２６８百万円） 

環境保健部企画課  

 

 

１．事業の必要性・概要 

水俣・芦北地域では、水俣病が発生し、半世紀以上にわたり地域社会

に深刻な影響を及ぼしたこと等を教訓に、ごみの高度分別やリサイクル

の取組など「環境モデル都市」としての取組を進め、環境保全を積極的

に進めることによって市民の生活を豊かにしていこうと実践してきた。

しかし、人口減少、近年の景気の低迷等と相まって、地域社会の疲弊は

著しく、水俣病問題の解決のためには、地域社会の絆の修復、地域の再

生・融和、地域の振興・雇用の確保に関する取組の加速化が不可欠であ

る。 

 そのため、当該地域について、水俣病関連施設、環境に対する高い市

民意識や蓄積された環境産業技術、美しい自然など地域の有形無形の環

境資源を発展的に活用した「環境負荷を少なくしつつ、経済発展する新

しい形の地域づくり」（「水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に

関する特別措置法の救済措置の方針」平成 22 年 4 月閣議決定）を目指し、

関係地方公共団体が実施する以下の事業について支援する。 

 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）ゼロカーボン産業団地創出等事業 

 市民協働の再生可能エネルギー事業を実施すること、環境産業を中心と

して地域企業の連携を進め地域企業の競争力の強化に結びつけること（経

済界のもやい直し）など、水俣病発生地域において、地域の有形無形の環

境資源を活用し、環境価値の向上等による地域経済・産業基盤の強化に資

する事業について補助を行う。 

  

（２）地域の有形無形の環境資源を活用したエコツーリズムの振興 

 地域環境資源を活用した観光商品開発、地域の公共交通機関の利用者

（水俣病被害者を含む。）の利便の向上（良好な利用環境の創出を含む。）

その他の地域環境資源を活用した又は温室効果ガスの排出抑制等環境負荷

の低減を講じつつ水俣病発生地域の観光の推進を図る事業に対して補助を

行う。 

 



（３）地域社会の絆の修復に資する「心豊かな公共空間」の実現 

 温室効果ガスの排出抑制等に資する集約型の都市構造の実現（それに伴

う中心市街地活性化を含む。）を図るため、中心市街地等における水俣病

被害者を含む地域住民の交流を推進する拠点（一定の範囲の空間を含む。）

を環境負荷の低減を講じつつ整備する事業に対して補助を行う。 

 

 

３．施策の効果 

 水俣・芦北地域は、地域に生じた軋轢等により、加速する人口減少・

高齢化、厳しい経済環境にさらされている。詳細な分析（例：環境省

が支援して作成した「水俣市平成 23 年度環境まちづくり推進事業概要

報告書」）に基づいた本事業の実施を通じ、地域社会の絆の修復、地

域の振興・雇用の確保等に一定の貢献をする。 

 また、水銀に関する水俣条約の合意と相まって、本事業の実施を通じ

て水俣の経験と再生を世界に対して効果的に発信する。 



「環境首都水俣」創造事業 

水俣病発生地域では、1956年の水俣病公式確認以来半世紀以上にわたり、地域社会にもたらさ
れた不幸な亀裂等により疲弊し、経済情勢も悪化した。水俣病問題の解決のためには、地域社会

地域の再生・融和、振興・雇用確保に関する取組の加速化が不可欠。 

ごみの高度分別など長年の環境と「もやい直し」（絆の修復）の取組の蓄積を生かし、「環境負荷を少なくし
つつ、経済発展する新しい形の地域づくり」（水俣病特措法救済措置の方針：平成22年4月閣議決

定）を実施し、「環境・生命文明社会」の創造に向けた先行事例を目指す。 

地域の環境資源を活用し、環境価値を向上さ
せることによる振興策 

市民協働の再エネ事業、環境ブランドの向
上、環境大学院構想 等 

低炭素型都市構造に資する、水俣病被害者
を含む地域住民の交流を推進する拠点・空間
を環境負荷の低減しつつ整備 
駅、中心市街地、温泉街 等 

不知火海沿岸の水俣病発生地域を縦断する鉄
道の利便性向上、沿線の観光施設整備等に
よって、交流人口の増加を図る。 
観光列車の導入、低炭素観光商品の開発等 

水銀に関する水俣条約の採択も踏まえ、世界と直接つながり、世界の再生・復興モデルとして発信 

心豊かな公共空間の構築 

低炭素型観光の推進 

環境を軸に地域の経済循環の改善を目指す 

平成26年度要求288百万円 （268百万円）  【補助率 8/10】 支出予定先：地方公共団体 

環境価値の向上による経済基盤の強化 



 

（新）水俣病情報センター国際発信機能強化事業  

１３百万円（０百万円） 

国立水俣病総合研究センター 

 

１．事業の必要性・概要 

水俣病情報センターは、国立水俣病総合研究センターの付属施設として平成 1

3年に設置され、隣接する熊本県環境センター、水俣市水俣病資料館と連携し、 

①水俣病に関する資料及び情報の収集、保管、整理、②展示や情報ネットワーク

を通じて研究者や市民に情報提供、③水俣病に関する学術交流等の場の提供等を

通じて、水俣病についての理解の促進、水俣病の教訓の伝達、水俣病及び水銀に

関する研究に資することとしている。 

本年 10 月に熊本市、水俣市において開催される外交会議において「水銀に関

する水俣条約」が締結される予定であり、水銀に特化した発信施設として国際的

な認知度、注目度が高くなることを踏まえて、現状対応の遅れている展示（更新

含む）、館内表示の多言語化を図り、国際的な発信力を強化することで、水俣病

や水銀汚染に関する正しい理解の醸成を図ることを目的とする。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 隣接する熊本県環境センター、水俣市水俣病資料館との連携を強化し、それぞ

れの施設の特性に応じた展示、情報発信を行う。情報センターでは、世界の中で

の水銀中毒の現状、メチル水銀・無機水銀・金属水銀の化学形態ごとの水銀の特

性や人体への影響、水銀の低濃度ばく露影響等について、理解し易い展示を多言

語（５カ国語）で表示し、とりわけ国外からの来訪者に対する情報発信を強化す

る。 

 

３．施策の効果 

 情報センターの展示、館内案内等の多言語化を図ることで、水銀条約会議で締

結される予定である水銀の大気・水・土壌への放出への対策、水銀を含む製品の

制限、水銀の適正な管理、水銀に関する情報交換・研究成果の普及等について、

国際的な理解度を高めることができるとともに、条約締結国の責務の達成に貢献

する。 

 

 

 



 水俣病・水銀研究に関する 
  ①資料，情報収集 
  ②展示，情報ネットワーク・交流事業を通した情報発信 
  ③理解促進・教訓伝達 
  ④研究成果の発信 

水俣病情報センター国際発信機能強化事業    

情報センターの役割 

水銀に関する水俣条約 
・国際的な認知度,注目度ＵＰ 
 

・海外からの来館者の増加 

展示の増強・多言語表示 
      （英・中・ハングル・スペイン・ポルトガル） 

  ○水銀条約責務の実行に貢献 
  ○途上国への水銀事業に関する技術の発信 

１３百万円（０百万円） 
支出先：民間団体等 



 

環境保健サーベイランス調査費（健康影響等調査） 

                    １８６百万円（１５６百万円） 

 

環境保健部企画課保健業務室 

 

１．事業の必要性・概要 

環境保健サーベイランス調査は、過去の公害経験を踏まえ、昭和 63 年に公

健法の第一種地域指定を解除した際の国会附帯決議に基づき、調査手法に関

する検討を経て、地域人口集団の健康状態と大気汚染との関係を定期的、継

続的に観察し、必要に応じて所要の措置を講ずることを目的として、平成８

年度から毎年継続して調査を行っているものである。 

過去の大気汚染が工場等の固定発生源の寄与が大きかったのに対し、近年

は自動車等の移動発生源の寄与が大きくなっていることが指摘されている。

 平成 23 年 5 月には、主要幹線道路等の局地的大気汚染の健康影響を調査し

た、そらプロジェクトの結果が公表され、そらプロジェクトで得られた知見

を環境保健サーベイランスに最大限に活用することが課題とされた。また、

平成 21 年 9 月に環境基準が告示された PM2.5 について、常時監視測定局の整

備が進みつつあり、環境保健サーベイランス調査に取り入れることが課題と

なっている。 

このような状況を踏まえ、近年の大気汚染の状況や最新の知見等を考慮し

た本調査の改善を検討し、大気汚染と健康状態の観察のさらなる充実を図る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

平成 26 年度からは、環境保健サーベイランス調査において、局地的大気汚染

を考慮するための技術的課題を検討するため、そらプロジェクトと重複していな

い地域の大気汚染濃度推計モデルを構築するとともに、現在観察している大気汚

染物質に PM2.5 を追加し解析・評価することの可能性を検討するため、PM2.5 常

時監視測定データを用いて背景濃度を推計する。 

 

３．施策の効果 

環境保健サーベイランス調査において、局地的大気汚染を考慮した方法及び

PM2.5 を追加した方法に関する検討が加えられることにより、より精緻な観察

が可能となる。 



環境保健サーベイランス調査費（健康影響等調査） 
平成２６年度要求額１８６百万円（平成２５年度予算額１５６百万円） 

○事業の概要  

 環境保健サーベイランス調査は、昭和６３年の公害健康被害補償法改正（第一種地域指
定解除）に伴い、地域人口集団の健康状態と大気汚染との関係を定期的・継続的に観察
し、必要に応じて所要の措置を講ずるために、平成８年度から毎年度実施しているが、近
年の大気汚染の状況や最新の知見等を考慮した本調査の改善を検討し、大気汚染と健
康状態の観察のさらなる充実を図る。 

局地的大気汚染の健康影
響に関する疫学調査（そら
プロジェクト）の結果公表 

PM2.5の環境基準設定、

越境汚染による健康影
響の懸念 

環境保健サーベイ
ランス調査（３歳児、
６歳児） 

○調査方法の充実と改善 

・局地汚染を考慮した濃度
推計モデルの検討 
・PM2.5の評価も追加する
ため背景濃度算出の検討 支出予定先 

約４０自治体、
民間企業 

支出予定先 
民間企業 

＜現 行＞ ＜平成２６年度から追加＞ 



 

石綿繊維計測体制整備事業          ９百万円（１３８百万円） 

 

環境保健部企画課石綿健康被害対策室 

 

１．事業の必要性・概要 

 石綿救済制度における肺がんの医学的判定においては、肺内の石綿繊維の本

数が判定基準の一つとなっているが、計測可能な施設・専門家が少ないことや、

検体の計測に手間がかかることから計測待ちの件数が増加しており、計測に要

する期間が１～２年と長期化している。石綿救済制度の理念である被害者の

「迅速な救済」のため、精度管理等の実施により、石綿繊維を迅速かつ正確に

計測するための体制整備を図る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

平成25年度より、肺内の石綿繊維を計測するために必要な機材（透過型電子

顕微鏡等）を整備するとともに、計測機関や計測者による結果のばらつきを一

定範囲に抑えるための精度管理事業に着手する。 

  平成26年度からは、精度管理事業を本格的に実施することとし、繊維計測の

対象数を増やし、精度管理で得られた知見等をマニュアル等にまとめるととも

に、関係者への周知を図る。 

 

区分 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

必要な機材の確保 

精度管理 

     

 

３．施策の効果 

 石綿による肺がんの医学的判定に必要な石綿繊維計測の体制が整備されるこ

とにより、石綿健康被害者の迅速な救済が図られる。 



石綿繊維計測体制整備事業（イメージ） 
平成２６年度要求額：９百万円（平成２５年度予算額：１３８百万円） 支出予定先：民間団体 
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環境大臣の医学的判定 

現状：2年以上 

繊
維
計
測
結
果

 

認
定
／
不
認
定

 
繊維計測実施体制の整備等 

短
縮

 

＜実施スケジュール（案）＞ 

   H26.4月                      H26.10月                        H27.03月 

             
 

繊維計測の実施 

テキスト作成 
（試料作成、及び肺内石綿繊維の本数 
測定に係る手順等を文書化する。） 

検討会の開催 
（肺組織を用いて、肺内石綿繊維数を測定し、 
その結果を複数の関係者で比較・検討する。） 



 

一般環境経由による石綿ばく露の健康リスク評価に関する調査      

                    １６８百万円（１６８百万円） 

環境保健部企画課石綿健康被害対策室 

 

１．事業の必要性・概要 

石綿取扱い施設周辺などで一般環境経由による石綿ばく露の可能性があっ

た代表的な地域の住民を対象として、調査対象者を５年間追跡する調査を実

施し、石綿ばく露の状況の違い等による石綿関連所見や石綿関連疾患の発生

状況の比較等を行い、石綿ばく露者の中・長期的な健康管理の在り方を検討

するための知見を収集する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

調査対象地域※において、問診、胸部エックス線検査、胸部ＣＴ検査等の

検査を５年間継続し、石綿ばく露の状況の違い等による石綿関連所見や石

綿関連疾患の発生状況の比較等を行う。その際、中央環境審議会の答申を

踏まえ、過去に調査対象地域に住んでいた者をなるべく多く含めた形で調査

を行い、より効果的・効率的な健康管理の在り方を検討・実施する。 

なお、平成 26 年度は第２期調査の最終年度に当たることから、これま

でに収集された知見を分析・総括するとともに、平成 27 年度以降の方針

について検討を行う。 

※大阪府泉南地域等、尼崎市、鳥栖市、横浜市鶴見区、羽島市、奈良県、北九州市門司区 

 

区分 22 23 24 25 26 
      

石綿ばく露の健康リスク評価に関する調査 
（第２期石綿の健康リスク調査） 

     

第２期調査の総括及び平成 27 年度以降の方針検討      

      

 

３．施策の効果 

一般環境経由による石綿ばく露の可能性があった代表的な地域において、

石綿ばく露の状況の違い等による石綿関連所見や石綿関連疾患の発生状況の

比較等を行い、石綿ばく露者の中・長期的な健康管理の在り方を検討するた

めの知見が収集される。 

また、第２期調査（～平成 26 年度）により得られた知見を分析・総括す

ることにより、平成 27 年度以降の方針についての検討に資する。 



一般環境経由による石綿ばく露の健康リスク評価に関する調査 

（１）石綿取扱い施設周辺などで一般環境経由
により石綿にばく露した可能性のある地域※

の周辺住民 
※大阪府泉南地域等、尼崎市、鳥栖市、 
 横浜市鶴見区、羽島市、奈良県、 
 北九州市門司区（７地域、平成23年度） 

 

（参考）平成23年度の対象者数：約3,000名 

 
 

複数年の継続的な検査等 

石綿ばく露の状況、石綿関連所見※ 、石綿関連
疾患の発生状況等を比較 

※胸膜プラーク、胸水貯留等の８つの所見 

問診、胸部エックス線、胸部ＣＴ等の検査を実施 

（２）過去に調査対象地域に居住していた者（転
居者） 

 

○中央環境審議会答申（平成23年６月） 
「過去に調査対象地域に住んでいた者をなるべく多
く含めた形で調査を行い、どのような症状、所見、石
綿ばく露のある者が健康管理の対象となるべきか
等、より効果的・効率的な健康管理の在り方を引き
続いて検討・実施すること。」 

 

石綿健康被害救済法附帯決議（平成18年３月） 
「石綿に暴露した可能性のある周辺住民に対する健康相談及び問診の実施や、さらに医学的に
必要と認められる住民に対する定期的な経過観察等、健康管理対策を図ること。」 

対象者 

効率的・効果的な健康管理の在り方を検討するための知見を収集 

  26年度要求額 １６８百万円（１６８百万円） 支出予定先 地方公共団体、民間団体等 



 

茨城県神栖市における有機ヒ素化合物による環境汚染及び健康被害に係る緊

急措置事業費              １０３百万円（１０２百万円） 

 

環境保健部環境安全課環境リスク評価室 

 

１．事業の必要性・概要 

 茨城県神栖市においては、通常自然界には存在しない有機ヒ素化合物であ

るジフェニルアルシン酸による環境汚染に起因すると考えられる健康被害が

生じているが、ジフェニルアルシン酸による環境汚染を通じた人への影響等

については、今なお科学的知見が十分でない状況にある。このような状況を

踏まえ、ジフェニルアルシン酸による汚染が確認された井戸の水を飲用に供

していた住宅に居住し、又は居住していた者であって、ジフェニルアルシン

酸のばく露が確認された者（対象者）に対して、引き続き医療費等の給付や

健康管理調査、小児期にばく露され精神遅滞がみられた者に対する精神発達

調査等を実施するとともに、臨床医学等の専門家からなる検討会を運営する。

また、本事業等を遂行するために必要な人員体制の維持を図る。 

なお、本事業については、平成２６年度に見直しを行うこととされているが、

ジフェニルアルシン酸の健康影響や治療法が解明されない間は、閣議了解に基づ

き、緊急措置事業を継続することが必要となる。 

 

２．事業計画（業務内容） 

事 業 内 容 １５～２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

医療費等の給付 
 

  
 

健康管理調査 
 

  
 

精神発達調査  
 

 
 

小児支援体制整備事業 
 

  
 

検討会の運営 
 

           
 

 

３．施策の効果 

 対象者に対して、健康診査を行うとともに医療費等を支給することによって治

療を促し、また、著しいばく露を受けたと認められる者等に対して、病歴、治療

歴等に関する調査等を行うことにより、発症のメカニズム、治療法等を含めた症

候及び病態の解明を図り、もって、その健康不安の解消等に資する。 

 

事
業
見
直
し 



茨城県神栖市における有機ヒ素化合物による環境汚染及び健康被害に係る緊急措置事業 

＜趣旨＞ 
 神栖市における有機ヒ素化合物(ジフェニルアルシン酸)のばく露が確認できる者に対し、健康診査を行うとともに、医療費等を給付
することにより、治療を促すことを通じて、当該者に係る症候及び病態の解明を図り、もってその健康不安の解消等に資する。 

＜対象者＞ 
①有機ヒ素化合物汚染井戸飲用住宅への居住要件を満たし、 
②毛髪・爪検査等によりばく露が確認された者 

専門家による検討会 
(環境省)の審査を経て 
確認 

医療手帳の交付 

特に汚染の著しい井戸
水の飲用者 
→健康管理調査の実施 (健康
状態等に係る報告票の提出
による調査を実施、病歴、治
療歴等の調査を初年度に実
施)  

入
院
歴 

な
し 

入
院
歴 

あ
り 

•医療費(自己負担分を公費負担) 

•療養手当(通院：月15,000円、 
                  入院：月25,000円)(併給なし) 

•健康診査(年1回)(公費負担) 

•健康管理調査費用(月20,000円) 

•健康管理調査協力金(300,000円) 【初年度当初】 

•健康管理調査費用(月20,000円) 

•健康管理調査協力金(700,000円) 【初年度当初】 

＜給付内容＞ 

＜実施状況＞ 
◇申請受付開始日 
平成15年6月30日 
 
◇対象者数等 
 (平成25年4月1日現在) 
医療手帳対象者    150名                       
                 (累計     157名) 
うち健康管理調査対象者    29名 
 
 
 
 
 
◇事業見直し等 
・平成18年6月7日 
 平成18年度第1回臨床検討会で
の意見を踏まえ、当初3年間実施
とされていた健康管理調査の継続
を決定 
 
・平成20年5月22日 
 平成20年度第1回臨床検討会で
の意見を踏まえ、平成20年7月以
降も事業を継続することを決定 
 
・平成23年6月23日 
 平成23年度第2回臨床検討会で
の意見を踏まえ、平成23年7月以
降も事業を継続するとともに、 小
児期にばく露され、相当程度の精
神発達への影響がみられた者に
対し、精神発達調査を実施するこ
とを決定 
 
・平成26年 
 事業見直し予定 

申請者数      565名 
申請棄却者         408名 
分析調査中等    0名 

小児支援体制整備事業の実施 
※平成20年度～                     
（医療手帳の交付を受けた15歳以下の者のうち、親
権者等からの申請があった者を対象） 

＜その他＞ 
一人一人の成長過程に応じた支援体制を整備するため、
医療・発達・教育・福祉等の多角的な観点から、支援の
実施について調整を行う 

  
 ・精神発達調査費用(月50,000円) 
 

小児期にばく露され、相当程度の精
神発達への影響がみられた者 
※平成23年度～ 
→精神発達調査の実施（精神発達等に係る
報告票の提出等による調査を実施） 

【２６年度要求額：１０３万円（２５年度予算額：１０２万円）  支出予定先：茨城県】 



 

（新）化学物質審査規制改革推進費      ３８９百万円（０百万円） 

 

環境保健部企画課化学物質審査室 

 

１．事業の必要性・概要 

 我が国において世界で最も先端的かつ合理的な化学物質管理制度を目指

し、化学物質による人の健康及び生態系へのリスクを最小化するとともに、

我が国事業者の競争力向上のため、化学物質審査規制法の前回改正法の施

行から５年後の見直しに向けた検討を進める。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）少量新規化学物質確認制度の見直しの検討 

 少量新規化学物質確認制度について、科学的考察を基に人の健康及び生態

系に対する安全性を確保しながら、事業者の新規化学物質の製造・輸入に係

る予見可能性を担保する仕組みを検討する。 

（２）化審法における不純物等の取扱いの検討 

 化学物質に含まれる不純物について、環境汚染の防止と、新規化学物質の

開発に要する費用や期間の効率化との両立を図ることが可能な審査規制制度

上の取扱いについて検討する。 

（３）化学物質使用製品に係る規制手法の検討 

 製品に使用された化学物質による環境リスクを最小化するための規制手法

について、海外の事例などを参考とし、検討する。 

（４）化学物質の用途規制に係る調査検討 

 環境への放出量が多い特定の用途について環境リスク評価上の寄与の調査

を進め、効率的かつ効果的に環境放出を抑制する用途規制の手法を検討する。 

（５）サプライチェーンを通じた化学物質の情報共有の円滑化 

 化学物質のサプライチェーンにおける川上事業者から川下事業者までの化

学物質の安全性・使用状況等に関する情報共有について実態を把握し、情報

共有を円滑に行うためのツール及び制度の検討を行う。 

                                   等 

３．施策の効果 

 本事業の成果を踏まえて、化学物質による人の健康及び生態系へのリスクを

最小化するとともに、我が国事業者の競争力向上のための化学物質審査規制制

度の改革を図る。 



化学物質審査規制法（平成21年改正） 
・WSSD2020年目標の達成に向けて、全ての工業用化学物質について段階的なリスク評価を行う仕組みを構築 

・ハザード評価からリスク評価へと評価の体系を転換 

  化学物質審査規制改革推進費 

国際的な化学物質管理強化の潮流に応じた化学物質審査規制制度への改革 
・化学物質による人の健康及び生態系へのリスクを最小化 

・我が国事業者の競争力向上のための制度改革 

・国民の暮らしの安全・安心の基盤となる化学物質対策の充実・強化 

国際発信等を通じて地球規模での環境・生命文明社会の実現に貢献 

平成26年度概算要求額： ３８９百万円（０百万円） 
支出予定先：民間団体等 

   国際的な化学物質管理強化の潮流に応じた 
              化学物質審査規制制度の改革に向けた検討の実施 

○少量新規化学物質確認制度の見直し検討 
・環境を汚染させずに事業者の製造・輸入の予見性を確保 

○不純物等の取扱いの検討 
・不純物等の安全かつ効率的な審査規制制度の検討 

○事業者からの情報収集等の強化 
・暴露等に係る情報の事業者からの提供を促進する制度の検討 

○化学物質審査規制の運用体制の整備 
・より実効性の高い運用体制の検討 

○化学物質使用製品への対策 
・製品中の化学物質のリスクへの対策強化 

○化学物質の用途規制の検討 
・環境中への放出量の多い用途についての規制手法の検討 

○サプライチェーンを通じた情報共有 
・サプライチェーンを通じた有害性・使用状況に係る情報の共有 

○有害化学物質の代替技術評価手法の検討 
・有害化学物質の代替促進のための取組の評価手法を検討 

国際的な化学物質 
管理強化への対応 

国際整合性の観点からの 
規制改革 



 

水俣条約早期発効に向けた対応       ２６２百万円（７５百万円） 

 

環境保健部環境安全課 

 

１．事業の必要性・概要 

2010 年以降 5 回にわたる政府間交渉委員会の結果、本年 1 月に「水銀に関

する水俣条約」として条文案が合意された。この条約は、水銀の供給・使用

から排出・廃棄に至るすべてのライフサイクルにわたって国際的に規制を進

めようとするもので、本年 10 月に熊本市・水俣市で開催される外交会議で署

名・採択される予定である。日本は、水俣病の経験国として積極的に条約交

渉に参加してきたところ、引き続き同条約の早期発効による国際的な水銀対

策の推進に大きな役割を果たすことが重要である。 

 

２．事業計画（業務内容） 

○ 我が国水銀対策手法の国際展開      １０５百万円（０百万円） 

水銀使用量の多い途上国を中心とする国際的な水銀対策の推進に貢献する

ため、我が国の水銀管理技術・手法の国際展開を図る。 

具体的には、 

① 我が国の水銀管理技術の海外での実施に関する実現可能性調査（F/S 調

査）をモデル事業として実施、 

② 国連環境計画（UNEP）、国内及び途上国から専門家や政策担当者を集め

たモデルケースとしてのワークショップを開催し、我が国の持つ水銀対

策に関する知見を広く共有する。 

 

○ 水銀対策に関する国際及び国内戦略の検討 ５２百万円（５２百万円） 

水銀に関する水俣条約の採択後も、①数年後の条約発効までの暫定措置や、

②条約発効後に開催される第１回締約国会議で採択予定の「利用可能な最良

の技術及び環境のための最良の慣行」（ＢＡＴ／ＢＥＰ）等に関する各種ガ

イドライン、ガイダンスの具体的な内容、③その他条約の具体的な運用のた

めのルール作りについて国際交渉が継続する見込みである。 

これらの議論に際して我が国から国際ルール等に関する提案を行うべく、

所要の調査・検討を行う。また、併せて我が国の水俣条約締結に向けて、国

内担保措置の準備を着実に進める。 

  

○ アジアにおける水銀測定・濃度予測の推進 ２３百万円（２３百万円） 

経済成長が著しいアジア太平洋地域からの水銀の大気への排出は、世界の



約 5 割を占め、我が国への影響も懸念される。このため、 

① 国境を越えて我が国に流入する水銀等の状況を把握するため高精度のバ

ックグラウンド濃度常時監視の継続、 

② 長距離拡散・移動・蓄積モデルを用いたアジア太平洋地域での水銀の排

出量及び環境中濃度の推計及び排出削減対策の効果の予測、 

を実施する。 

さらに、2014 年より開始されることが決定された水銀の共同モニタリング

の国際的プロジェクトへ参加し、我が国の持つモニタリング技術の国際展開

に向け戦略的なモニタリング体制の検討・情報発信等を実施する。 

 

○ 水俣条約発効暫定期間に係る国連環境計画等拠出金 

 ８２百万円（０百万円） 

政府間交渉委員会第 5 回会合において我が国が表明した、条約発効までの

期間における 100 万ドル規模の資金拠出を着実に実施し、途上国における法

整備支援及び政府担当者のキャパシティビルディングを行うことにより、各

途上国の条約締結に向けた取り組みを促進し、ひいては条約の早期発効を促

す。 

 

３．施策の効果 

本施策により、国際的には、①アジアをはじめとする途上国の「水俣条約」の

締結の促進と、②詳細な国際ルール作り等国際的な水銀対策の推進を図るととも

に、国内においては、③条約制定から数年後に予想される条約発効に向けて、国

内担保措置の準備を着実に進める。 



 
 
 

１．水銀対策に関する国際及び国内戦略の検討   
 条約の具体的な運用のためのルール作りへの参画や、国内対策のための調査・検討 
 

２．アジアにおける水銀測定・濃度予測の推進 
 高精度のバックグラウンド濃度常時監視、長距離拡散・移動・蓄積モデルを用いた濃度予測 
 

３．我が国水銀対策手法の国際展開 
 水銀管理技術の海外展開に関する実現可能性調査、水銀対策の知見の共有 
 

４．水俣条約発効までの暫定期間に係る国連環境計画等への拠出 
 条約の早期発効を目指し、途上国の条約締結に向けた取り組みを促進 

   

水俣条約早期発効に向けた対応  

背 
景 

○本年1月、地球規模の水銀汚染の防止に向け、政府間交渉委員会において条約条文案に合意。 

 条約名称が「水銀に関する水俣条約」に決定。 

○我が国は、水俣病の経験国として積極的に条約交渉に参加。 

○条約の採択・署名のための外交会議を本年10月9日（水）から11日（金） 
  に熊本市・水俣市で開催。環境大臣が議長を務める予定。 

平成２６年度概算要求額 ２６２百万円（７５百万円）  

支出予定先 国際機関、民間団体等 

引き続き、水俣条約の早期発効による国際的な水銀対策の推進に貢献 

水俣条約早期発効に向けた対応 



 

（新）水銀調査研究拠点における分析技術の高度・効率化 

                        １５百万円（０百万円） 

国立水俣病総合研究センター 

 

１．事業の必要性・概要 

国立水俣病総合研究センターにおいては、水俣病救済特別措置法や水銀に関す

る条約（水俣条約）における要請に対応するため、従来用いられてきた水銀分析

法に加え、世界最新の分析技術を導入し、他の分析項目に関する測定技術等につ

いても組織や分野を横断しつつ包括的で専門的な研究を行う「水銀分析技術研究

室」を平成 25 年度に新設した。 

 このため、本施策では化学形態別の水銀分析に用いられてきた従来法とは異な

り、分離能力と検出感度が格段に改良された超高速液体クロマトグラフィー（UH

PLC）※1 と誘導結合プラズマ分析計（ICP-MS）※2 に対応した溶解・濃縮・分離

法を開発し、従来法との相互比較によって分析精度管理を行うとともに、分析の

効率化・自動化を図る。 

 

２．事業計画（業務内容） 

①超高速液体クロマトグラフィーに適合した溶解法の確立 

超高速液体クロマトグラフィー（UHPLC）による水銀化合物分離と、その前

段階の濃縮過程に適合した溶解法を新たに確立する。固体試料中の水銀化合物

を存在化学形態のまま完全溶解できるように、マイクロ波試料処理装置の利用

によって、分解液量と分解時間の縮小を図り、廃液量と時間コストを削減する。 

②夾雑物除去と水銀濃縮の１ステップ化 

「夾雑物除去過程」と「濃縮過程」を組み合わせて１つの操作にすることで、

試料の容器間の移し替えに伴って生じる汚染を防止する。そのため、試料溶解

液中の水銀化合物に対する吸着剤と溶離液の組み合わせを選択し、高い水銀回

収率を達成する。 

③形態別水銀化合物の高速分離 

高圧送流可能な超高速液体クロマトグラフィー（UHPLC）を用いて、化学形

態ごとの水銀分離を短時間に達成する。そのため、近年になり利用できるよう

になった微小粒子サイズの充填剤の選択と、移動相の混合比と流量の条件設定

を行う。 

④夾雑物除去・濃縮過程―超高速液体クロマトグラフィー（UHPLC）―誘導結合

プラズマ分析計（ICP-MS）のオンライン化 

夾雑物除去・濃縮過程―超高速液体クロマトグラフィー（UHPLC）―誘導結

合プラズマ分析計（ICP-MS）を接続することで、溶解液注入後は ICP-MS まで

自動化し、様々な試料に対する分析精度の検証及び従来法との比較試験を実施

し、分析法の調整を行う。 

 

 



３．施策の効果 

 本法は従来法とは異なる分析原理に基づくため、開発・導入できれば 2 種類の

分析法によって分析精度の相互比較が可能となる。また、分析の効率化・自動化

により、専門家以外による水銀分析を可能とするとともに、水銀分析の低コスト

化を達成することで、水銀研究の生産性の向上が可能になる。これらにより、水

銀調査研究拠点として信頼性の高い分析データの維持管理が達成できるとともに、

国内外の他機関に対しても技術移転による分析技術の向上を図ることができ、将

来的には、国立水俣病総合研究センターが水銀分析における国内外のレファレン

ス・ラボラトリー（基準測定施設）として標準物質※3 作成等の役割を担うこと

を目標とする。 

 

※1.HPLC は充填剤を詰めたカラムに溶解液を加圧送流し、カラム内に留まる時

間（保持時間）が化学形態によって異なることを利用して、溶解液の成分を

分離する装置。HPLC に比べて微小なサイズの充填剤を用いて溶解試料を高

圧送流する UHPLC は、水銀化学形態の分離性能の向上と分離時間の短縮が期

待できる。 

 

※2.ICP-MS は、高温の誘導結合プラズマ（ICP）中に溶解試料を噴霧し、質量分 

析計（MS）でイオン化した原子を定量するための装置。ICP-MS への溶解試 

料の直接導入では総水銀が定量されるだけであるため、形態別分析には UHP 

LC を通して化学形態を分離した試料を用いる。 

 

※3.標準物質は正確に値付けされた均質で安定な物質であり、分析精度管理（分

析機器の校正、機関技能の確認、分析方法の評価など）に利用される。夾雑

物の多い試料では、溶解、夾雑物除去、濃縮等の前処理が難しいため、分析

試料と化学組成がよく似た標準物質を用いることにより、分析値の正確さを

証明することになる。メチル水銀の値付けのされた標準物質は、現状では毛

髪、血液、魚肉、貝肉のみであるため、臓器や環境試料等の標準物質も分析

精度管理に求められている。 



水銀調査研究拠点における分析技術の高度・効率化            

施策概要 

化学形態別水銀分析自動化のための 
研究基盤の確立 

2000年以降，格段に進化した超高速液体クロマト

グラフィーの分離機器とICP-MS等の高感度検出機

器に対応した試料前処理法（溶解，夾雑物除去，

濃縮）を開発することで，検出機器導入までの操

作を合理化し，高感度分析の自動化を図る。 

年次計画 

26年度 超高速液体クロマトグラフィーに適合した溶解法の確立 
27年度 夾雑物除去と水銀濃縮の １ステップ化 
28年度 形態別水銀化合物の高速分離 
29年度 夾雑物除去・濃縮-UHPLC-ICP-MSシステムのオンライン化  

試料 

移し替え（手作業） 

ガスクロマトグラフィー 

冷蒸気原子吸光計（CV-AAS） 

オンライン（自動） 

冷蒸気原子吸光計 
（CV-AAS） 

電子捕捉型検出器 
（ECD） 

従来法 

社会的要請と対応 

水俣病救済特別措置法と水銀に関する水俣条約に対して 
本施策によって水銀分析技術研究室が果たす ５つの責務 

１）高度化： 専門家以外の利用を促進するため分析の自動化を図り，汚染監視を強化する。 

２）効率化： 分析効率化（４形態同時定量）によって，水銀リスク評価研究を促進する。 

３）所内の分析精度管理： 従来とは異なる原理に基づいた分析法を導入し，比較管理する。  

４）国内外の分析精度管理： レファレンス・ラボラトリーとして標準物質作成等の役割を担う。 

５）技術移転： 分析の自動化・効率化により、国内外への技術移転を強化する。 

超高速液体 
クロマトグラフィー 

（UHPLC) 

試料 

分離 

夾雑物除去 

① カラム吸着による水銀濃縮 

無機 

メチル エチル 

フェニル 

溶解 夾雑物除去・濃縮・水銀溶離 

分解 気化 

気化 

溶解 

灰化 

夾雑物除去 精製 濃縮 分離 

誘導結合プラズマ分析計 
(ICP-MS) 

総水銀 

メチル水銀 

濃縮・分離に適し
た溶解法の確立 
 

存在化学形態の
まま水銀を溶解 

実施内容 

吸着剤と溶離液
の選択 
 

濃縮・溶離後の
高い水銀回収率
を達成する 

１ステップ化 
 

濃縮と同時に 

夾雑物除去 

試料移し替えに
よる汚染をなくす 

UHPLC条件設定 
 

微小粒径の充填
剤によって，フェ
ニル水銀まで短
時間で検出する 

高度・効率化 

② 濃縮後カラムから水銀溶離 

検出器が選択可能（後発開発途上国での有機水銀測定時） 

溶離液 

１５百万円（０百万円） 
支出先：民間団体等 



                                 

 

化学物質環境実態調査費          ３２６百万円（３１２百万円） 

 

環境保健部環境安全課 

企画課化学物質審査室 

 

１．事業の必要性・概要 

有害性の高い化学物質の環境汚染状況の把握等を的確かつ円滑に行うこと

により、環境リスク評価・管理を促進し、環境リスクを削減させるとともに、

化学物質による環境汚染の未然防止に資する。 

 

 

２．事業計画（業務内容） 

化学物質環境実態調査 

調査対象物質について妥当な分析法開発を行い、調査対象物質の特性に 

応じた媒体（水質・底質・大気・生物）について、全国規模での調査を実

施し、一般環境中における化学物質の残留状況を把握及び環境リスクの評

価管理に資するデータを収得する。特に、本調査の根幹である分析法開発

に注力し、滞貨（分析法開発及び調査未着手物質）を解消し、本調査の一

層の加速化を目指す。 

 

 

３．施策の効果 

化学物質の環境リスク評価上の要望に対して、より多くのばく露情報を速

やかに提供することにより、化審法の規制対象物質の追加、化管法の指定化

学物質の指定の検討、さらには、化審法に基づく少量新規化学物質確認制度

の見直しの検討など、新規・拡充事業に係る要望も含めて、化学物質対策関

連施策の円滑な推進に寄与する。 



化学物質環境実態調査費 

 目的：化学物質対策を効果的かつ円滑に推進するための前提となるデータ整備の 
    根幹を担う、一般環境中の化学物質残留状況を把握 
 対象：多媒体（水質、底質、生物、大気等の一般環境） 

 調査開始時期：化審法成立を契機として、昭和49年度から継続して調査実施 

 地方自治体 

化審法の規制対象物質、化管法の届出対象物質の選定や環境リスク評価等の検討に   

あたっての暴露評価資料として活用 
地方における環境施策実施のための

基礎資料として活用 

詳細環境調査 

初期環境調査 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査 

環境残留の有無が明らかでない化学物
質の環境残留を確認するための調査 

初期環境調査等で環境残留が確認され
た化学物質について、環境中の残留状
況を精密に把握するための調査 

化審法の規制対象物質のうち、環境基
準等が設定されていないものの、環境
残留性が高く環境実態の推移の把握が
必要な物質を対象に行う調査 

地方自治体及び民間企業 

調査対象物質の選定 

妥当な分析法の開発 

化管法 
環境リスク初期評価 

 大防法・水濁法ニーズ含む 
EXTEND2010 

化審法 
優先評価化学物質  

２６年度要求額 ３２６百万円（３１２百万円）地方公共団体・民間請負 



 

化学物質の内分泌かく乱作用に関する評価等推進事業 

                    １８５百万円（１９９百万円） 

環境保健部環境安全課 

 

１．事業の必要性・概要 

 化学物質の内分泌かく乱作用については、５年間で 100 物質程度を目途とし
て検討対象の選定を行うという「化学物質の内分泌かく乱作用に関する今後の
対応-EXTEND2010-」の枠組みに基づき、これまで、85 物質を信頼性評価の対象
として選定し、71 物質について信頼性評価、29 物質について試験管内試験、６
物質について生物試験を実施してきた。また、３つの作用についての試験法を
確立した。平成 26 年度は、EXTEND2010 の目標達成に向け、試験管内試験や生
物試験の対象となった物質について評価作業を進めるとともに、未確立の試験
法についての検討を加速させることとする。 
また、化学物質の内分泌かく乱作用については、近年、EU で再定義について

検討されたり、世界保健機関（WHO）と国連環境計画（UNEP）から平成 25 年 3
月にレポートが出されるなど、海外において再注目を浴びている。 

EXTEND2010 におけるこれまでの取組の検証や海外の動向を踏まえ、今後の新
しい評価の枠組みについて検討する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

平成 26 年度は、EXTEND2010 の目標達成に向け、試験管内試験や生物試験の対
象と判断された物質について評価作業を進めるとともに、未確立の試験法につい
ての検討を加速させる。 

EXTEND2010 におけるこれまでの取組の検証や海外の動向を踏まえ、今後の新
しい評価の枠組みについて検討する。 

 

３．施策の効果 

EXTEND2010 に基づく取組を実施することで、化学物質の内分泌かく乱作用に

ついての評価を進めることに資する。 

 

 



化学物質の内分泌かく乱作用に関する評価等推進事業 
 
 
平成8年に海外の著書「奪われし未来」をきっかけに、化学物質が内分泌系をかく乱する作用が人の健康や
野生生物に及ぼす影響に社会的関心が高まった。 

しかし、未解明な点が多かったため、平成10年に「環境ホルモン戦略計画SPEED’98」、平成17年に
ExTEND2005を策定し、各種の取組を実施。 

これらの取組の結果、ノニルフェノール等の4物質の内分泌かく乱作用がメダカで推察されるとともに、開
発したメダカ、ミジンコ等の試験法がOECDで国際標準法として採択される等の成果を上げている。 

平成22年から、EXTEND2010に基づき、取組を推進し、５年間で100物質程度を目途として検討対象物資
の選定を行い、作用・影響評価等を加速化している。 

 

 

近年、WHO/UNEPやEUで、化学物質の内分泌かく乱 

 作用について再注目されている。 

 EXTEND2010に基づいて評価して 

 きた作用以外の内分泌系への影響も 

 示唆されている。 

 

 

 EXTEND2010の目標達成に向け、評価対象となった 

 化学物質の評価、未開発の試験法の開発を加速化する。 

 これまでの化学物質の評価や試験法開発の進捗状況、海外の動向等を踏まえ、新しい評価の枠組みに 

 ついて検討する。 

これまでの取組 

新しい課題 

２６年度要求額 １８５百万円（１９９百万円） 
支 出 予 定 先   民間団体等 



 

 

全国ＰＯＰｓ（残留性有機汚染物質）残留状況の監視事業 

            ２０８百万円（１０３百万円） 

環境保健部環境安全課 

 

１．事業の必要性・概要 

POPs 条約の締約国としての義務を履行するため、条約対象物質の国内に

おける環境汚染実態の長期継続的な監視と解析・評価等を行う必要がある。 

また、東アジア地域のバックグランドとされた辺戸岬（沖縄県）で高頻度

の監視を行い、POPs 条約の有効性評価に役立てる。 

さらに、今般中国における深刻な大気汚染が問題となっており、国内にお

いても越境汚染が懸念されている。 

特に、難分解性、高蓄積性、そして長距離移動性を特性とする有機汚染化

学物質（POPs）について、大陸からの POPs 流入状況を的確に把握すること

は、我が国における環境汚染対策を検討する上で重要な基礎資料となるとと

もに、POPs 条約で求められる義務を果たすなど、国際的な議論にも役立て

ることができる。 

 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）POPs 条約に基づく国内 POPs 残留状況の監視 

①POPs21 物質について、最新の汚染実態を把握するため、国内の大気、

水質、底質、生物（魚類、鳥類等）及びヒト生体等のモニタリング調

査を実施する。 

②東アジア地域のバックグランドと位置づけられている辺戸岬（沖縄県）

において高頻度（調査頻度：3 日間（連続）/月×12 ヶ月）の監視を

行う。 

 

（２）POPs の越境汚染に係る高頻度監視 

国内の人間活動の影響が少なく、かつ日本に対して大陸の影響を確認

することに適した場所として、SPM や PM2.5 の測定情報が得られる一般

環境大気測定局がある五島（長崎県）において、大陸からの POPs 流入

状況を的確に把握するために、高頻度に POPs 残留状況の監視を実施す

る。 

➢調査地点：五島（長崎県） 

➢調査頻度：15 日間（連続）/月×12 ヶ月と高頻度に調査を実施 

 



 

 

３．施策の効果 

国内及び国際的な環境実態を監視することとした POPs 条約第 11 条に係

る義務を適切に履行することによって、得られた情報を POPs 条約第 16 条

の条約の有効性評価に役立てるなど、国際的貢献にも寄与する。 

また、POPs の越境汚染に係る高頻度モニタリングを実施することで、大陸

から我が国への POPs 流入状況を的確に把握し、得られた結果を国内におけ

る環境汚染対策に活用する。 



               

       

POPs条約総合推進費  －全国POPs残留状況の監視事業－ 

POPsの越境汚染に係る高頻度監視 

大陸からの 

POPｓ越境汚染 

調査概要 

  ハイボリュームエアサンプラーで大気を採取し分析 

   調査地点 ： 五島（長崎）  ⇐  国内における人間活動の影響が少なく、大陸の  

                    影響を確認することに適しており、 SPM・PM2.5 

                    を24時間常時監視している一般環境大気測定局 

   調査頻度 ： 15日間（連続）/月×12ヶ月と高頻度に調査を実施 

 

大陸からのPOPsの流入状況を把握 

 POPs   （Persistent Organic Pollutants ：残留性有機汚染物質）  

   ①毒性があり   ②難分解   ③高蓄積性   ④長距離移動性    

２６年度要求額 ２０８百万円（１０３百万円）、支出予定先 民間団体等 

五島（長崎県） 



 

PRTRデータの推計精度向上事業        ２５百万円（２２百万円） 

 

環境保健部環境安全課 

 

１．事業の必要性・概要 

化学物質排出把握管理促進法に基づく PRTR 制度において、対象業種の一定規

模の事業者から届出される情報以外の化学物質の排出量（届出外排出量）は国が

推計することとされている。現在の推計では対象となっていない施設からの排出

量推計方法を確立するほか、既に対象となっている移動排出源についても最新の

統計資料や排出量の実測データ等を踏まえて推計方法や排出係数等の検討を行い、

データの信頼性をより高める必要がある。 

また、中央環境審議会及び産業構造審議会が設置した化学物質管理制度検討ワ

ーキンググループ合同会合中間取りまとめ（平成 20 年 8 月）にも述べられてい

るとおり、届出外排出量推計はリスク評価を実施する上で重要であり、その観点

からも推計方法の改善を一層加速する必要がある。 

 

２．事業計画（業務内容） 

届出外排出量の推計に関して、廃棄物処理施設など未だ推計できていない排出

源についての検討を行う。また、移動排出源については、環境配慮型車両（ハイ

ブリッド車、ＣＮＧ車等）の導入を考慮した排出量推計の見直しを進める。以上

によりばく露情報の整理によるリスク評価の取組を加速させる。 

 

 

３．施策の効果 

ばく露情報の整理により、PRTR データの一層の精緻化及びリスク評価の精度

向上が図られる。 

 

区分 ２６年度 ２７年度 ２８年度 
（１）推計できていない排出源の推計方法の

確立 
   

（２）移動排出源の排出量推計の見直し    



届出外排出量推計 

【対象】 
  届出の対象とならない事業者や 自動車などの移動体、家庭など 

・現在推計の対象となっていない 
 施設への対応 
・移動体の推計への最新の 
 動向の反映 

課題 

・既存資料・モニタリング結果などを基に 排出源に応じた推計方法を用いる 

家庭・小規模事業者 移動体 など 
・全国・都道府県別の排出量の推計を国が実施 

平成２６年度概算要求額 ２５百万円（２２百万円） 支出予定先 民間団体等 

１．推計できていない排出源の推計方法の確立 
 廃棄物処理施設などについて検討 
 

２．移動排出源の排出量推計の見直し 
 環境配慮型車両（ハイブリッド車、ＣＮＧ車等）の導入を考慮 
 

 PRTRデータの一層の精緻化、リスク評価の精度向上 

PRTR制度 

・「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（化管法）に基づく 
 化学物質排出移動量届出制度（Pollutant Release and Transfer Register) 
 

・内容： 以下の区分で化学物質の排出・移動に関する情報を国が毎年集計・公表 
      １．対象事業者 → 事業者が届出 
      ２．対象事業者以外 

事業内容 



 

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査） 

                 ５,９８１百万円（３，９８４百万円） 

 

環境保健部環境安全課環境リスク評価室 

 

１． 事業の必要性・概要 

近年、環境中の化学物質が子どもの心身の健康に与える影響への懸念が広がっ

ている。このため、大規模かつ長期のコホート調査「子どもの健康と環境に関す

る全国調査」（エコチル調査）を実施し、子どもの健康に影響を与える環境要因

を明らかにすることにより、適切なリスク管理体制を構築し、安心・安全な子育

て環境の実現と少子化対策への貢献に繋げる。 

 

２． 事業計画（業務内容） 

本調査は、環境省の企画立案の下に、（独）国立環境研究所がコアセンターと

して実施機関となり、国立成育医療研究センターがメディカルサポートセンター

としての医学的支援を行いつつ、全国１５地域のユニットセンター（大学医学部

等）と協力して実施している。 
本調査では、平成２３年１月から平成２５年度までの約３年間で１０万組の親

子の参加登録を行い、母体血や臍帯血、母乳などの生体試料を採取保存・分析す
るとともに、子どもが１３歳に達するまで質問票や健康診査等による追跡調査を
行うこととしている。 
平成２６年度は、生まれてきた子どもに対する追跡調査、及び生体試料の化学

分析を本格的に開始する。なお、平成２４年度より福島県においては、調査地域
を全域に拡大し、県民健康管理調査における被ばく線量推計データとエコチル調
査データとの統合的解析を行うことにより、放射線の健康リスクの評価を行い、
リスク低減対策の確立及び健康管理に貢献することとしたところである。 

調査の実施にあたっては、諸外国の先行調査や世界保健機関（WHO）等の国際

機関、米国環境保護庁やドイツ環境省とも連携・協力をすることにより得られた

知見を、本調査に還元する。 

（スケジュール） 

 平成２２年度  研究計画書の策定、地域での体制づくり、調査実施者の研修
等（平成２３年１月から参加者募集開始） 

  平成２３年度  参加者募集・登録、追跡調査 
         データシステムの整備 
 平成２４年度  福島県において調査地域を全県に拡大 
         参加者募集・登録、追跡調査 
 平成２５年度  参加者募集・登録、追跡調査 
  平成２６年度～ 追跡調査、データ・試料の分析 
 平成３９年度  追跡調査終了（最後の参加者が１３歳に到達した時点） 

 

 



３． 施策の効果 

本調査の実施により、化学物質等の環境要因が子どもの健康に与える影響を解

明することができ、子どもの健康を守るためのリスク管理体制構築を通じて、次

世代育成に係る健やかな環境の実現を図ることができる。また、本調査は環境要

因に限らず幅広い視点からの子どもの健康研究の共通基盤を提供するものである。 

 



子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査） 

エコチル調査とは・・・胎児期から小児期にかけての化学物質曝露が子 

 どもの健康に与える影響を解明するための、長期・大規模な追跡調査 

【１．背景】 
     子どもの健康に環境化学物質が与える影響が解明されておらず、 

     子育てへの不安が広がっている 

 

        その解明のため、大規模な疫学調査の実施が必要 

【２．調査内容】 
   平成22年度 全国・地域における体制整備、研究計画書の策定等 

   平成23年1月より3年間で調査対象者（10万組の親子）の登録 

           質問票調査 

           母親の血液・尿・毛髪、父親の血液採取 

           出生児の健康状態の確認 

           臍帯血の採取 

           健診、質問票調査 

           母乳、子どもの毛髪採取 

           健診、質問票調査 

           子どもの尿の採取 

化学物質等の測定 

試料の長期保存等 

 

遺伝要因、生活習慣要因、 

社会要因等と併せて 

統計分析 

 

子どもの健康に与える 

環境要因の影響を解明 

13歳の 
誕生日まで 

妊娠中 

出産時 

1ヶ月後 

13
年
間
追
跡 

平成39年 追跡終了／平成44年 調査終了 

3
年
間 

募
集 

【４．予算】 
平成22年度 31億円 ⇒ 調査の立ち上げ 

平成23年度 46億円 ⇒ 参加者募集本格化 

平成23年度4次補正 16億円 ⇒ 参加者募集の加速化、放射線に関するシステム開発 

平成24年度 45億円 ⇒ 福島県内の調査地域を全県に拡大 

平成24年度予備費 21億円 ⇒ 参加者募集のさらなる加速化 

平成25年度 40億円 ⇒ 参加者募集の仕上げ、追跡調査の本格化への対応 

【５．期待される成果】 
・子どもの脆弱性に配慮した化学物質のリスク評価・管理に活用 

・安全・安心な子育て環境の実現 

・我が国最大規模の生体試料バンクはライフサイエンス分野の研究開発に貢献 

企画立案、各省との連携、国際連携 環境省 

コアセンター（国立環境研究所） 

メディカルサポートセンター 
（国立成育医療研究センター） 

ユニットセンター 
（全国15地域の大学等） 

調査の実施機関 

 データ管理、試料の保存分析等 
参加者募集と追跡調査 

（地域の医療機関の協力） 

H22年4月、環境大臣より認定書授与 
①北海道 ②宮城 ③福島 ④千葉 ⑤神奈川  

⑥甲信 ⑦富山 ⑧愛知⑨京都 ⑩大阪  

⑪兵庫 ⑫鳥取 ⑬高知 ⑭福岡 ⑮南九州・沖縄 

【３．実施体制】 

【26年度要求額：5,981百万円（25年度予算額：3,984百万円） 
支出予定先：国立環境研究所・全国15地域の大学等】 



 

中堅・中小企業による環境経営の普及促進及び 

グリーン経済における情報開示基盤の整備事業  ５７百万円（５９百万円） 

 

総合環境政策局環境経済課 

 

１．事業の必要性・概要 

グリーン経済の実現のためには、中小企業を含む幅広い企業において環境経営

が実施されることが重要である。とりわけ近年では、調達先における環境問題が

企業に損失を与えるなど、バリューチェーンを通じた環境リスクが顕在化しつつ

あり、バリューチェーンの一端を担う中堅・中小企業における環境経営の重要性

はますます高まっている。 

また、企業活動のグリーン化を進めるためには、環境情報の開示と有効利用に

よって、企業の環境経営が適正に評価されることが重要であるが、近年、例えば、

リオ＋２０における「自然資本宣言」の採択や経済・環境・社会の「統合報告」

の取組に見られるように、環境情報開示の新たな動きが世界的に高まりつつある。

このような世界の動きを踏まえつつ、環境情報の開示と活用の一層の拡大と高度

化を進めることが必要となっている。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）中堅・中小企業による環境経営の普及促進事業 

①中堅・中小企業におけるバリューチェーン環境経営実証 

ＣＯ２削減に焦点をあてた中小企業向け環境経営システムである「チャレン

ジ・エコアクション２１の手引き」等により、サプライヤーである中堅・中小

企業に対して環境経営の普及を進め、環境負荷低減を促進する。 

②中小企業向け環境経営システムの国際展開調査 

東南アジア諸国において、環境課題解決のため中小企業向けの環境経営シス

テムの導入に向けたニーズや課題等の調査を行い、導入支援の方策を検討する。 

 

（２）グリーン経済における情報開示基盤の整備事業 

 ①環境報告の高度化・利用促進 

  環境報告ガイドライン（2012 年版）に基づき、主要な業種別ＫＰＩ（主要

業績評価指標）の算定方法等に関する検討を進めるとともに、統合報告等に関

する国際的な検討の動向を踏まえつつ、財務報告と環境報告の連携された開示

形式等について検討を行う。さらに、地域金融機関等における企業環境情報の

利用を促進する。 



 ②環境負荷・保全効果の評価手法の調査・開発 

  環境負荷情報と財務会計情報とを関連付けて管理・開示する環境会計につい

て、自然資本への影響の評価・管理の手法に重点を置きつつ、一層の充実に向

け検討を進める。 

 

３．施策の効果 

 環境経営の促進と環境報告の有効利用が行われ、環境ビジネスや環境配慮型の

企業活動が積極的に評価されることによりグリーン経済が実現される。 



 
環境情報の開示 

 

 

環境経営を行っている
事業者を適正に評価で
きる情報基盤を整備 

 環境情報開示基盤の整備   環境経営の普及推進 

   中堅・中小企業による環境経営の普及促進及び 
   グリーン経済における情報開示基盤の整備事業 

環境情報開示 

環境経営の実践 

環境経営の評価 

環境金融 

• 環境報告の高度化・利用促進 

• 環境負荷・保全効果の評価手法の
調査・開発 

• 中堅・中小企業におけるバリューチェーン
環境経営の実証 

• 中小企業向け環境経営システムの国際
展開調査 

１）バリューチェーンの環境リスク管理の視
点を含め、中堅・中小企業による環境経営
の一層の普及を図ることが必要。 

 
環境経営の 
実践 

バリューチェー
ンを視野に中
堅・中小を含む
企業が環境経
営を実践 

 
環境経営の 

適正な評価・環境金融 
 

環境経営に優れた企
業に資金流入と便益が
もたらされ、好循環の
輪を拡大 

平成26年度概算要求額  
５７百万円（５９百万円） 
支出予定先：民間団体等 

２）自然資本宣言、統合報告等の国際的な新
たな流れを踏まえつつ、我が国の環境情報の
開示の一層の拡大・高度化が必要。 

【課題】 



 

税制全体のグリーン化推進検討経費      ２６百万円（２９百万円） 

 

総合環境政策局環境経済課 

 

１．事業の必要性・概要 

低炭素社会をはじめとする持続可能な社会の実現のためには、あらゆる

施策を総動員する必要があり、税制はその有効な政策ツールである。 

第四次環境基本計画（平成 24 年 4 月 27 日閣議決定）においては、「税

制については、諸外国の状況も含め、エネルギー課税、車体課税といった

環境関連税制等による環境効果等を総合的・体系的に調査・分析すること

により、税制全体のグリーン化を推進する」こととされており、持続可能

な社会の実現にむけ税制面の一層の検討が求められている。 

このため、本事業は、持続可能な社会の構築を推進する観点から、エネ

ルギー課税、車体課税といった環境関連税制を中心に、広くそれらが与え

る環境効果や経済影響等に関する分析・把握を行うとともに、諸外国にお

ける税制のグリーン化の動向に関する調査を行うことにより、環境面から

の我が国の税制のあるべき姿及びその推進方策について、総合的かつ体系

的な検討を行うものである。 

 

２．事業計画（業務内容） 

平成 25 年度に実施している「税制全体のグリーン化推進検討会」の結果

も踏まえ、今後の税制全体のグリーン化の方向性やその推進方策の総合的

・体系的検討（学識経験者による検討）、税制全体のグリーン化による環境

効果・経済影響分析（シミュレーション分析）等を実施する。 

 

３．施策の効果 

持続可能な社会の構築に向け、低炭素化の促進のみならず、循環型社会、 

自然共生社会の構築など、幅広い視点に立った税制全体のグリーン化の検討

を行うとともに、環境関連税制等による環境効果等を調査・分析し、環境負

荷や税負担の観点から公平で、負担を最小化しつつ最大限の環境効果を得ら

れる効率的な税制に向けた検討を行うことにより、更なる税制全体のグリー

ン化を推進する。 

 



 
 
 
 
 
【今後の税制全体のグリーン化の方向性】 
○ 持続可能な社会の構築に向け、低炭素化の促進のみならず、循環型社会、自然共生社会の構築など、幅広い
視点に立った税制全体のグリーン化の検討 

 

○ 環境効果等の適切な把握により、国民負担や経済影響を最小化しつつ、環境負荷削減効果の最大化が図られ
る効率的な税体系の検討 

 

○ 諸外国における環境税制改革の進展状況とその環境面からの評価を踏まえたグリーン化措置の検討 

更なる税制全体のグリーン化に向けた総合的・体系的な調査・分析 

○ 税制については、諸外国の状況も含め、エネルギー課税、車体課税といった環境関連税制等による環境効果
等を総合的・体系的に調査・分析することにより、税制全体のグリーン化を推進する。 

第四次環境基本計画（平成２４年４月２７日閣議決定）（抄）  

税制全体のグリーン化推進検討経費 
平成26年度概算要求額 26百万円（29百万円）  支出予定先：民間団体等 

○今後の税制全体のグリーン化の方向性やその推進方策の総合的・体系的検討（有
識者検討会・ヒアリング等） 

 

○環境関連税制等による環境効果等の分析（シミュレーション分析等） 
 

○諸外国における新たな制度の導入事例や環境効果の調査等（文献調査、現地政府
機関へのヒアリング等） 

事業
内容 

○持続可能な社会の構築に向け、低炭素化社会、循環型社会、自然共生社会など幅
広い環境分野において税制グリーン化の検討を行うとともに、環境関連税制等に
よる環境効果等を調査・分析し、公平で効率的な税制に向けた検討を行うことに
より、更なる税制全体のグリーン化を推進する。 

期待 
される
効果 



                                  

 

環境教育強化総合対策事業      １０２百万円（ １０２百万円） 

 

総合環境政策局 環境教育推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

平成 23 年 6 月に議員立法により「環境教育等による環境保全の取組の促進

に関する法律」（以下、環境教育等促進法）が成立し、国は学校や地域等にお

ける環境教育の充実や環境教育を推進する仕組みの強化等を図ることが求めら

れているほか、平成 24 年 4 月に閣議決定された「第四次環境基本計画」、同

6 月に閣議決定された「第二次環境教育等基本方針」、同 6 月に開催された

「リオ＋20」等を踏まえ、環境教育の強化を総合的に進める必要がある。 

また、平成 14 年に我が国提案の「国連持続可能な開発のための教育（以下、

ESD）の 10 年」が国連で決議され、平成 17～26 年の 10 年間に世界各国で集中

的に ESD の取組を推進していくこととされている。最終年となる平成 26 年に

は、我が国において「持続可能な開発のための教育（ESD）に関するユネスコ

世界会議」が開催され、これまでの検証と今後の対策を検討することとなって

おり、国際的なイニシアティブをとってきた我が国が、環境教育について国内

外に対して範を示していく必要がある。 

 

※「持続可能な開発のための教育（ESD:Education for Sustainable Development）」とは、持

続可能な社会の実現に向け、一人ひとりが社会の課題と身近な暮らしを結びつけ、よりよ

い社会づくりに自ら参画するための教育のことを指す。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）子ども環境教育強化事業                  25 百万円（ 25 百万円） 

教職員や子ども達など幅広い層を対象に、環境教育の教材やコンテンツ等を

提供する「環境教育・環境学習データベース」を運用する。 

また、環境教育等促進法により新たに盛り込まれた事項に対応するコンテン

ツの更新や追加を行う。 

 

（２）家庭環境教育強化事業             5 百万円（   5 百万円） 

町内会や自治会等を中心に地方公共団体、学校、NPO 等と協力し、家庭にお

ける環境教育のあり方を議論し、実践まで誘導する事業を全国５カ所で先導的

に実施する。 

 

 



                                  

（３）地域環境教育強化事業            15 百万円（ 15 百万円） 

ア．地域における ESD の取組強化推進事業     12 百万円（ 12 百万円） 

ESD 活動の共有やネットワークづくりを目的とした「ESD 学びあいフォー

ラム」の開催等「＋ESD プロジェクト」の運用を通して、環境分野における

ESD の取組の促進を図るとともに、ESD に関する他分野の活動の活発化を図

ることで持続可能な社会づくりを推進する。 

イ．「体験の機会の場」認定促進事業        3 百万円（  3 百万円） 

環境教育等促進法にもとづく「体験の機会の場」の優良な認定事例を全国

５カ所選定するとともに、看板、ステッカーの作成、インターネット及びパ

ンフレット等を通じて広く紹介することで、認定制度の周知を図る。 

 

（４）環境教育人材確保・育成事業          45 百万円（ 45 百万円） 

ア．教職員・環境活動リーダー養成研修事業     6 百万円（  6 百万円） 

文部科学省と連携し、優良事例や環境教育のノウハウ等に関する実践的か

つ効果的な研修を行う。 

イ．環境人材育成コンソーシアム活動支援事業   27 百万円（  27 百万円） 

企業、NPO、研究機関等による「環境人材育成コンソーシアム」と連携し

て企業向け環境教育ガイドライン作成・実証、セミナーや研修会の開催等を

実施し、環境人材の育成と社会での活用を促進する。 

また、企業が行う社員向け環境教育の研修内容の審査、認定、表彰等を検

討して実施し、各企業における環境教育の活発化及び充実を図る。 

ウ．環境カウンセラー事業            8 百万円（  8 百万円） 

環境カウンセラー登録申請者の募集・選考を行うとともに、環境カウンセ

ラーの活動の支援や活動報告等のとりまとめ等を行う。 

エ．人材認定等事業の登録等に係る業務      4 百万円（  4 百万円） 

環境教育等促進法に基づく人材認定等事業の審査、登録を実施する。 

 

（５）環境教育施策の定着・調査・検討事業     12 百万円（ 12 百万円） 

環境教育等に関する有識者を委員とする環境教育等推進専門家会議や関係省

との連絡調整を行う環境教育等推進会議等を開催する。 

また、環境教育等促進法の施行に係る調査、検討等を行う。 

 

３．施策の効果 

環境教育等促進法令に基づく取組の着実な実施が図られる。また、ESD に従

った環境教育の普及・浸透・定着が進み、環境人材の育成・確保が図られる。

更に、平成 26 年に日本で開催される「持続可能な開発のための教育（ESD）に

関するユネスコ世界会議」における我が国のリーダーシップが図られる。 



環境教育強化総合対策事業 
平成26年度予算要求額 102百万円（平成25年度予算額 102百万円） 

 

 

○ＥＳＤの目的に従い、特に非公式な教育に
対するプログラムを推進 

 
○2014年、「ＥＳＤに関するユネスコ世界会
議」を日本で開催し、引き続きＥＳＤの推進
に貢献 
○2014年以降もESDを促進 
 
○ＥＳＤに関する世界の地域拠点のネット
ワーク化等により、国際協力を推進 
○2014年の「ＥＳＤに関するユネスコ世界会
議」において、我が国が模範的な取組を提
示し、リーダーシップを発揮できるよう、国
内における環境教育の取組を強化 

○未来の日本を背負う子ども対策の強化 
○家庭、地域、職場といったあらゆる場での環境教育の強化 
○「＋ＥＳＤプロジェクト」や環境カウンセラー支援等の着実な推進  等 

環境教育の強化を総合的に実施 

 

（米国） 

○エンパイアステートビルのエコ改修、白熱
電球の販売停止等 

（EU） 
○モーダルシフトの拡大、エコラベル付き製
品の販売増、「欧州環境首都」の選定・表
彰等 

（その他） 
○韓国では、低炭素グリーン成長戦略を打
ち出すなど環境意識の高まり 
○途上国では、持続可能性に配慮された一
次産品生産の取組が進展 

 

（第４次環境基本計画） 

○環境教育・環境学習等の推進 

（環境教育等促進法の本格施行） 
○H24.10月より同法の本格施行となり、法改
正を踏まえた各種取組が本格化 

（基本方針及び行動計画） 
○H24.6月に基本方針を閣議決定。 
 これを受けて年度内に都道府県、市町村
による行動計画の作成や態勢の整備が図
られ平成25年度より本格的に実施 

 
○愛知県名古屋市及び岡山県岡山市では、
開催を盛り上げるため、産学官民による支
援実行委員会を設立 

我が国でも、これらの動向に対応して国民や社会の意識変革や具体的行動を加速化することが急務 

リオ＋20 成果文書 

リオ＋20 日本政府｢緑の未来」イニシアティブ 

米国 

 EU 

その他 

第４次環境基本計画 

環境教育等促進法の本格施行 

基本方針及び行動計画 

2014年のESDに関するユネスコ世界会議 

リオ＋20 環境省イニシアティブ 



                                  

持続可能な地域づくりを担う人材育成事業 

１８３百万円 （ １８３百万円） 

総合環境政策局 環境教育推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

環境と経済と社会が統合的に向上する持続可能な地域づくりには、優良な環

境教育プログラムを通じた人材育成が必要不可欠である。 

持続可能な開発のための教育（以下、ＥＳＤ）の取組については、平成 14

年のヨハネスブルグサミットで我が国が世界に呼びかけたことが契機となって、

国連総会でも決議された。 

また、平成 24 年６月に開催された「リオ＋20」において、ＥＳＤの更なる

促進について合意されるとともに、我が国が表明した「緑の未来」イニシアテ

ィブにおいて、平成 26 年に我が国で開催予定の「持続可能な開発のための教

育（ＥＳＤ）に関するユネスコ世界会議」に向けて、持続可能な社会を担う人

材づくりや環境教育プログラムの作成等の一層の推進をうたっている。 

このため、全国において、①ＥＳＤに従った小中学生向け環境教育プログラ

ムの作成、②教職員、ＮＰＯ、事業者、行政等によるワークショップの開催を

通じた環境教育プログラムの検証や理解の深化、③出前授業等を活用した教育

現場等での実証を実施し、持続可能な社会を担う人材づくりの先進地域を速や

かに形成する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

（１）ＥＳＤに従った小中学生向け環境教育プログラム作成事業 

42 百万円（ 42 百万円） 

平成 26 年度の「持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）に関するユネス

コ世界会議」に向けて、ＥＳＤ活動の促進を図るため、国内 20 カ所におい

て、各地域個別の課題や自然、歴史、文化等に応じたＥＳＤに従った標準的

な環境教育プログラムを作成する。 

 

（２）ワークショップ事業及び教育現場等における実証事業 

141 百万円（ 141 百万円） 

全国 47 カ所において、学校教職員、ＮＰＯ、事業者、行政等が集うワー

クショップを開催し、上記（１）で作成した環境教育プログラムの検証を行

うとともに、関係者のＥＳＤに対する理解の深化やネットワーク構築等を促

し、郷土色豊かな環境教育プログラムを各地で共有する。更に、ＮＰＯ等に

よる出前授業などにより実証を行い、必要な改善を行って環境教育プログラ

ムの熟度や効果を高めるとともに、全国各地でのＥＳＤに従った環境教育の



                                  

取組を促進する。 

 

３．施策の効果 

国内 20 カ所において、各地域の特徴を活かした環境教育プログラムを作成

し、さらに教職員、ＮＰＯ、事業者等が集うワークショップの開催を通じて、

環境教育プログラムの共有や関係者のネットワークの構築等を図り、学校、Ｎ

ＰＯ等の連携を強化して、ＥＳＤに関する人材育成の促進を図る。 

また、全国各地でＥＳＤに従った環境教育が活発になり、平成 26 年の「持

続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）に関するユネスコ世界会議」において、

我が国がリーダーシップを発揮する下地づくりを図る。 



 
①ＥＳＤに従った小中学生向け環境教育プログラム
の作成 

②教職員、ＮＰＯ、事業者、行政等によるワーク
ショップの開催を通じたプログラムの検証や理解
の深化 

③出前授業等を活用した教育現場等での実証を 
実施 

 

持続可能な地域づくりを担う人材育成事業 

○平成23年6月に全会一致で改正された「環境教育等促進法」が、平成25年4月から本格実施された

ことを受け、学校、地域等における環境教育の充実が必要とされている。 

○リオ＋20の成果文書において、「持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）を促進する」ことが明記さ

れ、日本政府「緑の未来」イニシアティブにおいても、「持続可能な社会を担う人材づくりや環境教

育プログラムの作成等を一層推進する」こととされている。 

○「国連ESDの10年」の最終年である平成26年に、ユネスコとの共催により「ＥＳＤに関するユネスコ

世界会議」が日本で開催予定であり、主催国としてﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟを発揮できることが必要となっている。 

平成26年に向けて、持続可能な地域づくりを担う人材を 
育成するＥＳＤに従った環境教育を充実することが必要不可欠 

背景 

事業の概要 
 

・持続可能な人材づくりの先進地域
の形成 

・先進地域から周辺地域への波及･
広域化 

・ＥＳＤの実績拡大による、主催国と
しての態勢の充実 

 

期待される成果 

平成26年度予算要求額 183百万円（平成25年度予算額 183百万円） 



 地域活性化に向けた協働取組の加速化事業  

    ２００百万円（  １００百万円） 

総合環境政策局民間活動支援室  

 

１．事業の必要性・概要  

平成 23 年 6 月に議員立法により成立した「環境教育等による環

境保全の取組の促進に関する法律」（以下、環境教育等促進法）に

おいて、持続可能な社会の構築のため、多様な主体が適切に役割

を 分 担 し つ つ 対 等 の 立 場 に お い て 相 互 に 協 力 し て 環 境 保 全 活 動

等を行う協働取組の重要性が明記されている。  

特に環境課題の解決と地域活性化を推進するためにも、協働取

組が有効である。  

また、「経済財政運営と改革の基本方針」（平成 25 年 6 月 14

日閣議決定）において、特色を活かした地域づくりのために、地

域における課題解決や地域活性化の上で重要な役割を果たしてい

るＮＰＯの活動、ソーシャルビジネス等を人材、資金、信頼性向

上の点から支援するため、中間支援組織の体制強化や地域におけ

る協力・連携体制の整備等を促進することが明記されており、こ

れら協力・連携体制の整備等には協働取組の促進も含まれるもの

である。そのため、全国的な取組や地域毎の取組等、様々な主体

間による協働取組を促進することで、ＮＰＯ等の活動支援を行い、

地域における課題解決や地域活性化等、地域力の強化に結びつけ

る。  

 

２．事業計画（業務内容）  

低炭素・循環型・自然共生各分野での課題解決や地域活性化に

向けた様々な主体による協働取組について、全国的な取組や地域

ごとの取組をモデル事業として全国で展開することで、事業の実

施主体となる多様な主体間の人材、資金、信頼性の向上を図り、

かつ中間支援組織の体制強化、地域ごとの多様な主体の協力・連

携体制の整備を促し、協働取組の加速化を図る。  

 

３．施策の効果  

地域に潜在する様々な課題を、地域の中間支援組織を中核とし

て、地方公共団体、企業、ＮＰＯ等の民間団体等、多様な主体に

よる協働取組のモデル事業を通じて、各主体の人材や信頼性等の

向上と協働取組の理解と取組の加速化を図ることで、地域ごとの

課題解決力を養い、地域活性化の礎を築く。  



平成26年度予算要求額52百万円（平成25年度予算額100百万円） 

地域活性化に向けた協働取組の加速化事業 
   平成２６年度予算要求額２００百万円 （平成２５年度予算額１００百万円） 

・地域における課題解決や地域活性化の上で重要な役割を果たしているNPOの活動、ソーシャルサービス等を人材、

資金、信頼性向上の点から支援するため、中間支援組織の体制強化や地域における協力・連携体制の整備等を促
進する。（「経済財政運営と改革の基本方針」（平成25年6年14日） 

背 景 

地域の多様な主体による協働取組を通じて、地域の中間支援組織や様々な主体による協力・連携体制の整備・強化
が図られ、地域による課題解決能力等の地域力向上に結びつき、地域活性化が図られる。 

効 果 

地域ごとに、行政、企業、NPO等の民間団体等の多様な主体が公平な役割分担の下で相互に協力・
連携した協働取組を全国各地で展開。 



                                  

 

地方環境パートナーシップ推進事業   １４７百万円 （ １４８百万円） 

 

総合環境政策局民間活動支援室 

 

１．事業の必要性・概要 

環境省では、平成 23 年 6 月に議員立法により成立した「環境教育等による

環境保全の取組の促進に関する法律」（以下、環境教育等促進法）第 19 条第

1 項に基づき、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働

取組等の取組を効果的に推進するための拠点として、「地方環境パートナーシ

ップオフィス」（以下、地方ＥＰＯ）を整備し、企業やＮＰＯ等の民間団体等

に対して、環境保全活動や環境教育、協働取組等に関する情報提供や助言、交

流の機会の提供等を実施しているところ。 

また、環境教育等促進法では協働取組の重要性が一貫して盛り込まれており、

地方ＥＰＯが果たす役割もより重要なものとなっている。 

 

２．事業計画（業務内容） 

環境教育等促進法第 19 条第 1 項に基づき、行政、企業、ＮＰＯ等あらゆる

主体に対して、環境保全活動や環境教育、協働取組等に関する情報収集、情

報発信、相談や助言、交流の機会の提供を行うとともに、環境教育等促進法

第 21 条の 4 等による協働取組の円滑な実施を図るための措置として、協働取

組に関する相談対応やコーディネートを行うプロセスマネージャーの配置等

を実施し、地方ＥＰＯの機能の強化・充実を図るもの。 

 

３．施策の効果 

地方ＥＰＯの機能の強化・充実を図ることで、全国各地において、行政、企

業、ＮＰＯ等の民間団体等による環境保全活動や環境教育等に関する協働取組

を促進することができる。また、情報収集、情報発信、相談や助言、交流の機

会の提供等、環境教育等促進法の拠点機能の役割を全うすることで、地域にお

ける環境保全活動や環境教育の促進に寄与し、地域のパートナーシップ形成や

協働取組の促進を図る重要な拠点機能としての役割を果たすことができ、地域

における持続可能な社会の構築を促進することができる。 



 地方環境パートナーシップ推進事業   
                                       平成26年度予算要求額147百万円（平成25年度予算額148百万円） 

  

・「環境教育等による環境保全活動の取組の促進に関する法律」（以下、環境教育等促進法）第19条に基づく、環

境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組等の取組を効果的に推進するための拠点と
して、平成16年度より全国８箇所の地方環境パートナーシップオフィスを整備・運営。 

・環境教育等促進法第19条第1項第1号から4号に明記された拠点が果たす機能の着実な実施が図られるほか、同
第21条の4に基づく協働取組に係る手続の円滑な実施が図られる。 

・地域における環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組等の効果的な推進が全国的
に図られる。 

効果 

背景・課題 

拠点機能の充実・強化により 
・行政、企業、NPO等などの民間団体等とのネットワークによる情報収集や情報発信 
・交流の機会の提供・活用によるネットワークの深化や拡大 
・プロセスマネージャーの配置による協働取組に関する相談対応やコーディネート等の支援等 を実施 

施策 

  ・北海道地方環境パートナーシップオフィス  ・近畿地方環境パートナーシップオフィス 
  ・東北地方環境パートナーシップオフィス    ・中国地方環境パートナーシップオフィス 
  ・関東地方環境パートナーシップオフィス    ・四国地方環境パートナーシップオフィス 
  ・中部地方環境パートナーシップオフィス    ・九州地方環境パートナーシップオフィス 
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